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１、開催年月日時刻及び場所 

  令和８年６月１５日 

自  午前１１時５７分 

至  午後 零時 ０分 

於  委 員 会 室 ４ 

 
 

 

２、出席委員の氏名 

冨岡 孝介 委 員 長 

山本 由夫 副 委 員 長 

中山  功 委 員 

宅島 寿一  〃   

坂本  浩  〃   

石本 政弘  〃   

中村 泰輔  〃   

下条 博文  〃   

大久保堅太  〃   

湊  亮太  〃   

田川 正毅  〃   

 
 

３、欠席委員の氏名 

    な  し  

 
 

４、委員外出席議員の氏名 

な  し  

 
 

５、審査の経過次のとおり 

 

― 午前１１時５７分 開会 ― 

 

【冨岡委員長】 ただいまから、農水経済委員会

を開会いたします。 

これより議事に入ります。 

まず会議録署名委員を、慣例によりまして、

私から指名させていただきます。 

会議録署名委員は、石本委員、中村委員のご

両人にお願いいたします。 

本日の委員会は、令和８年６月定例会におけ

る本委員会の審査内容等を決定するための委員

間討議であります。 

それでは、審査方法について、お諮りいたし

ます。 

審査方法は、委員会を協議会に切り替えて行

いたいと思いますが、ご異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

ご異議ないようですので、そのように進める

ことにいたします。 

それでは、ただいまから、委員会を協議会に

切り替えます。 

 しばらく休憩いたします。 
 

― 午前１１時５８分 休憩 ― 

― 午前１１時５９分 再開 ― 
 

【冨岡委員長】委員会を再開します。 

それでは、本日協議いたしました委員会の審

査内容については、原案のとおり決定されまし

たので、この後、理事者へ正式に通知すること

といたします。 

ほかに、ご意見等はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

ほかにご意見等がないようですので、これを

もちまして、本日の農水経済委員会を終了いた

します。 

お疲れさまでした。 
 

― 午後 零時 ０分 散会 ― 
 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１日目 
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１、開催年月日時刻及び場所 

  令和８年６月２９日 

自  午前 ９時５９分 

至  午後 ３時３０分 

於  委 員 会 室 ４ 

 
 

２、出席委員の氏名 

冨岡 孝介 委員長（分科会長） 

山本 由夫 副委員長（副会長） 

中山  功 委 員 

宅島 寿一  〃   

坂本  浩  〃   

石本 政弘  〃   

中村 泰輔  〃   

下条 博文  〃   

大久保堅太  〃   

湊  亮太  〃   

田川 正毅  〃   

 
 

３、欠席委員の氏名 

な  し  

 
 

４、委員外出席議員の氏名  

な  し  

 
 

５、県側出席者の氏名 

永峯 裕一 産 業 労 働 部 長 

井内 真人 
産業労働部政策監 
(産業人材確保・育成担当) 

黒島  航 産業労働部次長 

松浦 浩二 産 業 政 策 課 長 

石川 拓朗 企 業 振 興 課 長 

小宮 総一 
企 業 振 興 課 企 画 監 
（企業誘致推進担当） 

原田 啓輔 新産業推進課長 

青田 和寿 新エネルギー推進室長 

園田 圭介 経 営 支 援 課 長 

松尾 由美 未 来 人 材 課 長 

本多 良成 
未来人材課企画監 
（外国人材担当） 

山田  薫 雇用労働政策課長 

 

６、審査事件の件名 

○予算決算委員会（農水経済分科会） 

第70号議案 

 令和8年度長崎県一般会計補正予算（第2号）

（関係分） 

第84号議案 

 令和8年度長崎県一般会計補正予算（第3号）

（関係分） 

報告第2号 

 令和7年度長崎県一般会計補正予算（第11

号）（関係分） 

報告第4号 

 令和7年度長崎県農業改良資金特別会計補正

予算（第2号） 

報告第5号 

 令和7年度長崎県林業改善資金特別会計補正

予算（第2号） 

報告第6号 

 令和7年度長崎県県営林特別会計補正予算

（第3号） 

報告第7号 

 令和7年度長崎県沿岸漁業改善資金特別会計

補正予算（第2号） 

報告第8号 

 令和7年度長崎県小規模企業者等設備導入資

金特別会計補正予算（第2号） 

報告第10号 

 令和7年度長崎県長崎魚市場特別会計補正予

算（第2号） 
 
 

７、付託事件の件名 
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○農水経済委員会 

（1）議 案 

第76号議案 

 長崎県産業人材育成基金条例の一部を改正す

る条例 

第80号議案 

 財産の取得について 

第81号議案 

 直轄特定漁港漁場整備事業に対する県の負担

について 

（2）請 願 

  な し 

（3）陳 情 

・要望書（松浦市） 

・令和9年度県の施策等に関する重点要望事項

（佐世保市） 

・長崎県産業労働部における戦略的組織変革と

公的調達の透明化、および行政ガバナンス正

常化に向けた陳情書 

・「ながさき産業振興プラン2030」最終版に対

する包括的評価と改善を求める陳情書 

・国政・県政に対する要望書（長崎県町村会） 

・令和8年度長崎地方最低賃金改正について陳

情 
 
 

８、審査の経過次のとおり 
 

― 午前 ９時５９分 開会 ― 
 

 

【冨岡委員長】 ただいまから、農水経済委員会

及び予算決算委員会農水経済分科会を開会いた

します。 

 それでは、これより議事に入ります。 

 今回、本委員会に付託されました案件は、第

76号議案「長崎県産業人材育成基金条例の一部

を改正する条例」ほか2件でございます。 

 そのほか、陳情6件の送付を受けております。 

 なお、予算議案及び予算に係る報告議案につ

きましては、予算決算委員会に付託されました

予算議案及び予算に係る報告議案の関係部分を

農水経済分科会において審査することになって

おりますので、本分科会として審査いたします

案件は、第70号議案「令和8年度長崎県一般会計

補正予算（第2号）」のうち関係部分ほか8件で

あります。 

 次に、審査方法についてお諮りいたします。 

 審査は、従来どおり、分科会審査、委員会審

査の順に行うこととし、部局ごとにサイドブッ

クスに掲載しております審査順序のとおり行い

たいと存じますが、ご異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【冨岡委員長】 ご異議ないようですので、その

ように進めることといたします。 

 なお、議案外の質問につきましては、各部局

の審査における委員1回当たりの質問時間は、理

事者の答弁を含め20分を限度とし、一巡した後、

審査時間が残っている場合に限って再度の質問

ができることといたしますので、よろしくお願

いいたします。 

 これより、産業労働部関係の審査を行います。 

【冨岡分科会長】 まず、分科会による審査を行

います。 

 予算議案及び予算に係る報告議案を議題とい

たします。 

 産業労働部長より、予算議案及び予算に係る

報告議案の説明を求めます。 

【永峯産業労働部長】 おはようございます。 

 産業労働部関係の議案についてご説明をいた

します。 

 資料といたしましては、予算決算委員会農水

経済分科会関係議案説明資料の当初版と追加1
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の方でございます。 

 今回、ご審議をお願いいたしております議案

は、当初版に記載をしております第70号議案「令

和8年度長崎県一般会計補正予算（第2号）」の

うち関係部分、それから追加資料、追加1の説明

資料に記載をしております第84号議案「令和8年

度長崎県一般会計補正予算（第3号）」のうち関

係部分、それからまた報告2件ございまして、こ

れは当初版の方に記載をいたしてございますが、

報告第2号知事専決事項報告「令和7年度長崎県

一般会計補正予算（第11号）」のうち関係部分、

報告第8号知事専決事項報告「令和7年度長崎県

小規模企業者等設備導入資金特別会計補正予算

（第2号）」でございます。 

 当初版の2ページの方をご覧ください。 

 初めに、第70号議案「令和8年度長崎県一般会

計補正予算（第2号）」のうち、関係部分につい

てご説明をいたします。 

 令和8年度当初予算は、予算編成時期と知事選

挙の関係から骨格予算であったため、今回の補

正におきまして具体的な諸施策に係る予算を計

上いたしてございまして、歳入予算、歳出予算

は記載のとおりでございます。 

 3ページをご覧ください。 

 歳出予算の主な内容についてご説明をいたし

ます。 

 鉱工業振興費について。 

 県内造船関連産業のサプライチェーンを強靱

化するため、設備投資の促進や受注拡大、人材

確保等への支援に要する経費として、地場企業

総合支援事業費1億6,229万8,000円の増等を計

上いたしております。 

 県内地場企業と県内スタートアップの連携に

よる新たな事業創出等を支援するために要する

経費として、創業・起業支援事業費1,010万円の

増等を計上いたしております。 

 中小企業金融対策費について。 

 県内中小企業者が経営の安定のために必要と

する事業資金を金融機関を通して貸し付けるた

めに要する経費として、金融対策貸付費10億円

の増、制度融資の円滑な運用を図るための調整

業務、信用補完制度の充実を図るための保証協

会への保証料補助及び損失補償に要する経費と

して、金融対策指導費3億4,252万7,000円の増を

計上いたしております。 

 中小企業振興費について。 

 商工会及び商工会議所が行う小規模事業者の

ための経営改善普及事業に対する助成及び商工

会連合会が行う商工会指導事業等に対する助成

を行う経費として、中小企業団体指導育成費

2,462万1,000円の増を計上いたしております。 

 雇用安定対策費について。 

 県外学生の本県への就職を促進するため、県

外大学との連携や福岡在住学生とのネットワー

ク構築に向けた取組に要する経費として、県外

学生ＵＩターン就職促進事業費1,045万3,000円

の増等を計上いたしております。 

 労働福祉費について。 

 県内企業の人材確保・定着を促進するため、

働きやすい職場環境づくりの支援や好事例の周

知等に要する経費として、雇用環境改善対策費

1,367万円の増等を計上いたしております。 

 債務負担行為の内容につきましては、記載の

とおりでございます。 

 続いて、追加1の説明資料の2ページ中段をご

覧ください。 

 次に、第84号議案「令和8年度長崎県一般会計

補正予算（第3号）」のうち関係部分についてご

説明いたします。 

 今回の補正予算は、国の重点支援地方交付金
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等を活用した物価高騰対策等について、必要な

予算を追加しようとするものであり、歳入予算、

歳出予算は記載のとおりでございます。 

 歳出予算の内容につきましては、中小企業振

興費について。 

特別高圧電力を利用している県内事業者の電

気代高騰分への支援に要する経費として、特別

高圧電力高騰対策支援事業費2億368万9,000円

の増、ＬＰガスを利用している県内事業者のガ

ス代高騰分への支援に要する経費として、事業

者向けＬＰガス価格高騰緊急対策支援事業費

8,400万8,000円の増を計上いたしております。 

中小企業金融対策費について。 

 中東情勢緊迫化に伴う原油価格高騰等による

中小企業者の資金繰りを支援するための融資枠

拡大に要する経費として、金融対策貸付費13億

9,000万円の増（追加融資枠125億円）を計上い

たしております。 

 次に、当初版にお戻りいただき、記載の内容

についてご説明をいたします。 

 当初版の5ページをご覧ください。 

 報告第2号知事専決事項報告「令和7年度長崎

県一般会計補正予算（第11号）」のうち関係部

分、報告第8号知事専決事項報告「令和7年度長

崎県小規模企業者等設備導入資金特別会計補正

予算（第2号）」についてご説明いたします。 

 これは、さきの3月定例県議会の予算決算委員

会におきまして、専決処分により措置すること

について予めご了承をいただいておりました、

令和7年度予算の補正を3月31日付で専決処分さ

せていただいたものであります。 

 一般会計における歳入予算、歳出予算は記載

のとおりであり、この歳出予算の主な内容は、

地場企業工場等立地促進補助金の実績確定等に

伴う地場企業総合支援事業費1億2,527万円の減、

緊急離職者能力開発委託事業の実績確定等に伴

う緊急離職者能力開発事業費4,230万8,000円の

減などによるものであります。 

 次に、小規模企業者等設備導入資金特別会計

について、歳入予算、歳出予算は記載のとおり

であり、この主な内容は、高度化資金貸付費の

減などによるものであります。 

 最後に、「令和7年度長崎県一般会計歳出予算

繰越明許費繰越計算書報告」のうち関係部分に

ついては、合計109億6,896万1,000円を計上して

おり、その内訳は記載のとおりであります。 

 繰越の主な理由といたしましては、国の物価

高騰対応重点支援地方創生臨時交付金の活用事

業について、年度内に適切な事業実施期間が確

保できないことにより、令和8年度にかけて引き

続き支援に取り組むためでございます。 

 以上をもちまして、産業労働部関係の説明を

終わります。よろしくご審議賜りますようお願

い申し上げます。 

【冨岡分科会長】 次に、企業振興課長より補足

説明を求めます。 

【石川企業振興課長】 私から、6月補正予算の

補足説明をさせていただきます。 

 補足説明資料の2ページをご覧ください。 

 ながさき造船サプライチェーン強靱化事業費

についてご説明いたします。 

 この事業は、本県の基幹産業である造船関連

産業のサプライチェーンを強靱化するために、

県内企業の設備投資や受注拡大、人材確保を推

進するための事業でございまして、予算額は1億

6,229万8,000円でございます。 

 事業内容ですけれども、まず1つ目です。 

 中小企業の生産性向上に資する設備投資等に

対する補助としまして、1億5,000万円を計上し

ております。 
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 設備投資に対する補助でございまして、補助

率2分の1で、上限は3,000万円としております。

この要件としまして、県内企業への発注を拡大

する計画を策定することや国の100億宣言を行

う予定があることとしております。 

 これは、サプライチェーンの中核を担うよう

な一定規模の企業を想定しておりまして、支援

を受けた企業からさらに県内中小企業への仕事

の発注を増やすことで、サプライチェーン全体

の強靱化を狙うものでございます。 

 次に、2つ目のアドバイザーによる取引拡大等

の支援としまして、456万4,000円を計上してお

ります。 

 これは、大手造船企業のＯＢをアドバイザー

として県内中小企業に派遣し、取引拡大に向け

たアドバイスや取引マッチングなどの取組を実

施するものでございます。 

 次に、3つ目の官民連携での設計人材確保対策

としまして、208万円を計上しております。 

 これは、特に確保が難しくなっている設計人

材につきまして、県外の造船系、理工系も含め

まして、大学の学生を本県に招きまして、県内

造船所を知ってもらうための視察や交流会を産

学官連携により実施するものでございます。 

 最後に4つ目ですけれども、県内学生の獲得支

援等として565万4,000円を計上しております。 

 これは、県内の大学、高校などの学生及びそ

の保護者を対象として、県内造船関連企業の見

学会を実施するものでございます。 

 以上で説明を終わります。 

 続きまして、3ページをご覧ください。 

 航空機産業ステップアップサポート事業費に

ついてご説明いたします。 

 まず、事業概要ですけれども、県内航空機関

連産業のサプライチェーン構築・拡大を目指し、

大手企業からの仕事の受注獲得に向けて取り組

む事業でございまして、予算額は5,082万4,000

円でございます。 

 事業内容でございますが、まず1つ目ですけれ

ども、県の工業技術センターを活用した県内中

小企業の技術力強化支援としまして、3,923万

2,000円を計上しております。 

 これは、工業技術センターの中にＮＡＩＣ試

作支援センター、このＮＡＩＣというのは、県

の航空機産業クラスター協議会のことでござい

ますけれども、クラスター協議会の名を冠した

試作支援センターを設置しまして、大手企業の

協力を得まして、航空機関連分野への参入プロ

セスに必要な知識を学ぶワークショップの開催、

それから実際に部品を試作して工業技術センタ

ーや大手企業の技術者による評価、あるいは助

言等を実施するというものでございます。 

 次に、2つ目の国内展示会への出展支援等とし

て500万円を計上しております。 

 これは、国内外の航空機関連企業が参加する

展示会への出展やＪＩＳＱ9100など航空機産業

の品質に関する認証制度などのセミナーを実施

するものでございます。 

 3つ目のアドバイザーによる技術力向上及び

受注獲得支援として328万円を計上しておりま

す。 

 これは、大手重工メーカーＯＢ等の専門家を

アドバイザーとして県内企業に派遣し、受注獲

得に向けた技術指導などのアドバイスを実施す

るものでございます。 

 最後に4つ目、県内高校生等を対象とした航空

機関連企業等の訪問として、331万2,000円を計

上しております。 

 これは、経済産業省とも連携しまして、県内

高校生等を対象に航空機関連企業訪問などの連
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携イベントを実施するものでございます。 

 私からの説明は以上でございます。よろしく

ご審議賜りますようお願いいたします。 

【冨岡分科会長】 次に、企業振興課企画監より

補足説明を求めます。 

【小宮企業振興課企画監】 続いて、4ページを

お開きください。 

 私からは、成長産業企業誘致特別強化対策事

業費についてご説明いたします。 

 本事業は東彼杵町で整備を進める工業団地へ

のアンカー企業の誘致をはじめ、現在整備中で

ある複数の工業団地への誘致実現に向けて誘致

活動を強化するため、企業誘致プロモーション

を展開するとともに、県産業振興財団に専門人

材を配置するという事業でございまして、予算

額は6,236万8,000円でございます。 

 事業内容としましては、まず1つ目のアンカー

企業誘致のためのトップセールスですが、これ

は全国誌やインターネットサイトを通じて本県

の立地環境を国内外にＰＲするほか、首都圏に

おいて企業の経営層を対象に本県の優位性など

を知事がプレゼンテーションする企業誘致セミ

ナーなどを実施する費用でございまして3,740

万円を計上しております。 

 2つ目の県産業振興財団への専門人材配置で

すが、半導体などの成長産業分野に幅広いコネ

クションを持つ専門人材を2名配置し、アンカー

企業へのアプローチを強めていくこととしてお

り、2名分の人件費と活動費合わせて2,496万

8,000円を計上しております。 

 以上でございます。 

【冨岡分科会長】 次に、新産業推進課長より補

足説明を求めます。 

【原田新産業推進課長】 私からは、資料の5ペ

ージから7ページまでの3つの事業についてご説

明いたします。 

 まず、資料の5ページをご覧ください。 

 スタートアップ共創促進事業費、補正予算額

は1,010万円でございます。 

 本事業は、1、事業概要に記載のとおり、県内

でのスタートアップと地場企業の連携による新

たな事業創出等を補助金で支援する新規の事業

でございます。 

 これによりまして、スタートアップが持つ新

技術等が地場企業に採用されて取引実績ができ、

スタートアップの認知度を高め、活躍しやすい

環境が整備されることで、スタートアップのさ

らなる成長を促すことを目指しております。 

 2、事業内容のところをご覧ください。 

 補助対象者は地場企業等です。補助対象経費

は地場企業等が県内スタートアップとの連携、

具体的に申しますと、スタートアップの持つ新

技術等を導入することなどにより、新商品・新

サービスの開発など新たな事業創出等を進める

際に要する経費としております。補助率は2分の

1で、補助額の上限は1社当たり200万円でござい

ます。 

 続きまして資料の6ページをご覧ください。 

 産地団体サプライチェーン強靱化事業費、補

正予算額749万1,000円でございます。 

 本事業は、事業概要に記載のとおり地域産品

である、壱岐焼酎、島原手延そうめん、五島手

延うどんのサプライチェーンの強靱化を図るた

め、付加価値の向上を目指す産地を支援するも

のであり、昨年度まで実施した産地活性チャレ

ンジ推進事業の後継事業でございます。 

 今回、産地団体が地元市町の伴走支援を受け

て、計画策定や事業実施後のフォローアップに

取り組む点などを強化いたしております。 

 事業内容のところをご覧ください。 
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 補助対象者は、壱岐焼酎、島原手延そうめん、

五島手延うどんの産地団体でございます。補助

対象経費は、産地団体が地元市町や商工団体を

巻き込んで計画を策定し実施する付加価値向上

の取組、例えば、大都市圏で開催される展示会

への出展による商品ＰＲなどに要する経費とし

ております。補助率は2分の1、補助額は上限を

1産地当たり200万円としており、地元市町によ

る協調補助が条件でございます。 

 続きまして、資料7ページをご覧ください。 

 デザイン価値創出支援事業費、補正予算額606

万1,000円でございます。 

 本事業は、デザイン力の向上による売上拡大

を図るため、優れたデザインの商品を表彰する

とともに、販路拡大を目指したＰＲを実施する

もので昨年度まで実施した「売れる！デザイン

競争力強化事業」の後継事業でございます。 

 事業内容のところをご覧ください。 

 平成23年度から開始し、今年度で16回目の開

催となるデザインアワードにつきましては、新

たに審査において、応募者がデザインの意図や

思いなどを説明する機会を設けて、そうした審

査の過程を対外的に発信し、表彰制度の県内外

における認知度向上を図るとともに、ユーザー

視点の取り込みも強化してまいります。 

 また、商品のブラッシュアップ支援といたし

まして、ブラッシュアップによって需要拡大が

期待できる商品について、デザイナーズバンク

に登録されている専門家などを活用した改良等

を支援いたします。 

 以上で私からの説明を終わります。ご審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

【冨岡分科会長】 次に、経営支援課長より補足

説明を求めます。 

【園田経営支援課長】 私からは、資料の8ペー

ジ、事業承継促進プロジェクト事業費2,462万

1,000円についてご説明いたします。 

 本事業は、1、事業概要に記載のとおり県内事

業者の早期・円滑な事業承継を促進するため、

後継者不足等による廃業リスクを抱える事業者

の掘り起こしや事業承継の準備の伴走支援を実

施するものであります。 

 具体的には、2、事業内容にありますように事

業者にとって最も身近な支援機関であります商

工会・商工会議所に専任職員を6名配置し、事業

者に直接出向いてプッシュ型の支援を行うこと

としております。 

 業務内容としましては、事業承継につきまし

ては一定の期間を要するため、まず事業者に対

し、できるだけ早めに準備を始める必要性をご

理解いただいた上で、自社の経営状況や課題の

把握、承継を見据えた経営改善など伴走支援を

実施するものであります。 

 最終的には、事業承継の実行段階を担う専門

機関であります国の事業承継・引継ぎ支援セン

ターに適切につないで円滑な事業承継を実現す

るものとなっております。 

 説明は以上となります。ご審議のほどよろし

くお願いいたします。 

【冨岡分科会長】 次に、未来人材課長より補足

説明を求めます。 

【松尾未来人材課長】 私の方からは、未来人材

課の2つの事業についてご説明いたします。 

 補足説明資料の9ページをご覧ください。 

 県外学生ＵＩターン就職促進事業費として

1,045万3,000円を計上しております。 

 事業概要に記載していますとおり、本事業は、

県外学生の本県への就職を促進するため、県外

大学との連携や福岡在住学生とのネットワーク

構築などを実施いたします。 
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 事業内容といたしましては、福岡県を中心と

した県外大学と関係を構築し、大学と連携した

取組の実施や支援策の提供などを行う福岡の拠

点「ながさきＵＩターン就職支援センター」の

運営、福岡在住の学生や大学関係者と県内企業

等との交流イベントの福岡での定期的な開催の

ほか、協定締結校と連携した交流会や企業見学

会、大学の就職担当者と県内企業との情報交換

会、公式ＬＩＮＥの開設・運営などに取り組ん

でまいります。 

 次に、10ページをご覧ください。 

 ながさきジョブシフト・チャレンジ事業費と

して6,106万6,000円を計上しております。 

 この事業は、昨年度まで実施しておりました

地域活性化雇用創造プロジェクト事業の後継事

業として計上させていただいております。 

 事業概要に記載していますとおり、本事業で

は、地域を支える産業の人材確保のため、中途

採用を目的とした人材育成と確保を支援いたし

ます。 

 事業内容といたしましては、デジタル人材育

成のためのＩＴスキル習得講座の実施や企業の

デジタル業界未経験者の採用計画等の支援、体

験就労を通じた正規就労の促進、オンライン就

職フェアの開催などを行ってまいります。 

 私からの説明は以上でございます。よろしく

ご審議を賜りますようお願いいたします。 

【冨岡分科会長】 次に、未来人材課企画監より

補足説明を求めます。 

【本多未来人材課企画監】 11ページをご覧く

ださい。 

 私からは、留学生の県内就職支援事業費、予

算計上額331万5,000円についてご説明いたしま

す。 

 本事業は、企業と大学等との交流機会の創出

や出張型合同企業説明会を通じて、留学生の県

内就職を支援するとともに、県内企業における

外国人材の受入れを促進するものでございます。 

 2、事業内容といたしましては2点ございまし

て、1つは留学生の県内就職に向けた支援体制を

強化し、県内企業における留学生採用を促進す

ることを目的として、企業と大学等の就職担当

者が直接交流する意見交換会を実施するもので、

151万円を計上しております。 

 もう一点は、留学生の県内就職を促進するた

め、留学生が参加しやすい環境となるよう、企

業が大学に出向いて行う出張型の合同企業説明

会を県内3つの大学において開催しようとする

もので、180万5,000円を計上しております。 

 私からの説明は以上でございます。よろしく

ご審議賜りますようお願いいたします。 

【冨岡分科会長】 次に、雇用労働政策課長より

補足説明を求めます。 

【山田雇用労働政策課長】 資料12ページの方を

ご覧ください。 

 私の方からは、人材確保・定着に向けた職場

環境改善支援事業費についてご説明いたします。 

 事業概要につきましては、県内中小企業向け

の研修会やアドバイザー派遣等を通じた職場環

境改善を推進するとともに、Ｎぴか認定企業に

おける好事例の紹介などによる人材確保定着を

促進するものであり、予算額1,086万7,000円を

計上しているところでございます。 

 事業内容は4点ございます。 

 1点目の魅力ある職場づくり研修会につきま

しては、人事担当者等を対象にハラスメント対

策、働き方改革や労働関係法の改正内容、就業

規則策定方法等の研修会を開催するものであり

ます。 

 2点目の「職場の課題解決」アドバイザー派遣
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につきましては、子育てや介護と仕事の両立支

援など、企業が抱える課題の解決や、Ｎぴか取

得を支援するため、社会保険労務士等の専門家

を派遣するものであります。 

 3点目の経営者向けセミナーへの講師派遣に

つきましては、商工団体等が実施する働きやす

い職場づくり等をテーマにしたセミナーに外部

講師を派遣するものであります。 

 4点目のＮぴかを活用した人材確保・定着支援

につきましては、Ｎぴか認定企業による人材確

保・定着に向けた取組の好事例を紹介するとと

もに、求職者に対するＮぴかの認知度向上に向

けた情報発信等を支援するものであります。 

 続きまして、資料13ページをご覧ください。 

 共働き・共育てを支える職場づくり促進事業

費についてご説明いたします。 

 この事業につきましては、「日本一共働き・

共育てしやすい長崎県づくり」の実現に向け、

男性の育児休業取得を推進するため、経済団体

等との協定締結やセミナー等を通じて企業の取

組を促進するものであり、予算額は280万3,000

円を計上しております。 

 事業内容は2点ございます。 

 1点目は、企業における共働き・共育てしやす

い職場環境づくりの推進に向け、経済団体等と

協定を締結するものであります。 

 2点目の男性育休取得促進セミナーにつきま

しては、企業の経営者等を対象に、共働き・共

育てを推進する意義について理解を深めていた

だくとともに、働き方改革や男性の育児休業取

得に関する取組事例を紹介するセミナーを開催

するものであります。 

 私からの説明は以上であります。よろしくご

審議賜りますようお願い申し上げます。 

【冨岡分科会長】 次に、産業政策課長より補足

説明を求めます。 

【松浦産業政策課長】 ここからは、追加補正予

算における産業労働部関係の事業につきまして

ご説明をさせていただきます。 

 資料につきましては、令和8年6月定例県議会

予算決算委員会農水経済分科会補足説明資料6

月追加補正産業労働部の2ページをご覧くださ

い。 

 今回の補正予算案につきましては、去る6月5

日に国の補正予算が成立し、重点支援地方交付

金の追加配分が決定されたことに伴いまして、

国の支援対象とならない特別高圧電力やＬＰガ

スの利用者に対する支援を実施するため、関連

予算を提案させていただくものでございます。 

 資料の2ページに記載しております特別高圧

電力高騰対策支援事業費につきましては、国が

支援する低圧電力や高圧電力と同様に特別高圧

電力を利用している県内事業者に対しまして、

本年7月から9月までの期間において、電力使用

量に応じた支援を行うものでございます。 

 支援単価につきましては、前回と同様に大企

業については国が行う高圧電力への支援単価の

半額といたしまして、中小企業につきましては、

大企業に比べ負担感が大きいことから、国の支

援単価と同額の支援を行うものとしております。 

 なお、今回も1事業者当たりの上限を1,500万

円に設定をさせていただいております。 

 続きまして、資料3ページをご覧ください。 

 事業者向けＬＰガス価格高騰緊急対策支援事

業費についてご説明をいたします。 

 国が支援する都市ガスと同様にＬＰガスを利

用している県内事業者に対しまして、今回の交

付金を活用した地方自治体による支援を国から

要請されているところでございます。 

 こうしたこともあり、ＬＰガスを利用してい
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る県内事業者に対しまして、国と同様に本年7月

から9月までの期間、使用しているＬＰガスの種

類や使用量に応じた支援を行うものでございま

す。 

 調理や空調など一般の生活用として、業務上

でＬＰガスを用いる業務用ＬＰガスの使用事業

者や金属加工や窯業、食品加工など工業用とし

てＬＰガスを大量に使用する事業者に対しまし

て国の支援単価を参考に同程度の支援を実施し

てまいります。 

 以上で説明を終わります。よろしくご審議賜

りますようお願いいたします。 

【冨岡分科会長】 次に、経営支援課長より補足

説明を求めます。 

【園田経営支援課長】 私からは、資料の4ペー

ジ、金融対策貸付費13億9,000万円についてご説

明いたします。 

 こちらにつきましては、県の制度融資であり

ますの中で預託金となります。金融機関に対し、

一定金額を無利子で貸し付けし、金融機関の資

金調達コストを抑えることで、事業者の負担と

なる利率を引き下げるものになります。 

 今回、1、事業概要にありますように、中東情

勢緊迫化に伴う原油価格高騰等の影響を受ける

中小企業者の資金繰り支援のため、5月13日から

取扱いを開始しております「緊急資金繰り支援

資金」の資金需要に対応するため預託金を増額

し、融資枠の拡大を図ることとしております。 

 融資対象につきましては、直近3か月の売上高

等が前年同期比で減少している中小企業者とし

ており、貸付条件は1.6％の固定金利、償還期間

は10年間、保証料を含めた事業者負担は、現行

制度の中で最も小さくなっております。 

 2、事業内容に記載のとおり、資金需要に対応

するため今回、預託を増額し、融資枠を130億円

に拡大することとしております。 

 引き続き、制度の周知を図りながら、事業者

の資金繰り支援を実施してまいります。 

 説明は以上となります。よろしくご審議賜り

ますようお願いいたします。 

【冨岡分科会長】 次に、提出のあった「政策等

決定過程の透明性等の確保などに関する資料、

政策的新規事業について」説明を求めます。 

【松浦産業政策課長】 「政策等決定過程の透明

性等の確保及び県議会・議員との協議等の拡充

に関する決議」に基づきます産業労働部関係の

状況について、ご説明をいたします。 

 資料は、「農水経済委員会提出資料 産業労

働部・水産部・農林部 政策的新規事業の計上

状況」をご覧ください。 

 産業労働部関係の令和8年度政策的新規事業

につきましては、2ページに記載しておりますな

がさき造船サプライチェーン強靱化事業費をは

じめ、計8件でございます。 

 各事業の事業概要と要求額及び計上額につき

ましては記載のとおりでございます。 

 説明は以上になります。よろしくご審議賜り

ますようお願いいたします。 

【冨岡分科会長】 以上で説明が終わりましたの

で、これより予算議案及び予算に係る報告議案

に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

【中山委員】 ながさき造船サプライチェーン強

靱化事業についてお尋ねいたします。 

 大変、僕はこれ期待しているわけであります

し、私、長崎市の市南地域におりまして、50年

ぐらい、50年以上前かね、三菱造船が香焼工場

を誘致してから、それを起点に、市南地区は大

きな経済的パワーが発生したわけでありますし、

人口も増加したわけでありますが、長い間、三
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菱造船の香焼工場におんぶにだっこというよう

な形であったというふうに思いますが、これは、

北とともに、市南地区の、特に深堀地区辺りは

住民が非常に減っていったというような状況が

ありまして、そういう中で心配していましたけ

れども、大島造船所が香焼工場に誘致したとい

うことで一安心したわけでありますけれども、

いずれにいたしましても、この造船関係の元気

が市南地区の元気に直結する部分もありますの

で、そういう面から幾つか質問をさせていただ

きたいと思います。 

 まず、県内造船関連産業サプライチェーンに

関わる現状認識ということで、企業数がどの程

度あるのかという問題と、これに対する従業員

数、そして売上高、これの基本的なところをち

ょっと教えてくれますか。 

【石川企業振興課長】 現在、県内の造船関連産

業でございますけれども、企業数としましては

統計上170社ほどあるとされております。 

 大手3社、三菱と大島造船所、それからＳＳＫ

でございますけれども、こちらのサプライチェ

ーンに直接入っているような企業様が大体150

社ぐらいあるというふうに把握をしてございま

す。 

 それから、人数ですけれども、現在県内で造

船業の従業員数としては大体9,000人ちょっと

いるというふうに把握をしてございます。 

 それから、売上高と言いますか、製造品出荷

額という形で統計上は出てございますけれども、

こちらが約4,000億円ほどと把握してございま

す。 

【中山委員】 ピーク時からすれば、かなり少な

いことは少ないわけでありますけれども、ここ

を基準にして、これからどういうふうにこれを

拡大していくかということは重要ではないかと

考えておりますが、そういう中で今回のこの事

業の目的である設備投資の促進や受注拡大、こ

の受注拡大と人材確保等について、何か1億

6,000万円かけますけれども、具体的な目標を設

定しているのかお尋ねしたいなと思います。 

【石川企業振興課長】 この事業で目標としてお

りますところですけれども、基本的には、県内

発注を増やしていただくというところを中心に

考えてございまして、特にこの設備投資による

1億5,000万円の補助を受けました企業は、補助

額と同額程度の地場発注、地元企業へのさらな

る発注を増やしていただくということを目標と

して求めることとしてございます。 

 これは、2年間で同額以上、発注を増やしてく

ださいというふうな要件としておりますけれど

も、これによりまして令和12年までには、約6億

円ほどの地元への発注増というのを目指すこと

としてございます。 

【中山委員】 6億円ということですね。県内発

注を増やすことでありますから、一応、目標は

目標でありますから、立てないよりいいわけで

すけれども、少し、若干低いなというような感

じを私は持っておりますが。 

 そこでもう一つ、人材確保ですね。これ、非

常に大きな課題ではないかと考えているわけで

ありますけれども、詳しく後でちょっとお聞き

しますけれども、この人材確保を支援するとあ

りますけれども、この人材確保のための、現在、

その人材不足ですね、これの状況等を含めて、

この辺の人材確保について具体的な数字がある

のかどうか、この2点についてお尋ねしたいなと

思います。 

【石川企業振興課長】 現在、先ほどご答弁申し

上げたように、造船関連で県内に約9,000人ほど

従業員がいるというふうに申し上げましたけれ
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ども、過去のピークの頃ですね、平成29年頃で

ございますけれども、この頃約1万600人ほど統

計上、従業員数がいたということになっており

ます。 

 県の総合計画におきまして、造船関係は過去

最高の売上高を目指すということにしておりま

すけれども、現在9,000人から約1,000人ぐらい

は必要ではないかというふうに考えてございま

す。 

【中山委員】 1,000人ぐらいですね、増やして

いきたいということでありましたので、是非頑

張っていただきたいなと思いますが、そこで、

具体的に幾つかお聞きしますけれども、中小企

業の生産性向上に資するために設備投資をやる

ということですから、当然、設備投資が一番重

要になってくると考えておりますし、これは大

手3社以外の造船所を対象にしているのかなと

いう気がするんですけれども、事前に造船所側

からこういう設備が欲しいとか、こういう要望

があったのかどうか、そして逆になかったけれ

ども、設備投資を募集というか、応募して、そ

れで合致したところをしていくのか、その辺に

ついてちょっと教えてくれますか。 

【石川企業振興課長】 我々、この事業を検討す

る際に、県内企業の聞き取りといいますか、情

報収集をしておりまして、その中で多くお声が

ありましたのは、大手造船所が今後、増産の計

画があると。それに対して対応していく必要が

あるというふうなお話がございましたのと、あ

と、中小造船についても非常に需要が活況で、

3年以上の受注残を抱えているというふうな中

で、さらに事業を増やしていくためには設備が

どうしても必要だというふうなお声を多くいた

だいてございます。 

 したがいまして、そういったある程度規模の

拡大を目指すようなところですね、中核になる

ような企業を支援することが有効ではないかと

いうふうに考えまして、この事業を企画といい

ますか、構築したところでございます。 

【中山委員】 中小企業からヒアリングした上で、

必要な設備をするということでありましたけれ

ども、具体的にそういうとこの設備投資につい

て、具体的にどういうものが上がっているのか。

それについて具体的な内容を教えてくれますか。 

【石川企業振興課長】 具体的な投資の内容とい

いますか、そういったところは様々ありまして、

対象となる企業が非常に多くなるんですけれど

も、例えば、中小の造船で申しますと、修繕の

事業が非常に今後、増えていくというところも

ございますので、それに向けた修繕に対応する

ための設備でございますとか、あとは、溶接関

係であるとか、それから板金、鉄板を折り曲げ

るような機械とか結構数千万円規模の工作機械

が必要というふうなお声を多く聞いております

ので、そういったものを対象として想定してご

ざいます。 

【中山委員】 是非、生産性を上げてやっていた

だきたいと思いますが、先ほど溶接という話が

ありましたけれども、僕が聞いた範囲では、溶

接者の中に女性がかなりいるらしいんですよね。

そのためにも、やはり設備をすることによって、

そういう女性の働く場所の拡大にも、今、ちょ

っとつながるんじゃないかなという気がしたわ

けであります。是非、それに関して適切な設備

投資を採択するようにお願いしておきたいなと

思います。 

 次に、このアドバイザーによる取引拡大、456

万円は、これはアドバイザーの人件費がほとん

どじゃないかと思いますけれども、人件費がど

の程度になっているかという問題と、もう一つ、
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中小企業の取引拡大に向けて企業訪問とかマッ

チングをやるということでありましたけれども、

中小企業の取引拡大について、これはどういう

形で検証をしていくのか。その2点について、お

尋ねしたいなと思います。 

【石川企業振興課長】 このアドバイザーによる

取引拡大等の支援の中身でございますけれども、

このアドバイザーは、いわゆる常時雇用という

ものではなくて、中小企業に派遣するときにス

ポット的に謝金を払うといいますか、そういっ

た形での起用を想定しておりまして、大手造船

所のＯＢの方を今、想定をしてございます。 

 特に、これまであまりやったことがないよう

な仕事を中小企業の皆さんが新たに取り組むに

当たっての気をつけるべきとことか、あと、工

場とか技術を見て、こういったことができるん

じゃないかといったアドバイスとか、そういっ

たことを企業訪問を重ねながらアドバイスして

いただくと、そういったことを想定してござい

ます。 

 あと、取引拡大というところでは、実際に大

手企業のＯＢの方ですので、大手企業から見た

目でこういう仕事があって、ここの企業だった

らこういうことができるんじゃないかとか、そ

ういったところのアドバイスでありますとか、

あとは、実際に大手企業の方を連れてきて工場

を見てもらう、それから商談につなげていくと

いうふうなことを取り組んでいきたいというふ

うに考えてございます。 

【中山委員】 アドバイザーの活用については、

今、課長が言った答弁ですね、理解するわけで

ありますけれども、ただやはり、取引を拡大し

ていくということが一番大事でございますので、

やはり、何らかの形で、やはりその辺の検証を

ですね、効果について、やはりどこかの時点で

検証していただくことを要望しておきたいなと

いうふうに思います。 

 次に、県内学生の獲得支援等とあるんですけ

れども、県内の大学生、高校生及び保護者を対

象にということでありましたけれども、これは

県内大学、高校に何かパンフレットか何かでや

るのかどうか、併せて、この対象者をどういう

形で選んでいくのか、そしてその規模はどの程

度を考えているのかお尋ねしたいと思います。 

【石川企業振興課長】 この県内学生等の獲得支

援としまして、県内の大学生、高校生、また、

その保護者に造船関連企業の見学会を実施する

ということでございまして、これは造船所だけ

ではなくて、サプライチェーンを構成するよう

な企業、中小企業も含めてどういった企業があ

るのか、造船業というのはどういうふうな仕事

の仕方とか、どういう構造になっているのかと

か、そういったことを知っていただくことを目

的としております。 

 具体的には、10回程度開催したいと考えてお

りまして、県内大学や高校、高等技術専門校、

10校ほどを対象に企画をしたいと考えてござい

ます。 

 人数としては、各校大体30名から40名、多い

ところは60名程度を想定しておりまして、全体

で450名程度を対象として考えたいと思ってお

ります。 

【中山委員】 保護者を対象としておりますけれ

ども、特に僕が聞いた話では、やはり、お母さ

んの影響を子どもは受けるというような話がご

ざいましたので、保護者も一緒に同行してもら

うということは、1つの就職につながる可能性が

高くなると思いますので、是非その辺を進めて

ほしいなということとあわせて、今、一時、造

船関係はやはり暑いとか、汚れるとか3Ｋだとい
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うことで、少し若者から敬遠されるような雰囲

気もあったようでございますけれども。 

 ちょっと聞くところによると、最近、やはり

地元で働きたいとか、技術を手につけたいとか、

そういう志向も幾らか出てきたというような話

も聞きますので、やり方によっては、大学生、

高校生が就職するという可能性は高まってきて

いると思いますけれども。 

 これ、昨年度でいいですけれど、大学生、高

校生が県内造船所に、大手含めてどの程度就職

されているのか、分かればちょっと教えてくれ

ますか。 

【石川企業振興課長】 県内の造船関連企業にど

れくらい大学生、高校生が就職したかというち

ょっと数字自体、今、手元にございませんけれ

ども、実際に個別にお伺いしたところで、例え

ば、佐世保の大手造船企業では、昨年に比べて

高校生の採用が大体、倍ぐらいになっていると

いうふうなお話も聞いてございますので、少し

今、国内でも造船が成長分野であるということ

で、ＡＩに続いて造船というふうなこともニュ

ース等でも言われておりますので、そういった

ところで今後、明るいというか、造船が見直さ

れていくというふうな機運の中で働く場所とし

て選ばれていくというところも、引き続き我々

も力を入れていきたいというふうに思ってござ

います。 

【中山委員】 是非、タイミング的には、今、課

長が言ったようにいい方向に向いているような

感じがしますので、是非、実効ある取組をして

いただいて、大学生、高校生の県内就職ですね、

橋を架けていただければ大変ありがたいなと感

じます。 

 最後になりましたけれど、当初の目的である

受注拡大ですね、6億円程度ということでありま

したけれども、是非、これを1回検証してみて、

6億円を遥かにオーバーするようであればまた

いいことですし、それを下回るようであれば何

かの要因があるわけでありますから、是非、ひ

とついい時期に検証することを要望して、質問

を終わります。 

【冨岡分科会長】 ほかに質疑はありませんか。 

【大久保委員】 質問させていただきます。 

 共働き・共育てを支える職場づくり促進事業

費についてでございます。 

 これは、一般質問や総括質疑でもありました

けれども、ちょっと委員会でもお尋ねをしたい

と思います。日本一の共働き・共育てを目指す

ということでありますけれども、再度、日本一

というのはどういったことを思って、この共育

てを推進していくのかと、再度お尋ねしたいと

思います。 

【山田雇用労働政策課長】 何をもって日本一と

いうのかというお尋ねでございますけれども、

まず、共働き・共育ての推進に当たりましては、

私どもとしては、まず企業への働きかけとして、

男性の育児休業の取得を促進することとしてお

りますので、まずは男性の育休取得をはじめと

した誰もが仕事と育児を両立できる職場環境を

日本一にしていきたいと考えているところです。 

 数値につきましては、実際のところ都道府県

ベースで、都道府県ごとに比較できる公的デー

タというのが実はかなり乏しい状況がございま

して、何をもって日本一とするのかというのは

引き続き検討していくことにしておりますけれ

ども、まず、この男性の育児休業取得の割合で

すとか、あと、労働時間の縮減ですね、こうい

ったものは総合計画の方にも掲げておりますの

で、まずはこうした計画に掲げている数字を着

実に推進して取り組んでまいりたいと考えてお
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ります。 

【大久保委員】 県民も、今回の平田知事の肉づ

け、本格予算ということで、大変期待している

ところがあって、やはり日本一というところが

インパクトもある反面、やっぱり、どういった

ところで目指すかというところは関心事である

というふうに思っております。 

 具体的には、数値目標としては、ＫＰＩとし

てはなかなか今のところはないということであ

りますけれども、ちょっと調べてみたら、厚労

省では、共育プロジェクトとあって、これは、

夫の1日当たりの家事関連時間を出して、要は、

関連時間というのは、家事だったり、介護、あ

とは看護、そして育児、あと買物、ここあたり

の合計らしいです。 

 1位は奈良の2時間35分ということです。長崎

は1時間半、1日当たりですね、ということで42

位と厚労省の共育プロジェクトでは書いてあり

ます。 

 要は、日本一を目指す共育、こういったプロ

ジェクトが、公的機関が出しているものがある

とすれば、こういうのも公表されていますし、

これからも出されるので、やっぱり、これが長

崎、出たときに、日本一目指しているよと、ま

た、こういった順位と、そこら辺が比較された

りしますので、やっぱり、そこ辺りは詰めてい

くという、そういった活動というか、施策も必

要なんじゃないかなというふうに思っておりま

す。 

 それに併せて事業内容を見させていただいた

ところ、環境づくりの推進に向けた経済団体と

の協定ということで、どういった内容の協定を

結ばれるおつもりですか。この推進を取り組む

という協定を各企業と結ぶということですか。 

【山田雇用労働政策課長】 まだ具体的な協定の

中身というのは、これから団体の皆様とも意見

をお伺いしながら詰めていくことになると考え

ておりますけれども、例えば今、先ほど申し上

げた男性の育児休業取得促進というのが1つテ

ーマとしてございますので、例えば、男性の育

児休業取得率向上に向けた機運の醸成でありま

すとか、あと職場の中でもそういった育休取得

をしやすいような雰囲気づくり、こういったと

ころに一緒になって取り組んでいきましょうと

いったような内容をまずは考えておりますけれ

ども、詳細については今後、詰めていきたいと

考えております。 

【大久保委員】 企業姿勢を県と協定を組んで示

していただくというのは大事だというふうに思

っております。 

 しかし、というかですね、私、前回もＮぴか

についても話をさせていただきましたけれども、

Ｎぴかというのは、元々長崎県が働き方改革だ

ったり、ワーク・ライフ・バランスを取るため

に、総合的に職場の環境をしっかりとつくるた

めにそういった制度をつくられたと思うんです。

そこにもう、育児、育休、全て入っていると思

うんです。私は、ここをしっかりと強化して、

育休、共育てで育休率を上げるだけでは、多分

なかなかそれで、一般質問でもありましたよね、

それで育児をしていると男は思うなということ

だったと思うんです。休みを取って、それで何

をするかだと思いますし、いきなり休みを企業

に取ってと言われても、多分、日頃からそうい

った人材が5時でしっかり上がれるとか、3時で

も昼から、午後から子どものために上がれると

か、環境をまずつくらないと、本格的な育休を

取れないと思う。環境的に。 

 そう考えたら、やっぱり、Ｎぴかを総合的に

しっかりと取り組んでもらえれば、そこは、私
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は自然とこの育休も日本一を取れるように近づ

いていくんじゃないかと思うんです。そうした

ときに、端的にこの協定を組むよりは、差し戻

れば、Ｎぴかを総合的に推進して、取り組んで

いくこと、そしてそれが上がっていけば、企業

として、そこはしっかりとインセンティブを県

がつくってやる、そこによって企業価値も高ま

るし、企業がＮぴかに取り組むことによって長

崎県からもしっかり認められて、そして、モデ

ル企業になったとか、そういうインセンティブ、

お金だけじゃなくて、そういうことをつくるの

が私はこういったすばらしい取組をさらに格上

げしてくることになるんじゃないかと思うんで

すけれど、ちょっとそこの考え方を再度お尋ね

したいと思います。 

【山田雇用労働政策課長】 今、委員ご指摘のと

おり、この協定締結だけで、この共働き・共育

てが推進できるというふうには考えてはおりま

せん。 

 これ、特にまず経営者の方に、この共働き・

共育てを推進する意義というのをまずご理解い

ただいて、それを企業の個々の取組に広げてい

きたいと考えております。 

 また、Ｎぴかの取得のところにつきましては、

確かに男性の育児休業の取得の状況というのも

審査の項目に入っておりまして、やはり、幾つ

かＮぴかの優良の企業の方を見ておりますと、

やはり男性の育児休業取得に熱心に取り組まれ

ていて、取得の状況も場合によっては100％取得

されているというようなすばらしい企業も幾つ

かございます。こうしたＮぴか企業の、優良企

業の取組を併せて企業の皆様にも知っていただ

く必要があると考えておりまして、先ほど補足

説明の方で12ページの方にＮぴかを活用した人

材確保、定着支援の中で、そういったＮぴかの

優良企業ですね、そういった今の男性育休取得

も含めまして、そういったすばらしい取組をし

ている事業の紹介も積極的に併せて行っていき

たいと考えておりまして、今のこれまでのＮぴ

かの取得促進と、そのＮぴかの優良企業の取組

を各企業の皆様に知っていただく取組っていっ

たところも同時に進めていきながら、日本一共

働き・共育てしやすい長崎県づくりの取組を進

めてまいりたいと考えているところです。 

【大久保委員】 最後にします。 

 今、数値目標だとか言わせていただいた部分

は、どうしても今はもうネット社会であるし、

やっぱり、そういったこの日本一というところ

と、実際の数字というところが比較されて出さ

れたりする。今の言葉で言えば、ディスられる

ところもあるので、やっぱり、そういったとこ

ろはしっかりと精査されて、数値目標をつくれ

るならつくられて、それを目指していくとかい

うところを、ロードマップも必要なんじゃない

かなということと、その制度の協定とＮぴかの

整理は今後していただきたいというふうにお願

い申し上げて、質問とさせていただきます。よ

ろしくお願いします。 

【冨岡分科会長】 ほかに質疑はありませんか。 

【中村(泰)委員】 お疲れさまです。 

 金融対策関係についてお尋ねをいたします。 

 まず、事実を確認させていただきたいのです

が、横長追加の歳出7ページ、金融対策貸付費、

緊急資金繰り対策貸付として13億9,000万円を

増額しています。 

 そして、補足説明追加の4ページでは、これに

より融資枠を5億円から13億円におよそ26倍、拡

大するとしておりますけれども、この理解でよ

ろしいでしょうか。 

【園田経営支援課長】 補足説明の追加の分で4
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ページにございます。一番下に事業内容で記載

していますとおり、今後、我々としては、融資

枠130億円を想定しております。現行の枠が今、

5億円となっております。②のところです。 

 今回は、その差の125億円の増を図るもので、

このために必要な預託額というのが13億9,000

万円必要になるということとなっております。 

【中村(泰)委員】 失礼しました。ちょっと1つ

桁を間違えてしまいました。申し訳ありません。 

 この資金は、もう既に取扱いを開始している

と思うんですけれども、本日までに申込みが何

件、そして実行額が幾らになっているのかお教

えいただけますでしょうか。 

【園田経営支援課長】 最新の数字でございます

と、6月15日の段階で、融資の決定額が17億5,000

万円、件数は79件となっております。 

 その段階で申込み自体はもう少しございまし

て、47億8,000万円、申込件数が165件という状

況となっております。 

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。 

 想像よりは多いのかなというふうな認識でい

たんですけれども、県としては、今の事業者の

皆さんの資金繰りですけれども、それだけ逼迫

しているという理解にあられるのか、その認識

についてお尋ねいたします。 

【園田経営支援課長】 我々も5月13日から取扱

いを開始しておりまして、想定よりも多いなと

いうのは感じております。 

 金融機関さんや事業者さんから、あと、商工

団体にお話を聞くに当たり、やはり資金繰りが

厳しくなってきているというお話も聞いており

ます。 

 このため、今回、事業者の皆さんが事業継続

できるようにという形で、安心していただける

ようにということで枠を拡大したという状況で

ございます。 

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。 

 非常に皆さん、なかなか多分、物価高である

とかナフサの問題であるとか、環境変化が今、

非常に激しいので、非常に厳しい経営状況にあ

られるのかなと感じております。 

 一方で、資料を拝見させていただくと、対象

については、直近1か月にその後2か月の見込み

を加えた3か月の売上げ減少というふうにされ

ています。見込みベースの審査では、早く届け

られる、支援が届くと思うんですけれども、過

大な借入れを招きかねないかとは思うんですけ

れど、その辺りにつきまして歯止めをかけなけ

ればならないものの、お金も届けたいというこ

とで、県としてどのようなお考えでおられるの

か教えてください。 

【園田経営支援課長】 我々としても過大な債務

というのは非常に今後、厳しくなる中で適正な

規模で資金調達していただくことが重要かと思

っております。 

 そうした中で、保証協会さんと話しながら返

済のきちんとした体力の規模で貸付けをしてい

ただくような形で今、進めているところでござ

います。 

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。 

 返済能力をしっかり確認された上でされてい

るということでした。 

 これまでのやり取りを踏まえて、次は、金融

対策指導費ですけれども、横長6月補正の歳出13

ページ、補正前の約4億9,000万円に対し、3億

4,200万円を増額されています。 

 そこで、その財源の大半の3億1,800万円が横

長6月補正の歳入7ページの新型コロナウイルス

感染症対応資金繰り支援資金の繰入で補ってい

るようですけれども、この理解でよろしいでし
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ょうか。 

【園田経営支援課長】 横長の13ページで、金融

対策指導費で4億9,000万円が、今回、3億4,000

万円補正することによって8,300万円、その財源

について、歳入のところで7ページのところで、

新型コロナウイルス感染症対策資金の繰入金を

財源に充てているのかということですよね。 

 こちらにつきましては、13ページにございま

す金融対策指導費のうち、3億1,800万円程度は

新型コロナウイルス対策基金から繰り入れたも

のでございます。 

 こちらにつきましては、令和2年度からコロナ

ウイルスのための基金というのを積み立ててお

りました。こちらにつきましては、コロナ関係

の資金で、県の方で保証料の補助というのを行

っておりまして、こちら国のお金を使って積み

立てている基金でございます。 

 こちらが、5年間保証料補助に使えるというこ

とで当初積み立てておりましたけども、こちら

が5年間もう経って、今後、もう保証料補助の財

源に使えないということになりまして、国の方

に返す資金として3億1,000万円、基金から繰り

入れて戻して、国の方に返還するといった資金

になります。 

【中村(泰)委員】 すみません、まさにその保証

料になっているのかといったところをお尋ねし

たかったんですけれど、ちょっと最後のところ

が少し難しかったんですが。 

 要は、融資を拡大して、26倍に緊急資金繰り

対策貸付が増えていて、その保証料にこのコロ

ナウイルス感染症の対策資金繰り支援基金が使

われたのかなというふうに取ったんですけれど、

そうじゃないということで理解をいたしました。 

 要は、融資枠を26倍に広げていきながら、県

費、コロナ対策の基金、当時は国費を原資とし

たのかもしれないんですけれども、決して保証

料を県費で補っているということにならないの

かというちょっと心配があったんですけど、そ

の辺りについてはどうでしょうか。 

【園田経営支援課長】 県の制度融資につきまし

ては、保証料の一部を補助を行っておりまして、

今回、保証料の補助については、まだ確定して

いませんので、計上はしておりません。 

 今後、充当資金の関係でどれだけちょっと見

込めるかというのも含めながら、今後、必要に

応じて保証料の補助の追加というのが考えられ

るかなと思っております。 

【中村(泰)委員】 まさにそこで、中東情勢と物

価高騰というところで、恐らく貸付というのが

これからより必要となると。じゃあ、保証料を

どうするのかというところで、なかなかそこが

決まっていないというところではっきりおっし

ゃっておられました。 

 コロナ基金から、もし捻出ができて、それが

まだ余っているんだったら逆によかったのかな

とは思ったんですけれど、そうじゃないという

ところもまたあってですね。とにかく今は、し

っかりと支援をするんだというところもありつ

つも、まだまだ検討すべきことがあられるのか

なというふうに思ったところですので、非常に

財源がない中だとは思いますけれども、引き続

きのご検討をよろしくお願いいたします。 

【冨岡分科会長】 ほかに質疑はありませんか。 

【田川委員】 ありがとうございます。 

 私は、中山委員からご質疑がたくさんありま

したので、それに関連してちょっと私なりの疑

問点でお尋ねしたい、教えていただきたいんで

すけれども、先ほどのご答弁によると、サプラ

イチェーンの関連企業170社あって、それで

9,000人というお話でしたけれども、このサプラ
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イチェーンが私、十分理解できていなくてです

ね、サプライチェーンというのは、どういった

業種に及ぶのか、それを少し教えていただきた

いと思います。よろしくお願いします。 

【石川企業振興課長】 サプライチェーンについ

てでございますけれども、先ほど申し上げた170

社の中には、様々なお仕事をされている企業様

がございます。 

 特に、例えば技術といいますか、工程の面で

言いますと、溶接が得意な企業であるとか、板

金が得意なところ、機械加工が得意なところ、

いろいろございます。それから、表面処理とか

塗装とかですね、そういったのがいろいろな業

種がありますけれども、例えば、1つ部品をつく

るに当たっても、まず、鉄板を切って、曲げて、

穴を開けてというところまでするところ、それ

を溶接するところ、それを組み立てるところ、

最後に表面処理をして塗装をするところ、いろ

んな企業が力を合わせてといいますか、そうい

った形で部品が出来上がっていくというふうな

形になってございまして、それが大手の造船所

に納品をされて、最終的に船に取り付けられて

いくというふうな形になっております。 

 ちょっと分かりやすく言うとそういうことで、

いろんな企業が仕事を分担しながら大きなもの

をつくっていくというふうな一連の流れといい

ますか、仕組みをサプライチェーンと呼んでお

ります。 

【田川委員】 ありがとうございます。 

 私は、この前の委員会で視察したときに、航

空機産業ですね、車輪の場所を見て、そういう

のも含まれて、例えば、私の想像ですけれど、

スクリュー専門とか舵専門とかですよ、そうい

うふうに分かれているのか、そういうふうに理

解したんですけれども。 

 あとは、精密機器とか、セラミックとかいろ

いろございますけれども、そういうのが合わさ

って新しい造船業、サプライチェーンの構築に

つながるんじゃないかなと思うんですけれど。 

 そこで、170社あるわけですけれども、県が主

導してそういうサプライチェーンの構築を進め

るに当たって、企業の皆さんが集まって、やは

り顔が見える、今まで協力会関係になかった企

業が新しい場で交流を深める、新たな連携を行

う、そういうのをこれまでどの程度行ってきた

のか、あるいは今後、取り組んでいかれるのか

お尋ねしたいと思います。 

【石川企業振興課長】 県内企業間の取組といい

ますか、連携した取組ということでございます

けれども、これまでも様々なやり方で取り組ん

できておりまして、1つは補助金の制度で県内企

業3社が連携して取り組む場合に補助するとい

うふうな支援を長らくやってございますけれど

も、そういった取組によっていろんなアイデア

で、先ほど私が申し上げたような異なる技術を

持つ企業が集まって一緒に受注を取りに行くと

か、ほかにも例えば、少し大きなところが、少

し零細なところと一緒になって、小さいところ

も補助金を受けながら大きくなっていくとか、

そういった県内のいろんな連携の形というのは

ございました。 

 その連携をつくっていくというのを、産業振

興財団にコーディネーターを3名配置しており

まして、そのコーディネーターが県内企業を回

って、こういうことができて、こういうことを

したいんだったら、あそこの企業と組んだらど

うだろうかとか、そういったまさにコーディネ

ートですね、企業と企業をつなぐような活動と

いうのをやってございます。 

 そういった形で、これまで、以前は県南と県
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北の企業さんというのがなかなか一緒に仕事を

するという場面が少なかったんだけれども、そ

ういった形でつながることができたとか、そう

いったお声も以前お聞きしたこともございます。 

 そういった形で、こつこつとした取組なんで

すけれども、そういった形で県内企業の連携し

た取組、それによってサプライチェーンの強化

を図っていくというふうなことをしてございま

す。 

【田川委員】 ありがとうございます。 

 何か、産業振興財団のコーディネーターに、

ちょっと言葉は悪いですけれど、委ねていると

いうふうにね。私の質問は、一堂に会してそう

いう会合をされたことありますかと、そういう

場を通じて年に1回でも一堂に寄って、私はこう

いう技術を持っていますよと。 

 コーディネーターに委ねると、やはりそこで

ご判断されて3社に対して支援金を出すとか、補

助金を出すとかいう話ですけれど、そういうこ

とじゃなくて、いや、それだったら私もできま

すよとか、新たな可能性が生まれるんじゃない

かなと思うんですね。 

 ですから、今後そういった会合、産業振興財

団のコーディネーター投入は本当にご苦労して

いただいているわけですけれども、そういった、

より進んでサプライチェーンの構築に取り組ん

でいただきたい。これはもう答弁がありません

でしたけれども、今後よろしくということでお

願いしておきますけれど。このサプライチェー

ン、次のページも、航空機産業ステップアップ

サポート事業ですよ。 

 これには、県内外の大手企業の受注に向けた

取組強化、これも同じように航空機産業は以前

お伺いして、造船業があったから航空機産業に

つながったということであれば、改めて造船業

のサプライチェーンと航空機産業のサプライチ

ェーンが同じものがあるのか、それは全く違っ

た形で構築されていくのか、それについて同様

に航空機産業のサプライチェーンの従業員数、

そしてまた企業数、分かればお願いします。 

【石川企業振興課長】 すみません、先ほどのサ

プライチェーンのところで少し追加で申し上げ

ますと、県といいますか、いわゆるその製造業

の皆様の集まりということで、工業会というの

が幾つかの各地にございますけれども、10年ほ

ど前に県の工業会を束ねる形で工業連合会とい

うのを県の方で働きかけてつくっていただきま

した。 

 定期的に企業の皆様が、製造業の皆様が集ま

って情報交換をするようなことに取り組んでお

られますけれども、年に1回、連合会の総会とい

うのも実施しておりまして、そこで企業同士の

情報交換とか、県北、県南、県央も含めて企業

の皆様の集まる場というのもつくっております

ので、そういったところも活用しながら、今後

もさらに県内企業をつなげていくようなことを

やっていきたいと思ってございます。 

 それから、航空機の方ですけれども、航空機

の関係も長らく長崎では造船の技術を磨いてき

た企業様というのがいらっしゃいまして、そう

いった企業が技術を生かす形で航空機に参入す

るというふうな取組を支援してまいりましたけ

れども、航空機関連は非常に難易度が高いとい

いますか、技術的に非常に高精度なものが求め

られると。 

 さらに、非常に高品質に対するハードルが高

いということがございまして、そういった品質

を担保するような体制ができているかどうか、

それを、認証を取得することで証明するわけで

すけれども、そういった非常に参入のハードル
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が高いという状況にございます。 

 現在、県内で航空機関連産業に参入したとか

やったことがあるというふうな企業は、25社程

度を把握しております。県の方で航空機産業ク

ラスター協議会というのをつくっておりまして

参入を目指す企業とか参入している企業で構成

しておりますけれども、そこに参加している企

業様は70社ございまして、従業員は現在、県内

で大体700名ぐらいと、ちょっと統計がないもの

ですから把握している限りではそれくらいとい

うふうに把握してございます。 

 このサプライチェーンということなんですけ

れども、まだ参入している企業が非常に少ない

ということで、県内企業だけで何か1つ大きなも

のが、完成品が出来上がるというふうな状況に

はなってございませんので、県外の企業の仕事

を取る、あるいは県内に立地している大手企業

の仕事を受注していくと。そういったところを

目指して取り組んでおりますけれども、非常に

技術レベルが高くて、なかなか合格点がもらえ

ないといいますか、受注までいかない。試作品

をつくって見積りは出すんだけれども、ちょっ

と受注にはまだもう少し頑張らなきゃいけない

というふうな状況がございます。 

 したがいまして、今回の補助金では、その技

術力アップに力を入れるということで、工業技

術センターあるいは県内に立地する大手企業の

技術者の協力を得まして、県内企業の技術力向

上にスポットを当てた取組として、今回補正予

算に計上させていただいているところでござい

ます。 

【田川委員】 ありがとうございます。 

 このどちらの事業も、もう長崎県の命運をか

けた大きな事業だと思っております。 

 そこで、先ほど170社、造船関係がですね、こ

ちらが25社ですかね、あと70社ですね。これは、

県内企業だけじゃなくて、むしろ他県からもそ

ういった企業誘致を図った上で、先ほどのクラ

スター協議会等も含めてですよ、そういったと

ころに県内だけど協議会じゃなくて、新たにア

ドバイザーじゃないですけれど、新たに参加す

るということでお招きして会議をするとか、そ

ういうお考え等はありませんか。 

【石川企業振興課長】 他県との連携といいます

か、交流という視点で申し上げますと、ほかの

県にも工業会とか、工業連合会とか、そういっ

た組織というのがございまして、県の工業会と

他県の工業会との交流とか、そういったところ

も一部やっておりますので、そういったところ

であるとか、あとは当然、外の仕事を取りに行

くというのは非常に大きなテーマとして我々も

活動しておりますので、そういったところは今

後も引き続き取り組んでいきたいと考えており

ます。 

【田川委員】 最後にしますけれど、先ほど大久

保委員から日本一共働き・共育てですかね、同

じように、長崎県、大きな造船所が3つございま

して、やっぱりこの関係については、日本の政

府がこれを進める、造船業の発展をですね。長

崎県には、もう他県にはない大きな企業が揃っ

ていることを考えたら、そこで日本一というぐ

らいの意気込みで、むしろそういった表題をつ

けていただいて、機運を高めていただきたいと

思いますのでこれは要望にとどめておきます。

よろしくお願いします。ありがとうございまし

た。 

【冨岡分科会長】 ほかに質疑はありませんか。 

【坂本委員】 何点か質問させていただきます。 

 補足説明資料の8ページ、新規事業の事業承継

促進プロジェクト事業費でありますけれども、
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この事業が新年度の新規事業というふうなこと

なんですが、今年の3月議会の補正予算で、事業

承継促進・後継者事業展開支援事業費というよ

うなことで予算組まれていました。これ、1,500

万円ぐらい組まれていまして、国の経済対策を

活用したものだというふうなことだと思うんで

すけれども、これは新年度にほぼ繰り越されて

いるんじゃないかなというふうに思っているん

ですけれども、この2つの事業の違いというのか

な、そこら辺を少し分かりやすく説明していた

だければと思います。 

【園田経営支援課長】 3月の議会で経済対策と

して計上しました事業承継促進・後継者事業展

開支援補助金につきましては、こちらは事業者

に対する直接補助金となっております。 

 専門家の活用費用や事業承継後の事業展開に

要する経費として1,562万円ほど計上をしてお

ります。これは、令和6年度から3年間続けてい

る制度でございまして、こちらは事業承継やり

たいんだけれど負担がかかるということで、負

担軽減として補助金を準備しているという事業

でございます。 

 今回、計上させていただいたものにつきまし

ては、事業承継を促進するという意図としては

同じなんですけれども、まだ事業承継を、どこ

に相談していいか分からないとかですね、もう

諦めていらっしゃる方とかですね、そういう方

たちにプッシュ型で商工団体、商工会・商工会

議所の職員を増やして、専任職員の方が実際、

現地に回りながら、相談をお聞きしながら伴走

支援をしていくという形で人件費関係の運営費

として、商工団体に出すような費用となってお

ります。 

【坂本委員】 ありがとうございました。 

 そういうような違いがあるというようなこと

なんですが、よく分かりました。 

 それで、今回のプロジェクト事業費について

は、専任職員6名を配置しての支援体制というこ

とで、ほぼこれ人件費なのかなというふうに思

います。一般質問でもありましたように、6名配

置で頑張っていただきたいと思うんですが、3月

補正の分で、これは事業者に対して補助上限50

万円を補助するというですね、直接的に、そう

いう経費ということで違いがあるんだろうと思

うんですが、その補助要件の中に、長崎県事業

承継・引継ぎ支援センターの支援を受けている

ということが書いてあるんですけれども、この

引継ぎ支援センターというのはどういうことを

する組織なんでしょうか。 

【園田経営支援課長】 長崎県事業承継・引継ぎ

支援センター、これは国が設置する専門機関で

ございまして、各都道府県に設置をされており

ます。中小企業診断士や税理士等、あと金融機

関のＯＢの方がいらっしゃって、実際の事業承

継の実行段階のところで様々なアドバイスだっ

たりをするような公的なセンターとなっており

ます。 

 そういった公的な支援を受けている方という

のを、この補助金については支援の対象という

ことにしております。 

【坂本委員】 分かりました。 

 今、この支援センターのですね、国の機関で

そういった中小企業診断士だとか、そういった

相談業務をする、そういうところの支援を受け

ているというのが補助要件なんですが、今回、

商工団体への専任職員6名の配置と、そこの引継

ぎ支援センターでそういった相談業務をしてい

ることとの関連というのが、ちょっといまいち

何か差が分からないというか。もちろんいろん

なアプローチの仕方があるだろうというふうに
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思いますし、解る。そこら辺、分厚くしてもら

うのは必要なんだろうというふうに思いますけ

れども、そこら辺の差を少し分かりやすく説明

していただければありがたいんですが。 

【園田経営支援課長】 今回、事業承継促進プロ

ジェクト費として増員することになっています

けれども、商工会・商工会議所につきましては、

まず、事業承継の早期の準備が必要だとか、あ

と掘り起こし、実際に事業者に行ってもらって、

早く準備が必要ですよということをまず促して

いく、掘り起こしと我々呼んでいるんですけれ

ども、そういうことは重要かなと思っておりま

す。 

 その後の次の段階として、事業承継・引継ぎ

支援センターの方につないで、実際の事業承継

の実行段階という次のステップに進んでいただ

くという。 

 実は、まだなかなか事業承継・引継ぎセンタ

ーまで辿り着かない事業者さんの方もかなり多

いので、そこはやはり地域で最も事業者に近い

支援機関である商工会・商工会議所にそこは頑

張っていただきたいということで今回こういう

事業を構築したというところでございます。 

【坂本委員】 分かりました。ありがとうござい

ました。 

 そういうプッシュ型でアプローチを行うとい

うことで、まずは初期段階で今回のこのプロジ

ェクト事業費を使って、その後がそういう支援

センターの支援で具体的な作業を進めていくと

いうふうなことですね。分かりました。 

 それで、この件最後ですけれども、政策的新

規事業の計上状況で先ほど説明がありましたけ

れども、このプロジェクト事業費が、要求額に

対して半分ぐらいなんですね、予算計上額がで

すね。要求額は5,100万円ですけれども計上額が

2,462万1,000円というふうなことになっており

まして、事業内容等の精査ということになって

おりますけれども、今回、産業労働部関係の経

済政策に関する計上額というのは、ほぼ要求額

どおりなんですね、この事業以外。 

 ちょっと目についたものですから、そこの事

業内容等の精査のところについて教えていただ

ければと思います。 

【園田経営支援課長】 今回、6名の増員という

ことで配置をするようにしているんですけれど

も、当初、12名程度を考えておりました。ただ、

まだ新規の事業でもありますし、今後、事業の

効果等を見極めながら、さらなる拡大も含めて、

まずはスモールスタートでやっていこうという

ことで6名で今、計上をしております。 

【坂本委員】 分かりました。 

 まずは12名で当初は考えていたけれども、事

業の効果を今後、検証する意味も含めて6名でま

ずはスタートするというふうなことで、そうい

う計上ということですね。了解いたしました。 

 次に、補足説明資料の11ページですけれども、

これも新規事業です。留学生の県内就職支援事

業費というふうなことで、330万円ほどつけられ

ております。 

 これは、事業内容としては、企業と大学関係

者の意見交換会とか大学での合同企業説明会と

かいうふうなことになっておりますけれど、是

非進めていただきたいと思うんですけれども、

留学生等のですね、留学生とか外国人の方々が

県内に就職するに当たって、やっぱり住むとこ

ろが一番問題になってくるんじゃないかなと思

うんですね。 

 そこら辺を、例えば各市町、例えば公営住宅

とかいうことになると、市町の市営住宅とかあ

るでしょうし、県の場合は県の県営住宅とかあ
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ろうかと思うんですけれども、そこら辺の、も

ちろん同じ県庁内でそういう教育部門とか、あ

るいはそういう住宅部門とかの連携は取られて

いるというふうに思うんですけれども、そこら

辺の状況とか、それから各市町の状況も含めて

教えていただければと思います。 

【本多未来人材課企画監】 住まいの確保につい

てでございますけれども、基本的に住まいの確

保につきましては、受入企業が実施すべきもの

というふうにされておりまして、外国人材を受

け入れている企業にお伺いしますと、空き家を

買い上げたりですとか、借家、マンションなど

の借り上げにより確保して、複数人でシェアし

ているケースが多いというふうに聞いておりま

すので、まずは事業者においてこういった対応

を検討いただく必要があるかと考えています。 

 ただ一方で、企業からは住宅の確保が難しい、

厳しいというふうな声も聞いておりまして、こ

のため、昨年度から県が設置します相談窓口に

おいて、企業の方から住宅情報提供の依頼があ

った場合には、全日本不動産協会ですとか、県

住宅供給公社と連携しまして、それぞれから外

国人材が入居可能な物件の情報を提供している

状況でございます。 

 県営住宅につきましては、低廉な家賃で低所

得者に提供するということが原則でありまして、

本来、入居対象者の入居を阻害しない範囲内に

おいて、目的外使用に関わる国の承認を得る必

要があると伺っております。 

 現在の県営住宅の空き状況から、長崎市周辺、

佐世保市、それから県央地区の一部の県営住宅

につきまして、外国人材への提供が可能とお聞

きをしておりまして、総合相談窓口を通じて相

談があった事業者に対しましては、こうした物

件も情報提供しているところでございます。 

 すみません、市町の状況につきましては、詳

しく把握ができないところでございます。 

【坂本委員】 分かりました。ありがとうござい

ます。 

 いわゆる、公営住宅の目的外使用ということ

で、国の方がそういった外国人とか、特に外国

人の労働者、それから若年労働者ですね、向け

にそういったのを認定というか許可をして、す

るというような事業が始まっているというふう

なことであります。 

 もちろん県営住宅の方は住宅課の方と連携を

していただきたいと思いますし、それから市町

の方にも状況等は、是非、これ留学生の県内就

職支援事業というのを進める担当課としても、

住宅課等と連携を取って進めていただきたいと

思うんですけれども。 

 特に企業が、これ、個人が入るんですけれど

も、企業がきちんと責任持って、例えば3人ぐら

いの外国人の方を入れるとかありますので、企

業がきちんと責任持って対処するというふうな

ことが大前提になっていますので、そういう意

味でいけば、企業と大学等の関係者の意見交換

会とか、ちょっとそういうところも含めて、も

ちろん市とか町とか県の方も公営住宅について

のそういう一般的に外国人が入るときの規定だ

とか、いろんなものもあるようでありますので、

そこら辺は、是非未来人材課としても把握をし

ていただいた上で、今後、要するにトラブルが

仮にあったときに、どこに責任の所在が出てく

るかというのは問題が出てきますので、そこは

企業の方ともきちんとしたお話をしていただい

た上での取組方をぜひよろしくお願い申し上げ

ます。 

 それから、12ページのですね人材確保定着に

向けた職場環境改善の支援事業費についてです。 
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 これ約1,000万円つけられておりまして、事業

内容は先ほど説明があったとおりでありますけ

れども、これもちょっとすみません、3月議会の

ですね、国の特別支援金、これを活用した事業

ということで、魅力ある職場づくり推進事業と

いうのがあります。 

 これもう約23億円の予算で、ほぼ今年度に繰

越をしているんですけれども、これも、企業が

行う先ほどの事業承継と似ているんですけれど、

企業に対して直接支援をするというふうなこと

でありますけれども。 

 今回のこの事業との関わりなんですけれども、

例えば、この魅力ある職場づくり推進事業、こ

れもハードとソフトとありまして、そのソフト

の部分とのですね、ソフトをしたところに対し

てハードの事業は上限300万円で支援しますよ

と、こういうふうな立てつけになっていると思

うんですけれども、ソフトの部分と、今回のこ

の職場改善支援の事業費、そこら辺ちょっと似

たところがあるんじゃないかなというふうに思

いますので、そこら辺をどう整理をされている

のかというのをお尋ねいたします。 

【山田雇用労働政策課長】 まず、3月補正予算

で計上しております魅力ある職場づくり推進事

業費の補助金でございますけれども、これ、ま

たハード事業費がまず基本になっていて、ハー

ド事業費の経費を超えない範囲でソフト事業も

活用が可能という形になっております。まず、

ハードが先というふうになっているというとこ

ろがまず違いがございます。 

 ソフト事業のところで、確かに就業規則をつ

くったりという経費のところも対象になってい

る部分では、この今回の補正予算で上げさせて

いただいております人材確保定着に向けた職場

環境改善支援事業とも重複する部分が一部ござ

いますけれども、基本的に魅力ある職場づくり

推進補助金の方でやれる範囲っていうのに加え

て、人材確保のアドバイザー派遣というところ

が、例えば介護離職防止に向けた取組をやりた

いんだけどどうしたらいいかっていうときに、

例えば、アドバイザーを派遣できるとか、あと、

いわゆるカスハラ対策のところでもどうしたら

いいか、そういったときにアドバイザー派遣の

方が使えるようになっておりまして、魅力ある

職場づくり推進補助金よりも、より対象の範囲

が広くなっているのかなというふうには考えて

おります。 

 ですので、あと魅力ある職場づくり推進補助

金の方のソフト事業というのが、そういった就

業規則の改正とかそういったものも対象になっ

ておりますけれども、あと人材確保定着に向け

たいわゆる採用力の向上の部分ですね、採用情

報の発信ですとか、企業の魅力を発信する例え

ばホームページをつくるとか、採用戦略を組み

立てるときの支援とか、そういった取組につき

ましては、今回の補正予算で挙げております人

材確保定着に向けた職場環境改善事業等にはち

ょっと入っていないというところで、一定のす

み分けができているものと考えております。 

【坂本委員】 分かりました。 

 もちろんいろんなメニューがあるのはいいん

じゃないかなと思うんですけれども。いわゆる、

特に中小・小規模事業者の皆さんのところが、

そういった、うまくアンテナを張っているんで

しょうけれども、今、経営厳しいですから、や

っぱり、そういうのをきちんと把握できるよう

に、だからアプローチというのかな、県の方か

らですね、そういうのも、是非強化をしていた

だきたいと思いますので、よろしくお願いいた

します。 
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 それから、追加補正の分でちょっとお尋ねな

んですけれども、中小企業支援ということでＬ

Ｐガス価格高騰分とか、それから特別高圧の電

気代高騰分というふうなことで、8月から9月に

かけて支援するということで、支援内容は先ほ

どあったとおりなんですけれども、この分で、

これ昨年もＬＰガス、それから特別高圧の電気

代の高騰分ということであったというふうに思

うんですけれども。 

 昨年の7月、8月、9月の実績というのか、昨年

と比較ができるのかどうか。例えば、支援単価

だとか、それから実績、どれぐらい見積もって

いるとか、そこら辺がもし分からなければ後か

らでも結構なんですが、分かればちょっと昨年

との比較を教えていただければと思います。 

【松浦産業政策課長】 大変申し訳ございません。 

 実績につきましては、後ほどご報告させてい

ただければと考えております。 

【坂本委員】 よろしくお願いいたします。 

 それから、最後ですけれども、今回の補正予

算も、実質的な肉付け予算というふうなことで、

かなり経済対策というのかな、そこら辺は非常

に分厚く中小・小規模事業者も含めて、成長産

業含めて盛り込まれているんじゃないかなと思

います。 

 それで、例えば、昨年の経済補正、昨年の2月

議会での経済補正、それから今年の3月議会での

経済補正というのがありまして、それを比較し

ますと、例えば、分類としては成長産業への支

援、それから中小・小規模事業者への支援、そ

れから人材確保と育成への支援ということで、

これ金融対策費とか県の職員の皆さんの給与費、

担当課の職員の給与を除いて、昨年度の2月補正

のときが、経済対策ですね、と、今年の3月の経

済対策と比べて58億5,600万円ぐらい増えてい

るんですよね。 

 これ、一番大きいのは、賃上げに関わる34億

円だったですかね、ああいうのが含まれている

からじゃないかなというふうには思いますけれ

ども、そこら辺が、年度当初ですね、今回、肉

付けを含めて7,700万円超えていますけれども、

そこら辺の、先ほど言いました、いわゆる産業

労働関係の予算についてかなり膨らんだという

ふうなのが分かるような数字があれば、これも

後ほどでいいんですけれども、教えていただけ

ればと思います。もし、今分かればちょっと教

えていただければありがたいと思います。 

【松浦産業政策課長】 あくまで参考として申し

上げますけれども、昨年度、産業労働部におき

ましては、経済対策補正といたしまして11月と

3月、合わせて100億円を超える補正をいただい

ております。そのうち、105億円近くを繰り越し

ておりますので、事業費としては令和8年度の事

業費としましては、大きく膨らんでいるものと

考えております。 

【坂本委員】 105億円繰り越した分が膨らんで

いるというふうなことなんですね。分かりまし

た。 

 また、この数字については、これですね、私

もある講演会の中で、そういうのを県の方がま

とめている資料も頂いて、これ分かりやすいな

と思ったものですから、そこはまた委員会の外

のところでちょっと教えていただければと思い

ますので、よろしくお願いいたします。 

【冨岡分科会長】 ほかに質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【冨岡分科会長】 ほかに質疑がないようですの

で、これをもって質疑を終了いたします。 

 次に、討論を行います。 

 討論はありませんか。 



令和８年６月定例会農水経済委員会・予算決算委員会農水経済分科会（６月２９日） 

- 28 - 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【冨岡分科会長】 討論がないようですので、こ

れをもって討論を終了いたします。 

 予算議案及び予算に係る報告議案に対する質

疑、討論が終了しましたので採決を行います。 

 第70号議案のうち関係部分、第84号議案のう

ち関係部分、報告第2号のうち関係部分及び報告

第8号については、原案のとおり可決・承認する

ことにご異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【冨岡分科会長】 ご異議なしと認めます。 

 よって、予算議案及び予算に係る報告議案は

原案のとおりそれぞれ可決・承認すべきものと

決定されました。 

【冨岡委員長】 次に、委員会による審査を行い

ます。 

 議案を議題といたします。 

 まず、産業労働部長より総括説明を求めます。 

【永峯産業労働部長】 産業労働部関係の議案等

についてご説明いたします。 

 資料といたしましては、農水経済委員会関係

議案説明資料当初版と追加1でございます。 

 初めに、当初版の2ページをご覧ください。 

 今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第76号議案「長崎県産業人材育成基金条例の一

部を改正する条例」であります。 

 第76号議案「長崎県産業人材育成基金条例の

一部を改正する条例」は、長崎県産業人材育成

基金で実施する奨学金返還支援事業の対象を拡

大することに伴い、所要の改正をしようとする

ものであります。 

 次に、議案外の主な所管事項について、ご説

明いたします 

 今回、ご報告いたしますのは、物価高騰等に

対応した事業者の支援について、地域産業成長

プランの策定について、製造業の振興について、

食料品製造業の振興について、企業誘致の推進

について、海洋エネルギー関連産業の振興につ

いて、石炭火力発電の存続等に向けた取組につ

いて、中小・小規模事業者への支援について、

産業人材の確保について、外国人材の受入れ促

進について、「長崎県行財政運営プラン2025」

に基づく取組についてであります。 

 このうち、新たな動きについて主なものをご

紹介いたします。 

 2ページの下段の方をご覧いただければと思

います。 

 物価高騰等に対応した事業者の支援について。 

 中東情勢が依然として不透明な状況にある中、

国においては、国民の命と暮らし、経済活動に

支障が生じることのないよう様々な取組を強化

されており、特に、ナフサ由来の石油関連製品

については、サプライチェーン全体での安定供

給の確保に向け、関係省庁と産業界が連携して

取り組まれているところです。 

 本県におきましても、ガソリン価格や電力費

の上昇による経営圧迫に加え、石油を原料とす

る各種素材の価格高騰、さらには調達の不安定

化が顕著になるなど、幅広い分野に影響が及ん

でおります。 

 こうした中、産業労働部においては、国の重

点支援地方交付金を活用し、昨年度、計105億円

の補正予算を承認いただき、物価高騰対策等の

取組を進めているところであります。 

 具体的には、市町等によるプレミアム商品券

等の発行支援や事業者に対する電気代・ガス代

の支援に加え、デジタル力向上支援事業費補助

金やＡＩ活用力向上支援事業費補助金により、

事業者の生産性向上への支援を行うとともに、

去る6月1日には、厳しい状況下においても企業
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の人材確保・定着につなげるため、働きやすい

職場環境づくりを後押しする長崎県魅力ある職

場づくり推進補助金の申請受付を開始いたしま

した。 

 また、昨年の最低賃金の大幅な引上げにより、

特に大きな影響を受けた県内の事業者への緊急

的な支援として、中小・小規模事業者賃上げ緊

急支援金により1事業者当たり15万円を支援す

ることで賃上げによる負担感を軽減し、事業を

継続していただけるよう取り組んでいるところ

であります。 

 さらに、原油価格高騰等による経営環境の変

化に対応するため、去る4月2日に事業者向けの

特別相談窓口を設置し、5月13日には、県の制度

融資である緊急資金繰り支援資金の取扱いを開

始いたしました。 

 加えて、事業者の資金繰りに支障が生じない

よう、丁寧かつ親身な対応を金融機関等へ要請

するとともに、国に対しても政府施策要望にお

いて、新たに原油価格・物価高騰等対策を最重

点項目として掲げ、石油及び関連製品等の安定

供給や原油価格・物価高騰の抑制のために必要

な対策について万全を期すよう強く求めており

ます。 

 次に、4ページの中段でございます。 

 製造業の振興について。 

 目まぐるしく変化する国際情勢、労働力人口

の減少に伴う人手不足、カーボンニュートラル

社会や技術の高度化の進展等、県内製造業等を

取り巻く環境が変化する中、こうした環境変化

に対応するためには、状況に応じ企業間や産学

の連携を通じてそれぞれの強みを生かした取組

を進めていくことが重要であると考えておりま

す。 

 このような中、去る5月15日、長崎市の出島メ

ッセ長崎において、地場企業、誘致企業、金融

機関、商工団体、大学、自治体等が一堂に会す

る長崎県産業ネットワーク推進会議を初めて開

催し、300名を超える多くの皆様にご参加をいた

だきました。 

 本会議は、地場企業と誘致企業との新たなネ

ットワーク形成や取引拡大を促進するとともに、

専門人材育成や共同研究等による産学連携の推

進を目的として開催したものであり、当日は、

プラントエンジニアリング関連の誘致企業をは

じめ、大型産業機械等を製造する地場企業やＩ

Ｔソリューション関連企業の3社から、長崎県内

での地場企業との協業状況や洋上風力事業に関

する取組、さらには地場企業と連携したサイバ

ーセキュリティ関連の取組等についてご講演を

いただきました。 

 参加いただいた企業からは、日頃関わりがな

い分野の企業と交流ができ、新たなビジネスの

ヒントを得る貴重な機会となったとのご意見を

いただくなど、多くの企業にとってビジネスネ

ットワークを広げる有意義な機会となりました。

引き続き、県内企業の取引拡大につながる企業

間連携や本県の産業競争力を高める産学連携の

促進に努めてまいります。 

 また、県内製造業のサプライチェーンの強靱

化を促進し、新たな受注拡大、県内発注の増加

につなげるため、サプライチェーンの中核を担

う製造業企業の生産性向上に資する設備投資を

支援する長崎県製造業サプライチェーン強靱化

補助金について、今月、需要が増加している大

型船舶用の主要部品の生産性及び加工精度の向

上や洋上風力発電設備等の大型部品の量産に取

り組む計画など、計6件、総額5億円の事業採択

を行いました。引き続き、県内製造業のサプラ

イチェーンのさらなる強靱化のため、県内企業
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の積極的な取組を支援してまいります。 

 次、6ページの下段でございます。 

 海洋エネルギー関連産業の振興について。 

 世界的な脱炭素の潮流の中、本県は、洋上風

力発電の適地であることに加え、県内企業が造

船業で培った技術力や人材を生かせる産業であ

ることから、県では、全国に先駆けて産学官連

携で海洋エネルギー関連産業の振興に取り組ん

でまいりました。 

 県内においては、五島市沖で本年1月に全国で

初めて浮体式洋上風力発電の運転が開始された

ほか、西海市江島沖については、令和11年の発

電開始に向け、陸上の変電工事等が進められて

いるところであります。 

 このような中、昨今の物価上昇や為替変動の

影響等により、洋上風力発電を取り巻く事業環

境が変化していることに伴い、昨年11月に国か

ら事業の予見性を高める支援策が発表されてお

り、現在、発電事業者との間で具体的な条件な

どについて詳細を詰める協議が行われておりま

す。 

 県では、この制度設計が事業採算性の確保な

ど、事業者の意向を十分に踏まえたものとなる

よう、去る4月27日に西海市とともに資源エネル

ギー庁を訪問し、協議の進捗状況等に関する意

見交換を行ったところであります。 

 この中で、資源エネルギー庁からは、可能な

限り事業者の意向に沿った制度となるよう努め

ているとの回答があったところです。今後とも、

県では、市場の動向を注視するとともに、県内

の発電事業者が確実にプロジェクトを完遂でき

る事業環境を整備するよう、地元市と連携しな

がら、国など関係機関に対し、働きかけてまい

ります。 

 次に、8ページの下段でございます。 

 産業人材の確保について。 

 令和8年3月に卒業した高校生の県内就職率に

ついては、速報値で70.4％と前年比1.4ポイント

減となりましたが、昨年から2年連続で70％を超

えることとなりました。 

 このような中、去る5月14日には、高校生の県

内就職率向上のため、若者に魅力ある求人の確

保キャンペーンを実施し、働きやすい職場づく

りなどの推進について知事から経済団体に要請

を行い、官民が一体となった動きを県全体で進

めていきたいと呼びかけたところ、経済団体か

らは、働きやすい職場づくりは本県経済の持続

的発展にとって重要な課題であり、国や県と連

携して取り組んでいきたいとの回答がありまし

た。引き続き、関係機関や県内企業等と連携し、

高校生の県内就職の促進に努めてまいります。 

 ここで追加1の2ページの方をご覧ください。 

 一方で、県内大学生の県内就職率については、

40.6％と前年比0.6ポイント減となっておりま

す。 

 情報のグローバル化や都市部の企業からの採

用圧力の高まりから県内企業の採用環境は厳し

い状況でありますが、県内企業でのインターン

シップの促進や企業交流会の実施など、今後も

大学生の県内就職につながるよう取り組んでま

いります。 

 当初版の方にまたお戻りいただいて、9ページ

でございます。 

 また、去る5月26日には、県と長崎県専修学校

各種学校連合会との間で若者の県内定着促進等

に係る連携協定を締結したところであります。 

 専修学校や各種学校は、地域産業を支える実

践的かつ専門的な人材を育成する重要な教育機

関であり、連携して取り組むことで幅広い分野

の人材確保が期待できることから、今後とも、
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学生への就活イベントなどの情報提供や企業交

流会等への参加を促進し、若者の県内定着に努

めてまいります。 

 外国人材の受入れ促進について。 

 労働力人口の減少に伴い人材不足が深刻化す

る中、外国人材の受入れ促進は重要な取組の一

つと認識しており、県では、事業者における外

国人材の受入れ及び定着に向けた取組を後押し

しております。 

 去る5月19日には、外国人材受入促進セミナー

を開催し、県内事業者等70団体に対し、令和9年

4月施行予定の育成就労制度に関する最新の動

向等について説明を行ったほか、県の支援事業

を紹介し、外国人材の受入れに関する事業者の

理解促進を図ったところです。 

 また、バングラデシュ高度人材につきまして

は、先月、県内事業者2社に受入れが決定してい

る計3名が来日し、現在、10月の入社に向け、長

崎大学において日本語や日本での生活に関する

学習を行っているところです。今後も、長崎大

学をはじめとする関係機関と連携しながら、円

滑な受入れが図られるよう事業者への支援を継

続するとともに、バングラデシュ人材の受入れ

促進に引き続き取り組んでまいります。 

 その他の項目については、記載のとおりでご

ざいます。 

 以上をもちまして産業労働部関係の説明を終

わります。よろしくご審議賜りますようお願い

申し上げます。 

【冨岡委員長】 次に、未来人材課長より補足説

明を求めます。 

【松尾未来人材課長】 令和8年6月定例県議会農

水経済委員会説明資料、第76号議案「長崎県産

業人材育成基金条例の一部を改正する条例」産

業労働部となっております横長資料の3ページ

をお開きください。 

 改正の趣旨としましては、長崎県産業人材育

成基金で実施する奨学金返済支援事業の対象を

拡大することにより、所要の改正をしようとす

るものでございます。 

 まず、長崎県産業人材育成基金について補足

させていただきますと、県内外の企業からの寄

附と県からの拠出により基金を設置し、奨学金

返還支援事業を実施しております。 

 この事業は、地域経済を牽引する産業人材の

確保・定着を促進するため、県内企業に一定期

間就業した場合に、奨学金返済額の2分の1、最

大150万円を支援する事業です。 

 これまで支援対象を新卒者としておりました

が、新たにＵＩターンの中途採用者を追加し、

県内企業の人材確保を支援しようとするもので

ございます。 

 改正内容としましては、2に記載のとおり、「大

学、高等専門学校、専修学校に在籍する者」に

「これらを卒業した者」を追加し、事業の対象

に、既卒者も含む規定を追加しようとするもの

でございます。 

 以上で説明を終わります。よろしくご審議を

賜りますようお願いいたします。 

【冨岡委員長】 ありがとうございました。 

 産業労働部関係の審査の途中ですが、午前中

の審査はこれにてとどめ、午後は1時30分から再

開し、引き続き産業労働部関係の審査を行いま

す。 

 しばらく休憩いたします。 
 

― 午前１１時５８分 休憩 ― 

― 午後 １時３４分 再開 ― 
 

【冨岡委員長】 委員会を再開いたします。 

 午前中に引き続き、産業労働部の審査を行い
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ます。 

 これより議案に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【冨岡委員長】 質疑がないようですので、これ

をもって質疑を終了いたします。 

 次に、討論を行います。 

 討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【冨岡委員長】 討論がないようですので、これ

をもって討論を終了いたします。 

 議案に対する質疑・討論が終了しましたので、

採決を行います。 

 第76号議案については、原案のとおり、可決

することにご異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【冨岡委員長】 ご異議なしと認めます。 

 よって、議案は原案のとおり、可決すべきも

のと決定されました。 

 次に、提出のあった「政策等決定過程の透明

性等の確保などに関する資料」及び「政府施策

に関する提案・要望の実施結果」について説明

を求めます。 

【松浦産業政策課長】 「政策等決定過程の透明

性等の確保及び県議会・議員との協議等の拡充

に関する決議」に基づく産業労働部関係の提出

資料についてご説明をいたします。 

 資料は、農水経済委員会提出資料、産業労働

部をご覧ください。 

 今回ご報告いたしますのは、いずれも令和8年

3月から5月の事案でございます。 

 まず、2ページにつきましては、補助金内示一

覧表でございます。県が貸付けを行って実施す

る個別事業に関し、市町に対して内示を行った

間接補助金を2件記載しております。 

 次に、3ページから5ページにつきましては、

1,000万円以上の契約状況一覧表でございます。

該当の12件を記載しております。 

 次に、6ページから7ページでございます。 

 こちらは、知事及び部局長等に対する陳情・

要望のうち、県議会議長宛てにも同様の要望等

が行われたものに対する県の対応状況を整理し

たものでございます。産業労働部関係の2項目に

ついて対応を記載しております。 

 次に、8ページから9ページにつきましては、

附属機関等の会議結果について1件を記載して

おります。 

 続きまして、「政策等決定過程の透明性等の

確保及び県議会・議員との協議等の拡充に関す

る決議」に基づく提出資料、成長産業・県土強

靱化対策特別委員会意見書文をご覧ください。 

 県にいただきました県議会の決議や意見書の

うち、産業労働部には成長産業・県土強靱化対

策特別委員会意見書が該当しており、その対応

状況を記載したものでございます。 

 2ページ目の（1）から3ページ目の（5）まで

及び4ページ目の（2）の項目が産業労働部の関

連となっております。 

 続きまして、今月中旬に実施いたしました令

和9年度政府施策に関する提案・要望につきまし

て、産業労働部関係の要望結果をご説明いたし

ます。 

 資料は、農水経済委員会補足説明資料「令和

9年度政府施策に関する提案・要望について」（産

業労働部）をお開きください。 

 産業労働部におきましては、再生可能エネル

ギー導入拡大によるＧＸの実現に向けた支援、

造船関連産業の振興など8項目について要望を

実施いたしました。 

 要望実績といたしましては、自由民主党、経
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済産業省、国土交通省、防衛省、法務省、文部

科学省、厚生労働省に対し、知事、副議長、産

業労働部長等により要望を行いました。 

 特に造船関連産業の振興につきましては、国

内で唯一、商船、防衛、浮体式洋上風力の造船

関連3分野の取組が進んでいる本県のような国

の戦略的産業が集積する地域のサプライチェー

ンを強靱化することにより、効率的かつ効果的

に国の成長の実現に貢献できることを説明し、

設備投資や人材育成の取組への支援強化につい

て、自由民主党、国土交通省、経済産業省及び

防衛省に要望をいたしました。 

 このうち、国土交通省では、国の支援の動き

と業界の波が重なっており、設備投資を進める

いい状況であり、人材確保も含めて関係省庁と

連携して取り組んでいきたいとのお話をいただ

いたところでございます。 

 また、再生可能エネルギー導入拡大によるＧ

Ｘの実現に向けた支援につきましては、洋上風

力発電事業者が取り組むプロジェクトに対しま

して、現在、国において検討が進められている

事業完遂に向けた環境整備について事業採算性

の確保など、事業者の意向を十分に踏まえた制

度設計とするよう、経済産業省に要望をいたし

ました。 

 経済産業省では、洋上風力発電を取り巻く課

題は多いが、現在、事業環境の見直しを進めて

いるところであり、引き続き発電事業者の意見

も伺いながら検討を進めてまいりたいとのお話

をいただきました。 

 なお、原油価格物価高騰等対策につきまして

は、他部局とも連携の上、石油及び関連製品等

の安定供給や原油価格、物価高騰の抑制のため

の必要な対策に万全を期すことなどについて経

済産業省に要望をいたしました。 

 経済産業省では、今後とも石油関連製品の安

定供給に努めたい、物価高騰対策については、

皆様からのお声をいただきながら、きめ細かに

実施したいとのお話をいただきました。 

 以上が、産業労働部関係の要望結果でござい

ます。 

 今回の政府施策に関する提案・要望の実現に

向け、引き続き取組を行ってまいります。 

 以上で報告を終わります。 

【冨岡委員長】 次に、陳情審査を行います。 

 サイドブックスに掲載しております陳情書一

覧表のとおり、陳情書の送付を受けております

ので、ご覧願います。 

 審査対象の陳情番号は、10、11、12、14及び

17となっております。 

 陳情書について、何かご質問はありませんか。 

【坂本委員】 陳情番号17番、令和8年度長崎県

地方最低賃金改正についての陳情についてお尋

ねいたします。 

 これ例年、労働団体である連合長崎の方から

陳情が出されております。昨年も同様の陳情が

出されておりまして、内容的には知事名で長崎

労働局と長崎地方最低賃金審議会などの関係機

関に意見書を提出してほしいというふうな陳情

で、内容については陳情事項のところに記載の

とおりであります。 

 ほぼ昨年と変わらない状況だというふうに認

識をしておりますけれども、昨年の陳情書が出

されて、ご案内のとおり、昨年大体7月ぐらいか

ら始まる長崎地方の最低賃金審議会におきまし

て、長崎県の最低賃金が審議をされまして、12

月に1,031円、引上げ額が78円というふうなこと

になりました。 

 まず1つは、最低賃金の審議会へ向けた昨年の

陳情を受けた取組がどのようなことを取り組ま
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れたのか。そして、最低賃金が引き上がった以

降、県としてどういうふうな対応をしたのか、

そこについてお答えいただければと思います。 

【山田雇用労働政策課長】 昨年度も、今、ご質

問がありましたとおり、知事名の方で、本県の

実情や価格転嫁の必要性、事業者支援の状況等

について文書でお伝えをさせていただいたとこ

ろでございます。 

 その結果、長崎地方最低賃金審議会の方で、

十分に議論を尽くしていただいた結果が、昨年

度の最低賃金の改定の結果につながったものと

考えております。 

 一方で、やはりご意見として出てくるのが、

やはり急激な引上げで事業者側の方の支払い能

力に対する不安の懸念ですとか、そういった声

もいただいているところでございますので、県

としては、引き続き、企業の生産性向上を図る

とともにその成果を働く人の処遇改善という形

で分配し、賃金の上昇、需要の拡大を通じた成

長と分配の好循環を進めていくという取組を引

き続き進めてまいりたいと考えております。 

【坂本委員】 ありがとうございました。 

 今の答弁の中ではありませんでしたけれども、

今年の3月議会の補正予算の中でも、令和7年度

の補正の中でも、34億円だったですかね、中小・

小規模事業所の賃金引上げに関する事業もあり

ました。そういった取組ですね、評価をいたし

ますし、それから、かつては私の記憶では当時

は労働部ですかね、労働部長名とか、その後は

産業労働部長名で最低賃金審議会に対する意見

書も数度出していただいたと思いますし、今で

は知事名で出していただいているというような

ことで、近隣の佐賀県とか福岡県でも同様の自

治体としての取組があっておりますので、ぜひ

今後も取組を進めていただきたいと思います。 

 特に昨年度は78円引き上がりまして、県内で

1,031円ということで、初めて1,000円台に乗り

ました。ただ、全国平均でいうと1,121円、引上

げ額が66円ですけれども、1,121円ということで、

長崎は全国の順位でいくとやっぱりどうしても

下の方にというふうな状況はなかなか変わって

いないというふうに思いますし、九州近隣でも、

長崎は決して高くはないというふうな状況であ

りますので、引き続き最低賃金審議会に対する

取組、それから今言われた県としての事業展開

をさらに引き続いてよろしくお願い申し上げた

いというふうに思いますけれども、中でも先ほ

ど言いました3月での補正予算、これ非常に各事

業者の皆さん方、これを随分と活用されている

んじゃないかなと思います。 

 多分、対象が2万2,000社ぐらいあって、この

間の一般質問答弁では、8,000社幾らですかね、

がもう申請をしているというふうな状況であり

ましたので、活用されているというふうに思い

ますし、今、景気動向がなかなか物価高騰の中

で中小・小規模事業者の予算が厳しい状況の中

で、今年も春闘で5％以上、上がりましたので、

同様の引上げ、最低賃金引上げということにな

ると、同じような状況じゃないかなというふう

に思いますので、そういった今年の直接的な支

援も含めて、是非、継続してお願いしたいとい

うふうに考えておりますけれども、そこら辺に

ついての認識をよろしくお願いいたします。 

【松浦産業政策課長】 ご指摘の支援金につきま

しては、産業政策課の方で所管をいたしており

ますので、私の方からお答えをさせていただき

ます。 

 今回の支援金につきましては、国の交付金を

活用したものでございます。ですので、同様の

措置がありまして、同様の状況となれば、積極
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的に検討させていただきたいと、このように考

えております。 

【坂本委員】 国の支援がありましたので、それ

をほぼ使ったということなんですけれども、是

非、県単も含めて今後、検討いただければとい

うことをお願いしまして質問を終わります。 

【冨岡委員長】 ほかに質問はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【冨岡委員長】 質問がないようですので、陳情

につきましては、承っておくこととします。 

 次に、議案外所管事務一般に対する質問を行

います。 

 まず、「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」について、ご質問ありません

か。 

【坂本委員】 1,000万円以上の契約状況につい

てお尋ねいたします。 

 ページ数5ページです。 

 これ魅力ある職場づくり推進補助金支払審査

等業務委託というようなことで入札しておりま

すけれども、5者が入札して、落札1者というこ

とでありますけれども、この金額が、落札をし

たところは999万円ということなんですが、それ

以外はほとんど3,000万円に近いというふうな

額なんですね。 

 業務委託ですから、一般論としては、やっぱ

り人件費の比重が高いんじゃないかというふう

に思うんですよね。ちょっとこういうふうに落

札額が他社とこんな桁違いになると、大丈夫か

なというふうに思いますので、そこら辺の認識

を聞かせてください。 

【山田雇用労働政策課長】 今、お尋ねがござい

ました長崎県魅力ある職場づくり推進補助金の、

支払審査等業務委託の入札結果でございますけ

れども、かなり金額が低くなっている理由とい

うことで事業者さんの方に確認をさせていただ

きました。 

 その際に事業者さんがおっしゃるには、今、

世界情勢による旅行業務の本来業務のところが

今、仕事がないといった状況がございまして、

そういった余剰人員の方々をこの支払審査業務

に充てるということと、その充てた人件費につ

いては、この業務委託の経費で見るのではなく

て、自社の固定費の方で措置をするということ

で、その分だけ人件費が大きく少なくなってお

ります。 

 また、事業者さんにつきましても、雇用を確

保するという観点から、もう自社の業務の中で

人件費は全部見ますと、もうどうしても仕事を

取りたいということで、今回かなり低い金額と

なったものでございます。 

 また、実績につきましても、類似の業務で過

去にこういった支払審査業務の方も行っており

まして、十分事業できるということで判断をし

た結果、契約をさせていただくということにな

ったものでございます。 

【坂本委員】 分かりました。 

 旅行が減っているということであれば、これ

ほとんど旅行業者ですから、同じような状況じ

ゃないかなというふうに思うんですけれども、

状況については理解をいたしました。 

 くれぐれも、やっぱりこういう業務委託のと

きにそういった義務的経費というのかな、特に

人件費のところの部分については、働く人たち

にとって不利にならないようなですね、そうい

うものをきちんとチェックする必要があるんじ

ゃないかなというふうに常々思っているんです

けれども、今、なかなか個別にはチェックでき

るシステムにはなっていないようですので、そ

こは十分に業者と話をしていただくことを改め
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てお願い申し上げまして終わります。 

【田川委員】 今の件ですけれど、坂本委員は了

解したということですが、私はちょっと理解力

がないもので。 

 まずは2,000万円近く違いますよね、二千何百

万円。理由については、先ほど説明されました

けれども、そもそもこの最低制限がないという

ことですよね。それで、これが100万でも、もう

いいということですよね。昔、建設業で1円入札

とかもございましたけれども、果たしてこれが

今後もこういうのが本当にあっていいのか、最

低これくらいは必要でしょうという、こちらの

見立てといいますか、積算があっていいんじゃ

ないかなと思うんですけれど。 

 これ、何で、一般的に私は新人ですのでよく

分かりませんけれど、県の入札はこういうこと

でたくさんやっているということで理解してよ

ろしいですかね。それはいいとして、取りあえ

ず先ほどの質問にお答えしていただければと思

います。 

【山田雇用労働政策課長】 一般の業務委託にな

っているので、基本的には最低制限価格という

設定は通常やっていないんですけれども、先ほ

どご指摘がございましたとおり、やはりこちら

が想定した金額よりもかなり下回るという結果

になっておりました。 

 先ほどもちょっと委員の方に説明したんです

が、通常このときに見込む人件費というのが、

新たに人を雇用して業務をやっていただくとい

うことを想定しておりますので、その分の必要

な人件費というのを積算していたんですけれど

も、今回落札した事業者さんというのは、新た

に人を雇用せずに、今、仕事がなくて、ある意

味、手が空いている方でこの事業を賄うという

ことで、その分の人件費が安くなったというと

ころです。 

 そのほかの事務所の借り上げ経費というのも

別で積算していたんですけれども、そこももう

自社のスペースを使って事務所も構えて事業を

行うということで、一応、こちらの方で積算し

た中身について、それぞれどのように事業者さ

んが見込んだかというのを1つ1つ確認をさせて

いただいた上で、今回の契約に至ったというと

ころがございますので、一定、事業はきちんと

できるものと判断をしているところでございま

す。 

【田川委員】 それは当然、事業はきちんとして

もらわないと困るわけですけれども、これがほ

かの事業者も、やはりこういう考え方であると

ですね、ものの考え方で、余剰人員と言えば語

弊があるかもしれませんけれど、人員配置によ

って対応する、こういうことができると思うん

ですよね。 

 そこで、こちらの県としての見積りですね、

どの程度だったんですか。 

 いや、先ほどおっしゃったでしょ。こちらの

試算よりも随分低いからちょっと事情を聴きに

行きましたということであれば、どの程度、当

初見込んでいたのか教えてください。 

【山田雇用労働政策課長】 予定価格自体は公表

していないので、ちょっとこの場で申し上げる

ことはできませんけれども、取組の中身として、

例えば事業費の事務所の場所の経費であったり

とか、通信費とか、あと電話代とかですね、そ

ういった運営経費ですね、そういったものが確

認をさせていただいているところでございます

ので、金額そのものについてはちょっと申し上

げることはできませんのでご理解いただきたい

と思います。 

【田川委員】 申し訳ないんですけれどね、それ



令和８年６月定例会農水経済委員会・予算決算委員会農水経済分科会（６月２９日） 

- 37 - 

で、なかなか一般競争入札じゃないから公表で

きないということであれば、結局、これを純粋

に見て、理由はもう分かりましたよ。でも、本

当にそれでいいのか、いろんな勘ぐりとかね、

後で出てくるんじゃないか。あまりにも金額の

差が大き過ぎる。余剰人員で対応できるのであ

れば、ほかの事業者も対応できるんじゃないか。 

 逆に言えば、交付金を無駄に使わないという

観点から考えると、そのことを含めて提案をし

てもよかったんじゃないか、もっと安くなると

かですよ、990万円とかじゃなくて。 

 ですから、これは、もう賛成しますけれども、

なかなか今後においても分かりやすい入札制度

とかですよ、何か、後で説明に行ったら、これ

で分かりましたとなるわけでしょ。ほかの事業

者が聞いたときに、それだったら僕たちももっ

と安くできるとかですよ、そういうことも可能

じゃないかなと思うんですけれど。 

 今後、答弁もなかなかできづらいと思います

けれども、純粋にちょっとどうなのかなと。県

民感情はあると思いますので、十分にできるの

かなと。やっぱりあるわけですよね。そこら辺、

もうここで部長さんにこのことについてどうや

っていくのかという。 

 これ見ただけで、皆さんおかしいと思うんで

すよ。大丈夫かと。全部3,000万円近く超えてい

るんじゃないですかね。ですから、その点につ

いてご説明願います。 

【永峯産業労働部長】 先ほど、雇用労働政策課

長の方からご答弁申し上げていますとおり、や

はり事業が適正に執行できるのかどうかという

ところの確認はしっかりした上で、こういった

分については決定をしていくということであろ

うかと思います。 

 確かに金額の差は大きい部分ございますが、

仕様等を提示した上で、その中で同じ条件で入

札をいただいているという状況と我々は認識し

ておりますので、そういう中で各社の中で企業

努力等の考え方の部分であったり、そういった

ところで差が出てきているというところであろ

うかと思います。 

 ただ、最終的には先ほど申し上げましたとお

り、この事業が、この今回の業務がしっかり執

行できるかどうかというところを確認しながら

決定をしていくということになろうかと思いま

すので、ご指摘の部分も含めて、今後どういっ

た形でやっていくのが適当かというところにつ

いては我々の方でも少し考えてみたいと思いま

す。 

【田川委員】 ありがとうございました。 

【宅島委員】 「政策等決定過程の透明性等の確

保などに関する資料」の、中小・小規模事業者

賃上げ対策緊急支援業務委託34億7,600万円、こ

れの契約相手の方々の会社に、県がこの会社に

これだけ業務委託して、何人分の賃上げ対策を

この会社がやるんでしょうか。ちょっと教えて

ください。 

【松浦産業政策課長】 今回の事業で予定してお

りますのは、概ね2万2,000社に対する支援でご

ざいます。 

 この契約金額につきましては、支援金そのも

のを委託事業者の方からお支払いいただいてお

りますので、支援金そのものの金額も入ってお

ります。概ねそれが、概ねというか、ほとんど

そうなんですけれども、30億円を超える金額が

支援金に当たります。 

 ですので、実際の契約金額としましては、1億

円前後ぐらいになるのではないかと見込んでい

るところでございます。 

【宅島委員】 ということは、実質30億円ぐらい
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が長崎県民の方の賃上げ分で、差額がこの業者

の委託分ですね。 

 こう見たときに、ちょっと酷いなと私は直感

的に思います。国の事業においても、電気代、

ガス代を広告代理店に流通させて、それから中

抜き、中抜きでどんどんやっていくようなこと

が報道されていますよ。そういったことと何か

似たような雰囲気を覚えるんですよ。 

 こういうことをしなくても、本当だったらも

う金融機関にちゃんと言っていればできること。

何で4億円も経費をかけてやらないといけない

のかなと。経営者だったら、最低賃金が決まっ

ていたら、それはもう最低絶対かかる費用。そ

れに賃上げを少しでもしようと思うところに、

補助が来るんですね。 

 それで、幾らくるんですか、1社当たり、1人

当たり。 

【松浦産業政策課長】 1事業者当たり15万円を

見込んでおります。 

【宅島委員】 1事業者当たり15万円、はっきり

言って3人分から5人分だと思うんです、賃上げ

しても。 

 それを、その費用をこういう委託をしてね、

こうする意味があるのかなと思うんですよ。も

っと経費かからないでできる方法があるんじゃ

ないですかね。私はそう思いますよ、本当に。 

 例えば、これ全部国費ですから、もう心配な

さらないでくださいというんだったらいいんで

すよ。これ、全額国費ですか。教えてください。 

【松浦産業政策課長】 はい。こちら、全額国費

になっております。 

 追加してご説明してよろしいですか。 

 今回の委託につきましては、広報とかその辺

も含めた形で委託をさせていただいております。 

 それと、2万2,000社の方が申請をしてこられ

て、それの審査から支払いまでを委託をさせて

いただいておりますので、こうした契約になっ

ております。 

【宅島委員】 全国的な動きの中で、こういった

ことが行われていると推察します。各47都道府

県において。 

 ただし、私が本当に率直に言いたいのは、何

でこの業種の人がこういうことをするのかと。

商工会議所とか商工会に頼めば、もっと安くで

きるんじゃないですか。私はそう思いますよ、

実際、本当に。何のために商工会とか商工会議

所があるんですか。そこに人員がいらっしゃる

んですから。 

 もう、本当に。さっき国費100％、だから、恐

らく国の方でルールを決めてそうやっているん

でしょ。ほとんどがこういう業態の方が業務委

託を取っているんですよ。 

 だけど、明らかに業態が違いますよね、私が

認識する。金融関係の人がするなら分かる。業

態が明らかに違うのに、この事業のあれは本当

に整合性が取れるのかと私は思います。そうい

った意味も含めてですね、私もさっき田川委員

が言われたように反対はしませんけれど、これ

を賛成反対でいう場面じゃないからですね、こ

れ報告なんでしょうから。 

 だけど、きちっとして本当に税金の無駄遣い

をなくすという意味では、こういうのはしっか

りしておかないと、明らかにね、何だこれって。

あまりにも金額が大きいし、業態も違うしと思

いますよ、あえて業者も言いませんけれどね。 

 そこら辺含めて、きちっと本当に全県民が見

ても、ああなるほどと思われるような決め方と

いうかな、大事な税金の使い方をしていただき

たいというふうに指摘をしておきます。 

【永峯産業労働部長】 この事業につきましては、
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先ほど、産業政策課長30億円ほどが支援金とい

うふうに申し上げましたけれども、支援金の割

合、もっと大きゅうございまして、33億円を超

える形で支援金ということで、これが、この事

業者を介して各県内の企業に配分されるという

ような事業でございます。 

 残りの金額が、先ほど申し上げた配分に係る

人件費であったり、あるいはＰＲ経費であった

りというようなことになってまいります。 

 ご指摘ございましたとおり、やり方としては、

例えば、これを県で完全直営でやるとか、ある

いは商工会・商工会議所にお願いしてやるとい

うような様々な方法が考えられる中で、やはり

県の職員の体制、あるいは商工会の体制等を考

えて、そういった中でどういった方式が一番効

率的に対応できるかというようなことで今回こ

ういった形で民間事業者への委託ということで

公募型プロポーザルということで、複数の提案

をいただく中でこの事業者に決定をしたという

ところでございますので、一応、その部分を説

明申し上げます。 

【宅島委員】 分かりました。 

 県の商工会連合会に加盟している会社数が約

1万3,000から1万4,000社、商工会議所に加盟し

ているのも約1万社ぐらいいると思います、

8,000社かな。ほぼほぼそこ細かなことができる

んですよ。1億円ぐらいの業務委託費ありますか

らやってくださいといったら、喜んでやります

よ。商工会議所だって商工会だって。そう思い

ませんか。私はそう思います。 

 だから、そういったことも含めて、本当にこ

れが本当に正しいのかということを考えたとき

に、私は疑問を感じたので指摘をさせていただ

いております。 

【冨岡委員長】 ほかに質問はありませんか。 

【山本副委員長】 ちょっと今の質問に関係する

んですけれども、3月の補正、先議ですかね、先

議でやりましたその賃上げの支援、それから魅

力ある職場づくり推進補助金なんですけれども、

もう今、お話になっているみたいに委託をして

いるという形の中で、どれぐらい進捗している

のかというと、結局、最初3月に先議したときに

も、せっかく先議したんだからもう早くやって

くださいよということでお願いをしていって、

できるだけシンプルにやってくださいよという

ことでお願いをして、結局、賃上げの方が6月1

日、確かにそういうような形で今スタートをし

ている。 

 非常にやっぱり皆さん、割と好評というんで

すかね、賃上げにしても好評ですし、この職場

づくり補助金についても好評ではあるんですけ

れども、やっぱり特にこの職場づくりの方は、

Ｎぴかの話は知らなかったと。Ｎぴかも入らな

いといけない、あるいは、宣言をしなくてはい

けない。それプラスいろんな認定制度をしなく

てはいけないということで、結構、楽とか面倒

とかいう言い方はあれですけれども、結構、事

務的に多いんですね。 

 そういった中で、今、スムーズに進んでいる

のかということをちょっと確認したいんです。

賃上げに関しては、たしか1か月ぐらいというふ

うな答弁が本会議かな、予算総括でありました

けれども、この魅力ある職場づくりの方が今ど

ういうふうに進捗をしているのかと分かる範囲

でお願いします。 

【山田雇用労働政策課長】 魅力ある職場づくり

推進補助金の進捗状況でございますけれども、

申請の受付を6月1日から開始をしたところでご

ざいます。 

 受付が開始された6月1日から24日までの申請
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件数で、今128件申請が上がっているところでご

ざいます。 

 ちなみに6月24日時点で交付決定件数が今、20

件といった状況でございます。 

 問合せにつきましても、6月1日から24日まで

の間で大体760件ほど問合せをいただいており

まして、今、少しずつ進めるように進捗に向け

て取り組んでいるところでございます。 

【山本副委員長】 ありがとうございました。 

 なかなか条件をクリアしていくのは、今まで

やったことがないところからすると、いろんな

規則も整備しないといけないだろうし、いろん

な認定を取る、あるいは、認定を取るという宣

言をしなくちゃいけないという中で結構ハード

ルが高いと思いますし、また、それを事情が本

来分かっている県ではなくて委託をしていると

いうことになると、そこでうまくいろんな問合

せに対して対応できるのかということで、何し

ろスピーディーにやっていただきたいなと思っ

ておりますので、そこは委託業者との状況をチ

ェックしながら進めていただければというふう

に思います。 

 それからもう一点、朝からちょっと出ました

制度融資の話なんですけれども、非常に難しく

て、私も実はよく分かっていないんですけれど

も、この中でいわゆる保証料とか損失補償とい

うふうな形で、結局、県の方は無利子で預託を

しますよ、保証料も支援しますよ、それから損

失が出た場合には損失も一部ですね、いわゆる

信用保証協会がカバーできなかった部分につい

て、保険が出なかった分について一部補償しま

すよという形になっているんですが、ごめんな

さい、予算のときに言えばよかったんですけれ

ども、大体その保証料の今回の場合で言うと、

3億4,200万円ぐらい組んでいますけれど、その

中で保証料の補助に充てる部分、それから損失

補償に充てる部分というのは、どんな感じで見

ていらっしゃるのかというのをお聞きしたいん

ですが。 

【園田経営支援課長】 保証料の補助につきまし

ては、ここが当初の予算の中で約4億2,000万円

程度、今回、6月補正で2,400万円を追加してお

りまして、6月補正後で4億4,000万円。 

 損失補償につきましては、当初予算で全額措

置しておりまして、5,600万円程度となっており

ます。 

【山本副委員長】 これ、だから、当初予算の分

と今回でいうと、10億円の部分についてはある

程度その保証料とかも見えている。 

 今度、13億9,000万円、さらに預託を増やした

部分については、午前中の答弁の中でこれから

見ていくということになると、またこの分につ

いて保証料の補助であったり、損失補償であっ

たり、そういったものをまた計上してくるとい

うふうな流れでしょうか。 

【園田経営支援課長】 おっしゃるとおり今後の

貸し付ける実績を基に保証料の補助を計算して

措置していく形となっております。 

【山本副委員長】 ありがとうございました。 

 やっぱり結局コロナのときに、かなり制度融

資自体が膨らんでいたと思いますし、その中で

一部返済が行われているもの、今後まだ返済が

続くものというのが出てくる。だから、それに

加えて、また原油高とかいろんな形で制度融資

のニーズというのが出てくるんだろうなという

ふうに思います。 

 これはこれでやっぱり支援をしていく、中小

企業を中心に支援していかなければいけないん

ですけれども、一方で、やっぱりそういった損

失のリスクというものが出てくるんだろうなと



令和８年６月定例会農水経済委員会・予算決算委員会農水経済分科会（６月２９日） 

- 41 - 

いうふうに思いますので、そういったところ、

もちろん銀行さんも絡んでくるだろうし、信用

保証協会も絡んできていろんな倍率とかも決め

ていかれるんだと思うんですけれども、そうい

ったところ、午前中も無理のない範囲で貸付け

をされるというふうな話ではあったんですけれ

ども、そういったところを育てるという意味で

検討していきながら進めていただければと思い

ます。よろしくお願いします。 

 委員長を交代します。 

【冨岡委員長】 すみません、1点だけ発信させ

ていただきます。 

 先ほどの透明性の1,000万円以上の契約状況

一覧表ですね、今回、11個随意契約があって、

私は、個人的には全て、個人的にはいろいろ理

由の部分を説明聞かせていただきましたけれど、

先ほどの宅島委員からのご質問などもあったよ

うに、やっぱりなかなか聞かなければいけない

ような部分もあったりして。 

 そうした中で、この随意契約というのは、あ

くまでも競争入札制度に対して例外的に法律上

明確な条件に認められる場合においてのみ許さ

れるという観点からですね、できればこれがも

う少し我々議員の方にも、随意契約、なぜなの

かというのがもう少し分かりやすいようなもの

があればなというふうに考えております。 

 そうした中で、他県の事例を見ると、例えば、

沖縄県では、随意契約の適用基準44類型つくっ

ていて、それでずっとどういう場合が随意契約、

これはどのような場合というのを、そういうの

を44個、具体的に書いてあるものがあって、そ

ういうのを参考にしてでも、一言でも横に書い

ておれば、我々もとっても分かりやすくて、細

かくいろいろと、事細かく聞かなくても済むこ

とがあるんじゃないかなと思いますので、ちょ

っとその辺りを少し要望として言わせていただ

けたらと思います。 

【山本副委員長】 委員長を交代します。 

【冨岡委員長】 ほかに質問はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【冨岡委員長】 ほかに質問がないようですので、

次に、「政府施策に関する提案・要望の実施結

果」について、ご質問ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【冨岡委員長】 質問がないようですので、次に、

議案外所管事務一般について、ご質問ありませ

んか。 

【湊委員】 先日、6月19日から6月21日、先々週

末、私の地元の佐世保市でスタートアップウィ

ークエンドという起業体験イベントがございま

した。 

 そこに、県からも応援をいただいておりまし

て、新産業推進課長も来ていただいて、あとは

県の職員さんも来ていただいて、本当にありが

とうございました。 

 このスタートアップウィークエンドというの

は、世界中で7,000回以上開催されていて、80人

ぐらいで構成されているんですね。10人のオー

ガナイザー、3人の審査員、3人のコーチ、その

残りの六十何人で1日目に起業アイデアを出し

てチームをつくるんです。2日目にそのアイデア

をビジネスモデルに昇華すると。昇華の仕方は

街頭インタビューしたり、アンケート調査をし

たりですね、そこで2日目はアイデアを大きく現

実的なものにしていく。3日目にその起業家とか

投資家さんの前で発表するんですね。 

 そこで僕が思ったのは、これから県政発展の

ために生かせるアイデアもたくさんあったと思

うんです。佐世保市だったので、米軍基地を活

用した輸出業のアイデアとか、あとアルバイト
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の求人ですね、それも画期的なアイデアもござ

いました。 

 そういうところで、素晴らしい学生たちとか

社会人たちが長崎県内にはいるなと僕も思った

んです。そういうところで、こういうイベント

をきっかけに県から後押しとか、フォローアッ

プとか、今、どのようなことをしているのか質

問します。 

【原田新産業推進課長】 スタートアップウィー

クエンドについてのご質問でございます。 

 本県では令和7年度までに6回開催されており

まして、先日、委員おっしゃったように、今月

6月19日から21日まで3日間、佐世保市で開催さ

せていただきました。 

 これまで佐世保市で3回、長崎市で2回、雲仙

市で1回、大村市で1回ということで、県内各地

で毎年1回か2回ずつ開催しているイベントでご

ざいます。 

 県といたしましては、過去、当初令和3年度か

ら令和5年度におきましては、運営費に対して補

助制度があって、僅かの金額なんですけれども

一部補助をしていたという時期があります。そ

れ以降については、補助はなくなったんですけ

れども県立大学とか長崎大学、総合科学大学、

佐世保高専などの教育機関に加えて十八親和銀

行が運営の中心となって開催していただいてお

りまして、県といたしましても開催地の市町と

一緒にオーガナイザーということで運営の協力

をしております。 

 あと、運営協力以外にも本取組に興味を持っ

てサポートいただけそうな県内企業に対してご

案内をして、いろんなご支援をいただいている

といったところにも取り組んでおります。県内

におけるスタートアップの機運醸成に引き続き

努めていきたいと思っております。 

【湊委員】 ありがとうございました。 

 県が主催のそういうスタートアップのイベン

トとか、そういうのもあると思いますので、そ

ういう形で、そういう学生たちをそういうとこ

ろに推薦したりする動きとかしてもらえれば、

長崎県にすばらしい若者がいるぞと、長崎のブ

ランド力も、ブランディングも強化できると思

いますので、よろしくお願いいたします。 

 あと、平戸市でも今度あるかもしれないので、

よかったら大久保委員も次回、参加していただ

ければと思います。 

 あともう一つ、長崎県の窯業、和食器、和飲

食器の出荷額は全国2位に今、なったと。佐賀県

を抜いて、2020年に抜いたんですかね、抜いて、

今、全国2位で、波佐見焼と三川内焼の皆様が、

そして県の皆さんも頑張っていただいてその結

果になっていると思うんですけれど、ちょっと

話は変わりますけれど、農林部、県産木の名札

をつけていらっしゃるじゃないですか。 

 例えば、県の職員の皆様も、私の地元の三川

内焼とか、あと県北の波佐見焼とか、そういう

ところでつくったバッジをつけていただいて、

皆様お一人お一人がその焼き物をＰＲできるよ

うな、今、全国2位なので、さらに上を目指して

ね、そういう機運が高まっているところだと思

いますので。 

 僕が知っている窯元のところは結構、積極的

な答えで、やりたいという答えも聞いています

し、例えばそういうことが可能なのかどうか。

新産業推進課ですかね、よろしくお願いします。 

【原田新産業推進課長】 本県の陶磁器産業、波

佐見焼、三川内焼は国指定の伝統的工芸品とい

うことで、非常に大切な産業だと思っておりま

す。 

 ＰＲすることによって、先ほどおっしゃって
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いただきましたように出荷額とかも伸びていく

ということがあると思いますので、県としても

これまでも記念品や贈呈品、そういったものに

常々使わせていただいているとともに、先ほど

委員おっしゃったような形でのＰＲの強化は重

要だと考えております。 

 産地の方とお話ししますと、やはり一定の生

産数、製造コストと販売価格の関係とか、そう

いったところを具体的に検討しながらやってい

きたいということでございますので、引き続き、

効果的なＰＲの方法については産地の皆様とよ

くお話をしながら、いろんな方策を検討してい

きたいというふうに思っております。 

【湊委員】 ありがとうございました。 

 検討いただけるということで、よろしくお願

いします。 

 私も今日、三川内焼のピンバッジをつけてい

て、これ何ですかと、いろんな女性にも男性に

も興味を持ってもらえますので、我々委員もそ

ういうことが叶うならば、希望者はつけてＰＲ

していくと思いますので、どうぞ前向きに進め

ていただけるよう、よろしくお願いいたします。 

【冨岡委員長】 ほかに質問はありませんか。 

【石本委員】部長説明の中で、議案外に、石炭

火力発電の存続等に向けた取組についてという

のがございます。 

 ここに、事例として西海市の松島ですかね、

火電の話が入っていますが、これについては、

今、私の地元の松浦でも九電、それからＪ－Ｐ

ＯＷＥＲがありまして、ここのそれぞれの発電

所の1号機の存続問題については、この松島と同

じような状況でございます。 

 その中で、今回、知事が地域経済の基盤をつ

くるということで、この柱の1つになります地域

経済の基盤ということの中で、今度、新しく、

これは担当課は違いますけれど、産業文化振興

基金積立60億円あります。そのほかに、午前中

もお話がありましたとおり、成長産業の中で造

船、それから航空機、半導体関連ですね、話が

ありましたけれども、この松浦の火電について

も、ただ、石炭火力発電所の存続ということだ

けではなくて、今後の成長産業化を見据えたと

きに、例えば可能性として、この松浦の火力発

電についても、今後、総合的なエネルギー供給

基地としての存続としての在り方、例えば、Ａ

Ｉのデータセンターとか、今、ＣＣＳ、それか

ら水素・アンモニア混焼の基地化とかですね。 

 例えば、洋上風力等のバックアップの蓄電池

の基地とか、そういったいろんな政府の方針に

則ったこの成長産業化の可能性といいますかね、

下地というか、基本的なインフラが整備できて

いる施設として、この松浦の火力発電所は大い

に今後、そういった新しいエネルギー基地とし

てもですね、存在があるのではないかというふ

うに思っていますが、県としてどのような考え

があるのかどうか。考えというよりも、可能性

としてですね、今後、そういった可能性を県と

して考えているのかどうか、まず伺いたいと思

います。 

【松浦産業政策課長】 貴重なご提案をありがと

うございます。 

 松浦火力発電所につきましては、立地や機能

を生かした地域の将来的な発展について考えて

いくことも重要な視点であると、改めて認識を

させていただきました。 

 委員ご指摘のように県北地域は発電施設に加

えまして、港湾機能、造船関連産業、さらには

半導体関連産業の集積など、様々なポテンシャ

ルを有しており、今後、世界の潮流や国のＧＸ

などの進展に伴いまして、水素・アンモニア、
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蓄電池、データセンターなど、新たな産業の可

能性も考えられるところでございます。 

 一方で、こうした構想の実現につきましては、

国のエネルギー政策や産業政策の方向性に加え

まして、民間事業者の投資判断が大きく関わる

ことから、まずは具体的な事業主体や事業のニ

ーズが重要になってくるものと考えているとこ

ろでございます。 

 また、ご提案のような県北地域全体の振興と

いう観点で捉えますと、産業労働分野だけでは

なく、港湾や交通基盤、農林水産業をはじめと

した様々な分野に関わるテーマであり、私ども

といたしましても、国や民間の動向を注視する

とともに、関係部局等と情報共有を図ってまい

りたいと考えているところでございます。 

【石本委員】 今、答弁があったように、ただ単

純に産業労働部所管の、例えばエネルギーの開

発というような一部門の話だけではなくて、知

事も今回、県北地域の振興をまず掲げて、新た

に県北知事室をつくられました。 

 そういったときに、当然、県北の中核都市で

ある佐世保市を中心とした開発は本当に重要に

なるんですけれども、こう考えてみたときに、

可能性として県北振興にとどまらず、長崎県、

広く見たら九州全体でも今これだけ半導体関連

産業が発達していますし、今後とも増えていく

と思いますが、そういったときに何が大事かと

いうと、今、全国的にも、世界的にもＡＩデー

タセンターの開発が進んでいますし、そのため

には相当の電力供給が要る。そのための大量電

力を送れる送電線とか。幸いに松浦については、

今、火力発電所のところは貿易港に指定されて

います。あそこは、15万t級の船が入るというぐ

らいの深さがあるんですね。 

 そういったことを考えると、ただ単に石炭火

力発電所というよりは、今後の可能性としては、

貿易港としての、今言った農林水産も含め、そ

れから、当然、新たな企業としてＡＩデータセ

ンターとか、例えばＣＣＳの施設、またはアン

モニア・水素の受入れというか輸入元としても、

かなり有望な港湾だと。 

 特に伊万里湾全体は、あれだけの湾がありま

すので、ほかのところよりも船が入る場所とし

ては本当に、有利な面がある。今後、西九州道

ができれば、博多に1時間、佐世保でも20分です

ね。 

 それで、佐世保の今、造船についても名村造

船の翼下に入っていますよね。名村造船も伊万

里湾にあります。そういったことからも、佐世

保とのつながりも海でつながったり、陸でつな

がったりもできるし、本当に可能性がですね、

今、そういった新たな電力の供給施設と考えた

ときに、やりようによっては、本当に九州のみ

ならず世界にもつながるＡＩデータとかになれ

ば、そういったいわゆる先進的な、何ていうか、

実験、火力発電所の使用としての新たなモデル

的な開発、特に水素とかそういったことに関し

ても、まだまだ今、手がついてない状況ですの

で。 

 幸いに、本県出身の古賀参議院議員も未来の

水素の活用については、一生懸命頑張っていま

すし、世界的にも今後、新しいエネルギーの1つ

として、水素が多分、見直されてくるというよ

うな機運がありますので、本県としても本当に

県北振興、併せて長崎県の振興についても、本

当にいろんな可能性を秘めた地域かなというふ

うに思っていますので、そういった視点からも、

今後、長崎県と言わず、九州全体も含めたとこ

ろの振興になるような開発というか、研究とい

うか、今後しっかりと県としても対応していた
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だきたいなというふうに思っていますので、も

う一回、そこら辺の考えがあればよろしくお願

いします。 

【松浦産業政策課長】 改めまして、ご指摘のと

おり、松浦火力発電所をはじめとする県北地域

の地域資源をどのように活用し、地域の活性化

にどうつなげていくかという問題意識は大変重

要であると考えております。 

 また、ご提案の内容につきましては、エネル

ギーや産業の分野にとどまらず、繰り返しなり

ますけれども、港湾、交通、農林水産業など幅

広い分野に関わるものでございます。県北地域

全体の振興をどのように進めていくのかという

視点で捉えるべきテーマであると改めて認識を

しております。 

 したがいまして、今後改めて関係部局とも情

報共有等連携の上、どういったことができるの

か研究をしてまいりたいと考えております。 

【石本委員】 簡単な話ではないというふうにも、

私も十分認識はしておりますが、いずれにして

も、夢も含めて本当に可能性がある、やり方次

第ですね、そういう地域だと思っていますので、

今後、一般質問でももう少し掘り下げた対応を

お伺いしたいと思っておりますので、よろしく

お願いします。 

【冨岡委員長】 

 ほかに質問はありませんか。 

【下条委員】 海洋エネルギー関連産業の振興に

ついてお尋ねします。 

 先週でしたかね、メディアの方でも発表あり

ましたけれども、九州洋上風力産業推進パート

ナーシップについて。 

 まず、この結成の目的はどうなっているのか

お尋ねします。 

【青田新エネルギー推進室長】 九州洋上風力産

業推進パートナーシップについてのお尋ねでご

ざいます。 

 こちらのパートナーシップにつきましては、

先般、国が策定いたしました戦略産業クラスタ

ー計画の素案、特に九州地域におきましては、

この中で洋上風力、発電関連産業の振興も含ま

れておりますけれど、そういった洋上風力関係

の振興につきまして、九州の地域が一体となっ

て、この広域サプライチェーンの構築であると

いったところでありますとか、そのための事業

環境整備に取り組むといったことを目的として、

国の九州経済産業局を中心に、今月結成された

ものでございます。 

【下条委員】 分かりました。ありがとうござい

ます。 

 もうちょっと進んで、具体的にはどういった

ものに取り組む予定なのか、お尋ねいたします。 

【青田新エネルギー推進室長】 九州経済産業局

からは、今後の活動については、参加メンバー

の間で議論を重ねながら段階的に具体化してい

く予定であるというふうに伺っておりますけれ

ども、例えば、このような広域サプライチェー

ンの構築に向けて、新規に参入したいといった

企業さんに対する支援制度などを紹介する相談

窓口であったりとか、あるいは、そういった洋

上風力関係の情報発信などに取り組むといった

ところも考えているというふうに伺っていると

ころでございます。 

【下条委員】 大体概要は分かりました。 

 一番大切なことですけれども、このパートナ

ーシップに県が参加をされるということなんで

すけれども、県がこの九州洋上風力産業推進パ

ートナーシップに参加した理由をお聞かせくだ

さい。 

【青田新エネルギー推進室長】 こちらのパート
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ナーシップにつきましては、参加メンバーの中

に福岡県、あるいは北九州市さんも入っている

ところでございます。特に北九州市につきまし

ては、現在、浮体式の製造の総合拠点化を進め

ているところでございまして、本県においても

同様に浮体式の基礎部材につきまして、今、県

内企業さんが中心となって、量産サプライチェ

ーンの構築を進めているところでございます。 

 そういった中で北九州市さんとこの連携を深

めながら、広域的なサプライチェーンをつくっ

ていくといったところにつきましては、そうい

った県内の量産サプライチェーン構築のさらな

る推進にもつながるものというふうに考えられ

ることから、今回、このパートナーシップに参

加したところでございます。 

【下条委員】 分かりました。 

 要するに、力を合わせていろんな可能性、チ

ャンスに挑戦していくということだと思います

けれども、この本パートナーシップでは、洋上

風力発電の新規案件、プロジェクト形成、こう

いったものにも取り組む予定なのかをお聞かせ

ください。 

【青田新エネルギー推進室長】 繰り返しになり

ますけれども、このパートナーシップにつきま

しては、九州地域が一体となった広域サプライ

チェーンの構築であったりとか、あるいは人材

育成も含めました、そのための事業環境整備に

取り組むといったことを目的に形成されたもの

でございます。 

 したがいまして、このパートナーシップにお

きまして、いわゆる洋上風力発電の新規案件、

新プロジェクトの形成に取り組む予定はないと

いうふうに認識しているところでございます。 

【下条委員】 分かりました。 

 メディアの方からも報道があって、内外的に

注目を受けて、私も一般質問の方でこういった

洋上エネルギー関連産業について質問させてい

ただいたということで、多方から関心を持たれ、

様々な意見を受けているところです。 

 パートナーシップの件はよく分かりましたの

で一旦ちょっと置きますけれども、一方で、や

はりいろんな製造業、造船に関係する方、皆さ

ん、いろんな関わり方、期待もあられると思い

ますけれども、この海洋エネルギー関連産業と

いうのは、やっぱり漁業者の皆さんとの連携と

いうのが非常に重要だと思っています。 

 こういった漁業者さんとの連携、意見交換、

意識の伝達ですね、こういったものを今どのよ

うに取り組まれているのかお教えください。 

【青田新エネルギー推進室長】 洋上風力発電の

プロジェクトを進めていくに当たりましては、

当然のことながら様々な関係者の方との調整で

あったりとか、ご説明、ご理解というのが大前

提でございます。 

 特に漁業との共生といったところは非常に重

要なところでございまして、当然、プロジェク

トを進めていくに当たりましては、漁業関係者

の方に十分なご説明とご理解、ご納得していた

だくのが前提となった上で事業は進めていくも

のというふうに認識しているところでございま

す。 

【下条委員】 分かりました。 

 最後になりますけれども、特に漁業関係者の

方とはいろんなお話があると思うんですよ。も

う包括的にお話をしていただいて、いやいや、

うちは聞いていないよと、こういう流れとか知

らなかったよとか、そういったものが発生しな

いように、是非ご努力いただければと思います。 

【冨岡委員長】 ほかに質問はありませんか。 

【大久保委員】 質問させていただきます。 
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 一般質問でも少し触れさせていただきました

けれども、今回、政府重点投資ということで、

国の方も大型投資を呼び込むということで、官

民合わせて370兆円規模の2040年までに投資だ

ということで、この桁は今までもなかったんじ

ゃないかということで大きな期待をしていると

ころでございます。 

 17分野あるということでございまして、この

産労の所管のところも、造船をはじめとする海

洋または半導体、航空機ということで、そこら

辺を軸として取り組んでいくと。また、政府と

も連携をしていくということで発表もあってお

ります。 

 そんな中でお尋ねしたいのは、少し17分野の、

詳細も出ておりまして、私がちょっと意外だっ

たなと思うのは、それ以外にも、植物工場とか

が4.6兆円とか。陸上養殖は2.9兆円とかいうふ

うな数字も出ております。例えば植物工場、陸

上養殖という農林だったり、水産といわれると

ころかもしれないんですけれども、この産労の

部署としては、どういった関わり、または部署

に窓口があるのかないのかをちょっとお尋ねし

たいと思います。 

【黒島産業労働部次長】 委員、お話がございま

した国の成長戦略17分野に位置づける今後の市

場拡大が期待されている中で、フードテックの

中に、この植物工場でありますとか陸上養殖と

いうものが含まれていると承知しております。 

 こうした中におきましては、産業労働部とい

たしましても、農水産物を活用した加工食品や

機能性食品の開発、食品製造業との連携など、

高付加価値化など、産業振興の観点からも重要

であると考えてございます。 

 今の現状で申しますと、この窓口というとこ

ろにつきましては、こうした地域産業成長プラ

ンというところを産業労働部の方でも検討をし

ておりますが、その中でこの高付加価値化の観

点から申しまして、スタートアップであります

とかそうしたところ、創業支援というところで

枠組みを考えてございます。 

 そうしたところの窓口というところでいきま

すと、産業政策課でありますとか、新産業推進

課、そうしたところで、こうしたプランについ

て検討しているところでございます。 

【大久保委員】 食品工場とかというのがメイン

であるということですかね。植物工場というの

は、多分、植物、生産というところも入ってい

るというふうに思うんですけれども、そのよう

にちょっと今の答弁では捉えたんですけれども。 

 いずれにしましても植物工場と。高市総理も

大分最初からこの言葉は言われておりまして、

私も注視はしておりました。 

 植物工場のこの4.6兆円というのは、ほかの航

空機、民間航空機でも3.5兆円なんですね。それ

以上の予算でもありますし、軍民両用技術とい

うところでも、要は防衛産業でも4.3兆円なんで

す。それを超す予算があるというのは、相当な

やっぱり力の入れ具合があるというふうに思っ

ております。 

 ただ、この植物工場というのは、基本的には

農林だと私も思っているんですけれども、スマ

ート農業も含めて、今は水耕栽培だとかいうと

ころの技術ももっと高めていかなければならな

いんですけれども、まだそこまでは長崎県は薄

いんじゃないかなというふうにも、皆さんは、

ご承知されていると思っております。 

 どうしても、その中でも、例えば高設栽培と

いって、土、地面から上げて作業もしやすく、

または効率良くというところが、今アスパラと

かでも取り組まれておりますけれども、完全閉



令和８年６月定例会農水経済委員会・予算決算委員会農水経済分科会（６月２９日） 

- 48 - 

鎖型の施設とか、またＬＥＤも含めて、水耕栽

培。要は土を使わないとか、水耕栽培まで行く

んだろうというのは想像できます。この予算ま

で見るとですね。 

 やっぱり、そこを、長崎県もこの予算を取り

に行くには、私は農林だけでは難しいんじゃな

いかなと思っております。まさにもう工場、植

物工場という工業系にやっぱりシフトしていく

必要があると思っていて。これは、もう今、農

業で言いましたけれども、水産も同じであると

思っています。 

 そういった面で、まさに今まで培われた技術

だとか、科学も含めて産労が担う分野になって

いるんじゃないかなというふうに思うんですけ

れども、いま一度、ちょっとそこ辺りのご見解

がありましたらお聞かせいただきたいと思いま

す。 

【永峯産業労働部長】 委員お話しされましたと

おり、国の方の成長戦略17分野における主要な

製品技術等の官民投資ロードマップが示された

ところでございますが、その中で、植物工場の

目指すべき姿といたしましては、ＡＩ等を活用

した次世代型の植物工場や品種等の研究開発、

生産拠点の整備などの施策を行うことによりま

して、植物工場システムを国内外に販売し、市

場ニーズに応じた農産物の安定供給、国内外、

特に海外で稼ぐというところが目指すべき姿と

いうことで示されているところでございます。 

 また、栽培期間が短縮される特徴を生かし、

品種開発の加速化や得られたデータ等を農業現

場への展開ということでございまして、システ

ムや研究等で得られたデータを国内外へ展開し

ていくことにより、その稼ぐ、販売していくも

のが中心と推察をされているところでございま

す。 

 私どもといたしましても食品製造や販路拡大

まで含めたビジネスモデルの構築が見込まれる

場合、その可能性について研究してまいりたい

と考えておりますし、今後、国の動向や県内企

業の関連、参入可能性などにつきましても、関

係部局と情報共有等を行いながら、可能性につ

いて研究してまいりたいと考えております。 

【大久保委員】 これは、今、フラグが立ったば

かりで、今からのことであるとは十分承知して

おります。 

 その中で、この戦略の17分野について、これ、

官民投資ということは、何かといったら、稼ぐ

ということだと思っています。 

 要は産業として稼ぐという、経済を回すとい

うことを考えたときに、このハンドリングとい

うところの確認をさせていただければ。 

 これは、この17分野については、長崎県はど

この部署が全てを掌握してハンドリングを取っ

ていくという体制であるのか、これを振り分け

て、それぞれが今後、当たっていくのか、大き

くいえば2つあると思うんですけれど、どのよう

に長崎県は考えてあるのか、お尋ねいたします。 

 今のところでいいです。もう、これをバラバ

ラそれぞれ各部署に分けるのか、どこか掌握し

ていくのか。ちょっとお伺いします。 

【松浦産業政策課長】 戦略17分野、県全体とい

うことにつきましては、それぞれ各部へ横断す

るようなお話になりますので、企画部の方で所

管になるのかなというふうには考えております。 

 その上で、それぞれの具体的な取組につきま

しては、各部局の方で実際の取組を進めていく

ようなことになるかと思っております。 

【大久保委員】 ありがとうございます。 

 そしたら、一番頭としては企画ということで、

そこからあとはそれぞれの専門部署にわたって
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いくということで確認ができましたけれども、

先ほどから言うように、私は例えば植物工場だ

とか、陸上養殖というところは、もう化学工業

にも近いところになってくるんじゃないかなと

いうふうに思っています。 

 農業で言えば、何度も言いますけども、やっ

ぱ中山間が多いこの長崎県において、儲かる農

業というのはなかなか厳しいと思っています。

中山間の土地は守っていくというところで、私

は位置づけがあって、稼ぐ農業は、やはりこう

いった先進をもって稼ぐ農業にしていかなけれ

ばならないというふうに思っておりますので、

是非とも産労の方でその分野を特出しして受け

るとか、いうこともご一考いただければなとい

う、これはもうご相談、ご提案になるんですけ

れども、そういったところをご検討いただけれ

ばというふうに思っております。 

 どうしても、これは農業か、またはこういっ

た産労なのかというと、やっぱり行政というの

は縦割りなので、間が出てくると思っています。

海と川に分ければ、汽水の部分、要はちょうど

川の入り口のところだと思っております。 

 これは、海なのか、川なのかとしたときに、

やっぱり行政ってなかなかそこが線引きいかな

いところがあって。川だったら河川課じゃない

かと、海だったら水産課じゃないかとしたとき

に、そこが共有し合えばいいんだけれども、汽

水の部分をなかなか管理できていないところが

出てくる。そういったことが生じないように、

やはり今後はこの17分野については、余すとこ

ろなく、政府からの予算も、また、官民投資を

呼び込んでいただきたいというふうに思ってお

りますので、どうか、そういった体制づくりも

含めて、これからがスタートなので、局内、部

内でご検討いただければと思います。よろしい

ですかね。よろしくお願いします。 

【冨岡委員長】 ほかに質問はありませんか。 

【中村(泰)委員】 まずは、先ほどありました石

炭火力のことでお尋ねいたします。 

 ちょっと地元の委員がいらっしゃる前で大変

恐縮ですけれども、この石炭火力、松島の状況

につきましては、私も以前から産労部の皆様に

は、私の考えは伝えていたところであります。 

 部長説明の7ページに、今回のコスト増を理由

に再検討を公表し、ということでございました。 

 まずはお尋ねをいたしますけれども、県とし

てこういう状況の中でこの問題に対してどのよ

うに対応をし、今後どのように考え、取り組ん

でいこうとされているのか、お尋ねをいたしま

す。 

【青田新エネルギー推進室長】 ただいまご質問

ありました松島火力発電のジェネシス松島計画

に関してですけれども、部長説明等にもござい

ましたとおり、今、松島火力につきましては、

もともとジェネシス松島計画という発電所を脱

炭素化する取組が進められているところでござ

いますけれども、先般からの物価上昇等による

コストの影響によりまして、事業の再検討をす

るという発表が発電事業者の方からされている

ところでございます。 

 これに対しまして県としましては、部長説明

の方にありましたとおり、石炭火力につきまし

ては、やはり地元の経済を支える非常に重要な

発電所、電源であるといったところであること

から、発電事業者の方に対しては、速やかにそ

ういった計画を進めていただけるようにという

ところで、直接、先般4月に発電事業者の本社を

お尋ねしまして要望させていただいたといった

ところであります。 

 併せて、国の方にも、そういった発電事業者
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が取り組む事業に対して国の方からもきちんと

支援をしていただきたいといったところで先般

の政府施策要望の中でも、国に対して要望させ

ていただいたといったところでございます。 

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。 

 私も学生時代のときから、長崎の火力発電の

事業を救うものが石炭ガス化発電ということで

考えて、これを仕事にしたいと思っていた時期

もありました。 

 今、申し上げた石炭ガス化というのは、この

松島火力発電所の発電方式に、石炭ガス化とい

う技術を加えようとしています。この技術自体

が、今、大変厳しい状況にあるというのは県も

十分に分かっておられるかと思います。 

 先ほどおっしゃっておられたのは、何とかこ

れを実現してほしいということでの取組だった

わけですが、私は、万一のことがもうあるんじ

ゃないかというふうに、やっぱりそういうリス

クヘッジを負った上で取り組むことが、まさに

県の仕事だというふうに考えています。まさに

フリーゲージトレインのような状態にならない

かということが大変心配であります。 

 先ほどの答弁の中に企業誘致という言葉がな

くて、私としては少し残念というか、違和感が

ありましたが。松島火力は、常時500人規模の雇

用を支えてきています。 

 要は、もし本当にこれが頓挫したときに、こ

の雇用をどうやって維持していくのかというこ

となんですけれども。 

 そこで、松島・西海地域の企業誘致の取組状

況についてお尋ねいたします。 

 特に、市の工業団地、パールテクノ西海の実

績含めてご答弁をお願いします。 

【小宮企業振興課企画監】 西海市の企業誘致の

状況についてお答えいたします。 

 パールテクノ西海ですけれども、現状は、企

業誘致について、企業がこの用地に立地したと

いう実績はございませんで、地場企業が、今、

土地の半分について、およそ2ヘクタールについ

て立地している状況でございまして、残りの2.3

ヘクタールについては、現在まだ分譲中という

状況でございます。 

【中村(泰)委員】 事前に伝えていなかったので

あれなんですけれど、2ヘクタール、最初に分譲、

企業誘致をしたということはないということと、

半分ぐらいが、ただ空いているということで理

解をしたんですけれど、そういう理解でよろし

いですか。 

【小宮企業振興課企画監】 失礼しました。 

 全体で4.7ヘクタールの工業団地でございま

して、既に売却している、これ、地元の企業に

売却している状況でございますけれども、これ

が2.4ヘクタールでございます。 

 残りの2.3ヘクタールについては、現在分譲中

という状況でございます。 

【中村(泰)委員】 その約半分は空いているとい

うところです。これまで県が、西海市の事業だ

とは思うんですけれども、どのような形で関わ

ってきたのか、具体的に教えてください。 

【小宮企業振興課企画監】 企業誘致については、

西海市と連携しながら、県産業振興財団の方で

誘致について活動を行っているところでござい

ます。 

 パールテクノ西海についても、複数の企業に

視察をいただいておりますけれども、高速まで

の距離ですとか、それから物流の、例えば福岡

とか、お客様の先までの距離といったところが

非常に遠いというような評価もあったりして、

今は誘致には至っていないところなんですけれ

ども、引き続き県内の地場企業と協力できるよ
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うな企業といったところを産業振興財団で探し

ておりまして、県内の企業の技術が生かされる

ような企業の誘致といったところを目指して、

現在も取り組んでいるところでございます。 

【中村(泰)委員】 取組について分かったんです

けれど、実績としては、県が誘致した実績、つ

なげた実績は1件もないという理解でよろしい

でしょうか。 

【小宮企業振興課企画監】 パールテクノ西海に

関しては、まだ誘致実現できていない状況でご

ざいますけれども、一方で、西海市の企業誘致

で成功した事例というものがございまして、西

海市には過去3件、企業誘致といったところでご

ざいます。トータルで50名の雇用を創出してい

るところでございます。 

【中村(泰)委員】 分かりました。 

 パールテクノ西海の方には企業誘致の実績は

ないけれども、他のところで実績はあるという

ことでした。 

 この件、これまでも何度も私も議案というか

資料で拝見をしてきたんですけれども、常に国

への要望、要望ということで出てきました。 

 少しちょっと話をするんですが、石炭ガス化

というものは、石炭をそのまま燃やすのではな

くて、高温の炉で一度ガスに変えるという、変

えてから燃やすというものなんですね。 

 要は、松島の石炭火力がリプレースではなく

て、追設、要は設備の増強とか改造で、これが

できるので、もう電源開発してここにもう乗ら

ないといけないという状態になっています。 

 これは、この石炭ガス化の技術というのは、

実はもう日本しかやっていないんですね。もう

他国が厳しい、難しいとですね、技術的にはも

う30年前ぐらいからあるものなんですけれど、

結果的にもう日本しかこれやっていないんです

よ。 

 にもかかわらず、そこは県も分かっておられ

るとは思うんですが、いやもう事業者に、国に

ということではなくて、本来、やっぱりバック

アップといったらあれですけれども、県がやら

ないといけないのは、もっと西海市に企業誘致

に対する力を強めるとか、私としてはそういう

ことだと思うんですね。 

 本当、この技術ってやっぱりなかなか乗り越

えられないところがあって、もう本当、フリー

ゲージトレインもスペインでは実用化されてい

ますけれど、スペインのものと日本のものは全

然違う、だから日本でできなかったと、結果的

にこういう状況になっているので、やはりもう

先を見通して、こういう状況だからこそ西海市

の企業誘致を本当に頑張っていただきたいとい

うことを要望させていただきます。 

 もう一つ、タイミーと連携をしたということ

で部長説明にありましたけれども、令和7年7月、

厚生労働省が賃金不払いなどのトラブルが相次

いだことを受けて、スポットワーク市場につい

て労働者保護の観点から本格的な対応に乗り出

しています。県は、この動きを把握した上で協

定を結ばれたのでしょうか。 

【園田経営支援課長】 ワーカーさんとの休業補

償を巡ってタイミーさんといろいろトラブルが

あっているということは承知しております。 

 ただ、タイミーさんにつきましては、休業補

償について令和7年9月にサービス運用が変更さ

れておりまして、同様の事案については対応さ

れているというふうに承知しております。 

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。 

 タイミーさんが、個社が具体的に何かがあっ

たかということでお尋ねをしたわけではなかっ

たんですけれども、今後、そういうことが我が
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県でも起こり得るという視点で質問をしており

ます。 

 国の方は、このスポットワークの留意事項を

まとめたリーフレットを公表しておりまして、

明確にこのように表で整理をしているんですけ

れども、スマホで応募した時点で労働契約が成

立すると。成立すれば、労働基準法も労働安全

衛生法も全部かかる、通勤中、就業中の怪我に

も労災保険が適用される、使用者の都合で早く

上がれば休業手当が要るというようなことが書

いているんです。 

 要は、国としてしっかりそこを周知してほし

いということがあるので、こういうリーフレッ

トを公表しているわけですが、協定を結ばれて、

経済をとにかく活発化させるというか、雇用不

足を解消するというのは、私は基本的には賛成

ではあるんですけれども、一方でこのような国

が懸念しているような内容を、どのように周知

していくのか。 

 例えば、いろんな賃金不払いとか労災が使え

ないとなったときに、相談窓口を県として設け

ていくとか、そういったことを考えておられる

のかお尋ねをいたします。 

【園田経営支援課長】 国の方でもそういった懸

念のところから様々なＱ＆Ａとか出されている

ということは承知しております。我々としても

労働局をはじめ、関係機関と連携しながら、き

ちっと労働者への情報提供等をしながら、トラ

ブル防止に努めてまいりたいと思っております。 

 相談窓口等については、まだ今、そこまで考

えておりませんけれども、今後、そういった事

案がありましたら検討したいと思っております。 

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。 

 国の取組を県内の事業者の皆さんに周知をす

る予定だったということで捉えたところであり

ます。 

 スポットワーク自体が、なかなか、何でしょ

うか、そんなに県内で認知がまだまだされてな

いと思いますので、もし相談があったときにど

うするかというのは、是非とも今からでも考え

ていただければと思います。 

 スポットワーク、都会の方ではすごく普及を

していると思いますが、今後どれだけ定着して

いくのかというところはありますけれども、一

方で高校生の県内就職とか、若者の県内定着を

産労さんを中心に進めておられるわけで、ある

意味、スポットワークというのは、その逆とい

うか、隙間就労を進めていくようなものなので、

いわゆる定着というところについては逆なんで

すね。 

 そこはもう当然致し方ないところなんですけ

れども、やはりスポットワークをして、そこで

さらに定着というふうにつなげていくことこそ

が行政の仕事だというふうに私はちょっと考え

ていまして、そこまで含めて、じゃあ具体的に

どうしようかというところまで、今もしお考え

があるんだったら教えていただければと思うん

ですが、いかがでしょうか。 

【園田経営支援課長】 まず、スポットワークに

つきましては繁忙期の一時的な業務増とか、あ

と、バックヤードの単純な労働とか、そういう

形で正社員で埋めにくい部分というものを補完

するような役割ということでまず我々としては

捉えております。 

 また、一方、スポットワークをきっかけで長

期雇用につながった事例とかもございまして、

タイミーはそういったものも歓迎をしておりま

す。実際に雇用されてスポットワークで入った

方に、お試し採用みたいな形で、実際に長期の

雇用だったりアルバイトだったり正社員になっ
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た事例というのもございますので、そういった

面も含めて活用を促していきたいと思っており

ます。 

【中村(泰)委員】 そういう話をタイミーさんも

既にされておられるということで、そういう視

点でこの協定をですね、結ばれたということで

理解をしたところであります。 

 今、とにかく働き手の確保というところで困

っていらっしゃいます。 

 また、行政としては労働力の確保だけではな

くて、最後の最後まで、県内定着につながるよ

うに、正規就労につながるようにご対応いただ

ければと思います。 

【冨岡委員長】 産業労働部関係の審査の途中で

すが、しばらく休憩いたします。審査は15時15

分から再開いたします。 
 

― 午後 ３時 ４分 休憩 ― 

― 午後 ３時１６分 再開 ― 
 

【冨岡委員長】 委員会を再開します。 

 ほかに質問はありませんか。 

【田川委員】 ありがとうございます。 

 先ほど中村委員から西海市のご心配いただき

まして、本当に心強い限りでございます。あり

がとうございます。 

 そこで、ご心配いただいて、万が一駄目な場

合は、雇用をどうするかというお話もあったん

ですけれど、本当に心配していただいてうれし

い限りではありますけれども、万が一はないと

私は思っておりますので。 

 これは、地元で西海市の存亡がかかる大きな

事業で、造船あるいは洋上風力、2024年度に松

島火力発電、ＧＥＮＥＳＩＳ松島計画が着工す

る予定だったのが、2年先延ばしで2026年度にな

った。ところがそれが、また先延ばしになって、

本当に心配しているわけですけれども、日本が

誇る最高水準の世界初の技術ということで、ど

うしても存続していただきたいというお話で、

幹部職員の方々とも何度も何度もお話しして、

とにかく愛着が、ここに書かれているように愛

着が深い、どうしてもやりたい、しかし時代に

応じて何ができるのか、国の支援がどうなのか

ということを一般質問でお伺いしたところ、県

も全力で推進していただくということで、私も

意を強くしておりますけれど、より一層頑張っ

ていただいて、西海市のためにも、また長崎県

のためにもご尽力いただきたいと思います。 

 そこで、佐世保の関係で、造船業が成長戦略

の1つに掲げられておりますけれども、この佐世

保のＳＳＫの跡地、工場跡地、広大な敷地があ

るんですけれど、先日委員会でも視察に行って

きて、その利用法についてというお話がありま

したけれども、その点について、県としては正

式あるいは名村造船所等とどういったお話をさ

れるのか、また、地元の佐世保市との連携、協

議、その点についてお知らせください。 

【石川企業振興課長】 佐世保のＳＳＫの敷地内

の土地についてのお尋ねでございます。 

 ＳＳＫが過去、新造船事業を実施しておりま

して、そのドックの隣に新造船のブロックをつ

くるとか、そういったため工場の敷地がござい

ましたけれども、現在、新造船事業を休止して

おりますので、その敷地が現在、工場が解かれ

て更地の状態で土地があるというふうな状況で

ございます。 

 そういった状況でございまして、ＳＳＫには

度々どういった活用をされるのかというのはお

尋ねをしているところでございますけれども、

現在、社内で活用方法について検討中であると

いうふうに伺ってございます。 
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 背景としましては、船舶の修繕事業が現在、

非常に需要が増えてきているということで、そ

れに対応する必要があるということが1つと、も

う1つは新造船も増えているんですが、それに伴

ってそれに乗せるエンジンの需要も増えてござ

います。ＳＳＫは国内でも2社しかない舶用エン

ジンのクランクシャフトをつくっている企業で

ございまして、その機械事業ですね、クランク

シャフトをつくる方も需要が非常に増えている

というふうに伺っております。 

 そういった需要が増えている工場の敷地の再

配置も含めて、現在、社内で検討されていると

いうふうに伺っておりますので、県としては、

早期の有効活用が図られるように、引き続き促

していきたいと思ってございますし、こういっ

た情報を佐世保市とも共有して、地元自治体と

も連携しながら、ＳＳＫに対して働きかけをし

ていきたいと考えております。 

【田川委員】 ありがとうございます。 

 視察の折に、幹部職員とお話ししたところ、

今おっしゃったように、新造船はあちこちでで

きるけれども、専門の修理というのがなかなか

できない。それに特化して、名村造船所とも協

議した上で、修理業の方に専念したいというお

話も伺いました。 

 一方で、やはり造船マンという日本のものづ

くりの最先端で長い間活動していただいたわけ

ですけれども、物をつくるというのが大事では

ないかなと。 

 そこで、そういう今後の日本全体の造船業が

修理業という分野で活動していただくのはもち

ろんのこと、新しいものづくりということで、

国防とも関係してくるわけですけれども。あの

場所は、当然、海ですので、港湾ですので、水

上ドローン、あるいは水中ドローン、それはも

う離島を抱える長崎県にとっても、民間需要も

かなり大きいのではないかと。 

 もう一つが防衛の観点から、これは非常に有

効な場所でもあるし、可能性を秘めていると思

います。洋上風力発電についても、浮体式にし

ても、水中、あるいは水上でメンテナンスをす

る可能性がありますので、それを含めて、新エ

ネルギー産業の推進にも寄与することがあると

思います。 

 この2点から、私は非常にポテンシャルを持っ

た場所だと思うんですけれど、その点について、

県としてどういうふうにお考えなのか、そして

またその思いを当該企業に対してどういう働き

かけをされるのか。今のところの、現時点での

考えでよろしいですので、お聞かせ願いたいと

思います。 

【石川企業振興課長】 水上ドローンであるとか、

水中ドローンといったところ、新しい分野でご

ざいますけれども、こういったところについて

の、例えばＳＳＫの敷地を活用してというふう

なことかと思いますけれども、まず、水上ドロ

ーン、水中ドローンにつきましては、国の方で

も戦略17分野の1つに具体的に位置づけられて

おりまして、今後、取組が強化されていくとい

うふうに承知をしてございます。 

 現在この分野につきましては、国においても

開発の途上といいますか、そういった状況にあ

ると承知してございまして、実際に県内でこの

分野に参画している企業というのは非常に少な

くて、企業に聞いたところでも、ビジネス面で

の将来性がまだ見えにくいため、本格的な取組

には踏み込めていないというふうなお声も伺っ

てございます。 

 国の方でも市場の不透明性があるとか、そう

いったところが課題として実際に挙げられてお
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りますので、今後、具体的な需要をどう創出し

ていくのか、市場拡大に向けた見通しをどう示

していくのかなど、そういったところは国にお

いても今後、具体的な動きが起こってくるもの

と思います。 

 そういった動きを注視しながら、県内企業の

取組についても、興味を持っている企業はいる

というふうに承知してございますので、企業の

ご意向も聞きながら取組を進めていきたいと思

っております。 

 ＳＳＫさんがこの分野に取り組むというふう

なお話はちょっと具体的には、私も聞いており

ませんので、あの土地を使ってどうかというと

ころのお話は、まだ今のところ何もできていな

いところでございます。 

【田川委員】 ありがとうございます。 

 今の件について、佐世保の市議会のある方と

もお話しして私のお話をしたところ、自分たち

もいい考えじゃないかなという賛同いただいた

次第で。 

 これ、今のところ企業がそういう考えをまだ

承知していないという話ですけれども、むしろ

国の政策を先取りして、是非長崎で水上ドロー

ン、水中ドローン。 

 これは、先ほどの繰り返しになりますけれど、

民需だけじゃなくて国防にも関わることで、な

ぜドローンは皆さんの関心が薄くなっていった

か、それは中国の方がかなり進んでいる。規模

も大きいし、技術的にも進んでいる。 

 しかし、これを国防の観点からすると非常に

由々しき問題で、日本は今こそ国費を投じてそ

ういうことに対して、予算を投じる、これは現

政府はそういう思いだと私は確信しております

ので。そうであれば、国の方向性を見定めてと

いうよりも、国にむしろ積極的に働きかけを行

って、造船のまち、海のまち長崎ということで、

技術も先ほどの予算審議のときにもございまし

たけれど、サプライチェーンですね、それが揃

っているのは、私は長崎じゃないのかなと。 

 ですから、やはりそういうことに対して、最

先端の取組を県が主導して働きをする。国と話

を先にして、企業にその内容を伝えるというの

が、私はあっていいんじゃないかなと。企業に

委ねるだけじゃなくてですよ。当然、お話はさ

れていると思いますけれども、その点もう一度、

県としての思い、この水中・水上ドローンに対

して国にどうやって働きかけるか。そこで企業

にその意向を伝えるというのが、私は長崎県の

未来につながることじゃないのかなと思うんで

すけれど。 

 ここは、もう産業労働部の一番大事なことに

もつながるしですね。部長さん、よろしいでし

ょうか。 

【永峯産業労働部長】 ご質疑ございました水中

ドローンあるいは水上ドローン、また浮体式洋

上風力のお話もございましたが、いずれも国の

成長分野に位置づけられており、また、長崎の

技術、人材等を生かせる分野、そういった可能

性もあるいうようなところではなかろうかとい

うふうに考えてございます。 

 先ほどお話がございましたＳＳＫさんの今、

広大な土地があるというところに関して、海の

そばということでそういった活用方法について

のご提案がございました。 

 確かにそういった面での活用の可能性という

のはあろうかと思いますが、やはり企業様の土

地でございますのでまずは企業様の意向を反映

する必要があろうかと思います。 

 ただ一方で、先ほど申しましたとおり、国の

方でも安全保障の観点から防衛費の増額、ある
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いは水中無人潜水艇の活用といったような記事

もここ数日新聞に出ておりましたが、そういっ

た形で様々今後、可能性を広げていくというと

ころがございますので、私ども県としてもそう

いった可能性のところを、しっかりこの機に乗

り遅れないように、そういった動きを取ってま

いりたいと思いますし、その上で、逆に企業様

の方に様々な提案というか、ひとつコミュニケ

ーションを図りながら、そういったお話もでき

るような、そういった環境というのをつくって

いきたいというふうに考えています。 

【田川委員】前向きなご答弁ありがとうござい

ました。 

 これ、余談ですけれども、会社幹部の方とそ

の話をちょっとしたところ、本当にうれしそう

な顔で、是非そういうことを伝えていただきた

いというお話をいただいていますので、これは

なかなか問題があるから名前とか言えないんで

すけれどね。 

 やはり、造船マン、車もそうでしょうけれど

も、物をつくることに対して物すごい情熱と誇

りを持っている。そういう人たちに日本を守る

産業ですね。そしてまた新エネルギー洋上風力

発電に関わる自分たちのプライドを保つ上でも、

非常に有効だと思いますので、是非、今後益々、

国に対してあるいは企業に対して働きかけを行

っていただきたいと思います。 

【冨岡委員長】 ほかに質問はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【冨岡委員長】 ほかに質問がないようですので、

産業労働部関係の審査結果について、整理した

いと思います。 

 しばらく休憩いたします。 
 

― 午後 ３時２９分 休憩 ― 

― 午後 ３時２９分 再開 ― 
 

【冨岡委員長】 委員会を再開いたします。 

 これをもちまして、産業労働部関係の審査を

終了いたします。 

産業労働部の理事者の皆様におかれましては、

大変お疲れさまでございました。 

 本日の審査はこれにてとどめ、明日6月30日火

曜日は午前10時から委員会を再開し、水産部関

係の審査を行います。 

 本日はこれをもって散会いたします。 

 お疲れさまでした。 
 

― 午後 ３時３０分 散会 ― 
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１、開催年月日時刻及び場所 

  令和８年６月３０日 

自  午前 ９時５８分 

至  午後 ３時２０分 

於  委 員 会 室 ４ 
 
 

２、出席委員の氏名 

冨岡 孝介 委員長（分科会長） 

山本 由夫 副委員長（副会長） 

中山  功 委 員 

宅島 寿一  〃   

坂本  浩  〃   

石本 政弘  〃   

中村 泰輔  〃   

下条 博文  〃   

大久保堅太  〃   

湊  亮太  〃   

田川 正毅  〃   

 
 

３、欠席委員の氏名 

な  し  
 
 

４、委員外出席議員の氏名  

な  し  
  

 

５、県側出席者の氏名 

吉田  誠 水 産 部 長 

徳永 真一 水 産 部 次 長 

太田  聡 水 産 部 次 長 

晝間 信児 
水 産 部 参 事 監 
（政策調整担当） 

不動 雅之 
水 産 部 参 事 監 

（漁港漁場計画・漁場環境担当） 

里  隆介 漁 政 課 長 

伊藤 純一 漁 業 振 興 課 長 

坂口 昌生 
漁業振興課企画監
（資源管理推進担当） 

村瀬 慎司 漁 業 取 締 室 長 

岩永 俊介 水 産 経 営 課 長 

鈴木 正昭 水産加工流通課長 

永井 克宜 
水産加工流通課企画監
（輸出拡大・養殖振興担当） 

城戸  学 漁 港 漁 場 課 長 

門村 和志 
漁港漁場課企画監 
（漁場環境担当） 

北原  茂 総合水産試験場長 

 
 

６、審査の経過次のとおり 
 

― 午前 ９時５８分 開議 ― 
 

【冨岡委員長】 委員会及び分科会を再開いたし

ます。 

 これより水産部関係の審査を行います。 

【冨岡分科会長】 まず、分科会による審査を行

います。予算議案及び予算に係る報告議案を議

題といたします。 

 水産部長より予算議案及び予算に係る報告議

案の説明を求めます。 

【吉田水産部長】 おはようございます。水産部

長の吉田でございます。どうぞよろしくお願い

いたします。 

 それでは、水産部関係の議案について、ご説

明いたします。 

 予算決算委員会農水経済分科会関係議案説明

資料の2ページ、及び同資料の追加1の2ページを

併せてご覧ください。 

 今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、 

第70号議案「令和8年度長崎県一般会計補正予算

（第2号）」のうち関係部分、第84号議案「令和

8年度長崎県一般会計補正予算（第3号）」のう

ち関係部分、報告第2号知事専決事項報告「令和

7年度長崎県一般会計補正予算（第11号）」のう

ち関係部分、報告第7号知事専決事項報告「令和
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7年度長崎県沿岸漁業改善資金特別会計補正予

算（第2号）」、報告第10号知事専決事項報告「令

和7年度長崎県長崎魚市場特別会計補正予算（第

2号）」であります。 

 初めに、予算決算委員会農水経済分科会関係

議案説明資料の2ページの第70号議案「令和8年

度長崎県一般会計補正予算（第2号）」のうち関

係部分についてご説明いたします。 

 令和8年度当初予算は、予算編成時期と知事選

挙の関係から、重要な政策的経費を除いた骨格

予算として編成しておりましたので、今回の補

正において、具体的な諸施策に係る予算を計上

しております。 

 歳入予算は、合計36億961万7,000円の増とな

っております。 

 3ページをご覧ください。 

 歳出予算は、合計63億2,022万円の増となって

おります。 

 以降、計上事業等について記載しております

が、後ほど担当課長から補足説明をさせていた

だきます。 

 次に、予算決算委員会農水経済分科会関係議

案説明資料の追加1の2ページをご覧ください。 

 第84号議案「令和8年度長崎県一般会計補正予

算（第3号）」のうち関係部分についてご説明い

たします。 

 今回の補正予算は、物価高騰対策について必

要な予算を追加しようとするものであります。 

 歳入予算、歳出予算ともに合計20億円の増と

なっております。 

 補正予算の内容については、こちらも後ほど、

担当課長から補足説明をさせていただきます。 

 予算決算委員会農水経済分科会関係議案説明

資料の5ページ中段にお戻りください。 

 次に、先の3月定例県議会の予算決算委員会に

おいて、専決処分により措置することについて

予めご了承いただき、令和8年3月31日付をもっ

て専決処分をさせていただきました事項の報告

であります。 

 まず、報告第2号知事専決事項報告「令和7年

度長崎県一般会計補正予算（第11号）」のうち

関係部分についてご説明いたします。 

 6ページをご覧ください。 

 歳入予算は合計6,988万7,000円の減となって

おります。 

 歳出予算は合計7億2,118万円の減となってお

ります。 

 この歳出予算の主なものは、離島漁業再生支

援事業の精算等に伴う減や、7年災害復旧費、公

共事業の精算等に伴う減などによるものであり

ます。 

 次に、報告第7号知事専決事項報告「令和7年

度長崎県沿岸漁業改善資金特別会計補正予算

（第2号）」についてご説明いたします。 

 これは、貸付金の減額等に伴い、歳入歳出そ

れぞれ3,559万5,000円を減額いたしております。 

 次に、報告第10号知事専決事項報告「令和7年

度長崎県長崎魚市場特別会計補正予算（第2号）」

についてご説明いたします。 

 ７ページをご覧ください。 

 これは、管理運営に係る事業費の確定等に伴

い、歳入歳出それぞれ718万4,000円を減額いた

しております。 

 次に、「令和7年度長崎県一般会計歳出予算繰

越明許費繰越計算書報告」のうち関係部分につ

いてご説明いたします。 

 水産部全体の繰越額につきましては、記載の

とおりであり、主な部分につきましては、後ほ

ど関係課長から補足説明をさせていただきます。 

 以上をもちまして、水産部関係の議案等の説
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明を終わります。よろしくご審議を賜りますよ

うお願いいたします。 

【冨岡分科会長】 次に、漁政課長より補足説明

を求めます。 

【里漁政課長】 お手元にお配りしております資

料1令和8年6月定例県議会予算決算委員会農水

経済分科会補足説明資料（水産部）についてご

説明させていただきます。 

 2ページをご覧ください。 

 海業で稼ぐ漁村の活力創出事業費についてご

説明いたします。 

 本事業は、各地域の特徴に応じた海業への取

組を後押しするとともに、海業の定着や安定し

た事業運営に向けて、コンテンツの強化や設備

整備等を支援するもので、1,423万8,000円を計

上いたしております。 

 事業内容ですが、まず、専門家伴走サポート

として、観光専門人材の伴走により、海業コン

テンツの磨き上げや、事業化に向けた改良をサ

ポートしてまいります。 

 また、実施体制の確保、強化として、海業の

モデルとなる地域における海業コンテンツの実

装、事業定着に必要となる小規模の施設改修や

備品の配置等に対して支援してまいります。 

 さらに、ＰＲ等の取組への支援として、海業

の地域浸透を図るための地元イベント等の連携

や、地域内ＰＲ等の取組に対して支援してまい

ります。 

 3ページをご覧ください。 

 次に、漁協の中核力強化事業費についてご説

明いたします。 

 本事業は漁協の機能再編のため、合併・事業

連携を推進するとともに、各漁協の経営改善や

人材の確保・育成のための取組を支援するもの

で、386万7,000円を計上いたしております。 

 事業内容ですが、まず、合併方針等の策定支

援として、合併検討組織等が中小企業診断士等

の専門家を招聘する際に必要な経費を支援して

まいります。 

 また、経営改善計画策定や実践手法の検討支

援として、漁協による経営改善計画策定や、そ

の実践手法の検討に必要な経費を支援してまい

ります。 

 さらに、漁協のＤＸ推進として、漁協業務の

ＤＸの推進・実現に向け、業務の現状分析や課

題抽出、手法の研究や人材の育成等を実施して

まいります。 

 私からの説明は以上でございます。よろしく

ご審議賜りますようお願いいたします。 

【冨岡分科会長】 次に、漁業振興課長より、補

足説明を求めます。 

【伊藤漁業振興課長】 同じく資料4ページをご

覧ください。 

 大村湾ナマコ緊急回復対策事業費についてご

説明いたします。 

 本事業は、深刻な不漁が続いている大村湾の

重要魚種であるナマコについて、資源回復に向

けた新たな放流手法を実証するため、1,500万円

を計上しております。 

 内容といたしましては、ナマコ資源の減少の

一因と推定される貧酸素対策として、これまで

の県の調査で貧酸素の影響を受けにくいとされ

る沿岸域の浅場に、ナマコの生息場所として好

適なカキ殻入りマットを敷設し、そこに従来の

1センチ種苗に比べて飛躍的に生残率が高くな

る3センチの大型種苗を放流する取組を関係漁

協に委託して実施するものです。 

 実施規模といたしましては、1か所当たり約

100平方メートルのカキ殻入りマット敷設区を

湾内で4か所設置し、1か所当たり3万個、4か所
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で計12万個のナマコ種苗を放流する計画として

おります。 

 また、放流後には潜水によるモニタリング調

査を実施し、稚ナマコの定着状況を確認するこ

ととしております。 

 補足説明は以上でございます。よろしくご審

議賜りますようお願いいたします。 

【冨岡分科会長】 次に、水産経営課長より補足

説明を求めます。 

【岩永水産経営課長】 次代を担う意欲あふれる

漁業の担い手の確保・育成事業費についてご説

明いたします。 

 同じく、資料5ページをご覧ください。 

 本事業は、将来の水産業の担い手となる新規

漁業就業者を確保し、育て、離さないため、習

熟度に応じた研修等を実施するもので、1,234万

8,000円を計上しております。 

 事業内容ですが、県の研修制度として、なが

さき漁師スクールを開設し、就業希望者に基礎

的な知識の習得を図ります。スクールでの知識

習得を経た上で、国や県が支援する長期研修に

つなげることで、就業直後から安定した水揚げ

ができる漁業者の育成を進めてまいります。 

 また、再チャレンジ支援として、若手漁業者

の離職防止を目的に、複数の漁法を習得できる

技術研修と、再就業の支援を行うことで、県内

漁業者への定着を図ってまいります。 

 加えて、新規就業者や外国人が暮らしやすい

環境づくりのため、漁業就業に関する窓口であ

るながさき漁業伝習所の機能を強化し、相談体

制の充実や、地域の交流会等の創出等に取り組

み、新規就業者等を地域で支える体制の強化と、

外国人材の育成と円滑な受入れを進めてまいり

ます。 

 次に、新時代の水産リーダーズ育成事業費に

ついてご説明いたします。 

 資料6ページをご覧ください。 

 本事業は、経営の多角化等に取り組むモデル

経営体を育成するとともに、漁法拡大やスマー

ト漁業に挑戦する若手漁業者等の施設整備・設

備導入等を支援するもので、8,304万1,000円を

計上しております。 

 事業の内容ですが、海洋環境の変化や水産資

源の変動などに適応するため、新しい漁業種類

の導入や海業への参入など、経営の多角化、猛

暑対策による漁獲物の鮮度向上等に取り組むモ

デル経営体の育成を行ってまいります。 

 また、若手漁業者の所得の底上げを図るため、

漁法の拡大や漁場開拓への挑戦、漁船漁業と養

殖業を組み合わせたハイブリッド漁業、スマー

ト機器の導入等を支援してまいります。 

 さらに、漁業者を支える漁協の取組として、

人手不足に対応した業務効率化や海業等による

収益性向上の取組についても支援してまいりま

す。 

 これらの事業推進に当たりましては、中小企

業診断士と連携して設置しておりますアドバン

スメントセンターを最大限活用し、市町や系統

団体とともに、就業者への経営指導や経営計画

の策定、丁寧なフォローアップを行い、成果の

普及を図りながら、事業者の経営強化を推進し

てまいります。 

 続きまして、お手元に配付しております資料

3、令和8年6月定例県議会予算決算委員会農水経

済分科会補足説明資料の2ページをご覧くださ

い。 

 水産業振興資金の物価高騰緊急対策支援につ

いてですが、この事業は中東情勢等により、物

価高騰等の影響を受けている本県の水産関係

者・事業者の事業の継続及び経営安定を図るた
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め、金融支援を実施するもので、融資機関への

預託金として20億円の予算を計上しております。 

 事業内容ですが、既存の制度資金である水産

業振興資金に長期運転資金として、物価高騰緊

急対策資金のメニューを創設するもので、通常

のメニューより、県の預託割合を高め、金融機

関とも協調して、貸付利率を低く抑えた30億円

の融資を用意し、県内の漁業者、加工業者、漁

協等の資金繰りの負担を軽減することとしてお

ります。 

 補足説明は以上でございます。よろしくご審

議賜りますようお願いいたします。 

【冨岡分科会長】 次に、水産加工流通課長より

補足説明を求めます。 

【鈴木水産加工流通課長】 お配りしております

資料1、補足説明資料に戻っていただきまして、

7ページをご覧ください。 

 長崎ならではの強い水産バリューチェーン推

進事業費についてご説明いたします。 

 事業概要ですが、本県水産物の多くは丸体・

生鮮で県外へ出荷されており、産地加工体制が

脆弱で、マーケットニーズへの対応が不十分と

いった点が課題となっております。 

 そこで、本事業によりまして、産地で高めた

価値を消費地まで届ける新たなバリューチェー

ンの構築や、生産者、加工業者等関係者との連

携強化を促し、本県水産物の産地加工や高付加

価値化を推進するものでございます。 

 事業内容の1つ目は、バリューチェーン構築連

携強化として、バリューチェーン構築強化に必

要なアドバイザー等招聘や、取引拡大につなが

る商談、新商品の開発等の取組を支援いたしま

す。 

 また、事業内容2つ目は、産地加工高付加価値

化促進に係る設備・機器導入としまして、物流

やニーズ変化に対応し、産地の強みを生かして

付加価値を高める加工などに必要な機器等の導

入を支援いたします。 

 続きまして、資料の8ページをご覧ください。 

 「西の横綱！自慢のさかな」魅力発信事業費

についてご説明いたします。 

 事業概要ですが、本県は、水揚げ量が西日本

で60年以上連続1位、また、魚種の多さも全国1

位を誇り、高鮮度、高品質な魚介類に恵まれた

西日本最大の水産県であり、こうした本県水産

物の凄さや魅力を、広く分かりやすく発信する

ことで、西の横綱・水産県長崎のイメージ強化、

消費拡大を推進するものでございます。 

 事業内容の1つ目は、県民へ本県水産物の凄さ

や魅力を発信としまして、県民向けのイベント

や魚料理教室の開催などを通して、凄さや魅力

を広く分かりやすく発信してまいります。 

 また、2つ目は凄さを体験、実感できる機会の

創出としまして、さかな祭りや水産加工振興祭

の開催、俵物や推し魚、魚愛用店のＰＲに加え、

県内量販店でのフェアなども実施してまいりま

す。 

 補足説明は以上でございます。よろしくご審

議賜りますようお願いいたします。 

【冨岡分科会長】 次に、水産加工流通課企画監

より補足説明を求めます。 

【永井水産加工流通課企画監】 クロマグロ養殖

低コスト餌料利用高度化事業費についてご説明

いたします。 

 資料1の9ページをご覧ください。 

 本事業は、養殖用の生餌の価格が高騰してい

る中、クロマグロ養殖の経営安定化のため、安

価な生餌を活用しつつ、安定した歩留りを確保

する給餌技術の定着を促進するものでございま

す。 
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 2、事業内容をご覧ください。 

 栄養補完剤等の利用促進では、イワシ生餌に

よる品質や歩留り低下のリスクを克服するため、

養殖業者への栄養補完剤やワクチン等の活用に

必要な経費の2分の1を支援するとともに、栄養

補完剤の使用データ、分析サンプルを収集しま

す。 

 栄養補完剤添加技術等の高度化では、上記の

利用促進の取組で得た使用データ、サンプルを

分析機関に委託・分析し、栄養補完剤の最適な

使用方法をマニュアル化する取組を行います。

事業費は、5,865万6,000円で計上しております。 

 補足説明は以上でございます。よろしくご審

議賜りますようお願いいたします。 

【冨岡分科会長】 次に、漁港漁場課長より補足

説明を求めます。 

【城戸漁港漁場課長】 漁港漁場課所管の繰越に

ついて補足してご説明いたします。 

 資料10ページ、繰越事業理由別調書をご覧く

ださい。 

 こちらは令和8年6月定例県議会繰越計算書報

告のうち、6ページに掲載されております農林水

産業費の関係部分を理由別に整理したものであ

り、先の3月議会等においてご承認をいただいた

ところですが、その後の事業の進捗に伴い、繰

越額が確定したことから報告させていただきま

す。 

 令和7年度予算の繰越明許費は全体で125件、

94億2,002万円でございます。 

 3月議会時点と比べますと、件数において5件

の減、額において約17億円の減となっておりま

す。 

 補足説明は以上でございます。 

【冨岡分科会長】 次に、提出のあった政策等決

定過程の透明性等の確保などに関する資料（政

策的新規事業について説明を求めます。 

【里漁政課長】 農水経済委員会提出資料、政策

的新規事業の計上状況をご覧ください。 

 水産部関係の令和8年度新規事業につきまし

ては、2ページ目下段から3ページ目上段にかけ

て記載いたしております大村湾ナマコ緊急回復

対策事業費など6件でございます。 

 各事業の事業概要と要求額及び今議会に提出

しております補正予算計上額は記載のとおりで

ございます。 

 説明は以上でございます。よろしくご審議賜

りますようお願いいたします。 

【冨岡分科会長】 以上で説明が終わりましたの

で、これより、予算議案及び予算に係る報告議

案に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

【中山委員】 「西の横綱！自慢のさかな」魅力

発信事業についてお尋ねいたしますが、この西

の横綱というのはね、非常にいいネーミングだ

と思いますよね。分かりやすいし。私も県外へ

出張してみて、やはり長崎の魚がいかにおいし

いかということを体験しておりますし、また、

特に、長崎の料理の中で、漁民がつくる魚料理

というのは、本当に絶品だなというような感じ

もしているわけでありますが、そういう中で、

この西の横綱としてイメージを強化して消費拡

大を図ると。そうすると、この西の横綱にして、

東の横綱をやはりイメージするわけであります

けれども、東の横綱は北海道でしょうか、どこ

でしょうか、そういうイメージをちょっと教え

ていただけますか。 

【鈴木水産加工流通課長】 今、委員のご発言に

ありましたとおり、我が国の水産業の全国1位は

ずっと北海道でございます。今回、西の横綱と

いうネーミングをさせていただいたのは、やは
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り北海道はちょっと格段に規模が大きいわけで

すが、我が国の魚を西日本と東日本で分けて考

えた場合、西日本の魚だけ見ますと、本県が統

計を遡ること、昭和35年まで遡ったんですが、

それ以降、連続して水揚げ量が1位ということで、

西の魚だけ見ると、本県はもう本場中の本場で

あるということを強調するべく、今回、西の横

綱というネーミングをさせていただいたところ

でございます。 

【中山委員】 消費拡大に当たってですね、僕も

ちょっと狙ったのは、やはり西の横綱、これを

生かすことは大事だけれども、西の横綱と東の

横綱と一緒に共催して、お互いに勝負しながら

販売促進を進めたらどうかという、そういうイ

メージで、東の横綱というのを聞いたわけであ

りまして。やはり問題は消費拡大ですよね。消

費拡大を推進ということについては誰も異議も

ないわけでございますが、やはり今後、成果の

見える化というのが必要になってくるというふ

うに考えていまして、そうなると、消費拡大推

進だけではなかなか分からない。ここに今年度

消費拡大の具体的な数値目標かね、目指すもの

が何かあるのかどうか、それをちょっとお尋ね

したいなと思います。 

【鈴木水産加工流通課長】 本事業の成果目標で

ございますが、県民アンケートでですね、魚を

購入する際、長崎県産魚にこだわって選びます

かといった項目がございます。これが、直近の

令和7年が43.1％でございます。これを令和10年

度に60％まで引き上げようといったことを一つ

の目標としております。 

【中山委員】 長崎の魚の中でね、消費者アンケ

ートで43％ということで、それを60%まで上げよ

うということだから、それ自体は何も否定する

ことはないんですけどね。ただね、長崎の魚と

いうのは、どっちかというと、家庭中心じゃな

いかと思うんですよね。家庭中心。それで、家

庭で、やはりつくる人が、若い人が減ってきた、

家庭でね。この辺にあるんじゃないかと考えて

いまして、是非ですね、そういう意味からしま

して、上げていくためには、いろいろ補足を今

から聞きますけれども。それでね、長崎の魚の

良さというのは、僕は基本的に家庭料理である

と。そして、家庭料理の中で小さいときに食べ

た魚ですね、それぞれ食べていくと。私なんか、

毎日魚がないとね、どうも食事したような感じ

にならないわけでありますけれど、これはやは

り子どものときに食べたというのが一番根本に

あるんじゃないかと思いますので、その辺を是

非一つ押さえていただきたいなというふうに思

っているわけでありますが。そこで、具体的に

少し聞きますが、魚の日の県民イベントを開催

と、こうあるわけでありますけれども、どうい

うイベントをするのか。また、参加者をどの程

度想定しているのか。また、イベントですから、

そういう物販も予定しているのかとか、それに

ついてお尋ねしたいと思いますし、また、これ、

委託になっていますよね。委託先はどこなのか

お尋ねしたいと思います。 

【鈴木水産加工流通課長】 事業内容の中で、魚

の日イベントというのがございます。こちら、

今まで魅力発信事業ではやってこなかった新た

な取組になります。 

 具体的な内容であったり、それから委託先は

ですね、これからまだ検討していく段階でござ

います。 

 先程来、中山委員からいろいろご助言いただ

いております、この今回の取組の戦略でござい

ますが、具体的に県内消費を増やすだとか、そ

れから、魅力を発信することで、最終的に消費
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拡大につなげるその具体的な策につきましては、

庁内のＰＲ戦略課とも連携をさせていただいて

ですね、今まで以上に効果の上がるような切り

口でですね、同じイベントをするにしても、料

理教室をするにしても、より消費拡大につなが

るようなやり方をですね、検討していきたいと

考えております。 

 戻りますが、イベントにつきましては、具体

はまだこれから詰めさせていただこうと思って

おりますが、できればですね、先ほど申し上げ

たような本県の水産物の凄さが伝わるような内

容、例えばですけれども、漁獲量の例えば日本

一の魚種を食べ放題にするとか、そういったち

ょっとこう、何ですかね、印象、強いインパク

トの与えられるようなイベントで、人の比較的

集まりやすいようなところでですね、そういっ

たイベントができないかということを、また、

ＰＲ戦略課とも一緒にですね、検討させていた

だければと思っております。 

【中山委員】 予算の段階でね、予算をつけてい

るわけですから、ある程度、イベントの内容に

ついても、もう少しＰＲ戦略課との協議を今後

進めていこうということでありましたけれども、

もう少し具体的に、やはりもう6月ですからね、

詰めておく必要があるんじゃないかと思ってお

りましたので、是非、早急に取り組むことを求

めておきたいかなと思いますし、また、この委

託先というのは全然決めていないということで

すけれども、どういうところが対象になるんで

すか。 

【冨岡分科会長】 暫時休憩します。 
 

― 午前１０時２６分 休憩 ― 

― 午前１０時２７分 再開 ― 
 

【冨岡分科会長】 分科会を再開します。 

【鈴木水産加工流通課長】 大変失礼しました。 

 これからですね、公募をかける予定でござい

ますが、イメージしておりますのは、例えば、

マスコミ関係であったり、旅行関係、イベント

関連会社、そういったところからの提案を想定

しております。 

【中山委員】 そうなると、先ほど言ったように、

ＰＲ戦略課、そして水産加工流通課、それを受

けて委託業者ということになってくるわけだね。

基本的に、その委託業者が提案するものに対し

て取り組んでいこうということになってくると

思うんだけれど、よくよくね、委託業者につい

ては、十分公募方式になってくると思うけれど

も、ある程度、やはりイメージが合うようなと

ころをやっていくということは、大事になって

くると思うので、どこでもいいというわけには

いかないと思うんです。是非、そういったとこ

ろも含めてやってもらいたいなと思います。 

 それで、次にね、料理教室等の支援でありま

すけれども、各魚市場、協会とありますけれど

も、この事業内容について、どういうことを想

定しているのかお尋ねしたいなと思います。 

【鈴木水産加工流通課長】 料理教室につきまし

ては、これまでの魅力発信事業の中でもですね、

県内３市場、長崎、佐世保、松浦の魚市場協会

にお願いしまして、小学生であったり、あるい

は親御さんを対象とした料理教室をそれぞれの

地区で開催していただいております。 

 今回もですね、その内容自体は引き続き同じ

ような形でですね、魚市場協会さんにお願いし

ようかと思っております。 

 ただ、中身としましては、先ほど申し上げま

したとおり、これまでの料理の方法をこどもさ

んや親御さんに教えるだけではなくて、それに

加えて、長崎県の魚ってやっぱりこれだけ凄い
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んですよというのが、少し印象づくようなです

ね、そういった部分も付け加えながら、料理教

室、新しい形の料理教室を展開していければと

考えております。 

【中山委員】 小学生含めて、大いにこの料理教

室はやってほしいと思うんですよね。たまにテ

レビにも出ますよね。やってみて、刺身をして、

自分たちで食べていくということね、是非、そ

の凄さという部分、よく分かるけれども、我々

は分かるんです、凄さというのはね。その辺を

どう表現していくのかということについては、

なかなかやはり難しい部分があると思うんだよ

ね。是非、その凄さが出るような、その辺が伝

わるような取組をやっていただくことを要望し

ておきたいと思います。 

 次に、この長崎俵物のＰＲや販売促進とある

んですが、長崎俵物も相当、これ長くなります

よね。現時点で、昨年度あたりの俵物の売上高

というかね、どの程度あっているのか。そして、

委託となっているから、今までやっていた委託

先を変えるのかどうか。この辺はどうなんです

か、委託先、これの委託先。 

【冨岡分科会長】 暫時休憩します。 
 

― 午前１０時３１分 休憩 ― 

― 午前１０時３１分 再開 ― 
 

【冨岡分科会長】 分科会を再開します。 

【鈴木水産加工流通課長】 売上実績でございま

すが、令和7年度が3億4,800万円となっておりま

す。やはり年々ですね、数字的に見ますと、や

や減少傾向にあるという状況でございます。 

 それから、委託につきましてですが、俵物に

つきましては、基本的に水産加工振興協会の方

に補助をする形でですね、取組をしております。

また、在り方の検討もアンケート等をしながら

ですね、進めておりまして、そういった経過を

踏まえながら、少しずつでも見直しをしていけ

ればと考えております。 

【中山委員】 これは少しずつじゃなくてね、俵

物自体は、数は増えていると思うんだけれども、

売上げは減っているんですよね。これをやるた

めには、販売促進と書いているわけだから、こ

れに歯止めをかけてね、やっぱり増やしていく

というのが一つの戦略だと思うんですよね。そ

うすると、今のままでいいのかなという感じが

するんですよね。これは、俵物のＰＲと販売促

進を含めた委託補助費含めて、これ、幾らぐら

いあるんですか、予算額は。 

【鈴木水産加工流通課長】 俵物の予算額でござ

いますが、745万円を計上しております。 

 内訳が販促ＰＲが250万円、それから、調査、

これは先ほど申し上げたアンケート等ですね、

これが200万円、それから、販促ツール等の作成

が100万円、その他となっております。 

【中山委員】 やはりＰＲが200万円で足りるの

かな、十分なのかなという気がするんですよね。

これも含めて、やはり取り組んでいく以上は、

減らしたら困るんですよ。増やしてもらわない

と。そういう意味でね、このＰＲの費用を含め

て、ＰＲ費用をね。それと、推し魚もこれも委

託になっているし、県内販売店のフェア開催の

これも委託になっていて、そして、長崎県の魚

愛用店におけるＰＲも委託になっているわけね。 

 そうすると、凄さを発揮させるということだ

けれども、ほとんどね、これは委託なんですね。

ここ、ちょっと気になっていたんですよね。こ

こと、水産加工流通課との戦略と、どう一緒に

相乗効果を上げてやっていくのかなと。その後、

これ、委託を全部一緒に同じでやるのがいいの

か、別々でやるのがいいのかね。僕としては、
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1回ぐらいね、全部、魚の日の県民イベントから、

俵物、推し魚、量販店、この委託を1回一緒のと

ころでやった方がいいのかどうか、含めてね、

やはりどうした方が効果的なのか。バラバラに

やった方がいいのかどうか分からないけれども

ね、将来委託する場合に、やはり長崎のことを

よく知った人でないといけないと思うんですよ

ね、長崎のことを。全国レベルの旅行会社とか

にやってもらっては、僕は困るんですよね。や

はり長崎をよく知っている、そういう委託先を

よく探してみて、やはりあくまでも水産加工流

通課とね、意思疎通をして、戦略に合うという

ことが、まず大前提であるし、委託任せにして

もらっては困るんですよね。是非、そういうこ

とを十分配慮して委託先を、要するに、戦略的

に販売促進につながるように、十分検討してい

ただくことを要望しておきたいなと思います。 

 それで、次に、もう一つですね、大村湾ナマ

コ緊急回復対策事業費についてでございますが、

これは新たな方法実証のために、この大型種苗

のカキ殻入りマット、シェルマットの敷設区へ

の放流実施とありますけれども、これは見てみ

ますと、他県でですね、シェルマットの活用状

況とありますけれど、他県のシェルマットの実

績ですね、どういうふうになっているのか、ち

ょっと教えてくれますか。 

【伊藤漁業振興課長】 シェルマットの他県の実

績でございますけれども、岡山県で実績がござ

います。このシェルマットを作っているメーカ

ーがございますが、これも岡山県の会社という

ことでございます。 

【中山委員】 それについて、どういう実績を上

げているのかということを聞いているわけであ

って。 

【伊藤漁業振興課長】 シェルマットを敷設する

ことによりまして、カキ殻に稚ナマコの餌にな

る小さい藻類等の付着物などが付きまして、ま

ず、稚ナマコの餌になるということ、それから、

カキ殻自体が住み場所となりまして、ナマコに

快適な、生息しやすい環境を創出できるという

こと、そういう効果がございます。 

【中山委員】 餌とか住みかになるということで、

効果があるということですけれど、実績、その

生産量ですね、生産量、それについて具体的な

数字はあるんですか、実績は。この程度、この

マットをしたところは、この程度増えましたよ

とか、一般ではこうですよと、これだけ差があ

るんですよと、その効果ですよ。 

【伊藤漁業振興課長】 他県の実績で実際の数字

はございませんけれども、資料のところに、水

中写真ございますけれども、実際に効果調査と

申しますか、水中で確認したところ、稚ナマコ

の付着であるとか、その後、ナマコがそこに住

み着いているということは確認できております。 

【中山委員】 他県でやっているけれども、実績

の漁獲量までね、そこまでは把握していないと、

そういうことですね。 

 それではね、この1センチと3センチにまで増

やして、この海域を4か所、貧酸素の影響を受け

にくい海岸域の浅場におけるナマコの生息場づ

くりとありますけれども、これ、4か所は、どう

いう理由というか、どういうところに4か所を選

定したのか。その4か所の選定理由、根拠をお願

いしたいのですが。 

【伊藤漁業振興課長】 設置場所の選定につきま

しては、成果が大村湾全体で効果を発揮するよ

う、本事業での取組も湾全体をまず網羅する計

画としております。 

 具体的に申しますと、昨年のナマコの漁獲動

向であるとか、環境調査結果、それから、今年
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3月以降に実施したナマコの生息状況調査、また

は、漁業者からのナマコの混獲情報、それから、

目撃情報なども参考といたしまして、まず、夏

場の貧酸素の影響が比較的少なかった湾口部で

1か所、それから、昨年度など貧酸素などの影響

を強く受けた湾奥部の東西で1か所ずつ、それか

ら、中間の湾中央部の東側で1か所の計4か所で

の設置を計画しております。 

 最終的には地元の漁協ですとか、漁業者など

のご意見を伺いながら、設置場所の選定を行っ

てまいりたいと思っております。 

【中山委員】 4か所についてはね、大村湾全体

見通してね、貧酸素の強い奥部とかやっている

ので、場所については、何も問題ないと思うん

ですよね。そのとおりで僕はいいと思うんです

が。 

 そうすると、広さが100平米とありますよね、

100平米、海の中で100平米というと、この10メ

ーター10メーターぐらいで100平米なるんです

よね。非常に、まあ、米粒のような問題だな、

海の広さからすればね。その100平米にした根拠

というか、なぜ100平米にしたのか、それについ

て、まず聞かせていただきたいなと思います。 

【伊藤漁業振興課長】 施設の規模でございます

けれども、実証試験を行うに当たって、まず、

ナマコの種苗を新たに確保しないといけないと

いうことがございまして、今年度のナマコの種

苗の確保の数に限りがございますので、確保可

能な18万個体を用いて中間育成を実施しまして、

過去の試験結果により、生残率を7割として、目

標の放流数を12万個といたしております。 

 12万個という稚ナマコの放流数を考えまして、

1平米当たり約300個程度の稚ナマコであれば、

十分な広さが確保できるということで、約10メ

ーター四方の100平方メートル、1か所当たり100

平方メートルとさせていただきました。 

【中山委員】 それで100平米というとね、12万

個を放流するためにはその面積でいいんだとい

うことでありましたので、了といたしますが、

そうするとね、これを放流としているので、100

平米はこうありますよね、その上に当然、こう

置いていくと思うけれども、海は海流がこうあ

りますよね、それで何か、網か何か張るのかど

うか。その辺はどうなんですか。 

【伊藤漁業振興課長】 シェルマット自体が粗い

荒縄みたいな形でですね、袋の中にカキ殻を入

れたものになっております。ですので、シェル

マットの上に30ミリの大型稚ナマコを放流する

という形になりますので、網などは特段かぶせ

るという考えはございません。 

【中山委員】 分かりました。それまで、そうい

うカバーをしているわけね、住みかとしてね。

それで、最後に、直営でモニタリングするとい

うことでしたけれども、4か所を潜水士等でとい

うことでありましたけれど、どういうスケジュ

ールで調査するのか、調査の回数も含めてお聞

きしたいなと思いますが。 

【伊藤漁業振興課長】 実証試験のですね、スケ

ジュールを少し申しますと、ご承認いただいた

後ですね、7月早々にはもう中間育成を開始した

いと考えておりまして、そこから約3か月間、中

間育成をいたしまして、10月から11月にカキ殻

マットの上に放流という形になります。ですの

で、モニタリングということですと、その放流

した後、11月から年度末の3月までにかけてです

ね、数回、潜水調査を行って、定着状況を調査

したいと考えております。 

【中山委員】 そうすると、11月から3月ぐらい

を数回やるということでありましたけれどもね、

ナマコの1年で、漁獲できるだけの大きさにはな
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らないんじゃないかという気がしていたけれど

も、そうすると、一番問題は貧酸素とか、夏よ

ね、高温があるときだから。そうなると、この

後のフォローアップをする必要が僕はあると思

うんだけれども、する必要はないですかね。 

【伊藤漁業振興課長】 カキ殻マットを設置する

場所というのが、先ほどご説明いたしましたが、

ごく沿岸域の浅いところに設置する予定です。

昨年度の水産試験場が行った夏場の詳細な調査

におきまして、貧酸素が起きている場所という

のは、断面で見ますと底の方、底の方に貧酸素

の状況があったときでも、上層の浅いところは、

酸素が十分あるというふうに分かっておりまし

て、その浅場に設置することで、この貧酸素を

何とかかわすことができるんじゃないかという

ふうに考えておりますので、アフターフォロー

というお話がございましたが、その後は経過観

察と申しますか、モニタリングを続けるという

形で考えております。 

【中山委員】 考えは一定理解できるんですけれ

ども、そうなると、4か所のね、その湾奥部の貧

酸素のあるところと言ったので、まさにそうい

う発生する中で育てると思ったら、そうじゃな

くて、その上層部、その中の貧酸素の地域でも

非常に貧酸素が少ない上層部のところで実験す

るんですか。ずばり貧酸素の中でね、こういう

ところでやるということじゃないんですか。 

【伊藤漁業振興課長】 水深があるところで浅場

というか、水深がまず浅い、本当に数メートル

の、水深数メートルのところで設置を考えてお

ります。昨年度、貧酸素が多かった場所、例え

ば時津とか長与とか、多良見の辺りだと思うん

ですが、そこでもですね、例えば、今年の春に

漁業者からの情報ですとか、潜水調査をしてみ

ますと、ナマコが全くいないわけではなくて、

ある程度確認できる場所があるということが分

かっています。そういうところを業者とよく相

談しながらですね、ナマコが今残っているよう

な場所にこのシェルマットを設置してですね、

何とか資源の回復につなげたいと考えておりま

す。 

【中山委員】 考え方自体がね、不漁といっても、

生き残る場所があるはず、あると僕は思ってい

たんだけれど、そこを中心にしながら、そこに

シェルマットを敷いてやっていこうということ

ですから、それはそれとしていいんですけれど

も、そうなるとね、そういう海域というのは、

大村湾の全体のうちの、特に大村湾漁協に関す

る部分で、どの程度そういう場所があるんです

か。放流できる場所は。可能な場所。 

【伊藤漁業振興課長】 どの程度あるのかという

ご質問ですけれども、どの程度というのは、ち

ょっと何割ぐらいというのはなかなか数字では

申せませんけれども、漁業者、漁協からはです

ね、見つかったよという場所が複数あるという

のは確認しております。 

【中山委員】 是非、この事業を成功させてね、

できるだけ大村湾沿岸の漁業者が等しく、やは

り共益できるような形に持っていくのが一つの

筋じゃないかと思うんですよね。そういう意味

から質問したわけであってですね、是非、まず、

これを成功してもらって、成功をさせて、そし

て、なおこの資源回復に特段の配慮、特段の努

力をしていただきますように要望しておきたい

と思います。 

【冨岡分科会長】ほかに質疑はありませんか。 

【田川委員】 おはようございます。関連で、ナ

マコについて、少しお尋ねしたいんですけれど

も。資料によるとですね、先ほど答弁にもござ

いましたけれども、まず、委託ですね、資料4ペ
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ージですけれど、この委託先はどういうふうに

なっているのか。 

 もう一点、種苗を12万個あるいは18万個とい

う話もありましたけれども、種苗生産と含めて、

どういう場所で、どこに頼んで、そしてまた、

委託先はどういう状況なのかということをもう

少し詳しく教えてください。 

【伊藤漁業振興課長】 まずは、委託先でござい

ますけれども、シェルマットの設置、それから

種苗の中間育成、それから種苗放流につきまし

ては、実施する漁場のですね、共同漁業権者で

ある漁協に委託する計画としております。 

 それから、種苗の確保先ですけれども、種苗

につきましては漁業公社の種苗を使用したいと

考えております。 

 中間育成ですけれども、ナマコの種苗を籠に

入れるような形、丸籠と申します、真珠などで

使うものですけれども、そこにカキ殻を入れて、

一籠当たり150個程度、10ミリの種苗を入れまし

て、30ミリまで育てる計画としております。 

【田川委員】 ありがとうございます。中間育成

のも一籠150個でするのも、漁業者が対応する、

漁協がするということでよろしいですか。 

【伊藤漁業振興課長】 漁協に委託しますので、

漁業者の方にしていただきます。 

【田川委員】 ありがとうございます。実はです

ね、シェルマットで岡山県で、実際ご答弁によ

れば、成果というのがなかなか、やった事実は

あるけれども、どの程度取れたのかというのが

確認が十分ではないんじゃないかなというふう

に受け取ったんですけれど、このシェルマット

の中で育つんですかね。シェルマットから這い

出していく可能性が、私、そうじゃないと広が

らないと思うんですけれど。そうなると、先ほ

ど言ったように、4か所ですね、100平米の4か所

で、ある程度育ったら、100平方メートルだけで

育成してもですよ、なかなか3万個ずつですかね、

そこで生きていくことは非常に困難だと思いま

す。それがどんどん出ていったときに、確認作

業もどうするのかなと、素朴な疑問があるわけ

ですけれども、そこら辺の対応といいますか、

毎回行っても、どんどんそこから抜け出してい

くという可能性があるんじゃないかと思うんで

すけれど、その点について、先進地事例等に問

合せ等があったのかどうか、ご見解をお尋ねい

たします。 

【伊藤漁業振興課長】 おっしゃるとおりですね、

まず、稚ナマコを放流しまして、そこである程

度、カキ殻につく餌、それから住み場を提供し

ますので、まずはシェルマットの中で生育する

ような形になると思います。 

 ある程度成長したらですね、潟地と申します

か、餌を探して、じわじわと漁場の方に向かう

ような形になって、それを漁業者が漁獲すると

いうようなイメージを考えております。 

 ですので、ずっとシェルマットの場所にいる

わけではなくて、じわじわしみ出していくよう

なところを想定しております。 

【田川委員】 そういうイメージだと思うんです

よね。じわじわとって、ナマコですから、じわ

じわというイメージかもしれないですけれどね、

30ミリの稚ナマコから育って、順次どんどん出

ていく可能性もあるわけですよね。それをモニ

タリングするに当たって、果たして、それが十

分に検証できるのかというのは、素朴な疑問で、

とにかくモニタリング、潜水による調査の頻度

にもよると思うんですよ。それでも、海水の状

況によっては確認がしづらい等もございますの

で、非常に検証というのが困難になるんじゃな

いかなと思うんですけれど、そこら辺はですね、
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いろいろ工夫なさって頑張っていただきたいと

思うんですけれど、この予算があるわけですけ

れども、まずは、予算の裏づけですね、種苗、

漁協の種苗公社ですか、それで、どのぐらい稚

ナマコの予算がついているのか。そして、具体

的に委託事業で623万円、ナマコの中間育成等に

なりますけれども、これ、4か所になるんですね。

各漁協で対応するのでは、大村湾の中で、各漁

協に対してどの程度の委託になってくるのか、

そこら辺、分かればお願いします。 

【伊藤漁業振興課長】 委託費の算出根拠という

か、それぞれのご質問だったと思います。 

 まずですね、中間育成につきましては、中間

育成の費用として、1か所当たりナマコの種苗18

万匹ですけれども、これ、大体45万円、1匹10円

の換算でございます。中間育成費用といたしま

しては、籠ですとか、カキ殻、それから作業賃、

ロープ、ネットなど消耗品なども含めまして、

1か所当たり137万円ぐらいを計上しております。 

 それから、放流作業につきましては、船舶の

使用料ですとか、潜水士の人件費などを含めま

して23万円ですので、中間育成、放流につきま

しては、1か所当たり160万円の積算を行ってお

ります。 

【田川委員】 稚ナマコを人工採苗して、シェル

マットに入れて、4か所で沈める。30年か40年前、

これはそういう研究者の友人がいましてね、二

名の方にお尋ねしたら、それは確認していただ

きたいんですけれど、大村湾では天然採苗で、

松原地区で真珠を取り組んでおられる事業者が

いてですね、その人たちが、真珠あるいはカキ

の貝殻を中間に、水中に置いておくと、自然に

幼生といいますか稚ナマコが入って、ある程度

の大きさになったら、地区で海域に蒔いていた。

これは実際、そういうことが行われたわけです

よね。そこら辺、ほとんどお金がかかっていな

いんじゃないかな。そのままカキ養殖あるいは

真珠養殖で使ったカキ殻をそこに置いていて、

そこに幼生が付く、稚ナマコが付く、季節が来

たら蒔いてですよ、ここでどんどん育つ。これ

は大村湾でカキ養殖、各地でしていますので、

そういうことを漁師さんと共同でやっていくと、

新たな1,500万円というのも、随分安く上がるん

じゃないかな。それも大量にできる可能性がご

ざいますので、そこで種苗を中間育成する事業

者に対しては、予算を上げるということで。そ

れで、漁協も助かるしですね、皆さんの手も煩

わせないで済むんじゃないかなと思いますけれ

ども、その点について、可能性ですね、実際の

事実等について認識があるのか、そして、もし

検証の結果、そういうものを活用しようと思わ

れるのかどうか、今後のことですので、よろし

くお願いします。 

【伊藤漁業振興課長】 委員おっしゃるとおりで

して、今まで委員のお言葉を借りますと、真珠

養殖業者とかカキ養殖業者であれば、そういう

殻を籠に入れて、天然採苗という形でされてい

ると思います。 

 ただ、一方で、漁協さんレベルでは、なかな

かそういう取組ができていなかったということ

で、この実証試験をですね、委託することで実

証試験をして、こういう形であればナマコが増

えると、何とかそういう結果を残した後は、自

らもう皆さん、それぞれ各漁協さんで毎年、相

当なナマコの種苗を放流していますので、あと

はそのカキ殻を養殖業者さんから安くで手に入

れたりすることもできると思いますので、でき

れば、この実証試験を行った後に、きちんとガ

イドラインという形でやり方を取りまとめまし

て、湾内の漁協全ての地区と申しますか、湾内
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全体に波及するように、自走できるようにとい

うことは、現段階でも県の方としても考えてお

ります。 

【田川委員】 ありがとうございます。実際、も

うそうやって何十年も前からやっているという、

それで、その地域の人にですね、年末ですので、

そこで育てたナマコを取って正月のご褒美だと

いうことで、ずっと長年やってきた、こういう

話があるようですので、そういうのが、真珠業

者が撤退した後に、ある企業がなかなかできて

いなかった。それを継続してやっていれば、ま

た、違った結果が生まれるんじゃないかなと思

っています。 

 もう一点ですね、資料13ページにナマコの漁

獲量の変遷というのがあるんですけれど、10年

前からすると、もうほとんど去年と一昨年、棒

グラフがありますでしょ。これがですね、私が

不思議に思うのが、大村湾の海底環境の改善と

いうことで取り組んでこられたのが、年間2,700

万円の海底耕うん事業、この海底耕うん事業と

ね、どんどん環境をよくするために海底耕うん

やってですよ、何か奇しくもですね、十年間で

極端に減った。これは因果関係はないとおっし

ゃると思いますけれども、私は、何かそれをね、

想像してしまうんですよね。やはり海底の、ナ

マコにとっての海底の環境というのがどうだっ

たのかな。恐らくこれは因果関係を言われても

答えようがないと思いますけれども、実際、だ

からといって、海底耕うんした後の海底を調べ

るのも、濁りがありますし、困難だと思うんで

すけれど。いろんな要因でですね、海底耕うん

がいいことだったと思いますけれどもね、主に

貧酸素という理由で言えば、これはもう幾ら努

力しても貧酸素が原因であれば、大村湾の漁業

は衰退していく一途になりますので、それも含

めて貧酸素の中でも生きている、結局おっしゃ

ったようにですね、そういう場所があった、種

苗があったということであれば、人の手を借り

て、新たに新しい技術で取り組んでいくと、私

はまだまだ可能性があると思いますので、でき

れば漁協さんと一体になってですね、こちらだ

けで、よそで実証実験したけれども、見ていな

いところでね、食べたこともないという話じゃ

ね、どうなのかなと思いますので、是非ね、頑

張ってやっていただきたいと思います。 

 もう一点だけですね、申し訳ないんですけれ

ど、これで終わりたいと思うんですけれども、

急速冷凍というのを、長崎ならではの強い水産

バリューチェーン推進事業の中にですね、以前

から一般質問も通じて瞬間冷凍あるいは急速冷

凍によって魚の価値を上げていただきたいとい

うことで、何度もお尋ね、お願いもしたんです

けれども、ここに来てですね、5,100万円という

中にですね、予算の中にスライサー、急速冷凍

機というのが想定内容に載っていますので、も

しよかったら、その急速冷凍等についてですね、

詳しく教えていただきたいと思います。期待し

ていますので、よろしくお願いします。 

【鈴木水産加工流通課長】 長崎ならではの強い

水産バリューチェーン推進事業の内容でござい

ますが、資料に記載のとおり、(2)の方ですね、

機器整備の中で、今委員が言われたような急速

凍結機も想定して積算をしております。 

 例えば、上のポツにありますフィレ等の1次加

工推進、主にレンコダイとかアジ、ブリ、こう

いった大量漁獲物をこれまで丸体で県外に出し

ていたものを、少しずつ加工して冷凍するとい

うことにシフトするのを後押しするということ

です。 

 こういう場合の急速凍結機は量が多いですの
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で、急速凍結機、いろいろ機能も規模も様々ご

ざいますが、この大量処理する場合は、ちょっ

と大型のですね、また、トンネルフリーザーと

言われているような機体をマイナス30、50に冷

却した中を、漁獲物を通過させて急速凍結をか

けるといったような、そういった大型の機械を

想定したものでございます。 

 それから、当然冷却だけではなくて、フィレ

に必要なフィレ機であったり、そういったもの

も含めてですね、今回支援をしていくことを考

えております。 

 また、二つ目のポツ、産地の強みを生かした

ワンフローズン商品。これ、例えば、最近増え

ております冷凍の刺身商材ですね。こちらは、

産地でも生のまま、アジであったり、タイであ

ったり、こういったものを刺身までスライスし

た状態まで加工して、これを真空包装をかけて

急速凍結にかけるといったことが徐々に広がっ

ています。 

 これに必要な急速凍結機は、先ほど申し上げ

た大規模なもの、大量にするんであれば、そう

いったトンネルフリーザーもあるんですけれど

も、比較的小規模であれば、非常に冷却効率の

高い液体凍結といった機械もございます。これ

は極めて凍結速度が速いですので、非常に高品

質な生食用の刺身ができる。こういったいろん

なバリエーションのですね、機器、冷凍機だけ

ではなくて、それに伴うフィレ機であったり、

真空包装、こういったものをこれから公募をか

けますけれども、そういったものに応募いただ

いて、少しずつ産地の付加価値向上に寄与する

ような加工を進めていきたいと考えております。 

【田川委員】 最後になりますけれども、先ほど

のナマコについても、知恵と工夫、そして、今

までの実績、過去をよく検証して、とにかく漁

業者と話をしていただきたい。 

 実は取れたんですよという話もたくさん聞い

ています。私は取りました、それで、どうやっ

て取ったのか、そして、過去を振り返ると、松

原地区で昔からやっていたと。これも生の声で

聞くわけですね。是非、そうやって漁民のため

にナマコ漁を発展させるために頑張ってくださ

い。 

 急速冷凍についてはですね、十分話して、実

際急速冷凍で、多くの方が、実は急速冷凍の、

それで解凍した刺身を食べている。しかし、そ

れが皆さん、実感がないと。これは急速で冷凍

ものの刺身でしょうか、取れたてですかという、

恐らくすし屋に行くとね、回転ずしの話ですけ

れどね、これは生ものだろうなと、皆さん思っ

ていらっしゃると思うんですけれど、大半が今

はそういうところでは瞬間冷凍をかけて、小規

模じゃなくて、やっぱり3,000万円とか4,000万

円の機械で冷凍して流通させている。ひとたび

冷凍すると日本中どこにでも配送できて、新し

い新鮮なお魚と、皆さん、思って食べておられ

るわけですから、今回ですね、トンネル型の大

規模だけじゃなくて、そういうのもちょっと小

さな点も含めて、皆さんに周知をしていただき

たい。瞬間冷凍でも本当においしいんですよ。

生と食べ比べしても分かりませんよというぐら

いですね。それで長崎県の魚を、新鮮な魚を付

加価値を上げて取り組んでいただきたいと思い

ますので、これは要望で終わります。ありがと

うございました。 

【冨岡分科会長】 ほかに質疑はありませんか。 

【宅島委員】 令和8年度6月補正予算の政策的新

規事業の計上の部分ですが、新時代の水産リー

ダーズ育成事業費、8,304万1,000円。この事業

について、水産部で想定をされているリーダー
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ズ、若手のリーダーズ、何名ぐらいをこの予算

を使ってつくろうとしているのか。そして、ど

のような機関を使って育成をしようとされてい

るのかをお伺いします。 

【岩永水産経営課長】 この度、上程させていた

だきました新時代の水産リーダーズの育成なん

ですけれども、この中で、委員がおっしゃられ

た漁業者に関するものは1番と2番のところで、

適応型モデル経営体の育成と若手漁業者のチャ

レンジへの支援というのがございます。 

 まず、この方の支援とかについてなんですけ

れども、一番最初の適応型モデル育成につきま

しては、書いたその取組に関することに対して

2名程度、猛暑に対応するものには4名程度考え

ております。 

【宅島委員】 ありがとうございます。今の数字

を聞くとですね、これだけの予算を使って、何

かもったいないなと思います。県内に水産業に

携わる若手のそれぞれの地区で頭角を現してい

るリーダーの方たちがいらっしゃって、やっぱ

りそういった、例えば海区ごとにその若手を候

補に挙げてもらって、もっと幅広くというか、

数を多く育て上げるという、これだけ予算を使

うのであればですね、やっぱりしっかりそうい

ったことを対応していただきたいというふうに

思います。 

 今回の場合はですね、そういうことで、今の

人数で了としますけれども、是非ですね、これ

だけの予算を使うのであれば、県漁連とも連携

をしながら、それぞれの海区の中からでも調整

をしながら、連携をしながら、是非、若手のリ

ーダーズを育てていただきたいと思います。 

 それと、新規事業のクロマグロの養殖、低コ

ストのですね、この利用の金額ですけれども、

5,865万6,000円計上されておりますけれども、

今現在ですね、長崎県内でクロマグロの事業者

数、そして、年間の売上げ、これは分かる範囲

でいいんですけれども、お伺いいたします。 

【永井水産加工流通課企画監】 長崎県内のクロ

マグロ養殖業者数は41業者、令和7年の生産量は

6,500トンでございます。 

【永井水産加工流通課企画監】 令和6年の金額

しかまだ公表されていないんですけれども、令

和6年で申しますと、金額が204億円で、生産量

が6,666トンでございます。 

【宅島委員】 ありがとうございます。41業者で

約210億円ということで、非常にクロマグロの養

殖については長崎県が全国で第1位ということ

で、もう本当にですね、今本物のクロマグロと

食べ比べても分からない、もうどっちがどっち

なんだろうというぐらい分からないぐらい進化

をしているというふうに思っております。 

 そこで、今一番ですね、物価高騰によって、

餌代に本当に苦しんでいる方がいらっしゃいま

す。そういった中で、どのくらいの、例えば1ト

ン当たり幾らぐらいの補助金になるのか、そこ

が分かったら教えてください。イワシとかサバ

とか、そういう餌の種別でもいいですけれど。 

【永井水産加工流通課企画監】 今回のクロマグ

ロ養殖低コスト事業利用高度化事業費につきま

しては、餌代への支援というのはございません。

支援をするのが、今ですね、サバをメインに使

われている業者さんも多いんですけれども、サ

バが入りにくくなっておりまして、イワシへ転

換せざるを得ないと。イワシを使うとビタミン

Ｂ１欠乏症という病気になってしまいますので、

それを病気にならないように、ビタミンＢ１の

添加であるとか、栄養剤への添加について、今

回支援をするという内容でございます。 

【宅島委員】 このクロマグロの事業、そして、
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トラフグの事業、カタクチイワシ、ニボシの事

業、本当に長崎県が全国で1位を誇る事業を、も

っともっとこれを上に引き上げながら、附随し

て周りを高めていくというようなことを、是非

トータルで考えながらやっていただきたいと思

います。 

 長崎県の水産、魚種、取れる魚種が300種以上、

これが全国一ですよね、取れる魚種もですね。

この書いてあるように、長崎県の魚の凄さだけ

じゃなくてですね、おいしさ、これもね、やっ

ぱりおいしさというところもきちっと明記をし

ながらやっていただきたいと思います。 

 それとですね、長崎県の各地で、推し魚があ

ると思うんですよ。今、県が選ばれているのは、

例えば1年に1魚種とかですね、そういったこと

であるんですけれども、それぞれ五島の推し魚

がこれ、壱岐がこれ、対馬がこれ、平戸がこれ、

島原がこれとかですね、そういったエリアエリ

アで、どんどん推し魚を設定してやっていって、

私いいと思うんです。1魚種に限らずにですね。

是非、そういった、どうせ予算を使うのであれ

ば、幅広く設定をして、皆さんの認知度を上げ

ていく、県民たちともですね、認知度を上げて

いくというようなことを是非やっていただきた

いということを要望して終わります。 

【冨岡分科会長】ほかに質疑はありませんか。 

【湊委員】 私もまず最初に、今、宅島委員から

もありましたけれども、「西の横綱！自慢のさ

かな」魅力発信事業費について質問いたします。 

 中山委員も先ほど質問されましたけれども、

今、県民向けイベントとか、ＰＲはＰＲ戦略課

と連携しながら考えていくということでしたけ

れども、個人的に思うのがですね、長崎の変の

にゃーがが、今、公認自治体のフォロワー数全

国2位ですかね、くまモンの次に、どんどんフォ

ロワーが伸びていると。にゃーがと魚って、す

ごく相性が、猫と魚って相性がいいと思うんで

すよね。そういうところを活用して、にゃーが

の着ぐるみとかをお祭りに出したりとか、あと

は株式会社ポケモンも今、一緒に長崎県産品を

盛り上げるという動きもされていますし、推し

魚はあと2魚種ですかね、今年度ですね、あと2

つ出るということなので、そこら辺もデンリュ

ウとにゃーがを使っていただいて、さらにＰＲ

していただければ、にゃーがの知名度も上がる

し、魚の知名度も上がるし、ウィンウィンな形

になって、いいと思うんですけれど、そういう

考えはおありなのか、よろしくお願いします。 

【鈴木水産加工流通課長】 西の横綱事業のＰＲ

の展開でございます。 

 まず、今ご意見いただきましたにゃーがでご

ざいますが、実は令和7年事業の愛用店のキャン

ペーンの中でにゃーがを使ったアクリル製のキ

ーホルダーですか、こちらをプレゼントにアン

ケートを取るといったキャンペーンを実はさせ

ていただきまして、大変好評いただきましてで

すね、やはりですね、思ったとおり魚と猫の相

性というか、非常に受けがよくてですね、これ

はもうＰＲ戦略課の方と調整しながら、もう使

えるだけ使っていきたいというふうに考えてお

ります。 

 一方、ポケモンにつきましては、どういった

手続といいますか、ハードルがあるのか、ちょ

っとその辺は、またちょっと勉強させていただ

ければと思います。 

 それから、推し魚でございますけれども、先

般、第2号、松浦のマアジを選定させていただき

まして、残り2魚種程度ですね、今年度中にはお

披露目できればというふうに考えているところ

でございます。 
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【湊委員】 ありがとうございます。先般のマア

ジが認定されたお披露目会でも、平田知事も、

ここにマアジのカブトをつけてですね、もうす

ごくＰＲをしていただいていたので、しっかり

知事の方にもＰＲをたくさんしてもらうように、

後押しをよろしくお願いいたします。 

 続きまして、次代を担う意欲あふれる漁業の

担い手の確保育成事業費のところで、ながさき

漁師スクールの開設がございます。ここが補助

が605万4,000円、補助率が10分の10ですね。だ

から、県も次世代の担い手を本気で確保したい

という動きがあっていいと思うんですけれども、

受講期間が3か月から2年とございます。まず、

こちらが、どうしてこういう差があるのかとい

うのと、受講者に対して20名ほどですけれども、

ここは未経験者も含めて経験者とか、そういう

バックグラウンドがあれば、教えてください。 

【岩永水産経営課長】 今ご質問のながさき漁師

スクールのところで、研修期間が3か月から2年

間ということについてですけれども、まず、研

修期間は、それぞれの皆さんのご希望とか、ま

た、持っていらっしゃる方の習熟度といいます

か、そういうところが、まず一つ前提になって

おります。また、人によっては、なるべく早く

習得してから早く国の長期研修に進みたい方も

いらっしゃれば、ゆっくりとは、ちょっと失礼

ですけれども、2年間かけてちょっと進みたい方

もいらっしゃるということで、3か月から2年間

としているところでございます。 

【湊委員】 ありがとうございます。ニーズに合

わせて期間も設けるということですね、分かり

ました。 

 ここで、講師ですね、講師は、県はどのよう

な方をお使いになられるのかとか、あとは、県

として講師に対してですね、そのままよろしく

お願いしますなのか、県としても後押しという

か、何かそういうことをされるのかを教えてく

ださい。 

【岩永水産経営課長】 今委員の言われました講

師についてなんですけれども、研修自体は座学

と実地研修というのがございます。座学という

のは年に数回、県庁とか水産試験場とか、そう

いう専門機関とかが集まったりというのと、も

う一つは現場での漁師さんの現地研修というの

がございます。 

 それで、座学のことになって、1つは専門の方、

例えば大学の先生とか、また、水産業界の民間

の方で活躍していらっしゃる方とか、あとは指

導力の、すごく技術を持っていらっしゃる漁業

者の方とか、そういう方を講師としてお願いし

ています。 

 また、講師の方についてはですね、謝金とい

う形でですね、ちょっとお礼とか、そういうこ

とをさせていただくこととなっております。 

【湊委員】 意欲あふれる担い手が増えれば、魅

力発信事業もさらに加速していくと思いますの

で、よろしくお願いします。 

【冨岡分科会長】ほかに質疑はありませんか。 

【中村(泰)委員】 お疲れさまです。漁港漁場課

さんにお尋ねをいたします。 

 6月補正で55億円となっておりますけれども、

まず、これは国の経済対策に呼応したものとい

うことでよろしいでしょうか。 

【城戸漁港漁場課長】 今回の補正につきまして

は、肉付け分ということになりますので、合わ

せますと例年の当初予算と同規模の予算となっ

ております。 

【中村(泰)委員】 そこでですね、令和7年から

令和8年の繰越しが合計で111億円というところ

ですけれども、今回の55億円ですね、これを年
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度内に消化する、全てが工事関係、施工関係じ

ゃないとは思いますけれども、大丈夫かなと思

いますが、いかがでしょうか。 

【城戸漁港漁場課長】 繰越についてなんですけ

れども、令和6年度から建設業界にも時間外の上

限が規制されたことですとか、週休二日の取組

ですとか、施工時期を平準化するための余裕期

間の活用など、工事に要する期間が長くなって

いるということがありまして、繰越自体は生じ

やすくなっているということはございますけれ

ども、早期発注等を行いまして、繰越について

は削減に努めたいと考えているところです。 

【中村(泰)委員】 繰越の額の方が倍ぐらいとい

うところで、このような質問をさせていただき

ました。今の状況、承知しておりますけれども、

繰越縮減に努めていただければと思います。 

 物価高騰緊急対策資金ですけれども、県の預

託が20億円、県の融資が30億円ということで確

認をしております。燃油、資材高騰で、漁業者

の皆様は大変厳しい状況にあろうかと思います

けれども、この30億円が需要に至っているのか

と。皆様の要求、要望に対してですね、お応え

できているのかということで、県の根拠も含め

た上でお考えをお知らせください。 

【岩永水産経営課長】 融資枠の30億円について、

その枠の考え方といいますか、ご説明させてい

ただきます。 

 物価高の影響は漁業、養殖業、加工業、漁協

等、漁業系統の事業などで生じておりまして、

これらの幅広い分野に対応できる今回のスキー

ムとしております。 

 融資枠につきましては、協調して融資を行う

系統機関とですね、資金ニーズの規模感を協議

して設定しております。 

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。要は、

ちょっとすみません、私の理解も、ちょっと聞

き取りにくかったところもあったんですけれど

も、どれぐらいの要望があって、それで、例え

ば件数であるとか、どれだけの方をお支えでき

るのかとか、具体的な数字が聞けるのかなと思

ったんですけれど、その辺りはいかがですか。 

【岩永水産経営課長】 要望といいますか、窓口

の相談についてご説明しますと、4月から窓口を

設置して、系統の金融機関と協力していまして、

窓口を設置しております。相談窓口をですね。

それについてはですね、新設メニューとかそう

いうことがなかったので、具体的な相談はあっ

ておりません。 

 それで、融資の枠についての何経営体とかと

いうご質問につきましては、これも系統の機関

とちょっと相談してですけれども、中小漁業者

とか養殖を含んで、大体10から15経営体ほどで、

中小水産加工業者も10から15経営体と、そして、

漁協、漁連とも同じように10から15経営体と想

定しております。 

【中村(泰)委員】 議案外のところで、漁業者の

皆様の厳しさといったところは、また追って確

認をさせていただきたいと思いますので、とに

かく、しっかりと支援が届くように取り組んで

いただければと思います。 

 最後のお尋ねですけれども、先ほどから、「西

の横綱！自慢のさかな」魅力発信事業費という

ことで質問が続いておりますけれども、水産加

工流通課長から、西の横綱は長崎なんだという

ことで、はっきりとおっしゃっていただいたと

思います。 

 中山委員の方からですね、北海道とはどうな

んだというところでですね、大変貴重なご示唆

があったと思うんですけれども、これまで我が

県が北海道さんと、過去、何かを一緒にやって
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きたとか、今回この発信事業費で見る限り、北

海道という名前は出てきていないんですけれど

も、これまでどのようなことをされてきたのか、

実績で結構ですので、お知らせいただけないで

しょうか。 

【鈴木水産加工流通課長】 今ご質問のありまし

た西の大国と東の大国同士で何かが連携して取

り組んだ事例がというご質問だと思うんですが、

申し訳ございません、我々の方ではそういった

取組の経験は把握はしておりません。 

【中村(泰)委員】 はっきりおっしゃっていただ

いて、逆にありがたいなと。中山委員から大変

素晴らしいご提案があったと、私も、なるほど

なというふうにちょっと思ったところです。 

 このネーミングを最初、見させていただいた

ときに、あ、長崎県らしくないなという直感が

こうあって、それとともにですね、ヒアリング

の際にお話しさせていただいたんですけれども、

これ、味の横綱をパクったんだろうなというふ

うに思って、杉永かまぼこさんですね、あ、だ

から、何かこういつもと違うフレーズを思いつ

いたのかなというふうに、何かそのときは自分

なりに納得していたんですけれども、何という

のか、誤解を恐れずに言うとですね、恐らく今

までだったら、西の大関みたいな感じでつけて

いたかもしれないですね。長崎県、どちらかと

いうと自虐的というかですね、天領とか、何か

誰かがやってくれるみたいなところもあったり

して、一方で、県民の皆さんも、いや、長崎の

魚、もっとおいしいし、食べてもらえるはずな

んだと思いながらいたという中でですね、課長

も西の横綱は長崎なんだとはっきりおっしゃっ

ていただいたわけですね。西の横綱と言えば、

もしかしたら愛媛県さんとか、鹿児島県さんと

かですね、こういったところも、いや、自分が

西の横綱なんだと言いたいとは思うんですけれ

ども、歴史的に我が県が西の横綱なんだとはっ

きり言われたわけですね。今回、こういうネー

ミングをつけたということは、やはり、当然、

北海道さんからすれば、日本の横綱と言いたい

ところなんでしょうけれど、相撲って、東と西

があるわけであって、西がいないとですね、土

俵に立てないと思うんですよね。ですから、日

本がブラジルに挑戦したように、長崎が北海道

に挑戦していくようなことをですね、例えば東

京とかで、とにかく北海道に乗っかっていくこ

とが大事だと思うんですね。 

 やはり日本人がですね、魚を食べに北海道に

行こうという方は多いですけれど、それ以降、

どうやって長崎に誘客していくのかというとこ

ろで、何十年も我々が苦しんできた中で、もし

かしたら、これがブレイクスルーできるんじゃ

ないかなという期待まで、ちょっとあるんです

けれども、是非とも前向きに中山委員のご提案

を実現していただきたいなと思うんですけれど

も、部長、いかがでしょうか。 

【吉田水産部長】 西の横綱、東の横綱というこ

とで、両方とも違った特徴があると思っており

ます。北の方は脂が多い魚で、単一魚種あたり

が大量に揚がる。やはり九州の方は、特に長崎

ですけれど、庶民の暮らしに欠かせないような

青物と、季節ごとに高級な魚が揚がる。それぞ

れが相互に協力しながら、国民生活を豊かにし

ていく。さらに海外に打って出る。そういった

ところで大きく連携していきますし、やはり日

本の水産業を伸ばしていきたいという考えがご

ざいます。 

 ちなみに、北海道との連携につきましては、

中国に輸出しておりましたときは、やっぱりう

ちの方でそろわないのがホタテでしたので、そ
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こは北海道漁連と連携して、一緒に輸出をした

りするということは今までもやってきておりま

す。 

【中村(泰)委員】 完璧なご答弁をいただいたよ

うな気もしておりますけれども。 

 ここはですね、何て言うのか、やっぱり分か

りやすさというか、いかに日本の国民の皆様か

ら見ていただいて、長崎を応援していただくと

いうところだと思うので、乗っかれるものには

乗っかっていくという、長崎県が今までしてこ

なかったというか、図々しさぐらいのところを

是非とも見せていただければと思いますし、先

ほどの「にゃーが」と「デンリュウ」という話

がありましたけど、「ヴィヴィくん」も連れて、

是非とも北海道庁へ知事に行ってきていただい

て、うまく話をしていただければなと思います

ので、どうぞよろしくお願いいたします。 

【冨岡分科会長】ほかに質疑はありませんか。 

【下条委員】 私の方からは、6月補正予算の拡

充予算ですが、海業で稼ぐ漁村の活力創出事業

費についてご質問したいと思います。 

 2022年頃ですかね、令和4年ぐらいから、国の

政策として本格的にこの海業を推進されていま

す。主な目的は漁業者の所得向上、特に漁業だ

け以外のですね、だけではなくて周辺の観光で

あったり、体験事業であったり、そういったも

のからの所得の向上、そして、漁村地帯を観光

資源として、宿泊とか飲食などで人との交流の

人口の拡大をしていくというのが主な目的だと

思っています。 

 今回、拡充でございますので、今までの経緯、

例えばですね、今現在、何期目、こういった予

算をされているのか。何年目ですとか、そうい

うことでも結構です。今までの経緯と、それか

ら成果、できれば具体的にですね、具体的な成

果。そして、そこから見えてくる課題点など、

教えていただければと思います。 

【里漁政課長】 海業のこれまでの取組について

でございますけれども、まず、県の方では令和

5年度から海業チャレンジ応援事業ということ

で、地域の支援を行ってきてまいりました。具

体的には、海業の取組事例の情報収集であった

り、情報提供であったり、機運醸成を図りなが

ら、海業に関する関心、構想などを把握しまし

て、そういった構想のある地域に対しまして、

その具体化に向けて観光連盟とも連携しながら、

プランづくりや磨き上げのためのモニターツア

ーの実施、そういったことをやってきてまいり

ました。 

 それと、令和7年度からになりますが、国の方

で創設されました海業取組促進事業というのが

ございまして、こちらを活用しまして、海業の

取組の立上げであったり、計画策定に必要な調

査、分析、実証といったところを支援してきた

ところでございます。 

 その成果でございますけれども、この県の事

業におきまして、専門人材の派遣などを行いま

して、地域の機運醸成が図られ、また、モニタ

ーツアーの実施によりまして、コンテンツの商

品化に向けた動きが加速化していくといったよ

うなお話もございまして、国の事業における調

査、実証などの支援によりまして、地域で新た

な取組が生まれて、そういったことで、今も取

組が継続しているような事例というのが出てき

ているというような状況です。 

 少し具体的な事例で申し上げますと、例えば、

奈良尾地区におきましては、本年4月に2回目の

ヨットフェスタというのが開催されまして、今

後は、地元水産物の消費拡大に向けてですね、

計画に基づきまして、水産加工場や横丁の漁業
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用地への整備といった取組が進められていると

いうような状況がございます。 

 そうした中で、課題の方になりますけれども、

各地でですね、特色を生かした海業の取組とい

うのが行われているところではございますけれ

ども、やはり規模が小さく、安定した事業化に

至っていない、しっかりとした収益につながっ

ていないもの、そういったものもある状況でご

ざいます。 

 やはり海業というのは、漁村地域や漁協、漁

業者にとりましては、これまで本業として営ん

できた漁業以外の分野、観光、飲食、そういっ

た分野に挑戦するところもございまして、商品

化であったり、売り込みであったり、集客、そ

ういったところのノウハウとかキーマン、そう

いうのが不足しているというようなところであ

ったり、あとは、取組のＰＲ不足で認知度が不

足しているもの、そういったものがあるんでは

なかろうかと考えております。 

【下条委員】 ありがとうございました。まず、

3か年目という感じですかね。 

 継続されて、成果についてもお聞きできまし

た。 

 もうちょっと、成果の点で理解を深めたいの

で、今回、事業でですね、こういったヒジキ養

殖体験とか、シーカヤック体験とか書いていま

すが、直売所の設置とか、こういったものにつ

いてはどのようにお考えなのか、ちょっとお聞

かせいただければと思います。 

【里漁政課長】 直売所の設置、それも海業の1

つの取組になりまして、この国の促進事業を活

用しまして、そういったものの支援も行ってい

るところでございます。 

【下条委員】 分かりました。ちょっと事例を挙

げますと、たちばな漁協さんが、うおふくとい

う直売所を設定されて、私、Ｘですね、ツイッ

ターで、結構な頻度で、今日何が入っているの

かというのを見ていてですね、特に、カキなん

かが非常においしいですから、あ、いいのが来

ている、エビが入っているねと。そういうのを

見て、買いに行って、そこの事業者さんたちと

交流をして、カキ焼きもできていますもんね、

じゃあ、こういうのも全て海業という、その支

援をしていただくということですね、分かりま

した。 

 そして、課題としては収益構造ですかね、収

益構造の問題、ＰＲ不足と、こういうことだっ

たと思います。 

 これ、収益不足のところでですよ、具体的に

所得の向上が一番の目的だと思うんですけれど、

何かこう数字的なものは持たれているんですか。

例えば、本業のところで稼いだところ、海業と

して稼いだと、こういう数字的なものというの

は、収益構造がちょっと課題ということですよ

ね。ここをちょっと教えていただけたら。 

【里漁政課長】 収益に関しまして、具体的な数

字というのはちょっと手元にございませんけれ

ども、1つは、そういった直売所であったり、 

漁協の方が運営することで、漁協の方の収益が

向上すると。それを通しまして、漁業者の所得

向上につながっていくというようなところもご

ざいますし、例えば、先ほど申し上げましたヨ

ットフェスタ、今、ヨットの寄港増加に合わせ

て交流人口を拡大しまして、そこでさらに直売

所、横丁などを整備しまして、水産物の消費拡

大を図っていく、そのことによって漁業者の所

得向上を図っていく、そういった所得向上の取

組になると考えております。 

【下条委員】 分かりました。ちょっとその成果

と課題について、内容も含めてですね、少しお
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聞かせいただいたんですけれども、今回事業内

容として専門家の伴走サポート、それから海業

コンテンツの実装、施設改修、備品の支援、ま

たＰＲ、これ、ＰＲ不足という明確な、こうい

ったものが、今おっしゃったようなその所得の

向上、数字がですね、具体的にちょっとお聞き

できないところがあったんですけれども、こう

いった課題の解決につながるということでよろ

しいでしょうか。 

【里漁政課長】 まず、専門家の伴走サポートの

ところでございますけれども、先ほども少し申

し上げましたけれども、漁協や漁業者といった

ところは、商品化であったり売り込みであった

り、そういった観光商品の集客セールス、そう

いったノウハウを持っていないというところも

ございまして、そういったところにつきまして、

専門家が伴走してサポートをすることによりま

して、事業を安定化させる、また収益を高めて

いくということを考えておりまして、そのこと

によって漁業者の所得向上にもつなげていくと

いったところがございます。 

 それと実施体制の確保強化ということで、備

品等の整備のところですけれども、海業の取組

を行う際には、やはり必要な備品や整備、そう

いうものを整備しまして、実施体制を整えると

いうことも必要になりますけれども、初期の段

階におきましては費用面の問題もございまして、

そういった取組が進んでいないというような、

そういった取組もございますので、今回県が定

額支援を行いまして、そこをしっかり進めてい

く、例えば安全対策であったり食品の衛生の関

係であったり、そういったものをしっかり進め

て事業を安定化させることによって、漁業者の

所得向上、そういったものにもつなげていくと、

そういった考えでございます。 

【下条委員】 分かりました。 

 今のご説明で、私も非常にノウハウが足らな

いというかですね、そこで収益を上げていくと

いうところで、非常につながりましたので、大

体分かったんですけれど、私、現場の方、漁業

者の皆さんとお話をしていて、特にこの海業に

ついて、やっぱり突き詰めていけば、人なんで

すよねという話になるんですね。この人なんで

すよねというのは、その漁業者さんによってい

ろいろ違うんですけれど、私が捉えているのは、

海業専任の担当者と感じるんですよ。 

 今回、この拡充予算でそういったものは見受

けられませんでしたけれども、どうでしょう、

今私が言ったこの課題を解決していくために、

重要なのは人なんですよね、こういったお声が

まず届いているのかどうか。そして、今後、こ

ういったことをしっかり対応していこうと思わ

れているのか、少しお考えを聞かせてください。 

【里漁政課長】 海業を推進するに当たりまして

は、やはりそのキーマンとなるような方、委員

からお話がありました、中心となるような方と

いうのが必要といったところがございます。そ

ういったお声は聞いておりまして、そういった

中でですね、今回その専門人材、観光の専門人

材が伴走支援することによって、そういった人

材の育成であったり、そういったところにもつ

なげていきたいといったところもございまして、

それとですね、海業の取組の方で、うまくいっ

ているような事例、今ありますのは、地域で協

議会をつくりまして、そこに漁協だけではなく、

多様な主体に参画いただくというようなところ

で、地域で一体となって取組を進める、そうい

った取組を進めているところもございまして、

そういったところにつきましては、やはり順調

に事業が展開されているといったところもござ
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いますので、そういったモデルケースなども横

展開を図りながら、その人材のところの確保と

いいますか、運営される方、運営主体につきま

してもしっかり確保できるように取り組んでい

きたいと考えております。 

【下条委員】 是非ですね、今の成功事例があら

れるということですから、それによって私も共

有させていただいて、どっちが先かという話な

んですけれど、端的にちょっとストレートに言

い過ぎますけれど、一次産業に参入したいなと

思われている若い方たちは、動機はやっぱりご

自身の収入を上げたいという気持ちを多く持た

れている方が多いんですね。ですから、例えば

漁業ですから、本業でしっかり稼いでいただい

て、皆さんのいろんな取組支援でやっていきな

がら、この付加価値であったりですね、その価

値があるわけですよ。例えば、今日、今回私一

例で直売所の話をしましたけれども、しっかり

形として提供していけば、必ずいますよ。私の

ように毎日チェックをして、あ、よかったら見

に行こう、今日は時化ているから、これぐらい

だよねとか、そういう人たちが必ずいますので、

このプラスアルファで、収益構造が見えてくれ

ば、私、ここ最大の一番だと思います。人もで

すね、参入を考えてくる流れになると思うんで

す。 

 今現在は国の支援や県の皆さんの支援をいた

だいて動いています。ただ、どうしても現場で

は、うまくいっているときとそうじゃないとき

がある。それはやっぱり専任の人が育っていな

いんだ、もしくは、もう兼任ですよね、兼業し

ていますよね。皆さんいろいろ仕事しているん

だけれども、今回は、内場をしているんだよね

とか、何とかをしているんだよねということに

なりますから、やっぱり人が来ていただくとい

うことで、どんどんどんどん国のこの元々の目

的が達成されると思いますので、是非ともこの

好循環を上げていただければと思います。 

【冨岡分科会長】ほかに質疑はありませんか。 

【大久保委員】 質問させていただきます。 

 私は漁協の中核力強化事業費ということで質

問をします。 

 ここではですね、合併事業連携を推進という

ふうに書いてあります。なかなか漁協の合併と

かいうところはデリケートなところで、こうい

った事業をされるというのは、県もいろんな調

整があったのかなというふうに思っております。 

 そこでちょっとお尋ねしたいのは、当局とし

て県内のこの漁協の再編の動きが大枠としてあ

ってのことなのか、スポット的に今そういう話

が出て、対象がちゃんとあってのことなのか。

この対象となるものと、今ちょっと県のその大

枠の動きというか、見解をお尋ねしたいと思い

ます。 

【里漁政課長】 漁協の合併の検討状況といった

ところになりますが、現在、令和8年4月1日現在

で、9地区32の漁協が合併や事業連携に向けた協

議を行っているというような状況でございます。 

 そういった状況も踏まえまして、今回の事業

も活用しまして、さらにその取組を進めていく

といったところが、事業の趣旨ということにな

っております。 

【大久保委員】 それでは9地区ということでご

ざいますけれども、今、組合員さんの減少だと

か、様々な要因でいろんな合併とか事業連携を

考える時期には全国的にも来ているんじゃない

かなというふうに思っております。 

 鹿児島県さんにおいても、県一の漁協を目指

して今大きく改革されて、何十年もかけて大き

く合併を推進されているということでございま
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すけれども、そもそも県の合併に当たっての方

針というのは、しっかりこうあって、その県一

にしてという話ではなくてですね、例えばいつ

までには、大体幾つにしたいとか、そういった

ものを、今ある高校の大綱と一緒で、再編の計

画があってのことなのか、現場から出てきた話

を、県はそれをサポートする状況なのか。ちょ

っとその県のスタンスを再度お尋ねいたします。

合併に対しての今のその状況を教えてください。 

【里漁政課長】 まず、県の考え方につきまして

は、委員から今お話がありましたように、漁協

につきましては組合員の減少であったり高齢化、

そういったところでの経営悪化、また、職員の

減少、高齢化、そういったこともございまして、

合併で経営資源を集約、拡充して経営基盤を強

化していく、そういったことは必要なことだと

考えておりまして、県の方としても合併につい

ては推進しているというようなところでござい

ます。 

 合併につきましては、その一方で、やはりそ

れぞれの漁協を見ますと、財務の格差があった

りとか、いろいろ課題もございまして、そうい

ったものを一つ一つクリアしながら進めていく

というようなところになりまして、具体的に例

えば、幾つの漁協にするであるとか、いつまで

に合併する、そういったところは掲げてはおり

ませんけれども、基本的には合併を推進すると

いう立場になりまして、具体的なところを少し

申し上げますと、系統団体の方が主体となって

県も参画しているような、そういった検討委員

会がございますけれども、そちらの指針におき

ましては、漁協の機能が効率的に発揮でき、組

合員の負託に応える体制・規模を備えた地域の

中核拠点となる漁協の構築を目指すというよう

な、そういった指針に基づいて取り組んでいる

ところでございますので、引き続き、系統団体

とも連携しながら、合併の推進を図っていきた

いという考えでございます。 

【大久保委員】 ありがとうございます。 

 この形づくりというのは、私は今から大事だ

というふうに思っております。それは何でかと

言えば、やはり現場の組織力がどの規模であっ

ても、もちろん中核組織として漁協は大事です。

ただ、どの規模であれば、最大限、今の現状に

対してその中核力を発揮できるか、これは探っ

ていくべきだと思っていますし、これは組合員

さんも、いろんな海の状況も変わってきますの

で、それはカチッとはならないと思います。常

に動いているので。だけど、今の時点で、この

将来に向けてどの規模だとか、どういった形が

一番的確かというのは探っていく必要があると

思っています。 

 その前提で聞いてはいるんですけれど、それ

は県が主導されるのか、そういった系統組織、

現場を預かる方ですね、が、そこを見いだして

いくのか、つくっていくのか、そこもちょっと

お尋ねをしたいところはあるんですけれど、や

はり県も一緒にその大綱的なものをつくって、

この水産県としてですね、どういった形が一番

これから最適かというのは示していくべきだと

思っていますけれども、そこまではまだ至って

いないのか、それをつくっていくように考えら

れているのか、ちょっとお尋ねします。 

【里漁政課長】 まず、漁協の合併に当たっての

そういった将来的な数であったり、姿といった

ところにつきましては、先ほども申し上げまし

たけれども、系統団体の方とですね、一緒にな

って連携して、今、合併の推進を図っていると

いうような状況でございます。 

 具体的な中核となる漁協の、そういった具体
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的な漁協数というのは、現在のところは示して

おりませんけれども、例えば、一つの想定とし

ては、それぞれ本県では海域の特徴に応じて

様々な漁業生産や資源管理、そういったところ

をやっているというような状況もありますので、

例えば、特徴ある海域を基本とした漁協数、そ

ういったものも考えられますし、そういったこ

とにつきましては引き続きですね、系統団体と

も一緒に検討を進めまして、実際にどういった

形で示すことができるのか、そういったことも

含めて、系統団体と一緒になって今後、検討し

てまいりたいと考えております。 

【大久保委員】 ありがとうございます。 

 県は合併を進めているという方向はあるので

あればですね、やっぱりそこは県が幾つにする

ということは示さなくていいと思います。 

 ただ、その系統組織と一緒に大綱をつくって

いこうということをフラグ立てするだけでもい

いんじゃないかなと。その取りまとめを今年度

なのか、じゃないけれども、いつまでにつくっ

ていきましょう、それをもって様々な意見を出

し合いましょうということが、私はそれこそ、

県が合併を進めていくということの形になるん

じゃないかなと思います。 

 やっぱりある程度、その枠を決めていかない

と、結局は出てきた話にどうするかという話で、

スポット的な話になってしまうので、この長崎

全体を考えたときにどういった形づくりか。先

にしてしまったら、そっちが先に、もうしてし

まったからというところで規模が決まってしま

うんです。 

 やっぱりそこは大枠を決めていくというのは

大事なんじゃないかな。それが長崎県がやるこ

となんじゃないかな。 

 平戸市は7漁協ありますけれど、やっぱり7漁

協の中は平戸で話したりするわけじゃないです

か。 

 だから、そこまで手をつけるかと言ったら、

それは県じゃないと思います、これ極端な話で

すけれど。 

 やっぱり大枠として、長崎県を俯瞰してみて、

やっぱりそれをどう大枠を形づくっていくのか

というのを大綱だとか、例えで言いましたけれ

ども、そういったことを取りまとめていきまし

ょうと投げかけるというのは、ある意味、そこ

までは県の役割で、また、それにサポートして

いくということは大事なんじゃないかと思いま

す。 

 この事業に関して言えば、こういったサポー

トしてもらえるアドバイザーの招聘だとかある

ので、そこはスポット的だけではなくて、やっ

ぱり県の大枠の方針もありながらの、そういっ

た小さな集約化だとか合併というところの話も

してほしいな、このような願いも含めてお尋ね

したところでございます。再度、ご意見いただ

ければ。 

【里漁政課長】 委員からお話がありましたとお

り、合併というのは県としても今後推進してい

くべきものと考えて、取り組んでいるところで

ございまして、今お話がありました、どういっ

た姿がいいのか、県として、長崎県の漁協がど

うあるべきかといったところにつきましては、

しっかり系統団体とも話をしまして、検討を進

めさせていただきたいと思います。 

【冨岡分科会長】 水産部関係の審査の途中です

が、午前中の審査はこれにてとどめ、午後は1時

30分から再開し、引き続き水産部関係の審査を

行います。 

 しばらく休憩いたします。 
 



令和８年６月定例会農水経済委員会・予算決算委員会農水経済分科会（６月３０日） 

- 84 - 

― 午前１１時５９分 休憩 ― 

― 午後 １時３０分 再開 ― 
 

【冨岡分科会長】 分科会を再開いたします。 

 午前中に引き続き、水産部の審査を行います。 

 ほかに質疑はありませんか。 

【石本委員】 午前中にも活発な意見がありまし

たけれども、若干ダブるところもあるかもしれ

ませんが、二、三、ご質問いたします。 

 まず、1点目が、午前中もありましたとおり、

「西の横綱！自慢のさかな」魅力発信事業費の

関係ですけれども、まず、担当課とも説明に来

られたときにも話したんですけれど、この打ち

出し方というか、本県水産物の凄さや魅力をと

書いていますけれども、ちょっと私が腑に落ち

ないな、この凄さというところですね、中身が

どうかじゃないんですよ。ＰＲの仕方として、

凄さと聞いたときに一般の方は、何が凄いんだ

ろうかというふうに思われると思うんですね。

そこを意図してしたのかどうか分からないけれ

ども、そのＰＲする立場から言えば、一言でバ

ッと長崎県の魚と判るアピールが足らないと思

うんですね、私個人としては。 

 例えば、どういうことかと言うと、どういう

ものか、私が思ったのは、やっぱり新鮮、うま

い、そして、日本一の海岸線が育む魚の宝庫長

崎県とかね、例えばそういう物語をちょっと入

れるとかね、やっぱり一言でパッと皆さんの心

を掴んで、ああ、長崎に行ったら食べてみたい

なというのはね、その凄さだけで湧くかという

話で、そこはやっぱり端的に、ああ、行って食

べてみたいというのを、ポンと人の心、心とい

うかハートにね、イメージを与えないと、なか

なかその先に凄さとはこういうもんですよとい

う話をしても、もう遅いというか、直にね、ア

ピールできないというふうに思います。これが

大きく第一点、ちょっと凄さというところで、

西の横綱という話は、午前中もされましたので、

そこはもうお話ししませんけれども、まず、そ

こは大事なところだなというふうに私個人は思

っています。 

 今日は説明の中で凄さというのがね、出して

いるだけかも分からないけれども、やっぱり対

外的にＰＲするときには、やっぱり一言で判る、

ああ、行って食べてみたいというイメージを湧

かせられる、キャッチコピーというのは大事か

なというふうに思っています。 

 次に、この中で、ありがたいことに今回、推

し魚の第二弾として松浦のマアジがですね、選

定されまして、大変ありがたいと思っているん

ですけれども、これも、わざわざこの産地一押

しの推し魚としたときに、前回の第一弾の推し

魚の、これまでの成果というか、効果というか、

どれくらい効果があったのか、県として推し魚

を取り組んだ以上、どういう効果があったのか

というのをまずお伺いしたい。 

【鈴木水産加工流通課長】 まず、1つ目の凄さ

の表現でございます。我々も同じ、委員と同じ

ように大変悩んでおりまして、いかに端的に長

崎県の魚はやっぱり、凄いんだと、よその魚で

はなくて、長崎の魚を食べたいというふうに、

いかに端的に伝えるかという、非常にこれは難

しいと考えております。 

 今回、西の横綱という一つのフレーズを掲げ

ましたのは、もともと水産業界の中では、西の

横綱とは一部言われております。わざわざつく

った言葉でも何でもなくてですね。ただ、一般

の方々からは、長崎県が西の横綱とまではほぼ

認識がされていないということもありまして、

まず、その言葉でちょっと引きつけようかなと
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いう狙いがございます。 

 よくありますのが、例えば生産量日本一の栃

木のイチゴであったり、あるいは、マアジの水

揚げ日本一、松浦、こういった水揚げ日本一と

いうのは、非常にそういう意味で、大産地、大

産地を表す一番分かりやすい水揚げ量の統計と

いうのは、一つ、よそに真似のできない武器に

なるのかなというのが一つ。これを、我々、す

ごさの1つ目としては、まずは何より、生産量の

多さ、これは一番分かりやすいのかなと思って

おります。 

 これだと産業のすごさということになると思

うんですが、それだけの西日本で最大の産地で

あれば、当然、漁場も近いですし、それから水

揚げ機能も整っていますので、鮮度もいい。そ

れから、地元で食べれば、近くで取れた豊富な

魚が食べられるので、当然、味もいいといった

そういったイメージにもつながりやすいという

こともあって、まずは水揚げ量の一位というと

ころからきっかけに、それに基づく、今申し上

げたような鮮度もいいでしょうし、当然おいし

いでしょうし、その辺は具体的なデータという

のはなかなか難しいと思うんですが、そういっ

た切り口でですね、まず大産地であるというイ

メージを、よそではない、まずは長崎が大産地

だというのを印象づけたいというふうな狙いで

取り組んでまいりたいと考えているところでご

ざいます。 

 それから、2つ目の推し魚の取組の効果でござ

います。 

 第1号に選定されました、新上五島町養殖クロ

マグロ、こちらが令和7年の3月にお披露目会を

して、世にデビューしたわけでございます。 

それまでもデビュー前から地元では、養殖クロ

マグロのいろいろフェアとかですね、そういっ

たのを取り組んできたわけですが、デビュー後

ですね、令和7年度1年間で、まず、地元におき

ましては、年4回のフェアであったり、ほかのマ

グロ祭り、これ2回ですね、こういったイベント

をするほか、地元の外、県内外で、例えば、万

博関連イベントであったり、あるいは大手スー

パー、首都圏の大手スーパーでのフェアとか、

そういった取組、合計15回ほどですね、地元の

町と生産者の皆さんと、それから観光物産協会

の皆さんを中心になって、非常に積極的にＰＲ

に取り組まれたところでございます。我々の事

業も活用しながらですね、そういった取組をし

てきました。 

 肝腎の効果でございますが、そういったそれ

ぞれイベントでは大変好評いただいて、例えば、

食べ放題イベントなんかすると、即座に完売す

るとかいった好評もありました。 

 分かりやすいデータでいきますと、先ほど申

し上げた年4回の地元のフェアで、認定を受ける

前の令和6年の秋冬のイベント、11店舗ぐらい地

元の飲食店が協賛のイベントでございますが、

40日間ほど開催されまして、1日平均が16食だっ

たのが、1年後の認定後ですね、令和7年の同時

期で開催しましたイベントですと、25食という

ことで、大体1.5倍、1日当たりの販売食数が1.5

倍、また、売上金額で申し上げますと、1日当た

りおよそ3万円が11万円ということで、3.3倍に

増えたと。こういったことから、地元で開催す

るイベントにおきましても、非常に売上げも伸

びているといったような効果も報告をいただい

ているところでございます。 

【石本委員】 ちょっと繰り返しになるかも分か

りませんけれど、今、鈴木課長がお話になった、

そういうのを説明しなければ、直に通じないと

いいますか、我々関係者は分かっていると思う
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んですよね。説明しなくても、凄さと言っただ

けで。ところが、一般の人は、凄いと聞いたと

きに、何が凄いのかなと、そこに説明してやら

ないと分からない。いつも詳しい人がいるわけ

じゃないから、やっぱり一番端的なのは、うま

い、新鮮。当然安全というのもあるけれども、

それとやっぱり魚種が豊富、地魚がうまい、そ

ういうところをね。 

やっぱり都会の人は、私も松浦でですね、あ

まり生魚は上手じゃないんですけれども、博多

から来た人でも、魚市関係者でも、やっぱり松

浦の魚がうまいという話を聞きます。 

 だから私も、どこがうまいのかなという、よ

く分からないんですけれどね。うまいのはうま

いと分かっているんだけれど、どれくらいの違

いがあるかというのが、よく実感として分から

ないんだけれども。そういうことだから、やっ

ぱりうまいとか新鮮とかさ、よそで食べられな

い魚が来ればあるんだとかね。例えば今、松浦

はアジフライで全国的に一応認められるような

ＰＲができていますけれども、そういった意味

でも、やっぱり、まず一発目でインパクトがあ

る、理解してもらえるような言葉というのが大

事かなというふうに思っています。 

 それと、今の推し魚の効果ですけれども、聞

いたとおり、例えば、1.5倍になりましたとかい

う話で、フェアで3万円とかね、そういう話では

なくて、水産業、その地元のですよ、例えば、

上五島の地区で、売上げがこれだけ伸びました

よと、その2万円とか3万円という話ではなくて、

やっぱり全体の、例えば、漁協でも、その生産

者にとっても、これだけの売上高が上がりまし

たとか、1割増しましたとか、2割増しましたと

か、そういう話ならまだいいんだけれど、たか

だかフェアで、例えば、そこが10万円にしても、

50万円にしてもね、そういう意味ではなくて、

やっぱり、地区全体、例えば、漁協者、漁業者

として、どれだけ売上げが上がってきたかとい

うのが、やっぱり目標にすべきところと思うよ

ね。そういう、金額の桁の違いというか、フェ

アで売れましたではなくて、そのフェアだけで

はなくて、フェアは、あくまでも手段であって、

最終的には漁民の所得が、漁業者の所得がどれ

くらい上がりましたというのが、やっぱり目標

だと思うわけね。だから、そこら辺をちょっと

勘違いせずに、もう少し、そういった詰めとい

うか、目標というか、そこら辺を明確にしてや

ると、もっともっと、その意欲もあるし、いや

ー、選ばれてよかったねというのが湧いてくる

よね。だから、フェアの規模ではなくて、やっ

ぱりそこ全体の、地区全体の水産業にどれだけ

貢献したかというのが大事だというふうに思い

ますので、今後そういう目標というか、そうい

うことを頭に入れて、このＰＲをしていくとい

うのが大事かなというふうに思っています。 

 それから、もう一つは、一押しの推し魚の下

で、県内、さっき言った量販店でのフェアとか、

さかな愛用店における販売ＰＲ、促進ね、販促

という話がありますけれども、これもね、やっ

ているかと思うんですけれども、例えば、午前

中、北海道、東の横綱北海道という話がありま

したけれども、我々が目にするのは、結構、長

崎県でも、北海道フェア、北海道産品フェアと

いうのかな、物産展というか、かなりあってい

ますよね、浜屋にしても、そこの夢彩都辺りに

しても、結構大々的に。だから、その見返りと

して、長崎県が北海道でこういうふうな、北海

道の一流の店舗なり、デパートなんかで、例え

ば、長崎県産フェアというものが、やっている

のかどうか、そこをちょっとお伺いしたい。 
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【冨岡分科会長】 暫時休憩します。 
 

― 午後 １時４２分 休憩 ― 

― 午後 １時４３分 再開 ― 
 

【冨岡分科会長】 委員会を再開します。 

【鈴木水産加工流通課長】 失礼しました。 

 北海道におけます長崎県産品の売り込みでご

ざいますけれども、ちょっと、具体は、後ほど

確認してお話ししますけれども、ちょうど、先

月か今月ぐらいにですね、県内の水産関係の事

業者が声かけられて、地元での商談会をしまし

て、近々、北海道内の大手スーパーで水産物の

フェアをする予定というような話を伺っており

ます。 

 また、個別になりますと、例えば、新松浦漁

協さんあたりもですね、今まで売っていなかっ

た北海道にもですね、トラフグを売り込むとか、

そういった取組をしているふうには伺っており

ます。 

【石本委員】 同じＰＲのところですけれども、

これは私、個人的な意見ですけれども、素人的

な意見ですけれどもね。例えば長崎県では、さ

っき言ったいろんな日本一と言われるような魚

がありますけれども、例えば、トラフグにして

も、養殖トラフグ、例えば松浦さん、日本一で

すよとかね、例えばクルマエビも、価格の日本

一ですよとかね、それから養殖マグロも日本一

ですよ、当然アジ、サバの、今サバはどうか分

かりませんけれども、概念で言えば、アジ、サ

バ生産量日本一ね、そういうのがあるけれども、

例えば長崎産のトラフグ、それからハモにして

も、京都の料亭で出されるハモは、長崎県産の

ハモですよと。例えば、いわゆる一般に有名な

下関のフグは、結局長崎から持って行っていま

すよとか、そういう、本当に、長崎県産の資源

という、いい魚がね、いっぱいあるにもかかわ

らず、一般の方は、私をはじめそうですけれど、

なかなか長崎県の魚が、その下関のトラフグに

なっていますよとか、京都の料亭に出ているハ

モですよとか、そういうのをなかなか知らない

よね、と思うんですよ、私は。私が知らないく

らいだからね。だから、そういったところのＰ

Ｒも、もう少し長崎県から出ていっている魚が、

こういうのがあるんですよと、プラスアルファ

してね、このＰＲするときにも。いや、そうか

と、多分一般の人は思うよね。 

 例えば、和牛にしても、神戸牛とかいろいろ

言いますけれど、結局、その素牛なんかは、長

崎県から出ている牛ですよとか、辿ればね。そ

ういう意味でも、やっぱり、長崎県の魚の凄さ

と言うならば、そういうのも合わせてＰＲすれ

ば、もっとね、ああ、長崎県の魚か、長崎で取

れた魚かというふうな認識が高まれば、そした

らまた、見方が違ってくるかなというふうに思

いますので、そういうふうな、ただ目先の販売

促進の金額だけじゃなくて、そういった全体的

な長崎の魚をＰＲするという視点を持ってＰＲ

していただきたいなというふうに思います。 

 一応それは、ここで止めます。時間がありま

せんので。 

 それからもう一点が、1つはですね、長崎なら

ではの強い水産バリューチェーン推進事業の関

係ですけれども、先ほどもちょっと出ていまし

たけれど、加工の付加価値を上げるということ

で、例えばバリューチェーンのところですけれ

ども、この(2)の方でね、産地加工、高付加価値

化促進にかける設備、機器導入ということで、

4,100万円ほど予算が上がっています。 

 この中で中身を見ますと、県産魚のフィレ等

の一次加工推進とか、産地の強みを生かしたワ
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ンフローズン商品開発というのがありますけれ

ども、これまで私も一般質問といったような内

容で、松浦もまさにこういった中身でね、今取

組をしているし、取れた魚を売っていくために

は、なかなか今、製氷施設、冷蔵庫が足りない

とか、そういう施設を整備しないといけないと

いう話が、松浦の魚市で上がっています。 

 そういったことで、どこを、例えばこの事業

が今上がっていますけれども、その中身という

か、対象地区というか、対象があるのかどうか、

ちょっとお伺いしたいと思います。 

【鈴木水産加工流通課長】 こちらのバリューチ

ェーン推進事業でございますけれども、想定し

ているエリアを限定するということは、考えて

おりません。 

 (2)の方が4,120万円ということで、ざっと想

定しておりますのは、その1ポツ目がですね、フ

ィレ等の一次加工。こちらは午前中も少しご説

明したんですが、特に大量漁獲物の丸体だった

のを一次処理するとなると、かなり規模も大き

くなると思いますので、大型のそれこそフリー

ザーとか、そういったのを比較的大きな加工事

業者、あるいは、松浦でいけば、まず、エンマ

キさんですとかですね、ああいった大きな加工

事業者を想定して計上しています。 

 また、下の方のポツ、強みを生かしたワンフ

ローズン商品、こちらにつきましては、どちら

かというと中小規模の加工事業者、大規模でも

ですね、先ほど言ったような、液体凍結とかで

あれば、数百万程度の凍結機で、あとは数百万

程度のフィレ機であったり、フライヤーとか、

そういった機器の導入で、少しずつ、今まで加

工度合いの低かったものを、より度合いを高め

ていくと、そういった取組を推進するというこ

とで、特にターゲットをどこかに絞っていると

いうことではございません。 

【石本委員】 先ほども言いましたけれど、松浦

の魚市場等についてもですね、今後、この前の

国の漁場・漁協の議員連盟の皆さんが来たとき

にも、そういう要望も出していますし、今後、

本当に県の土地も活用した施設整備というのが

計画されていますので、是非今後ともですね、

よろしくお願いしたいと思います。 

 もう一点、例えば、直接これに絡むかどうか

分かりませんけれど、フェアのところで、今回、

松浦産のアジフライがですね、ある業者のお力

というかがよく分からないけれども、アメリカ

の大リーグのパドレスの球場で販売されている

という話がありますけれども、そういった、ま

さにバリューチェーンというか、そのＰＲも含

めてね、そういった大きな宣伝効果というか、

そういうのが、本当を言えば、一業者じゃなく

て、松浦全体の漁業者の収入増に結びつけばい

いなと思っていますけれども、そういった取組

について、県としてはどのように、把握されて

いるかというか、そういうイメージとして、そ

のバリューチェーンの構築とか、ＰＲの方法の

一つとして、どういうふうに考えておられるか、

お伺いしたい。 

【鈴木水産加工流通課長】 今回のこの新規のバ

リューチェーン推進事業の狙いとしましては、

繰り返しになると思うんですが、本県はどちら

かというと、加工が後進県で、加工せずに県外

に出る、あるいは、加工するにしても低次加工

というのが、非常に全国から比べると多いと。 

 また、加工をしてもですね、せっかくのこれ

だけの大産地なのに、流通する過程で、価値が

十分伝わらずに価格競争に埋もれていくとか、

そういった声を大変多く聞いております。 

 そこで、今回この、まずバリューチェーン、
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サプライチェーンではなく、価値を高めたまま

最後まで伝える、新しいバリューチェーンを構

築する。それに伴って必要になる機器の整備、

そういった考え方で、より産地で価値を高めて、 

そのまま送り届ける。同じ加工をするにしても、

地元により多く恩恵が得られるような加工を後

押ししていこうという考え方でございます。 

 その送り先が国内には限らずに、当然海外と

いうのもあり得るというふうに考えております。 

海外向けに、今まで国内でなかなか値段のつか

なかったものを、海外向けに新たな、それこそ

バリューチェーンを組んで出すということは、

この事業の中の想定している概念の中に含まれ

るというふうに考えております。 

【石本委員】 これは確認したわけではないんで

すけれども、例えば今言ったアメリカで売られ

ているアジフライが3,000円ぐらいするとかで

すね、ちょっとそういうふうな話も聞いたこと

があるんですけれども。いかに今言われたよう

に加工をして、その付加価値を高めて高く販売

するかという取組は、今後必要になってくるか

なというふうに思いますので、もう少しＰＲを

含めて、その販売対策についてもですね、今後

ともしっかりお力添えをいただきたいと思いま

すので、よろしくお願いします。 

 以上で終わります。 

【冨岡分科会長】ほかに質疑はありませんか。 

【坂本委員】 2点お伺い、お尋ねいたします。 

 午前中にもありましたけれども、少し分から

ない点もありましたので、お尋ねいたします。 

 まず、1点目は、補足説明資料の5ページ、次

代を担う意欲あふれる漁業の担い手の確保・育

成事業費ということで、新規事業で補正予算額

1,234万8,000円つけられております。 

 事業内容は先ほど若干やり取りがありました

ので、大方理解できたんですが、まず、このな

がさき漁師スクールの開設ということで、3か月

から最長2年、20名程度でするということなんで

すが、これを県が研修制度ということで実施を

して、1行目に書いていますように、国の長期研

修につなげるというふうなことを書いてありま

す。すみません、私が不勉強で、この国の長期

研修というのはどういうものなのか、まず、教

えてもらえますか。 

【岩永水産経営課長】 国の研修制度なんですけ

れども、漁業の就業を希望される方についてで

すね、実際に漁師の方に先生になっていただい

て、現場でですね、漁業とかを学んでいただく

ということです。大体それが2年から3年ぐらい

かかるものです。 

 今回のスクールにつきましては、その前の段

階の基礎的なものを学ぶということになってお

ります。 

【坂本委員】 はい、分かりました。ありがとう

ございます。 

 まずは、この県が実施する漁師スクールをや

った後に、国の長期研修で2年から3年かけて、

実際、これは現場に出たりとか、もちろんそう

いうことであるんでしょうから、それで育てて

いくというふうなことだと理解をいたしました。 

 それで、これもちろん国の長期研修があった

前の、前段の研修なんですけれども、これは新

規に就業を希望する方が対象になると思うんで

すけれども、例えば、水産関係の学校ですね、

長崎で言えば、元水産高校、今、鶴洋高校です

けれども、今、確かに水産科というのが少ない

とは聞いているんですけれども、学校そのもの

が定員割れしているような状況でですね、結構、

普通科に行くこどもたちも多いというふうに、

鶴洋高校に入学した子どもも普通科が多いとい
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うふうに聞いているんですけれども、例えば、

将来、そういう漁業に携わるとかですね、いろ

いろなこどもたちも行っているんじゃないかな

と思うんですよ。そういうこどもたちが、もち

ろん学校で、座学とかですね、現場、長期に、

この間も船がですね、船が出ていってから、遠

洋漁業でしたりとか、研修しているみたいです

けれども、そういうこどもたちが、例えば、学

校でこんなのを漁師スクールみたいなのをです

ね、例えば、鶴洋高校の学校の中でするとか、

そういったことを含めてですね、少しそういっ

た水産関係の学校と連携するとか、そういうの

をちょっと将来的には少し検討してもいいんじ

ゃないかなというふうに思いますけれども、そ

こで実際、例えば、鶴洋高校とやり取りした上

でのこういう研修になったのか、今までそんな

のが実際あったのかどうかですね、そこら辺に

ついてちょっと教えてもらえますか。 

【岩永水産経営課長】 今回のスクールにつきま

しては、水産高校の方とはちょっとお話はして

おりません。実際には学ぶに当たってですね、

大学の方の先生方とか、あとは水産をされてい

る専門の方とかですね、そういうところとお話

しして、講師になっていただくとか、そういう

お話をしております。 

 もし、今後ですね、そういう水産高校の先生

とかにやっていただきたい授業とかですね、そ

ういうことがあったりとかありましたら、水産

高校の先生の方にですね、相談してからやって

いただきたいと思っております。 

【坂本委員】 分かりました。例えば、鶴洋高校

に入学した子どもたちを対象にして、鶴洋高校

の授業の一環としてこういうのを取り入れたり

とか、県と鶴洋高校が共催をしてやるとか、そ

こら辺は、かつて検討したとかなんとかいうの

はないんですかね。子どもたちを対象にです。

今のは、その講師の先生のことだと思うんです

けれど。 

【岩永水産経営課長】 県のですね、水産に関し

て、座学とか水産を学んでいただくということ

でですね、1年生とか2年生を対象にですね、水

産関係のそういうことを学んでいただくことは

ございました。 

 生徒が学んでいただくことはございました。 

【坂本委員】 はい、分かりました。 

 これですね、是非、教育委員会とも連携を取

ってもらいたいと思うんですけれども、今、県

内の高校の再編ということもあっておりますけ

れども、やっぱりそれぞれが今、地域とか、あ

るいは技術系とかですね、そういう学校の魅力

を発信するということも、今までも勿論やって

きていると思いますし、今後もされるんじゃな

いかなと思うんです。 

 長崎の場合は、これはもう先ほどから横綱の

話があっておりますけれども、やっぱり北海道

に次ぐ水産県ですよね。そういうところにある

水産系の高校とコラボするというか、今、子ど

もたちがやっぱりそういうところに行って、改

めて漁業のいいところを学ぶとか、意欲をわか

せるとか、やっぱりそういうのは、教育委員会

としても、特色を出す、学校を出す、一つの方

策じゃないかなと思いますので、これは今後の

課題として、是非、教育委員会とも連携をして

いただきたいというふうに思います。 

 それからですね、(2)の再チャレンジ研修です。 

 これ、研修は分かるんですね。離職防止を目

的とした技術研修。この再就職をサポートとあ

るんですけれど、離職を防止するために再就職

を何をサポートするのかなと思って、これ、教

えてください。 
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【岩永水産経営課長】 再就職をサポートと言い

ますと、例えばですね、まき網とか、そういう

ところの漁業で雇用型で働いていた人とかが、

やっぱりこう、一回漁に出たら、やっぱり何日

か帰れないとか、やっぱりその部分とかで、ち

ょっと不安に思っている方で、やめようとされ

る方に、一日、定置網とか、そういうところの

別の会社とか、そういうところに紹介するとか、

そういう形のサポートでございます。 

【坂本委員】 はい、分かりました。 

 違う漁業の種類に、いわゆる転職みたいな、

そういうイメージですよね。分かりました。あ

りがとうございます。 

 それから、ながさき漁業伝習所の機能強化と

いうことでありますけれども、これは補助対象

者が市町となっています。これは、市町は、こ

のながさき漁業伝習所というのは、県の方にあ

ると思うんですけれど、補助対象者が市町とい

うことは、直接やるのか、あるいは市町にも、

多分、なんかこう、伝習所みたいなのあったの

かなと思うんですけれど、そういう理解でいい

ですかね。 

【岩永水産経営課長】 おっしゃるとおりで、市

町の方が、ながさき漁業伝習所の支所という形

になっておりますので、そちらの方で、また、

やっていただくようになっております。 

【坂本委員】 ありがとうございます。 

 これは21市町全部あるということで、いいん

ですかね。 

【岩永水産経営課長】 全ての市町にあるわけで

はございません。 

 実際に漁業就業者とかですね、そういう方が

いらっしゃるところには、そういう生徒がいら

っしゃるところにありますし、ちょっと全部が

あるというわけではないんです。 

【坂本委員】 幾つあるかは教えていただけます

か。その補助の上限、補助率が2分の1で、補助

上限額が25万円ということでですね、これ、予

算が75万円ですから、例えば、10したらもう間

に合わないとかありますので、当面その令和8年

度の分ということで、どれぐらいを計画してい

るのか、そこも教えてください。 

【岩永水産経営課長】 実際にその支所の数って

ちょっとすみません。ですけれども、今年度行

う事業につきましては、3市町を考えております。 

【坂本委員】 では、そしたら、各市町に投げか

けて、手を挙げたところ、先着順という理解で

いいんですか。それとも県の方が、お宅どうで

すかというふうに、今の県内のいろんなことを

踏まえた上で、ここにはもうちょっと力を入れ

た方がいいかなということで、県の方が指名を

するみたいな形になるのか、そこはどうなんで

すか。 

【岩永水産経営課長】 実際には、この事業を立

ち上げるに当たりですね、こういう相談があっ

たところもありますので、そういうところには

お声をかけたいと思っております。あとは、ほ

かのところにご紹介したいと考えております。 

【坂本委員】 はい、分かりました。 

 それから次に、6ページの方です。 

 これは、新時代の水産リーダーズ育成事業費

ということで、これも先ほどやり取りありまし

た。確かに、8,300万円補正予算が組まれており

ますけれども、ちょっと少ないのかな、対象が

ですね。少ないのかなというふうな指摘が、先

ほどありましたけれども、そうかなというふう

に思いました。 

 それでですね、これ、モデル経営体を育成す

るというようなことなんですけれども、それと

若手漁業者のチャレンジということなんですが、
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この適応型のモデル経営体というのは、そもそ

も、今もその何かこういう似たような経営体が

あるのか、あるいは、例えば県内の全ての経営

体を対象にして、2経営体と言いましたよね、補

助の対象、見込みがですね。そこら辺はどう考

えればいいですか。 

【岩永水産経営課長】 そのときに、午前中にお

話ししましたけれども、この適応型モデル経営

体というのは、2経営体を予定しておりますけれ

ども、その分につきましては、今年度で2経営体

を募集していました。 

 例えば、イカ釣りとかをやられる方が、今度

はマグロ釣りをやるとか、新たにやる漁業種類

のことをやっていただく方。ただ、2経営体です

けれども、その方というのはですね、そういう

優良事例を今度は県内に普及していくと、そう

いう横展開を図っていくために考えていること

でございます。 

【坂本委員】 はい、分かりました。 

 そうすると、これは新しい漁業種類の導入と

か、法人化とか、海業への参入とか、いろんな

多角化をするための補助だと思うんですけれど

も、そうすると、県内の漁業経営体は全て対象

になる。取りあえず今回はモデルで2つを選んで、 

それを先行事例として、好事例として横展開を

図っていくというふうなことですよね。 

 経営体って、そもそも何経営体ありますか。 

【岩永水産経営課長】 漁業の経営体自体は、通

常の団体も個人も含みましたら、4,804経営体で

ございます。 

 個人の経営体が4,547経営体でございます。 

【坂本委員】 一応そこが対象にはなるというこ

とですよね。対象にですね。はい、分かりまし

た。 

 それから、この若手漁業者のチャレンジへの

支援ですけれども、これもですね、若手漁業者

といったら何歳ぐらいで、対象になるのは何人

ぐらいになるのか、お願いします。 

【岩永水産経営課長】 年齢はですね、50歳未満

としております。 

 若手のチャレンジ支援につきましては、10経

営体を考えておりまして、その次のスマート機

器の導入についても、10経営体を考えておりま

す。 

【坂本委員】 はい、分かりました。 

 これは50歳未満の若手漁業者というと、多分

県内には9,200人ぐらい漁業者の方がいらっし

ゃると思いますけれど、その中でどれぐらいの

割合になりますか。分からないならいいです。 

【岩永水産経営課長】 実際にはですね、すみま

せん。65歳以上の方が44％、そして40歳未満の

方が30％なんで、すみません、後でちょっとお

答えさせてください。 

【坂本委員】 はい、分かりました。 

 ちょっと午前中のやり取りで分からなかった

部分だけ、少しこの2つの事業をお尋ねいたしま

した。ありがとうございました。 

 本県の漁業をめぐる状況ですが、今年3月の議

会でも主要施策の説明がありました。そのとき

に、県内の漁業の実態は、新規就業者は増えて

いると。5年間で40人ぐらいですかね、増えて、

直近で、令和6年の直近で221人、新規就業者と

いうことが示されておりました。 

 しかし、なかなか定着率が低いということで、

70％ぐらいということでありました。 

 したがって、就業者数そのものがですね、先

ほど言いましたように、9,200人ぐらいいらっし

ゃいますけれども、これ、やっぱり、年々減っ

てきているというようなことと、それから今あ

りました65歳以上が44％ということで、高齢化
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率が高止まりをしていると。 

 そういう現状の中で、定着率を向上させて、

経営力、そして所得を向上するということが本

県の課題なんだとこういうふうなことで、この

2つの事業に、今回、政策的な事業ということで、

約1億円ですね、2つの事業でしているんじゃな

いかなというふうに思っておりますけれども、

先ほど言いました、もう少し幅広にあった方が

いいんじゃないかなというような、午前中の指

摘もありましたし、それからいろんな検証をす

るに当たってですね、もっともっと若い方、先

ほど言った水産関係の、鶴洋高校に学ぶ子ども

たち、あるいは、元々水産高校ですから、そこ

にちょっとそういう興味があって、行こうかな

というふうな、子どもたちだとか、そういうと

ころを含めて、本当に広いところにもう少しア

ピールをしていくというふうなことが重要では

ないかなと私は認識をしているところでありま

すので、西の横綱として相応しいように、是非、

水産県長崎の漁業に携わる、水産加工も含めて、

そういう人たちをもっともっと水産部の方で発

掘をしていただきたい、そのことを強く申し上

げたいというふうに思います。 

 認識があったらよろしくお願いいたします。 

【岩永水産経営課長】 ありがとうございます。

すみません、先ほどの受皿の市町村で、何市町

村あるかについて、ご相談させていただき、実

際に今年度、3市町でやる予定ですけれども、市

町村、実際には市町はですね、県内17市町、17

市町ございます。 

【冨岡分科会長】ほかに質疑はありませんか。 

【山本副委員長】 すみません、簡単に1点だけ。

朝から中山委員、湊委員、中村委員、それから

石本委員ですね、それから今、坂本委員も触れ

ました。私も西の横綱の魅力発信事業なんです

けれども、最初聞いたときに、やっぱり西の横

綱があれば、東の横綱があるよねと。だから、

この2人が戦えばいいよねというふうなイメー

ジを持っていたんですが、この主な事業の概要

版を見るとですね、まず県内にというふうなこ

とで、県民とかですね、県内という言葉が出て

きて、発見、愛着、共感、それから誇りの醸成

であったり、それを受けて、水産物の優先的な

購入などの行動変容の促進ということで、これ

今、先ほど午前中も出てきましたけれど、いわ

ゆる、ながさきＰＲ戦略課が今進めている、イ

ンナーブランドというんですかね、インナー、

アウターというか、インナーブランドを優先し

ましょうと、それをやっていって、ブランドを

外に広げていきましょうという、この戦略に沿

っているものなのかなというふうに印象を持っ

たんですけれども。そうなるとですね、この後、

まずはこの事業自体は、主に県内、それから県

民向けというふうな形になってくるんですけれ

ども、これを受けて、今後どういうふうに展開

をしていくのかという方向性について確認をし

たいのですが。 

【鈴木水産加工流通課長】 今、副委員長がご指

摘のとおりですね、狙いとしましては、まずは

県民の皆様に、改めて地元長崎の魚がこれだけ

もう、何ですか、大産地であるということをし

っかり認識していただいて、それが誇りになり、

対外的にも自慢していただくであろうと、そう

いった、まさにインナーブランディングの考え

に沿ってですね、我々水産をテーマに、まず、

そういう切り口で取り組んでいこうと思ってい

ます。 

 また、それだけではなくて、当然、最終的に

は、県内外、海外で、その本県の水産物が、よ

その産地よりも高い評価で、より多く、高く、
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消費していただくのが最終ゴールでございます。 

 今回、まずこの3年間の事業で、特に県民の皆

様に凄いぞと、自慢したくなるような、この凄

さをしっかり認知を広めていくのに注力してい

きたいというふうに考えております。 

【山本副委員長】 ありがとうございます。 

 だから、まず中で再確認をして、誇りを持っ

てもらって、その人自体も売り込む。それから、

長崎県に来られた方が、魚を食べられて、それ

を、ダブルでということになるんでしょうかね。 

 ただ、ブランド自体は、そういう進め方でい

いんですけれども、今既に、例えば、長崎俵物

とかいうブランドがあるわけですね。海外に言

うと、長崎鮮魚とかいうブランドもあるわけで

すね。ですから、既にあるブランドがあるわけ

ですね。水産部だけじゃなくて、例えば、農林

部は農産物でそういうようなことをやっていこ

うとしている。それから、物産ブランド推進課

の方は、物産ブランド推進課で、また、例えば、 

関西であったり、首都圏であったり、そういっ

たところのデパートであったり、スーパーであ

ったり、そういったもので、長崎県産品を売っ

ていこうとしている。既にやっている部分もあ

るわけですね。 

 ですから、このルートだけで行くわけではな

くて、既にある県産品を売り込んでいく。これ

は、当然、日本橋長崎館なんかもそうなってく

ると思うんですけれども、そういったものにつ

いてはですね、せっかく西の横綱という名前を

つけているわけですから、これどんどん、多分、

どこからも文句でないと思うんですよね。根拠

があって、西の横綱と言っているので、多分大

丈夫だと思うので、それをやっぱり、いろんな

ところで売っていったら、せっかくいい名前を

つけているから、それを使っていきたいと、使

っていっていただきたいと思うし、横綱と言え

ば基本的には相撲だから、日本だけかもしれま

せんけれども、今、世界でもですね、海外でも

相撲というのが少し広がっているので、また横

綱というのはひょっとしたら、世界にも通用す

るかもしれないので、この名前を大事にしてい

ただきながら、今回の事業としては、それでそ

こからスタートされて構わないと思うんですけ

れども、並行して、この名前を使ってですね、

展開を、国内展開、それから海外も含めた展開

というのを考えていただければなと思っており

ますので、よろしくお願いをいたします。 

【岩永水産経営課長】 先ほど、坂本委員からで

すね、50歳以上の漁業就業者の方が何人いるか

というお話を伺って答えられなかった件で、回

答させてもらってもよろしいでしょうか。 

 9,208名が令和5年の漁業者数なんですけれど

も、そのうち50歳以上は6,766名です。全体の

73.5％ございます。 

【冨岡分科会長】 ほかに質疑はありませんか。 

【冨岡分科会長】 委員長を交代します。 

【山本副分科会長】 分科会長。 

【冨岡分科会長】 私も一言だけですね、先ほど

の西の横綱の中で、石本委員などからも、凄さ

の部分、どういったところにという、いろんな

お話がありましたけれども、ちょっとそのうち

の一つに、九州大学の都甲教授がですね、2020

年頃だったですかね、五感応用デバイス研究開

発センターの中で、うまみセンサーというのを、

皆さんもご存じかもしれません、うまみセンサ

ーとありますけれど、あれのだから、何ですか

ね、甘み、酸味とか塩味とか、いろんな要素が

あると思うんですけれど、それの長崎にとって

都合がいい部分じゃないですけれど、そういう

のを使って、じゃあうまみがほかの一般的な、



令和８年６月定例会農水経済委員会・予算決算委員会農水経済分科会（６月３０日） 

- 95 - 

例えば関東の何とかと比べると、こういうふう

に上がっているとか、そういうのだったら結構

目安として見やすいかなと思いますね。そうい

ったところのですね、活用なんかもご検討いた

だけたらと思います。 

 もし、何かご意見あればお願いします。 

【鈴木水産加工流通課長】 はい、ご助言いただ

きましてありがとうございます。 

 我々もですね、そういったおいしさを表す根

拠というのは、非常にこれは武器になると思っ

ておりまして、長崎大学にもですね、何かこう

使える武器がないのかといいますか、そういっ

た根拠になるものはないのかというのも、ご相

談させていただいております。 

 で、そういった幅広くですね、その凄さを表

す分かりやすい指標は、これからもですね、か

き集めていきたいというふうに考えております。 

 ありがとうございます。 

【山本副分科会長】 委員長を交代します。 

【冨岡分科会長】 ほかに質疑ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【冨岡分科会長】 ほかに質疑がないようですの

で、これをもって質疑を終了いたします。 

次に、討論を行います。 

討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【冨岡分科会長】 討論がないようですので、こ

れをもって討論を終了いたします。 

 予算議案及び予算に係る報告議案に対する 

質疑討論が終了しましたので、採決を行います。 

 第75号議案のうち関係部分、第84号議案のう

ち関係部分、報告第2号のうち関係部分、報告第

7号及び報告第10号については、原案のとおり可

決・承認することにご異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【冨岡分科会長】 ご異議なしと認めます。 

 よって、予算議案及び予算に係る報告議案は、

原案のとおりそれぞれ可決・承認すべきものと

決定されました。 

【冨岡委員長】 次に、委員会による審査を行い

ます。 

 議案を議題といたします。 

 まず、水産部長より総括説明を求めます。 

【吉田水産部長】 資料は、農水経済委員会関係

議案説明資料をお願いいたします。 

 2ページ目をご覧ください。 

 初めに、水産部関係の議案についてご説明い

たします。 

 今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第81号議案「直轄特定漁港漁場整備事業に対す

る県の負担について」であります。 

 第81号議案「直轄特定漁港漁場整備事業に対

する県の負担について」は、対馬暖流系のマア

ジ、マサバ、マイワシの資源増大を図るため、

五島南方沖地区において、令和8年度から国が行

う特定漁港漁場整備事業に要する経費の一部を

県が負担することについて同意しようというも

のでございます。 

 次に、議案外の主な所管事項についてご説明

いたします。 

 今回ご報告いたしますのは、原油価格物価高

騰等対策について、鈴木農林水産大臣の県内視

察について、長崎県推し魚第2号について、地域

産業成長プランの策定について、令和6年海面漁

業・養殖業産出額について、令和7年海面漁業・

養殖業生産量（概数）について、クロマグロの

資源管理について、令和7年のクロマグロ養殖に

ついて、令和7年度の真珠養殖について、令和7

年度の水産物輸出実績について、海業の推進に

ついて、総合水産試験場における取組成果につ
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いて、長崎県行財政運営プラン2025に基づく取

組についてであります。 

 このうち主な事項についてご説明いたします。 

 説明資料の2ページをご覧ください。 

 原油価格物価高騰等対策について。 

 世界的な原油価格の高騰に伴う漁業用燃油や

漁業資材等の物価高騰などにより、漁業を取り

巻く経営環境は厳しさを増しております。 

 このため、県におきましては、これまでの国

の臨時交付金等を活用し、燃油高騰リスクに備

えるためのセーフティーネット制度や、配合飼

料の漁業経営セーフティーネット制度への加入

に必要となる漁業者等の積立金に対し支援を行

っております。 

 また、厳しい経営環境の中でも、安定した漁

業生産を継続できるよう、漁業者や水産加工業

者等が行う漁具や漁船エンジンの長寿命化など

のコスト縮減の取組や、漁業生産を支える漁協

等が行う共同利用施設の省エネ等経費縮減の取

組に対し支援を行っているところです。 

 さらに、中東情勢の不安定化を背景とした原

油価格高騰による影響への対応として、漁業者

の資金繰り等に関する相談窓口を開設するとと

もに、漁業者等への影響を速やかに把握できる

よう、漁業関係団体などと連携して情報収集を

行い、国に対しても情報を提供して流通の目詰

まり解消に向けた対応を依頼しております。 

 加えて、先日実施した国への要望においては、

原油価格物価高騰等対策として、石油及び関連

製品等の安定供給や原油価格物価高騰の抑制の

ための必要な対策に万全を期すことなどについ

て強く要望いたしました。 

 引き続き、漁業者などへの影響についてしっ

かりと状況を把握するとともに、国の対策や動

向を踏まえながら、必要な対応を適切に行って

まいります。 

 続きまして、説明資料の4ページをご覧くださ

い。 

 地域産業成長プランの策定について。 

 国においては、地方から日本全体を成長軌道

に押し上げるため、強い経済の実現に重点を置

いた地域未来戦略を本年夏をめどに取りまとめ、

地域ごとの産業クラスターの形成と、地場産業

の付加価値向上に向けた支援を進めていくこと

が検討されております。 

 こうした中、国の地域未来戦略の取りまとめ

に先立ち、各都道府県に対して、地域産業成長

プランの策定及び提出が求められており、今般

取りまとめた計画案について、県議会のご意見

も踏まえ、今後国に提出することとしておりま

す。 

 このうち、水産部においては、水産物の輸出

拡大や販路拡大を推進することとしており、輸

出拡大では、農産物と合わせて、地域産業クラ

スター計画に位置づけ、海外市場のニーズに対

応した生産拡大、バリューチェーン構築を支え

る連携体制の整備等に取り組んでいくこととし

ております。 

 また、水産物の販路拡大に向けては、地域産

業成長プランに漁業・養殖業分野を位置づけ、

持続可能で収益性の高い経営体の育成、競争力

を高める産地加工、水産県長崎の魅力発信の強

化など、生産から加工・流通段階への支援を一

体的に進めていくこととしております。 

 今後、計画を着実に実行していくことで、県

民の暮らしを支える産業の持続的な成長につな

げてまいります。 

 以上をもちまして、水産部関係の説明を終わ

ります。よろしくご審議賜りますようお願いい

たします。 
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【冨岡委員長】 次に、漁港漁場課企画監より補

足説明を求めます。 

【門村漁港漁場課企画監】 令和8年6月定例県議

会農水経済委員会説明資料の3ページ、第81号議

案「直轄特定漁港漁場整備事業に対する県の負

担について」をご覧ください。 

 本議案は、国が令和8年度に五島南方沖地区に

おいて実施する特定漁港漁場整備事業に要する

経費の一部を県が負担することについて、漁港

及び漁場の整備等に関する法律第20条第3項の

規定により、議会の議決を経る必要があること

から、今回お諮りするものでございます。 

 4ページをご覧ください。 

 事業概要についてご説明いたします。 

 本事業は、国が五島南方沖の排他的経済水域

において、マアジ、マサバ、マイワシの増殖を

図るため、湧昇流漁場を整備するものであり、

総事業費は193億円。施設規模は高さ約30メート

ル、天端延長約120メートルであり、事業期間は

令和8年度から令和17年度までとなっておりま

す。 

 整備箇所はお手元の図に黒丸印で示しており

ます北緯32度12分、東経128度38分の地点で、今

年度は深浅測量や地質調査等が予定されており

ます。 

 5ページをご覧ください。 

 令和8年度の県負担限度額は、負担対象事業費

1億8,446万4,000円に、法令に基づく県負担金の

割合13％を乗じて算出した2,398万1,000円とな

ります。 

 補足説明は以上でございます。よろしくご審

議を賜りますようお願いいたします。 

【冨岡委員長】 以上で説明が終わりましたので、

これより議案に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【冨岡委員長】 質疑がないようですので、これ

をもって質疑を終了いたします。 

 次に、討論を行います。 

 討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【冨岡委員長】 討論がないようですので、これ

をもって討論を終了いたします。 

 議案に対する質疑討論が終了しましたので、

採決を行います。 

 第81号議案については、原案のとおり可決す

ることにご異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【冨岡委員長】 ご異議なしと認めます。 

 よって、議案は原案のとおり可決すべきもの

と決定されました。 

 次に、提出のあった政策等決定過程の透明性

等の確保などに関する資料、及び政府施策に関

する提案要望の実施結果について説明を求めま

す。 

【里漁政課長】 政策等決定過程の透明性等の確

保及び県議会・議員との協議等の拡充に関する

決議に基づき、本委員会に提出いたしました 

水産関係の資料につきまして、ご説明いたしま

す。 

 お手元にお配りしております農水経済委員会

提出資料水産部をご覧ください。 

 まず、補助金内示一覧表につきまして、令和

8年3月から令和8年5月までの直接補助金の実績

は、2ページから9ページに記載のとおり、令和

8年度佐賀長崎有明海操漁業調整協議会運営費

補助事業など計69件、間接補助金の実績は、10

ページから14ページに記載のとおり、漁業と漁

村を支える人づくり事業、漁業就業実践研修事

業など計29件となっております。 
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 次に、1,000万円以上の契約状況につきまして

は、令和8年3月から令和8年5月における建設工

事に関する契約を15ページから78ページに記載

しており、計35件となっております。 

 また、建設工事に係る委託に関する契約を79

ページから98ページに記載しており、計19件、

その他の契約を99ページから101ページに記載

しており、計8件となっております。 

 次に、令和8年3月から令和8年5月の間におけ

る知事及び部局長に対する陳情・要望のうち、

県議会議長宛てにも同様の陳情・要望が行われ

たものは、要望書（松浦市）の1件であり、その

対応状況を102ページから109ページに記載いた

しております。 

 最後に、附属機関等会議結果報告につきまし

て、令和8年3月から令和8年5月までの開催実績

は、110ページから114ページに記載のとおり、

4件となっております。 

 続きまして、6月中旬に実施いたしました令和

9年度政府施策に関する提案・要望について、水

産部関係の要望結果をご説明いたします。 

 お手元にお配りしております資料に、農水経

済委員会補足説明資料水産部、令和9年度政府施

策に関する提案・要望についてをご覧ください。 

 水産部関係におきましては、原油価格・物価

高騰等対策、水産基盤整備等の促進、赤潮被害

対策、生産資材等価格高騰対策、資源管理の円

滑な推進の5項目などについて要望を実施いた

しました。 

 要望実績といたしましては、農林水産省に対

し、知事・副議長・水産部長により要望を行い

ました。 

 このうち、水産基盤整備等の促進については、

高品質な水産物の安定的な供給のために重要な

事項であることから、農林水産省に対し、十分

な予算の確保について強く要請を行い、必要な

予算についてしっかり確保するとのご意見をい

ただきました。 

 資源管理の円滑な推進については、ＴＡＣ制

度による経営への影響を懸念する漁業者が安心

して漁業を営めるよう、水産庁に対し、柔軟な

数量管理等について強く要請を行い、現場の声

を聞きながら一緒に進めたいとのご意見をいた

だきました。 

 以上が水産部関係の要望結果になりますが、

今回の政府施策に関する提案・要望の実現に向

け、引き続き取組を行ってまいります。 

 以上で報告を終わります。 

【冨岡委員長】 以上で説明が終わりました。 

 次に、陳情審査を行います。 

 サイドブックスに掲載しております陳情書一

覧表のとおり、陳情書の送付を受けております

ので、ご覧願います。 

 審査対象の陳情番号は、10、11及び16となっ

ております。 

 陳情書について何かご質問はありますか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【冨岡委員長】 質問がないようですので、陳情

につきましては承っておくことにします。 

 次に、議案外所管事務一般に対する質問を行

います。 

 まず、政策等決定過程の透明性等の確保など

に関する資料について、ご質問はありませんか。 

【冨岡委員長】 委員長を交代します。 

【山本副委員長】 冨岡委員長。 

【冨岡委員長】 すみません。ちょっと確認だけ

させていただいて、発言させていただきます。 

 政策等決定過程の透明性等の確保などに関す

る資料について、1つ、22ページの入札結果一覧

の箇所についてですね、設計金額、予定価格と、
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履行確実性評価価格と、履行確実性確保価格が

ありますけど、それぞれの意味について、まず

はちょっと前提で、教えていただけたらと思い

ます。 

【城戸漁港漁場課長】 まず、設計金額について

ですけれども、設計金額につきましては、工事

を発注するに当たりまして、発注者が予定価格

を算定するために、積算基準等に基づいて積算

した額ということになっております。 

 続きまして、予定価格になりますが、予定価

格につきましては、設計価格と同額ということ

になりまして、入札時に落札者を決定する上限

の額ということになります。 

 入札額が予定価格を超過した場合には落札者

になることはございません。 

 続いて、履行確実性評価価格ですけれども、

これはまず、履行確実性確保価格というのがそ

の下の段にありますが、そちらの方は総合評価

落札方式で実施をする際には、最低制限価格を

設定することができないということになってお

りまして、履行確実性評価方式を採用しており

ます。 

 入札参加者の入札価格が、この金額を下回っ

た場合には、履行確実性が低下するものとして、

評価値を低減させるようなことを行っておりま

す。 

 次に、履行確実性評価価格ですが、これにつ

きましては、履行確実性確保価格にランダム係

数、これは1％以内で設定することになっている

んですが、そのランダム係数を掛けて設定した

金額ということになっております。 

【冨岡委員長】 こっちの履行確実性の評価額と

確保価格については、評価価格の方がそのラン

ダム係数を確保価格にかけた数字ということで

ございますね。 

【城戸漁港漁場課長】 今、委員長がおっしゃら

れたとおりでございます。 

【冨岡委員長】 それで今回はですね、履行確実

性確保価格、1億6,287万9,000円ですね。これが

皆さん、全く同じ金額でということですけれど、

これについてはもう県が先方にというか、提示

したりする、そういったところからも皆さん、

計算したら全く同じ金額になるようになるもの

というような、現場感覚じゃないですけれど、

皆さんの感覚の部分でもいいので、これが全く

同じになる部分というのを、何かその理由のと

ころを教えていただけたらと思います。 

【城戸漁港漁場課長】 まず、入札を実施する際

には、県が予定価格を設定した積算書があるん

ですが、そちらの方から施工歩掛りですとか、

単価を削除したものを参考資料として配付する

ようにしております。 

 入札参加者はこれに基づいて積算を行うこと

になりますけれども、歩掛りにつきましては、

国が発行して販売されているものになります。 

 歩掛りについて県が独自に設定したものにつ

いては、公表をすることとなっております。 

 それと単価についてですけれども、県が使用

しているものは販売されている物価資料になっ

ておりまして、その資料にないものは見積りを

取って公表をしているということになります。 

 そういったことから、入札参加者は、県の設

計価格を算出することが可能となっております。 

 また、履行確実性確保価格につきましても、

算出方法を公表しておりますので、そちらにつ

いても算定は可能となっている状況でございま

す。 

【山本副委員長】 委員長を交代します。 

【冨岡委員長】 ほかに質問はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 



令和８年６月定例会農水経済委員会・予算決算委員会農水経済分科会（６月３０日） 

- 100 - 

【冨岡委員長】 ほかに質問がないようですので、

次に、政府施策に関する提案・要望の実施結果

についてご質問はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【冨岡委員長】 質問がないようですので、次に、

議案外所管事務一般についてご質問はありませ

んか。 

【石本委員】 毎年のことですけれども、いよい

よまた伊万里湾においても、伊万里湾に限りま

せんけれども、赤潮のシーズンになってきまし

た。今年は今のところ、大きな発生等は話とし

ては聞いていませんけれども、今後ですね、可

能性が高くなりますので、毎年、その対策をし

っかりしていただいているとは思いますけれど

も、今年の対応について、ちょっとお話しいた

だきたいと思います。 

【永井水産加工流通課企画監】 赤潮の対策につ

いてですけれども、これまで国や県の事業で、

足し網でありますとか、深い網、あとは防除剤

を備蓄したり、あるいはテレメーター、観測機

器を入れたりしております。 

 あとですね、通常の赤潮の監視体制につきま

しては、赤潮発生の連絡を受けた場合は、水産

業普及指導センター、水産試験場が赤潮プラン

クトンの種類でありますとか、発生密度、発生

範囲、漁業被害等を確認しまして、関係者等に

通報するとともに、適宜、防除剤の散布であり

ますとか、餌止めの実施や、場合によりまして

は、生けす移動等の注意喚起を行って対応して

おります。 

【石本委員】 1回、途中で確認したことがある

と思うんですけれど、昨年ですね、前回の被害

を受けて、二度と同じような被害を出さないよ

うにということで、足し網について対応された

と思うんですが、現在のところの経過と実績に

ついて、どのようになっているか、ちょっとお

伺いしたいと思います。 

【永井水産加工流通課企画監】 令和6年度から

ですね、事業を活用しまして、現在のところで

すね、県内全部で2,000台ほど生けすがあります

けれども、そのうちですね、185台につきまして、

足し網でありますとか、深い網、あるいは大型

生けすの整備について支援をしております。 

【石本委員】 それで、計画に対してどれくらい

の実績になっているんですかね。効果も含めて。 

【永井水産加工流通課企画監】 要望がありまし

たところは、申請を受け付けまして、支援をさ

せていただいていると、こういった状況でござ

います。 

【石本委員】 その実績が、例えば、予算が5,100

万円か1,000万円か分かりませんけれど、それに

対して実績としてどれくらい上がっているのか

という。 

 例えば、もう一つは、その対象が2,000ぐらい

あって、185台という話ですけれども、だから、

予算規模に対してどれくらいの実績かという話。 

【冨岡委員長】 暫時休憩します。 
 

― 午後 ２時３８分 休憩 ― 

― 午後 ２時３９分 再開 ― 
 

【冨岡委員長】 委員会を再開します。 

【永井水産加工流通課企画監】 国の事業でもで

すね、100％の補助でありますとか、そういう手

厚いメニューを用意していただいておりまして、

要望がありましたところは100％ですね、要望を

受け付けて支援をしておるという実態でござい

ます。 

【石本委員】 今、国の予算で定額で、要望があ

ったところは100％実施しているということで

すよね。これでいいんですかね、理解としては。



令和８年６月定例会農水経済委員会・予算決算委員会農水経済分科会（６月３０日） 

- 101 - 

【永井水産加工流通課企画監】 すみません、足

し網につきましては、制度上2分の1の補助とな

っております。 

【石本委員】 何でこれを聞くかというと、今言

う、その要望があったところは100％やっていま

すよということですけれども、本当からいけば、

まあ予算が出れば満額してほしいんですよね。 

ところが、そうするためには、今2分の1とあり

ましたから、2分の1手出しが要るわけね。そう

したところで、やっぱり自分の経営はそこまで

というところは、やりたいけれどもやらない、

できないか分かりませんけれど、あるわけね。

そうしたときに、被害が起きたときに、これだ

け去年予算を取りました。その結果、1回足し網

したところは、まあ対象外ですよという話を聞

いていますけれども、いや、また同じようにね、

発生したときに、前回の対応は何だったのかと

いうふうにね、国に取られないかという、まあ

不安というか、そういう懸念があるものだから

言っているんですよ。 

 何を言いたいかというと、やっぱりできる限

りね、こうして足し網、被害を避けるために足

し網の予算がついたということであれば、無理

してでもとは言わないけれども、できるだけ、

例えば、10戸の要望者がいれば、10戸ともでき

るような対応を、是非、県にとしてはやってい

ただきたいなという意味で言っているわけ。や

りたくてもやっぱり金が無いよというところも

あるわけだよね。だから、そこら辺をどうする

かというところのフォローを、やっぱりしっか

りして、同じような被害が、赤潮が発生したと

きには、被害が最低限に止まるというような対

応をしていかないと、予算がありますから、こ

れだけ使ってください、それだけでは、やっぱ

りちょっと足りないと思うんですね。そこのフ

ォローをいかにしていくかということで、やっ

ぱり被害を最小限に抑えるということにつなが

っていくと思いますので、そこまでしっかりと

した手当てを是非お願いしたいという意味で、

質問させていただきました。よろしくお願いし

ます。 

【冨岡委員長】ほかに質問はありませんか。 

【大久保委員】 質問をさせていただきます。 

 私からはですね、昨日、産労の方でも言わせ

ていただいたんですけれども、政府重点投資戦

略17分野についてでございます。 

 これについてはですね、今、一般質問等でも、

主に海洋、造船をはじめとする海洋や、半導体、

航空機という分野でやっていくということは打

ち出されました。まだですね、そのほかにも分

野的にできるものはやっていくということは、

余地はあるみたいですけれども、水産分野にお

いて、どのような取組があるのかという質問な

んですけれども、今、出ている情報であれば、

一次産業に関わるものとしては、例えば、農業、

植物工場だったり、また、陸上養殖ということ

も記載されております。 

 食品機械というのもありますけれども、植物

工場で4.6兆円ですね、陸上養殖も2.9兆円とい

うことで、ほかに比べても、そんなに低くない

官民投資が予測というか、一応記載されている

んですけれども、今この時点でですね、水産部

としてどのような政府の政府重点投資について、

取り組もうとされているのか、現在地をお尋ね

したいと思います。 

【里漁政課長】 今、委員からお話がありました

重点戦略につきましては、国の方で、九州ブロ

ック単位での計画というのをつくっておりまし

て、その中で位置づけをされるといったような

形になってございます。 
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 国の方で主導して策定し、5月に公表されまし

た九州地域における戦略産業クラスター計画素

案におきましては、5つの分野を選定しておりま

して、そのうち、食、観光、ヘルスケア分野が

位置づけられておりまして、こちらが陸上養殖

が主要な技術として選定されている、フードテ

ックが関連しているものとなっております。 

 それで、現在、産業戦略クラスター計画に基

づくプロジェクトにつきましては、17の戦略分

野のうち、造船、ＡＩ、半導体など、一部の分

野について募集がなされておりますが、フード

テック等の分野については、まだ募集がなされ

ていない状況でありまして、今後予定されてい

ると伺っております。 

 当該クラスター計画に基づくプロジェクトと

して応募するには、具体的なプレーヤー、イン

フラ整備などが要件となっておりまして、現時

点では、大規模な投資計画を有する事業者の存

在というのは把握しておりませんけれども、国

が特に力を入れている分野でございまして、引

き続き、この戦略産業クラスター計画につきま

しても、民間の方の、民間の方の意向も確認し

ながら、興味関心を高く持って、積極的に情報

収集に努めていきたいと考えているところでご

ざいます。 

【大久保委員】 今、県内においてはどうしても、

この重点投資であったり、成長戦略にはですね、

やっぱりどうしても産労分野、工業系が多いん

ですね。県内やっぱり一次産業者が基幹産業と

して結構おられる中で、何かそこ辺りが指をく

わえて見ている状態にならないようにしていた

だきたいという質問でもございます。 

 そこをですね、植物工場が、農林であれば、

陸上養殖というところは、されている事業者も

ありますもんね。その大型投資というのがどの

規模なのかも含めて、多分まだ基準というのは、

しっかりは国も定めてはいないというふうにあ

ればですね、可能性はあるんだろうと私は思っ

ています。 

 そこは十分に県としても、やる方向で模索し

ていると。ほかには、水産部でこの17分野に入

っているものがそうないので、やっぱりそこを

一応照準を当てて動いてみるということは、フ

ラグ立てはする必要があると私は思っています。 

 そこを水産部として、一応この分野、陸上養

殖について、やる方向で動いてみるということ

でいいんですか、それは。やれる可能性を探る

ためにですよ。お願いします。 

【里漁政課長】 現時点におきまして、具体的に、

この陸上養殖について、そういったプロジェク

ト等の想定ができているわけではございません

けれども、先ほど申し上げましたとおり、現在、

どういった、このプロジェクトに応募するに当

たって、民間の方の意向も含めまして、状況の

把握、また情報の収集に努めているところでご

ざいますので、そういった状況を踏まえまして、

どういった対応ができるかというのは、検討し

てまいりたいと考えております。 

【大久保委員】 分かりました。 

 積極的さがあるような答弁を本当は欲しかっ

たんですけれども、慎重にですね、多分、記者

もおられるので、慎重な答弁になったかと思う

んですけれども、いずれにしても積極性はある

と、私は感じておりますので、どうかですね、

やっぱり水産分野においても、17投資が、官民

投資が、やっぱり少しでも長崎県に入ってこら

れるような努力をするということでですね、是

非ともよろしくお願いしたいというふうに思っ

ております。 

 同時にですね、この陸上養殖については、私
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はどうしても海面養殖とは違って、工業だとか、

工場とも言われるので、水産分野だけではなく

て、どうしても産労的要素も入ってくるという

ふうに思っております。 

 それ、昨日お話をさせていただいたんですけ

れども、そういった面での陸上養殖においての

事業者育成については、やっぱり水産部だけじ

ゃなくて、産労さんとの連携も必要なんじゃな

いかなというふうに思っております。 

 そういった面においても、技術の向上だった

り、または事業者のサポートというのは連携を

組んで、体制をつくりながらですね、官民投資

を呼ぶということは、私は近道であるというふ

うに思っておりますので、そういった視点も入

れていただいて、どうか、十二分にご検討いた

だければというふうに思っております。 

 よろしくお願いします。 

【冨岡委員長】ほかに質問はありませんか。 

【中村(泰)委員】 午前中にですね、物価高騰に

伴う事業者、漁業者の皆様の資金繰りの厳しさ

ですね、この辺りについて質問をさせていただ

きましたけれども、令和6年の漁業産出額をまず

議論させていただいて、話をちょっと元に戻し

たいと思います。 

 部長説明の5ページですけれども、令和6年の

本県の海面漁業、養殖漁業産出額は1,174億円。 

前年から、64億円の減、5.2％ですけれども、減

っていると。全国2位ということで、先ほどから、

西の横綱ということでありましたが、恐らくで

すね、事前のやり取りから、単価の低下という

ことでですね、主要漁種の単価の低下という、

要は安い魚が取れてしまったからというところ

かなというふうに思っておりますが、ここの認

識についてですね、お尋ねをいたします。 

【里漁政課長】 令和6年の海面漁業、養殖漁業

産出額の減少した状況につきまして、まず内訳

としましては、改めてご説明しますと、海面漁

業の方が650億円ということで、前年から59億円

の減少となっておりまして、主な要因としては、

サバ類やマイワシ、こちらは生産量産出額とも

増加しておりますけれども、カタクチイワシ、

イカ類など、多くの沿岸漁業対象漁種において

生産量が減少したことが要因となっております。 

 また、海面養殖業の方が524億円ということで、

前年から5億円減少しておりまして、主な要因と

しましては、本県の養殖業の生産量の多くを占

める魚種であるブリ類及びクロマグロについて、

生産量は増加したものの単価が低下したことと

いうことになっております。 

【中村(泰)委員】 生産量が増加したけれども、

産出額が減ったというところです。 

 令和6年ということですが、今、物価高という

中で、なかなかこうですね、産出額が減る金額

なので、量ならまだ分かるんですけれど、金額

が減るということを、非常にこう、理解しにく

いですね。 

 そもそも、漁に出るときに、油の値段が高く

なったりとか、人件費が高くなっていく、固定

費が大きくなっていく中で、産出額が減るとな

るとですね、もう本当は、要はもう利益自体が

もう減っていってしまっているということにし

かならないんだと思うんですね。 

 理由がですね、漁種がということでご説明が

あったんですけれども、そういう中で、やはり

漁業者の皆様の手取りをどうやって増やしてい

くのかというところが非常に重要であると思い

ます。 

 踏まえてですね、県のご認識をいただければ

と思います。 

【里漁政課長】 委員からお話がありましたとお
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り、燃油や資材など、物価が高騰する中で、し

っかりと産出額を増やして、漁業者の収益を向

上させていくと、そういう必要があると考えて

おります。 

 令和6年の産出額が減少したことはですね、物

価の上昇の影響も含め、厳しい状況にあると認

識しておりまして、県としましては、引き続き、

スマート水産業の推進による生産活動の効率化

であったり、省力化、漁業の多角化、また、輸

出等の取引拡大など、そういったものを推進し

まして、漁業者の所得の向上を図っていきたい

と考えております。 

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。 

 ただですね、長崎としては、そういう状況に

はあるんですけれど、全国の数字を見ると長崎

より、もっと産出額が下がったところも実はあ

りまして、全国的に。全国の平均より長崎が落

ちてはいるんですが、もっと悪いところも実際

はあるようです。 

 それでですね、このデータを見たときに、ち

ょっと1つ気になったのがありまして、一方で、

1位の北海道、先ほどから東の横綱と出ています

が、ここは1.5％減と。一方で、2位を争う愛媛

県は6.2％の増ということでですね、西の横綱が

危ないぞというところもありつつ、5位の鹿児島

県も3.2％の増というところであります。 

 そういうふうに、非常に各県さんが努力をさ

れているんだなというふうに思いますので、せ

っかく今西の横綱で盛り上がっているところを

しっかり頑張っていただければと思っておりま

す。 

 踏まえてですね、とにかく今回の数字の分析

をしたときに、やはり思ったことが、漁業者の

皆様の手取りが落ちているというところは間違

いないと思いますので、先程来、そういったご

答弁をいただいておりますが、そういう認識に

立っていただいて、今後の物価高騰の中で、や

はり産出額を上げていかないと、ちょっと漁業

者の皆さん、本当に緊急資金繰り支援というこ

とでされていますが、そういった支援でも、恐

らく足りないのかなというふうにも思いますの

で、そこはお願いとして返させていただきます。 

 もう一つ質問をさせていただきたいのですが、

今朝の長崎新聞さんに旭大橋下の周辺の活用提

案ということであっています。 

 サウンディング調査をして、県内の水産関係

団体から提案があったことが明らかになったと

いうことで、委員会にありました。 

 特に、長崎市の選出議員が、旭大橋下の活用

ということで、様々な方が意見を言われていて、

私自身も議員になった7年前に、旭大橋の下にお

魚市場を是非ともつくってほしいというような

ことを申したこともありますし、今たくさんの

方が同じことを思っていた中で、こういう話が

やっと出てきたのかということで、経緯につい

て私も多少なり知ってはいましたけれども、非

常に喜ばしいなというふうに思っています。 

 そこで、何とか西の横綱というところで来て

いますので、こういったせっかくの取組に結び

つけていただければと思っています。 

 なかなか明らかにできないところもたくさん

あろうかとは思いますが、現時点の方向性につ

きまして、可能な限りご答弁をいただければと

思います。 

【鈴木水産加工流通課長】 旭大橋下の利活用に

つきましては、今土木部が中心となりまして、

委員からご説明ありましたとおり、先般サウン

ディング調査がなされたところは情報共有をさ

せていただいております。 

 我々水産部としましては、先程来申し上げて
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いる魅力発信の手段として、こういった、例え

ば、魚を題材としたにぎわいの場といいますか、

あるいは物販の場が広がることが大変喜ばしい

ことだというふうに考えているところです。 

 まずは、今回検討されています旭大橋下につ

きましては、道路区域ということもございまし

て、土木部がその法令の中でどういった利活用

ができるのかといった検討を今始められている

というふうに把握しております。 

 そういった情報をしっかり我々も共有しなが

らですね、今後、そういうにぎわいの場づくり

という話になっていけば、当然連携をしながら

協力していけるところをしていきたいというふ

うに考えております。 

【中村(泰)委員】 難しい答弁として、言えない

部分も多くあろうかと思いますので、ようやく

こういう話が表に出てきたということは非常に

いいことだなというふうに捉えております。 

 何とかですね、いろんな方々がここの活用に

ついて考えておられますけれども、やはり、長

崎駅に着いて魚を食べたいと思っていただける

ような場所にしていただいて、とにかく水産業

の振興、並びにですね、そのために長崎に来る

んだというような場所にしていただくよう、水

産部としてはですね、頑張っていただきたいと

思います。 

【冨岡委員長】ほかに質問はありませんか。 

【田川委員】 一つですね、お尋ねしたいんです

けれども、午前中、ナマコの回復ということで

お尋ねして、その答弁の中に、やはり岡山県の

先進地事例で実証実験しているけれども、実態

を見たことないとかいう話も伺いましたけれど

も、前回の議会においてですね、3倍体、一般質

問の下条委員からあったと思うんですけれど、

3倍体の推進についてですね、3倍体が実際どう

いう先進地事例があって、当然大きさとかです

ね、通常のマガキのカルチというんですかね、

その養殖とどれだけ違うのかというのを実物を

見て、あるいは食味がどうなのかというのをご

存じであれば、まずその点についてお尋ねしま

す。 

【永井水産加工流通課企画監】 お尋ねのありま

したマガキの3倍体につきましてですけれども、

現在ですね、県内の事業で、養殖適地を探ると

いう事業と、あとは種苗生産をですね、安定的

にするといった事業をしておるところでござい

ます。 

 今まで分かっている知見ですけれども、成長

につきましては、令和6年の12月16日から令和8

年の1月22日までにやった試験の結果がちょっ

とあるんですけれども、2倍体のカキではですね、

60.5グラムになっているというのは、3倍体では

138.7グラムといった結果がございまして、成長

差でですね、2.3倍になるといったデータがござ

います。 

【田川委員】 それは、大村湾でされた実験です

か。 

【永井水産加工流通課企画監】 今の実験データ

は、大村湾ではないです。大村湾の外です。佐

世保市でございます。 

【田川委員】 ありがとうございます。 

 大村湾外でされたということですけれども、

その前にですね、実はこの3倍体の実験というの

が、水産庁の通達が平成4年ですかね、出されて、

当時、染色体、ＤＮＡをいろいろ調整するとい

うことで、環境に与える影響があるんじゃない

かということで、ずっと規制がかけられた。通

達が出されたと思いますけれど、それが先般解

除されて、やはり生殖機能がなくて、その分、

成長を促すということで、実際、先進地でもや
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ったけれども、影響がないということになった

と思うんですけれども。先ほど私がお尋ねした、

実際見て食べてどうなのか、それで、その個数

がですね、実際何個、60から60.5グラム、そし

て、もう一つが約103グラムですかね。その種苗

はどこから持ってきたのかですね。 

 それと、どの程度実験養殖されたのか、それ

についてお尋ねいたします。 

【永井水産加工流通課企画監】 先ほどのデータ

はですね、佐世保市のセンターからちょっと教

えてもらった結果なんですけれども、それはも

う市のセンターで採苗してつくったデータでや

った結果でございます。 

 成長差がですね、先ほど申しましたとおり2.3

倍になるというのと、あと、その生残率につき

ましてもですね、2倍体が30.7％であったのが、

その3倍体につきましては84.1％と、生残率につ

きましても2.7倍の差が出ているという実験デ

ータでございました。 

【田川委員】 歩留りの話ですかね。 

試験場の中でやったわけでしょ。試験場でや

って、その実証実験と言えるのかどうか、それ

は研究所の判断で。そうであればですよ、先進

地でどこかされているでしょう。そういう先進

地で規制をクリアしながら隔離して実証実験を

やったところがある。そこで大量の商品、3倍体、

そしてまた2倍体のものが出てきているはずで

すから、実証実験でそれは比較検証できると思

うんですよ。それ、数でやっていかないと、な

かなかその実態が分からないんじゃないかなと

思うんですよ。 

 ですから、先ほどのナマコと同じですね、試

験場の話ではなくて、もう既に先進地でやって

いるのであれば、せっかくこれだけ予算を投じ

てやる以上は、より確実性を増すためにも、そ

ういうひと手間が私は必要だと思うんですけれ

ども、実際、先進地には行かれていないという

ことで、よろしいですかね。 

【北原総合水産試験場長】 今の佐世保市水産セ

ンターの試験なんですけれど、佐世保市水産セ

ンターの施設の中で行ったわけではなく、佐世

保市水産センターの前の海面にイカダを設けて、

そこで通常のカキの養殖と同じようなスタイル

で養殖して比較したものなので、通常の養殖と

遜色ないんじゃないかなと考えています。 

 それと、現場の方は、総合水産試験場の方で

も、九十九島だとか、諫早湾だとか、大村湾だ

と西彼町とかでですね、成長試験をしています。

今後データが集まってくると思いますので、そ

れを比較することによって、どちらが優位性が

あるか等というところは、追々分かってくるか

と思いますので、また、分かった段階で報告し

たいと思います。 

【田川委員】 総合水産試験場長、さっきの答弁

もですね、ナマコの追跡調査で、ＤＮＡで調査

ができるとは、こそっと教えてくれたんですけ

れど、あちらが困っているじゃないですか。今

の話もね、先に言ってくれれば、水槽でしたん

じゃなくて、海ですと、話がすぐ通じますので、

何かいじめているようだと、悲しい顔をされて

いるので。すぐ手を挙げて言っていただければ、

私も助かるし。 

 そこでですね、この総合水産試験場で、3倍体

の種苗をつくる。その種苗を、生産が、人工種

苗ができるわけでしょ。これコストがかかるわ

けですよね。そのコストに応じた生産が、ある

いは販売が必要になってくるわけですけれど、

その、中間育成等について、いきなり、漁業者

に渡すのか、中間育成である程度の大きさにし

てするのか、その点について、これが1点目。 
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 そして、もう1つがですね、その中間育成した

種苗を、漁業者が実際、3倍体を栽培するに当た

って、養殖するに当たって必要なもの、それに

ついてちょっとお尋ねいたします。 

 こちらよろしくお願いします。 

【北原総合水産試験場長】 総合水産試験場の方

で3倍体の種苗生産というのは行っておりませ

ん。 

 なぜかと言いますと、カキを種苗生産される、

公的な種苗生産の機関と、あと民間業者さんで、

今コンソーシアムというものを構成しておりま

して、その中で、3倍体を今後どのように扱って

いくかというような話合いを行っているところ

です。 

 県内の民間業者さんの方で、3倍体の種苗は生

産されておりますので、今のところ、その種苗

でニーズが賄えているという状況ですので、そ

の中で養殖をしていただいているという流れに

なっております。 

 3倍体もシングルシードと、あと通常の2倍体

のカキ養殖みたいに、ホタテの貝殻に3倍体の種

苗をつけたものと、2通りの養殖方法をされてお

ります。どちらかというと、今は通常の2倍体の

カキ養殖のように、ホタテの貝殻に3倍体の種苗

をつけたものを海にぶら下げて養殖する手法を

希望されることが多いように聞いております。 

 そこの成長の違いとかは、今データを取って

いっているところになります。 

【田川委員】 種苗については、総合水産試験場

ではつくっていない、そして民間業者がつくっ

ているという話で、実際もしかし、先ほどの話

では、事業者が養殖しているという話だったで

すよね。それ、やっているんだったら食べられ

るじゃないですか、見て。試験場だけじゃなく

て、実際その種苗を、民間業者がつくった種苗

を使って、3倍体と2倍体と比較検証して、大き

さをですね、数字で言うんじゃなくて、実際写

真に撮って、ここに載せればいいんじゃないか

なと。食べてですよ、食感も含めて非常におい

しかった、そしてまた、3倍体の効果によって、

2点何倍ですかね、そういう大きくなるのであれ

ば、価格も高い値段で、付加価値をつけて、同

じ手間で、同じカキがですよ、カルチ方法、通

常のやり方であれば、手間もかからないし、漁

業者にとって助かる、こういう話になっている

んですけれど、せめてね、せっかくもうやって

いるということで、大村湾内でもされているん

でしょう、民間が。話が違いますもんね。です

から、大村湾でされているのを、まだ食べられ

ていない、予算投じている、実績が出ている。 

 そこで改めてお尋ねしますけれど、この種苗

について、かなり、染色体の調整をしますから、

単価が高くなると思いますけれど、これは委託

するんじゃないかなと思うんですけれど、そこ

ら辺の予算とか、委託先等について、どういう

ふうな考え、決定されているのか、お尋ねいた

します。 

【永井水産加工流通課企画監】 お尋ねのありま

したマガキの、3倍体マガキの安定供給技術の確

立を目的として、今年度は2,500万円の予算で、

民間の種苗生産機関に、3倍体マガキの安定供給

技術の確立を目的とした委託を予定しておりま

す。 

 失礼しました。3倍体マガキの種苗等の安定供

給の確立を目的とした、機器の購入の支援を予

定しております。種苗生産をしたときに、2倍体

のカキであるか、3倍体のカキであるか、核相を、

ＤＮＡの核相と言いまして、3倍になっているか

どうかを確認する機器を入れるのを支援するよ

うにしております。 



令和８年６月定例会農水経済委員会・予算決算委員会農水経済分科会（６月３０日） 

- 108 - 

【田川委員】 民間に2,500万円で、シングルシ

ードじゃないですけれど、3倍体の種苗を生産す

るための機械を設置する。これは、随契になる

わけですよね。それじゃなくて、2,500万円だっ

たら、他県でもですね、そういう安定して、技

術が確立しているところで、購入もできるんじ

ゃないか。そこで、何で2,500万円かけて、この

会社にされるのか。そこら辺と、ちょっと整合

性が、私が理解できるように教えていただきた

いと思います。 

【永井水産加工流通課企画監】 こちらの種苗生

産機関さんがですね、今までは、3倍体になった

か、2倍体になったかという、種苗生産の段階で

のチェックというのを、外部に委託して、今ま

でしていました。そのせいで、経費がかかると

いったことがございました。 

 今回は、自社で3倍体になったかどうかという

のを確認できるように、機器を購入を支援する

と。自社で確認できるようになることで、コス

トが下げられるんじゃないかということで、支

援をするということでございます。 

【田川委員】 改めて確認しますけれども、2,500

万円で、県内の民間事業者に、3倍体かどうかの

確認する、チェック機能を持った機器を導入す

るお金が2,500万円でよろしいですかね。 

 そこでですよ。非常に単価が高くなる。それ

を漁協が買い上げて、中間育成、あるいはカキ

業者に渡すのか。あるいは、そのままそこにお

金を投じていますから、無償で、あるいは安い

値段で、業者に渡すのか。そこら辺ですね。 

 それと、先ほど総合水産試験場長が言われた、

その2つございますということで、これ何と言う

か、カルチベーションと言ってですかね、今ま

でどおりの従来型のカキ養殖、あるいはシング

ルシードという、シングルシードの方が、非常

に効率が高い。しかし、予算がかかるわけです

から、その辺のですね、きちんとした対応、方

向性ですね、カルチでもいいですよ、シングル

シードもいいですよではなくて、せっかくそれ

だけいい種苗ができたのであれば、やはり、い

い施設で、より多くの収入が得られるように対

応してもらいたいんですよ。それで初めてやっ

とブランド化が成り立つんじゃないかな。 

 種苗生産にしても、これが、委託していたけ

れども、できなかったとか、そういうのも、当

然あるわけですよね。場所選定も含めて。場所

が失敗した、あるいは、高水温のせいでした、

こういうようになる可能性もございますので、

初期投資については、十分留意していただきた

いんですけれど、その点のその方向性、一つお

願いします。 

【永井水産加工流通課企画監】 すみません。ま

ずちょっと発言を、ちょっと修正させていただ

きたいんですけれども、私、委託と間違って申

しましたけれども、これは、民間企業への補助

でございます。はい。 

 こちらの民間企業さんが、種苗生産をしまし

て、それを県内の業者さんに販売するという仕

組みでございます。 

【田川委員】 補助ですよね。補助するに当たっ

て、先ほど機械の値段も言いましたので、やは

りこれだけの値段で補助金額が幾らなのか。 

 そして、そこまで言うのであれば、確定して

いるのであれば、その民間事業者が業者に、漁

師さんに売るときには、どのくらいで売るのか

まで把握していかないと、高い値段で、海のも

のですから、種苗の場合、特に歩留りがあって、

非常に危険を伴うわけですよね。そこら辺の最

後まで、漁師さんの手に渡って、そして生産し

て販売するまで、きちんと方向性を持っていな
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いと、せっかくの予算が、その思いはよく分か

るんですよ。そこら辺、もう少し詳しくお願い

します。 

【吉田水産部長】 今回、県の方で活用します事

業は、昨年の瀬戸内海と、全国的な、こういう

カキでありますとか、そういう環境変動に伴っ

て、へい死した養殖生産物に対して、緊急的に、

その対応策を構築していこうという国の事業を

受け入れて実施するものでございまして、 

本県の方も、国の事業を受け入れて、先ほど水

試が申しました、既に、事前にコンソーシアム

の中に入って、県とか市とか、漁協さんたちと

一緒に、そういう3倍体あたりの研究を、共にや

ってきた業者に対して、適正な手続で補助をし

ようとするものでございます。 

 1点、修正をさせてもらいますと、今回はあく

まで、国の方は実証でございますので、生産し

た種苗は、有償では売ってはダメというふうに

なっております。無償で配布して、各地域のい

ろんな、先ほども2種類の養殖方法がありました

けれど、それがその地域に適合するかどうか、

そこを私ども県として、漁協さんあたりと一緒

に実証していくという取組でございますので、

県の方である程度地域も、いろんな、歩留りが

下がっている地域がありますので、そこで地元

と話しながら、幅広にしながら、実証を進めて

いきたいと考えております。 

【田川委員】 よく分かりました。 

 最後にしますけれども、これから実証という

ことで、カルチ、従来型のやり方、あるいはシ

ングルシードも含めて、国に報告するために、

その種苗については、無償で漁民さんに配る、

漁協と連携してですね。とにかく、そういうこ

とでね、何かこう、ぼわーっとしていたもので

ですね、それ、幾らで売るのかな、それで儲か

るのかな、単価が高いということでね。 

 しかし、いつかはそのことが来るわけですね。

実証のときはそれでいいかもしれませんけれど、

この種苗業者、私よく知っていますけれどね。

そこら辺がね、やっぱり高くなりましたよとい

う追跡も含めて、十分検証していただきたいと

思います。とにかく頑張ってください。 

 以上で終わります。 

【冨岡委員長】 ほかに質問はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【冨岡委員長】 ほかに質問はないようですので、

水産部関係の審査結果について整理したいと思

います。 

 しばらく休憩いたします。 
 

― 午後３時１９分 休憩 ― 

― 午後３時１９分 再開 ― 
 

【冨岡委員長】 委員会を再開いたします。 

 これをもちまして、水産部関係の審査を終了

いたします。 

 水産部の理事者の皆様におかれましては、大

変お疲れさまでございました。 

 本日の審査はこれにてとどめ、明日7月1日水

曜日は午前10時から委員会を再開し、農林部関

係の審査を行います。 

 本日はこれをもって散会いたします。 

 お疲れさまでした。 

― 午後３時２０分 散会 ― 
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１、開催年月日時刻及び場所 

  令和８年７月１日 

自  午前 ９時５９分 

至  午後 ３時３４分 

於  委 員 会 室 ４ 

 
 

２、出席委員の氏名 

冨岡 孝介 委員長(分科会長) 

山本 由夫 副委員長(副会長) 

中山  功 委 員 

宅島 寿一  〃   

坂本  浩  〃   

石本 政弘  〃   

中村 泰輔  〃   

下条 博文  〃   

大久保堅太  〃   

湊  亮太  〃   

田川 正毅  〃   

 
 

３、欠席委員の氏名 

な  し  

 
 

４、委員外出席議員の氏名  

な  し  

 
 

５、県側出席者の氏名 

原田 幸勝 農 林 部 長 

空  周一 
農 林 部 政 策 監 
(農村整備事業・諫早湾干拓担当) 

峰松 妙佳 農 林 部 次 長 

村上慎一郎 農 林 部 次 長 

内田 正樹 農 政 課 長 

渕  通則 農業イノベーション推進室長  

髙橋  哲 団体検査指導室長 

岩間 智子 農山村振興課長 

清水 一也 農 業 経 営 課 長 

金崎  浩 農 産 園 芸 課 長 

坪内 良平 農産加工流通課長 

森  修蔵 畜産課長(参事監） 

吉田 好広 農 村 整 備 課 長 

小野田健一 諫早湾干拓課長 

松尾 尚洋 林政課長（参事監） 

松尾 哲也 森 林 整 備 室 長 

長門  潤 農林技術開発センター所長 

 
 

６、審査の経過次のとおり 
 

― 午前 ９時５９分 開議 ― 
 

【冨岡委員長】 委員会及び分科会を再開いたし

ます。 

 これより農林部関係の審査を行います。 

【冨岡分科会長】 まず、分科会による審査を行

います。予算議案及び予算に係る報告議案を議

題といたします。 

 農林部長より、予算議案及び予算に係る報告

議案の説明を求めます。 

【原田農林部長】 おはようございます。 

 それでは、農林部関係の議案等についてご説

明いたします。 

 予算決算委員会農水経済分科会関係議案説明

資料農林部の2ページ及び同資料の追加1の2ペ

ージを併せてご覧ください。 

 今回ご審議をお願いしておりますのは、第70

号議案「令和8年度長崎県一般会計補正予算（第

2号）」のうち関係部分、第84号議案「令和8年

度長崎県一般会計補正予算（第3号）」のうち関

係部分、報告第2号知事専決事項報告「令和7年

度長崎県一般会計補正予算（第11号）」のうち

関係部分、報告第4号知事専決事項報告「令和7

年度長崎県農業改良資金特別会計補正予算（第
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2号）」、報告第5号知事専決事項報告「令和7年

度長崎県林業改善資金特別会計補正予算（第2

号）」、報告第6号知事専決事項報告「令和7年

度長崎県県営林特別会計補正予算（第3号）」で

あります。 

 初めに、予算決算委員会農水経済分科会関係

議案説明資料の2ページの第70号議案「令和8年

度長崎県一般会計補正予算（第2号）」のうち関

係部分についてご説明いたします。 

 令和8年度当初予算は、予算編成時期と知事選

挙の関係から重要な政策的経費を除いた骨格予

算として編成しておりましたので、今回の補正

において、具体的な諸施策に係る予算を計上し

ております。 

 3ページをお開きください。 

 歳入予算は、合計で28億8,557万1,000円の増、

歳出予算は、合計で49億8,102万4,000円の増と

なっております。 

 補正予算の主な事業につきましては、後ほど

関係課室長から補足説明をさせていただきます

ので、割愛させていただきます。 

 次に、7ページの中段をご覧ください。 

 債務負担行為について、農業近代化資金利子

補給費は、令和8年度中における総額18億円の範

囲内で、承認予定の融資に対し、令和9年度以降

に要する利子補給について、令和8年度中におけ

る融資の範囲内を総額30億円以内に変更するも

のでございます。 

 次に、予算決算委員会農水経済分科会関係議

案説明資料追加1の2ページをご覧ください。 

 第84号議案「令和8年度長崎県一般会計補正予

算（第3号）」のうち関係部分についてご説明い

たします。 

 今回の補正予算は、物価高騰対策について必

要な予算を追加しようとするものでございます。

歳入予算、歳出予算とも合計で4億8,000万円の

増を計上いたしております。 

 補正予算の内容につきましては、こちらも後

ほど関係課長から補足説明をさせていただきま

すので、割愛させていただきます。 

 予算決算委員会農水経済分科会関係議案説明

資料の7ページ下段にお戻りください。 

 次に、さきの3月定例会の予算決算委員会にお

いて、専決処分により措置することについて、

あらかじめご了承いただき、令和8年3月31日付

をもって専決処分させていただきました令和7

年度予算の補正につきまして、関係部分の概要

をご説明いたします。 

 初めに、報告第2号知事専決事項報告「令和7

年度長崎県一般会計補正予算（第11号）」のう

ち、関係部分につきましては、歳入面で国庫支

出金等が確定したこと及び歳出面で年間執行額

が確定したことなどに伴うものであります。 

 8ページの上段をご覧ください。 

 歳入予算は、合計で3億8,007万8,000円の減、

歳出予算は、合計で10億1,014万円の減となって

おります。 

 8ページの下段をご覧ください。 

 次に、報告第４号知事専決事項報告「令和7年

度長崎県農業改良資金特別会計補正予算（第2

号）」につきましては、事業の決定に伴うもの

であり、歳入歳出それぞれ67万6,000円を減額い

たしております。 

 9ページをご覧ください。 

 次に、報告第５号知事専決事項報告「令和7年

度長崎県林業改善資金特別会計補正予算（第2

号）」につきましては、事業の決定に伴うもの

であり、歳入歳出それぞれ4,078万円を減額いた

しております。 

 次に、報告第６号知事専決事項報告「令和7年
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度長崎県県営林特別会計補正予算（第3号）」に

つきましては、事業の決定に伴うものであり、

歳入歳出それぞれ2,872万1,000円を減額いたし

ております。 

 次に、令和7年度長崎県一般会計歳出予算繰越

明許費繰越計算書報告の関係部分、また、10ペ

ージの令和7年度長崎県一般会計歳出予算事故

繰越繰越計算書報告の関係部分及び令和7年度

長崎県県営林特別会計歳出予算繰越明許費繰越

計算書報告につきましては、それぞれ記載のと

おりであり、後ほど関係課長から補足説明をさ

せていただきます。 

 以上をもちまして、農林部関係の説明を終わ

ります。よろしくご審議賜りますようお願い申

し上げます。 

【冨岡分科会長】 次に、農政課長より補足説明

を求めます。 

【内田農政課長】 おはようございます。 

 令和8年度の補正予算につきまして、補足して

ご説明させていただきます。 

 恐れ入りますが、補足説明資料のうち、令和

8年度6月補正予算主な計上事業と記載のある資

料をお願いいたします。 

 補正予算の全事業につきましては、別に計上

事業一覧をお配りしておりますけれども、その

主なものにつきまして、こちらの資料を使って、

各課長から順番に説明させていただきます。 

 最初に、農政課の事業について説明させてい

ただきます。 

 2ページをお願いします。 

 この長崎農業基盤ステップアップ事業費につ

きましては、第4期ながさき農林業・農山村活性

化計画の数値目標の一つとして掲げております

認定農業者平均所得600万円以上の達成に向け

まして、意欲のある担い手の規模拡大、あるい

は、新規就農者に選ばれる産地となるよう、農

地基盤整備を支援するものでございまして、

7,000万円を計上いたしております。 

 内容は2つございます。1つ目として、規模拡

大に必要となる生産施設や農業機械等の導入支

援を行っていくものでございまして、補助対象

を従前の新規就農者に加え、農業所得600万円未

満の認定農業者にも拡大することとしておりま

す。 

 それから2つ目としまして、新規就農者をはじ

め、新たな担い手の確保に向けまして、リース

用のハウス整備等のための国庫事業を活用した

小規模の農地整備に対し、市町とともに協調支

援をするものでございます。 

 以上でございます。よろしくお願いいたしま

す。 

【冨岡分科会長】 次に、農業イノベーション推

進室長より補足説明を求めます。 

【渕農業イノベーション推進室長】 おはようご

ざいます。 

 農業イノベーション推進室の事業について説

明させていただきます。 

 3ページ目をお開きください。 

 これまでのスマート農業においては、デジタ

ル化が一定進んできておりますが、高齢化の進

展に伴い、労働力不足が懸念される中、スマー

ト農業の新たなステージである、人が介在しな

い自動化技術に本県が取り組むものであります。 

 具体的な主な取組として、補足説明資料にあ

りますイチゴ、ミニトマトの自動生育診断シス

テムの確立や、イチゴ、ブロッコリーの自動収

穫技術体系の確立、繁殖牛においては、家畜の

繁殖管理の効率化などの研究開発に取り組み、

さらなる生産性の向上を図り、産地の優位性を

持たせ、快適で儲かる農業の確立を目指してま
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いります。 

 以上でございます。 

【冨岡分科会長】 次に、農山村振興課長より補

足説明を求めます。 

【岩間農山村振興課長】 おはようございます。 

 農山村振興課の事業についてご説明させてい

ただきます。 

 4ページをお開きください。稼ぐ農山村チャレ

ンジ支援事業についてご説明いたします。 

 本事業は、地域内で生産された農産物等の消

費拡大を図るため、地産地消の情報発信を強化

するものでございます。 

 事業の概要としましては、ながさき収穫感謝

祭の支援ＰＲでは、各地域で行われる収穫祭の

開催に対しまして、負担金や周知により支援を

するものです。 

 また、地産地消こだわりの店登録推進は、同

認定制度の登録推進や周知を行うものでありま

す。 

 さらに、地産地消に関する情報発信の強化に

つきましては、農産物直売所や県産食材の情報

発信と連携した地産地消ホームページのリニュ

ーアルを行うものであります。 

 続きまして、5ページをお開きください。長崎

県農泊ワンストップ受入窓口整備事業について

ご説明いたします。 

 本事業は、農泊における大規模教育旅行の受

入れ拡大を図るため、広域での受入れ調整を行

うワンストップ受入窓口を整備するものであり

ます。 

 事業の概要としましては、受入窓口の設置に

向け、県内の農泊実践団体との調整や旅行会社

等の招聘・訪問、また、県内農泊実践団体等と

のワンストップ受入窓口への参画に向けた合意

形成等を行うものでございます。 

 以上で説明を終わります。よろしくご審議賜

りますようお願いいたします。 

【冨岡分科会長】 次に、農業経営課長より補足

説明を求めます。 

【清水農業経営課長】 農業経営課の事業につい

てご説明させていただきます。 

 補足説明資料6ページをご覧ください。ながさ

き産地“農”の魅力発信事業についてご説明い

たします。 

 本事業は、次代を担う農業人材の確保を図る

ため、産地が主体となって行う就農情報等の発

信を支援するほか、県ポータルサイトでの情報

発信機能を強化するものであります。 

 事業の概要として、まず、産地主体の効果的

な情報発信では、産地が主体となって就農希望

者を対象に行う見学会や、就農相談会等の新規

就農者を呼び込む活動に対して、補助率2分の1

以内で支援するものでございます。 

 また、効果的な情報発信の伴走支援におきま

しては、産地を対象に情報の発信力向上を図る

ための研修や、産地の情報発信と連携した県の

ポータルサイトの強化を図ってまいります。 

 続きまして、追加の補足説明資料3ページをお

願いしたいと思います。 

 農業経営改善促進資金融資費（中東情勢対策）

枠についてご説明いたします。 

 本事業は、農業経営改善促進資金に特別枠と

して中東情勢対策枠を創設し、4億8,000万円を

予算化するものでございます。 

 事業の概要といたしましては、県が農業信用

基金協会を通じ、融資機関へ貸付原資を預託し、

融資機関と協調して貸付利率の低い短期運転資

金を融資することにより、農業者の資金繰りを

支援し、経営の安定を図るものでございます。 

 資金の具体的内容といたしましては、認定農
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業者を貸付対象とし、融資枠は10億円、貸付限

度額は個人が500万円、法人が2,000万円、償還

期間は1年以内でございますが、利用期間は認定

農業者の経営改善計画の認定期間と連動し、貸

付利率を1.6％としております。 

 今後、資金繰りに困っている農業者に利用い

ただけるよう周知を図ってまいりたいと思いま

す。 

 農業経営課は以上でございます。 

【冨岡分科会長】 次に、農産園芸課長より補足

説明を求めます。 

【金崎農産園芸課長】 おはようございます。 

 農産園芸課補正予算につきまして、補足説明

させていただきます。 

 補足説明資料の令和8年度6月補正予算主な計

上事業にお戻りいただきまして、7ページをお開

きください。 

 当課からは、ながさき野菜産地イノベーショ

ン事業費、次代を拓く工芸作物推進事業費、水

田農業効率生産推進事業費、世界へ発信する「な

がさきの花」事業費の4件を計上させていただい

ております。 

 まず、7ページのながさき野菜産地イノベーシ

ョン事業費について、2,703万6,000円を計上し

ております。本事業につきましては、新たな農

業技術や品種の開発・普及により、産地の生産

力向上を図るとともに、バリューチェーン構築

による輸出拡大等の産地自らが行う課題解決に

向けた先進的な取組の支援を行うものでござい

ます。 

 メニューにつきましては4項目大きくござい

まして、団体等への助成事業といたしまして、

長崎県イチゴオリジナル品種育成に向けました

現地圃場での適応性試験の実施や、種ばれいし

ょ産地の育成等への支援を行うものでございま

す。 

 野菜産地のステップアップに向けまして、輸

出等必要な課題解決を行います産地の取組への

支援や、離島の野菜産地イノベーション促進に

向け、離島における野菜産地の構造改革につな

がる取組を市町と協調支援等を行うものでござ

います。 

 続きまして、8ページをお開きください。 

 次代を拓く工芸作物推進事業費として387万

円を計上しております。近年の茶の需要の高ま

りを好機と捉え、本県茶産地において、蒸し製

玉緑茶のさらなる高品質化と輸出拡大に向けた

産地の構造改革を推進するとともに、葉たばこ

の担い手確保・育成の取組を推進するものです。 

 茶振興対策として、長崎県茶業振興協議会が

実施する玉緑茶の品質向上や、抹茶の原料とな

ります碾茶への転換に向けた技術等の研修会開

催等を支援するものでございます。 

 また、葉たばこ振興対策といたしまして、長

崎県葉たばこ振興協議会が実施する移植作業な

ど、作業における省力対策の研修会開催などを

支援するものでございます。 

 9ページをお開きください。 

 次に、水田農業効率生産推進事業費として

2,550万3,000円を計上しております。本県の水

田農業の生産量を維持・拡大するため、水稲の

高温耐性品種への転換や麦類の生産技術の向上

等を実施することとし、ヒノヒカリに代わる高

温耐性品種への転換推進や、効率的な生産を行

うための省力・低コスト化技術の導入推進及び

実証、麦類の生産技術向上の取組への支援を行

うものでございます。 

 10ページをお開きください。 

 世界へ発信する「ながさきの花」事業費とし

て826万7,000円を計上しております。令和9年3
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月から横浜市で開催されます2027年国際園芸博

覧会への出展を行うものでございます。屋内出

展ブースを3月19日から3月28日までの10日間設

置し、県内花き生産者にもご参加いただきなが

ら、長崎の花の魅力発信を行ってまいります。 

 また、展示ブースに隣接いたしますイベント

スペースにおきましては、本県農産物のＰＲの

ため、試食ＰＲ等を行うこととしております。 

 補足説明は以上になります。よろしくご審議

賜りますようお願いいたします。 

【冨岡分科会長】 次に、農産加工流通課長より

補足説明を求めます。 

【坪内農産加工流通課長】 おはようございます。 

 農産加工流通課の事業についてご説明させて

いただきます。 

 資料11ページをお開きください。 

 輸出拡大高付加価値化事業費ですが、予算額

は803万円でございます。 

 本事業は、シンガポールなどの重点国におい

て、本県農産物の独自のストーリーを形成し、

現地でのフェア開催などを通じて訴求すること

で、輸出拡大はもとより、高単価取引を推進す

るものでございます。 

 具体的には、現地シェフとの交流会や、シェ

フを産地に招聘し、県産農産物の品種や生産技

術などのストーリーを生産者自ら提案するほか、

シェフのSNS等のコンテンツで発信することで

現地消費者への認知度向上を図り、県産農産物

の高付加価値による高単価取引と生産者の所得

向上につなげてまいります。 

 次に、資料の12ページをお開きください。 

 美食の長崎再発見事業費ですが、予算額は約

4,048万7,000円でございます。 

 本事業は、本県の食による観光消費の拡大を

図るため、食に携わる人材づくりと県北地域に

おける食の周遊拠点づくりを進め、魅力ある食

体験を提供する仕組を構築するものでございま

す。 

 具体的には、生産者から直接食材の価値やこ

だわりを学び、テストキッチンでレシピや知識、

技術を学び合う交流会を開催し、そこで生まれ

た料理等をテスト販売することで、食の魅力や

ストーリーを発信できる人材を育成してまいり

ます。 

 また、県北地域では、宿泊施設などと連携し

た佐世保朝市での朝食提供などにより、食を通

じて地域の価値や生産者の思いが伝わる食体験

の創出に取り組みます。 

 さらに、こうした取組で磨き上げた食材や体

験の魅力を文章や映像で発信し、観光誘致と観

光消費の拡大につなげてまいります。 

 以上で補足説明を終わります。よろしくご審

議賜りますようお願いいたします。 

【冨岡分科会長】 次に、林政課長より補足説明

を求めます。 

【松尾林政課長】 林政課の補正予算につきまし

て補足説明をいたします。 

 13ページをご覧ください。 

 未来につなぐ緑の創生事業費としまして950

万円を計上いたしております。 

 本事業は、企業版のふるさと納税による寄附

金を活用しておりまして、県有林等において県

が再造林を実施することで、多様な森づくりを

進め、森林が有する多面的機能の維持発揮を図

ることを目的とするものです。 

 再造林しましたその後につきましても、引き

続き保育作業を計画的に実施する予定としてお

ります。 

 併せまして、県民の森の森林林業への関心を

高めることを目的としまして、子どもたちに対
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して植樹活動を通じた森林教育を実施するもの

です。 

 具体的には、事業の概要に記載しております

とおり、主伐した後の森林において、残った幹

や枝葉の片づけを行う地拵え作業や植樹、5年程

度の下刈り作業を計画しております。 

 また、森林環境教育としましては、将来の林

業の担い手ともなり得る子どもたちの植樹活動

を通じて、森林の働きについて伝えていきたい

と考えております。 

 次に、14ページをお開きください。 

 スマート林業促進事業費としまして400万円

を計上いたしております。 

 本事業は、林業経営体におけるICT技術等を使

ったスマート林業技術を活用できる人材の育成

や、樹木の本数や太さなどの森林調査と、間伐

した本数等を確認する造林検査業務などの効率

化に向けた実証試験を実施するものでございま

す。 

 具体的には、事業の概要に記載しております

とおり、人材育成につきましては、林業技術者

向けのICT技術を学ぶ講習会や技術研修会を行

うほか、実証試験としまして、農林技術開発セ

ンターに協力してもらい、地上レーザーを活用

した森林の調査と検査業務の実証試験を実施し

ます。これらの取組が木材生産量の増加や労働

環境改善による林業労働力の確保へ寄与するも

のと考えております。 

 説明は以上でございます。ご審議のほどよろ

しくお願い申し上げます。 

【冨岡分科会長】 次に、農政課長より補足説明

を求めます。 

【内田農政課長】 農林部関係の繰越額につきま

してご説明いたします。 

 補足説明資料繰越事業理由別調書の2ページ

をお開き願います。 

 繰越額につきましては、昨年の11月定例会、

3月定例会においてご承認いただいたところで

ございますけれども、その後の事業の進捗に伴

いまして、令和7年度から令和8年度への繰越額

が確定しましたことから、改めてご説明させて

いただきます。 

 まず、説明資料2ページ上段にあります繰越事

業理由別調書の計の欄をご覧ください。 

 農林部の令和7年度から令和8年度への繰越額

の合計は660件、166億752万5,000円となってご

ざいます。そのうち経済対策分が104件、112億

3,302万9,000円、災害復旧分が445件、10億1,949

万8,000円でありまして、金額ベースでは経済対

策分が全体の約68％、災害復旧分が全体の約6％

を占めております。 

 また、繰越理由の主なものでございますけれ

ども、同じ表の左側の列をご覧いただければと

思います。 

 理由としまして、①事業決定の遅れによるも

のが一番多く、563件、123億2,077万5,000円と

なっております。件数で全体の85％、金額で74％

を占めております。 

 このほか、②計画、設計及び工法の変更によ

る遅れによるものが33件、25億5,768万8,000円、

③地元との調整に日時を要したものによるもの

が33件、8億4,449万1,000円、④その他によるも

のが31件、8億8,457万1,000円となっております。 

 課別ごとの繰越額の内訳につきましては、中

ほどの表に記載しているとおりでございます。 

 なお、これらの繰越理由別に区分された事業

のうち主なものにつきましては、10ページから

13ページまでに記載しておりますが、説明の方

は省略させていただきます。 

 2ページの一番下の囲み部分の下段のところ
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をご覧いただきたいと存じます。 

 前年度との繰越額の比較になっております。

件数で115件、金額で34億7,511万5,000円増加し

ております。 

 その内訳としまして、経済対策分で件数が6件、

金額が27億7,092万8,000円の増、災害復旧分で

件数が96件、金額が2億3,818万3,000円の増、そ

のほか、これら以外で件数が13件、金額が4億

6,600万4,000円の増となっております。 

 資料3ページをご覧ください。 

 こちらは、11月定例会から3月定例会において

繰越のご承認をいただいた繰越額、それから3月

の専決補正における繰越額について、課別での

内訳を記載している表となっております。 

 4ページから6ページには、それぞれの事業ご

とに実繰越の件数及び金額を記載しております。 

 続きまして、事故繰越についてご説明いたし

ます。 

 資料の2ページの方にお戻りください。 

 上段の繰越理由別の表の左側の事故繰越の欄

をご覧いただきたいと思います。 

 こちらは、令和6年度から令和7年度へ繰り越

した予算につきまして、令和7年度中の完了が間

に合わなかったことから、やむを得ず令和8年度

へ繰越をするものでございます。農林部の事故

繰越額の合計は9件、4億7,763万1,000円でござ

います。 

 また、繰越理由としましては、②計画、設計

及び工法の変更による遅れが1件、1,960万円、

③地元との調整に日時を要したものが5件、4億

2,913万5,000円、④その他が3件、2,889万6,000

円となっております。 

 8ページに各事業の事故繰越の理由を記載し

ております。 

 今回の事故繰越の主なものといたしましては、

林政課の緊急治山費において、豪雨で拡大崩壊

し、施工範囲が増加したために年度内の完了が

困難になったものなどでございます。 

 なお、事故繰越になりました事業につきまし

ては、全て福岡財務支局とは協議済みでござい

まして、事故繰越の承認をいただいております。 

 9ページをお願いします。専決繰越についてご

説明いたします。 

専決繰越の合計は2件で3,863万9,000円であり

ます。 

 この理由としましては、2件ともその他となっ

ておりますが、導入資材及び機械について、部

品調達が困難であることに加えまして、完成品

の在庫がなくなり、年度内の納入が不可能であ

ることが判明したため、繰越となったものでご

ざいます。今後は残る事業の早期完成に向けて

最大限努力してまいります。 

 以上でございます。 

【冨岡分科会長】 次に、提出のあった政策等決

定過程の透明性等の確保などに関する資料、政

策的新規事業について説明を求めます。 

【内田農政課長】 続けて失礼します。 

 政策等決定過程の透明性等の確保及び県議会

議員との協議等の拡充に関する決議に基づく提

出資料についてご説明を差し上げます。 

 これは、政策的新規事業に係る予算要求内容

につきまして、査定結果を提出するものでござ

いまして、政策的新規事業の計上状況のうち、

農林部の関係になります。 

 3ページをご覧ください。 

 中段から4ページにかけて農林部の11事業の

計上状況を記載しております。要求額と計上額

に差が出ているものにつきましては、予算編成

過程において事業内容等を精査したものによる

ものでございます。 
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 説明は以上でございます。よろしくお願いし

ます。 

【冨岡分科会長】 以上で説明が終わりましたの

で、これより予算議案及び予算に係る報告議案

に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

【中村(泰)委員】 お疲れさまでございます。 

 新規就農者の確保についてお尋ねいたします。 

 優良事例の情報発信で、強化をされていくと

いうことで伺っております魅力発信事業のこと

でありますが、具体的にどのような取組をされ

ているのかというところでお伺いさせていただ

きます。 

 この質問を調べるに当たって、他県さんがど

のような取組をしているのかということで、ま

ずは確認したところであります。 

 例えば、鳥取県さんは担い手育成機構が運営

するアグリスタート研修ということで、これを

前面に出して、親方農家の下で1年間の実践研修

から就農地の確保まで一貫して支えるというよ

うなことで発信されておられましたり、島根県

さんはウェブサイトで品目ごとの研修先や受け

入れる農家の方の事業者名とか所在地、そのよ

うな情報を発信されています。 

 また、福島県さんは若者向けの専用サイトで、

作物ごとの研修の受入先などを検索できて、お

試し研修から正規雇用の流れを分かりやすく示

しているというようなことで確認しております。 

 こういったことを踏まえて、我が県のこの事

業が十分に他県さんの取組等を踏まえているの

かどうかも含めてご答弁いただければと思いま

す。お願いします。 

【清水農業経営課長】 お尋ねの他県の事例の取

組等について、本県での対応というご質問かと

思います。 

 まず、鳥取県のアグリスタート研修事業にお

きましては、まず受入を行って、農家の方に派

遣してという研修のスキームでございますが、

本県においては、平成27年から県の新規就農相

談センターにおいて、まず技術習得支援研修を

行っております。そこでは基礎技術研修を行う

ほか、実際の現場での研修ということで、農家

に受入をお願いして、実地の研修を行っている

ところでございます。 

 併せて、島根県の事例で品目別での研修がで

きるかという話においても、この技術習得支援

研修において、研修生の希望の品目を選定して、

それに応じた受入先、これを選定してございま

す。 

 今回、農の魅力発信事業においても、そのよ

うな産地情報などを整理して、うまく発信して、

実際そのサイトを見られた方からも、受入先や

産地の情報を選んでいただくような仕組も考え

ていきたいというふうに考えております。 

 併せて、福島県の事例をおっしゃったかと思

います。福島県については、恐らくインターン

シップの関係かというふうに考えております。

本県においても、インターンシップ制度を設け

ておりますし、あと併せて、今回の農の魅力発

信事業においても、産地において、体験を整備

して進めていくこととしております。よろしく

お願いいたします。 

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。他県

さんの取組をいろいろ調べたところですけれど

も、十分、我が県もそれに対応いただいている

ということで感じたところであります。 

 魅力発信事業ということで、新しく就農され

る皆さんへの発信になります。やはり親しみや

すい見せ方というところが非常に重要になって

くるかと思いますので、是非とも他県さんの見
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せ方も大いに参考にしていただきながら、積極

的に取り組んでいただければと思います。 

【冨岡分科会長】 ほかに質疑はございませんか。 

【大久保委員】 すみません、先に失礼します。

私からは、ながさきの野菜産地イノベーション

事業費についてお尋ねいたします。 

 その中で2,700万円の振り分け、4つ事業があ

りますけれども、離島の野菜産地イノベーショ

ン促進ということで、これは市町との協調支援

ということですけれども、想定としては離島の

中でもどこの島というふうに決まっているのか、

ほかの全体的な離島との連携をされているのか、

ちょっとお尋ねします。 

【金崎農産園芸課長】 離島野菜産地のイノベー

ション促進事業につきましては、基本的にやは

り輸送費とかかかります離島の農業者、しっか

り産地を、全体的に人が減ってきております。

そういった中で産地規模をしっかり拡大してい

く趣旨も含めて、この事業を構築しております。 

 議員ご質問がございました内容につきまして

は、今、既に取組が少し動いております五島地

区の集出荷貯蔵施設をキーとした産地づくり、

産地拡大といったところで、今、動いておりま

す。 

 また、ほかの離島につきましても、事前にい

ろいろ相談させていただきながら、優先事項を

ちょっと見せていただいた中で、少し今回、五

島の方と話を進めてまいろうかというふうに考

えております。 

【大久保委員】 五島ということですけれども、

予てより五島はイノベーションセンターにおい

て、総合的に物流拠点を置いて、様々な品種、

品目ある中で、島の物流をきれいに整理しなが

ら、効率のいい、多分、物流を叶えるというこ

とだと私は思っていますけれども、ここはひと

つ、大型離島が幾つもある中で、五島が民間企

業も含めて先進的に取り組まれているんだろう

というふうに思っています。それを県も後押し

しながら、横展開もする必要があるんじゃない

かなと私は思っているんですけれども、そこ辺

りの成果というか、もちろん島々でそれぞれの

性質があって、全てが当てはまるかといったら、

そうではないでしょうけれども、横展開という

面ではどのように展開されているのかお尋ねい

たします。 

【金崎農産園芸課長】 五島のイノベーションセ

ンターのお話でございますが、施設の構想は以

前から議員からお話がありましたとおりですが、

やはり先ほどご説明いたしましたように、なか

なか産地の人が減ってきているとか、生産体制

でやっぱりコストがアップして、なかなかそこ

がうまく進まないというか、少し障壁になって

いるとか、そういったところもございますので、

今回、サツマイモを中心に健全イモの育成とい

う形で、その体制をしっかり強化していこうと

いう形で、今回、五島で話をさせていただいて

いるところです。 

 一方、壱岐につきましては、具体的な話とし

ましては、ばれいしょ、壱岐の、壱岐黄金とい

う形で、今、産地の拡大がされております。こ

ちらの方も将来的にハード整備というのを少し

念頭に置かれていますので、今回のハードを少

し気にしながら、ソフトをしっかり動かしてい

くと。ソフトとハードと一体的にこの五島の事

例を使って、ほかの産地にもこの事例をうまく

提案していきたいというふうに考えております。 

【大久保委員】 逆にはなったかもしれないんで

すけれど、具体的にこれは何を幾らぐらいの支

援をするというふうになっているんですか。五

島ということですよね、これは。お願いします。 
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【金崎農産園芸課長】 このイノベーション促進

費として、メニュー的に400万円計上させていた

だいております。具体的な内容といたしまして

は、先ほど申しましたサツマイモの部分、これ

がやはり3年前ほどに重要病害という形で基腐

病というのが発生しまして、先進地の鹿児島県

を含めて苗が供給不足という形になって、まだ

それが尾を引いているところでございますので、

ここの苗の供給体制をしっかりつくるというこ

とで、地元で無病苗をつくる体制を整えていく

と。いわゆるウイルスフリー苗を導入して、そ

こへの支援ということと、あと育苗環境をつく

るための高設育苗、雨よけをしっかりやってい

くような施設整備に対しての助成を行うことと

考えております。 

【冨岡分科会長】 ほかにございませんか。 

【坂本委員】 2点お尋ねいたします。 

 まず、ながさき農業基盤ステップアップ事業

費、新規事業ということで7,000万円予算化され

ております。これはいわゆる県の一般財源も半

数以上しているようでありますので、ちょっと

お尋ねいたしますけれども。まずこの2つ事業が

ありまして、生産施設や農業用機械等の導入支

援、それから小規模農地基盤整備支援というこ

とで。この小規模農地基盤整備の方は農協に支

援をするということだと思いますけれども、新

規就農者、親元就農者、農業所得600万円未満の

認定農業者の規模拡大に必要な施設ということ

になっていまして、この補助というのは、対象

はどういう方々になって、大体何人ぐらいとい

うのを想定しているというか、これは市町と連

携した補助だと思うんですけれども、そこら辺

についてお尋ねいたします。 

【内田農政課長】 ながさき農業基盤ステップア

ップ事業費に係るご質疑をいただきました。 

 2点、事業としてあるんですけれども、まず1

つ目の施設や農業機械等の導入支援につきまし

ては、対象としては、資料にもございますとお

り、新規就農者、親元就農者に加えて、今回、

農業所得600万円未満の認定農業者、ここも対象

者として追加拡大しております。現在想定して

予算を計上しておりますのは、大体6件ぐらいを

想定しております。 

 それから、下段の小規模農地基盤整備の方に

つきましては、こちらはおっしゃっていただき

ましたように、JA等を補助対象として考えてお

りまして、こちらは予算の積算上2件で計上して

いるところでございます。 

【坂本委員】 この2つ目の分は、補助対象が農

協というようなことで、2件ということで理解い

たしました。 

 最初の1つ目の6件を想定しているというふう

なことなんですけれども、これは要するに新規

就農者も含めてやるという理解でよろしいんで

しょうか。私の理解としては、この図にあるよ

うに600万円未満の認定農業者も、新規も含まれ

るのかもしれませんけれども、既にある農業を

やっている方で所得が600万円未満、これを中間

層を底上げをするというふうなことで事前にお

聞きしましたので、この600万円未満のところが

主に対象になっての6件かなというふうに思っ

ているんですけれども、この600万円未満の認定

農業者というのが大体どれぐらいあって、要す

るに6件の分母、これがどれぐらいなのかという

ことが分かりますか。 

【内田農政課長】 今回、積算上6件というふう

に申し上げましたけれども、今の時点で新規就

農者、親元就農者、それから所得600万円未満の

方がそれぞれ幾らかというような、そこまでの

積算はしておりませんで、これから募集をかけ
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て、手が挙がって、こちらの方で審査をして、

その上で優先順位をつけながら、補助の決定を

していくというようなスキームになっておりま

す。 

 ただ、これまでもお声として、やはり所得が

1,000万円以上の方というのは増えてきたんで

すけれども、今後、さらに少子高齢化であると

か人口減少が進んできたときに、中間層の方を

さらに増やしていくというのは非常に重要な視

点かなということで、今回、こういう事業を計

上、構築したところでございます。 

 それから、600万円未満の所得階層につきまし

てですけれども、県全体で令和6年度の数字にな

りますけれども、1,108件ということで、400万

円から600万円未満の階層として1,108件という

ふうになってございます。 

【坂本委員】 分かりました。多分、今、認定農

業者の農業所得が、これは第4期の農山村活性化

計画によると、認定農業者の農業所得、多分、

今、平均が555万円で、これを600万円に上げる

というふうな目標が立てられております。認定

農業者数が4,760経営体ということですので、そ

のうちの、今ありました1,108を押し上げていく

というようなことじゃないかなと思いますけれ

ども、6件ということで、ちょっと少ないなとい

うふうな感じはしているんですが、今回、新規

事業ということで、この基本計画を、初年度だ

と思いますので、それをスタートさせるという

意味で了とはしますけれども、是非、今後も事

業内容次第では、拡充も含めた取組をお願い申

し上げたいと思います。 

 それから次に、これも新規事業です。長崎県

農泊ワンストップ受入窓口整備事業費というの

がありまして、予算が約1,000万円組まれており

ます。これは財源が全額基金となっていますけ

れど、すみません、私、先ほどちょっと聞き漏

らしたのかもしれませんが、基金というのはど

の部分を言っているのか教えてもらえますか。 

【岩間農山村振興課長】 基金でございますが、

当課が所管しております中山間ふるさと活性化

基金を活用しております。 

【坂本委員】 すみません、勉強不足で。どうい

う趣旨の基金だったか、ちょっともう少し詳し

く教えてもらえますか。 

【岩間農山村振興課長】 これは国と県の方で基

金の積立をしておりまして、平成5年から9年度

にかけて、約10億円を積み立てておりまして、

その後、また平成10年から平成12年にかけて約

6億円の積立てをしております。現在の残高は約

14億円の残高がございます。 

 目的としましては、農地に関連する土地改良

施設の利活用を基本としまして、地域住民の協

働活動やこれらの人材の育成、また、都市住民

も含めた農地の保全活用などの支援を行うため

に積み立てております。 

【坂本委員】 ありがとうございました。勉強不

足ですみませんでした。 

 14億円積立てが、今、残高があるというふう

なことですので、そういった特に中山間といい

ますか、農山村、集落も含めた、そういうとこ

ろの整備とか、そのように使われているんじゃ

ないかなというふうに理解いたしました。 

 今回、ワンストップ受入体制窓口の整備とい

うことで、多分、今までも例えばそういう農山

村へ子どもたちが訪問して、農体験に触れると

いう、宿泊が伴ったり、あるいは日帰りだった

り、そんなのがあるんだろうというふうに思い

ますけれども、今回は200名を超える予約につい

てということで、この図にありますように、宿

泊の割振を委託して、それぞれ集落の農泊受入
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の家庭に紹介して、そしてその収入を増加して

いくということですけれども、今、200名を超え

ない部分は、例えば学校が旅行会社に言って、

修学旅行じゃないですけれども、そこからそう

いう農泊というか、農業体験のところに行かれ

ているんじゃないかなというふうに思うんです

けれども、今回、200名を超えるということにな

ると、例えば対象となる大規模教育旅行の派遣

元、最近は学校の規模もだんだんだんだん少な

くなってきているんですけれど、これは県内に

限らず、県外含めて、旅行社経由でこういうの

を募集にかけると、大規模でもこういうふうに

受入れしますよというような、そういうことを

今からやっていくということでいいんですかね。 

【岩間農山村振興課長】 これにつきましては、

現在は200名を超える修学旅行につきましては、

1つの地域で受入れが困難ということで、この事

業を組み立てております。コロナ禍以前につき

ましては、300人、400人程度の規模を1つの地域

で受け入れられる団体がございましたが、やは

りコロナ禍を経まして、宿泊体験を受け入れら

れる方が辞められているということで、今、最

大でも1つの地域では200人が限度ということで

ございます。特に県外からの需要が高いのです

が、断っている状況というのがございまして、

1つの地域で受入が困難であっても、県内数か所

で大規模校を受け入れられないかということで

この事業を組み立てております。 

【坂本委員】 分かりました。コロナ禍を経て、

なかなか規模の拡大のところが、今、止まって

いる状況ということですので、新たにまたそこ

を増やしていくということでお願いしたいんで

すけれども、例えば、こういう農泊の宿泊者と

か、今現在幾らぐらいで、これをすることによ

ってどれぐらい増えていくかということは、こ

の予算を積算する中で、何かそこら辺は把握し

た上でのこの積算ということでいいんでしょう

かね。 

【岩間農山村振興課長】 宿泊者数、体験者数に

つきましては、令和6年度の数字になるんですけ

れども、約5万1,000人になっております。 

 売上につきましては、令和6年度になるんです

けれども、約3億1,200万円というふうになって

おりまして、事業の成果指標としましては、こ

れを令和10年までの3か年事業で考えておりま

して、農泊の売上高を4億円まで伸ばしたいとい

うふうに考えております。 

【坂本委員】 分かりました。今、約5万1,000人

ということで、すみません、かなり多いなとい

うふうな感じがしました。売上も3億円というこ

とで、3か年の事業で1億円上げるということで

ありますので、是非取り組み方お願いします。 

 特に農林部の課題も、農業、先ほど中間層の

所得を押し上げていくというようなことがあり

ました。やはり昨日の水産もそうですけれども、

共通しての課題というのは、県内の第一次産業

の所得をいかに増やしていくかということが、

そこに携わる人たちを確保するというふうな大

きな課題だと思います。 

 特に農業の場合は、例えば水産部で言うと、

海業と漁業者の皆さんの連携だとか、そういう

ことでビジネスとして売上を、所得を上げてい

くというふうなことであります。 

 今回の農泊も、言わば集落全体の所得を上げ

ていくということに、地域のビジネスにもつな

がってくるんじゃないかなというふうに思いま

すので、是非これも3か年の計画でありますけれ

ども、そういうふうなことにつながることを期

待して質問を終わります。 

【冨岡分科会長】 ほかに質疑はありませんか。 
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【田川委員】 坂本委員とのお話を、先にいろい

ろお聞かせいただいたんですけれども、ここの

ところで、今、ワンストップの点、市町との連

携というのは非常に大事になってくるんじゃな

いかと思うんですけれども。その点、現時点に

おいて、この農泊について先進的に取り組んで

いる市町等について、また、その市町独自のあ

りようについてお聞かせください。 

【岩間農山村振興課長】 県内では主に島原半島

の南島原市や松浦市、あと最近では西海市さん

とか波佐見町さんが頑張っていらっしゃるとこ

ろで、市町におかれましても、農泊を実践する

団体があるんですけれども、そこと連携されま

して、受入れ体制支援などを行っていらっしゃ

るところです。 

【田川委員】 確認ですけれども、このワンスト

ップというのは、それぞれ市町で受け入れるわ

けでしょ、今までは。それを今度は長崎県で受

け入れて、それを各市町に配分するというふう

に考えてよろしいでしょうか。 

【岩間農山村振興課長】 今、田川委員がおっし

ゃったように、現在はそれぞれの地域ごとに旅

行会社等から受入をしているんですけれども、

どうしても200人を超える団体につきましては、

1か所では受入が困難ということで、県一本でそ

こを受け入れて、人数等を配分していくという

仕組みをつくっていきたいと考えております。 

【田川委員】 新しい試みですので、いろいろ課

題とかいろんな問題に直面する可能性がありま

すけれども、現時点で、各市町でやるというこ

とがいかに困難か、私も民泊、農泊でいろいろ

回ってきたんですけれど、最近では南島原市の

取組、焼酎とかどぶろくを造るとか、そういう

体験事業も聞いてきましたけれども。そういう

メニューなんかも、きちんと対象者に対して、

どの市町でこういう取組をしているとか、そう

いうのも発信されるんでしょうか、体験メニュ

ーですね。 

【岩間農山村振興課長】 今回の事業の中で、今

現在、それぞれの地域でやられている体験メニ

ューとか、それぞれの地域で特色がございます

ので、それらも調査しながら、来ていただく学

校の方にうまく伝わるように、その辺りも情報

発信もやっていければと思っております。 

【田川委員】 これから長崎県主導で、県も協力

体制を敷くと、連携するということですけれど

も、そうであれば、各市町で農泊の協議会とか、

そういうのを開いて対応されるということでよ

ろしいですかね。 

【岩間農山村振興課長】 現在、農林漁業体験民

宿につきましては、各地域で農泊等実践団体と

いうのをつくってございますので、そちらと連

携しながら、あとまた各市町とも連携しながら

取組を進めてまいりたいと考えております。 

【田川委員】 ありがとうございます。是非、農

家の収入、そしてまた、子どもたち、農業に対

する、新規就農者にいずれつながる可能性もご

ざいますので、進めていただきたいと思います。 

 もう一つが、ながさき農業基盤ステップアッ

プ事業で、先ほどご説明を受けたんですけれど

も、600万円未満ということで、これは何で600

万円未満なのか。基本的に水産業も同じなんで

すけれど、儲かる農業、稼げる農業とか、林業

もそうですけれども、皆さん、儲かる、稼げる

というのを、幾ら取れば儲かるというのか、基

本的に教えていただきたいんです。物価高騰の

折に、農業の場合、水産も似ているんですけれ

ども、家族でやっているんですよね。家族4人で

600万円でいいのかどうか。本当にそれでやって

みたいと思えるような農業、水産業になるのか
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なと、そこ、そもそも論なんですよ。600万円ぐ

らいでよかろうということでは、農家の方は取

り組まない。どうかもう一つ、600万円でいいの

かなということを含めてお願いします。 

【清水農業経営課長】 認定農業者の所得向上に

向けた取組という話かと思います。 

 議員ご指摘のとおり、600万円未満に注力する

という話は、これまで県におきましては、1,000

万円経営体を目指すということで、1,000万円以

上の経営体をまず押し上げていこうというもの

を取り組んでまいりました。そこは一定の成果

が出たということで、全体的な底上げをやはり

しなければいけないと考えております。 

 600万円という線引きについては、県の農業経

営基盤強化の基本方針で所得目標というのも定

めております。そこで大体主たる従事者1人当た

りの所得が補助従事者を入れて大体1経営当た

り600万円、こういったところを一旦の目安にし

ております。 

 実際のところは、これまで上の方を押し上げ

てきた。今後はさらに全体的に押し上げて、活

性化計画の目標に掲げております600万円まで

平均で持っていこうというふうにしております。

その1つの手段として、先ほどのステップアップ

事業もあったり、個別支援もあったりと考えて

おります。 

 あくまでも600万円が皆さんのゴールではな

くて、平均として、上の階層もいればというふ

うに考えております。よろしくお願いします。 

【田川委員】 全然違うと私は思うんですよ。

1,108件ですか、その人たちがまず1,000万円を

目指して1,000万円の人が出た。それは、私は

1,000万円にすべき、最低でもですね。これで飯

を食うんだ、稼げる農業なんだというためには、

私はそこが必要になる。さっき言ったように家

族でやるわけですよね。それを底上げというこ

とで600万円でやって、555万円ですか、先生か

ら聞くと。これだけたくさんの400万円から600

万円の収入の方が1,108人いる。それを少し底上

げしようとする間に物価高騰もするし、これで

は何か農業をやっていられないとなるんじゃな

いかなと思うんですよ。何年でやるのか、そう

いう話ですよね。やるんだったら1,000万円を目

指して、みんなで一生懸命やりましょうという

ぐらいの志ですよ。気概を持って、特に県の皆

さんが金儲けしましょうと。ちなみに皆さんご

存じのように、針尾でミカン農家は、よく聞く

話が、千疋屋にそのまま畑ごと売ってしまう。

それで1,000万円、2,000万円稼ぐ方もいらっし

ゃる。行かれた方がびっくりするのが高級車の

横にトラクター、耕運機がある。たまには旅行

しよう、海外でも行ってみようか。そうなると

やる気が出てくるんですよ。400万円、600万円

で、その思いはよく分かります。だけどそれで

本当に農業者がどんどん減っているわけですよ

ね。やっぱり夢を持ってもらえるような価格設

定を。言わんとすることは十分分かっているん

ですよ。でもそうじゃなくて、もうちょっとそ

こにプラスアルファするように考えていただき

たいと。これは部長さんにお願いしないといけ

ないかなと思いますので、よろしくお願いしま

す。 

【原田農林部長】 先ほど来、600万円のお話が

ございますけれども、まずそもそも600万円のと

ころの根底をちょっとお話しさせていただきま

すと、まず、農業施策を打つ上で中心となるの

が認定農業者でございます。認定農業者は市町

で認定をするものですけれども、その所得のラ

インが、市町で違いますが、350万円から大体400

万円となっております。その設定の一つの基に
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なるのが、大体夫婦2人で所得を上げるといった

ところで、1人200万円、夫婦で400万円といった

ところが一つのベースになるかなというところ

で、認定農業者をしっかりとつくっていく、そ

の数を増やしていくというところをまず国も含

めての根幹にございます。我々はそこをやはり

認定農業者を増やしていく、確保していくとい

うところをしっかりやりつつ、そこで持続的な

農業をさらに進めていくために、後継者も、当

然、親元就農を増やすためには、さらに所得を

増やさないといけません。そのための息子のた

めの200万円、合計600万円というところの一つ

のベースがございます。 

 そこを認定農業者で後継者も確保する上での

個別経営体をしっかりとつくった上で、さらに

ステップアップをするための1,000万円農家と

いうことで、今まで目標を立ててやってまいり

ました。 

 そのためには産地を主体にしながら、国の事

業、ステップアップ事業だとか、畜産クラスタ

ー事業だとか、様々な国庫事業がございます。

それを集団で産地で取り組んだり、個別で取り

組んだりしながら、さらに規模拡大、また、収

量向上をやって、さらに儲かる農業を進めてい

こうということで、今現在1,000戸程度の1,000

万円農家が増えてきております。 

 ただ、これをまた増やす上では、やっぱり今

の基本の認定農業者の経営をしっかりと確実な

ものにしないといけないということもございま

すので、まずは認定農業者を中心とした400万円、

600万円の農家の経営をしっかりとつくってい

く上でのステップアップのまずベースになるこ

の事業でございます。 

 そのステップアップする上では、国庫事業を

しっかりと確保しながらやっていくということ

で、全体として農業の経営、産地を発展させて

いく、持続可能なものにしていくといったこと

で組み立てているものでございますので、ご理

解をよろしくお願いいたします。 

【田川委員】 よく分かりました。ありがとうご

ざいます。まずは1人200万円を目途に、そして

ご夫婦で400万円、子どもができたら600万円。

確認ですけれど、1,000万円を超えている農家が

1,000戸以上あるということですね。そういう事

例も、せっかくですので。多くの方には600万円

だけ言われても、あるいは400万円を言われても、

家族でだからねとなりますので、まずは第一段

階はこれでやるけれども、いずれは家族で海外

旅行でもしましょうとか、そういうメニューも

添えて出していただければ、やる気も出るんじ

ゃないかなと思いますので、今おっしゃったよ

うなことをきちんと認定農業者に夢を与える意

味で、周知を図っていただきたいと思います。

これは要望で終わりますので、よろしくお願い

します。 

 最後は林業で、林政課長の顔を見れば、ちょ

っと言わないといけないのかな思うんですけれ

ど、未来につなぐ緑の創生事業にも予算がつい

ていますけれども、子どもたちに対してという

ことで、具体的に事業内容と、対象を、子ども

たちとは何をもって子どもたちというのか、そ

して、具体的にどういう働きかけをしてどうい

う作業をするのかをもう少し詳しく教えていた

だきたいと思います。 

【松尾林政課長】 未来につなぐ緑の創生事業で

すけれど、森林教育としましては、具体的には

植樹をしていただこうと思っています。その意

図は、緑の少年団等もいますので、小学生がメ

インになるかとは思っていますけれど、やっぱ

り幼少の頃から木を植えて育ててというところ
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を体験することで、森林の大切さや、そこで植

えるときに単なる植えていただくだけではなく

て、森の大切さや働きというところを説明して、

理解を醸成する。それが行く行くは、やっぱり

森は大切だよねだけではなくて、山で働いてみ

ようかとか、あとは将来的には木造の家を建て

たいとかいうことにもつながっていくかと思っ

ていますので、先は長いですけれども、幼少の

頃からしっかりと森林の大切さを教えていただ

くための具体的なアクションとしては植樹とい

うようなことを考えてございます。 

【田川委員】 ありがとうございました。主に対

象が小学生、そしてまた、先ほどの答弁の中で

5年程度の下草刈りとかいうのがございました

けれども。ここで緑の少年団活動とか森林組合

等が行っているようですけれども、子どもたち

というのは、具体的な働きかけをどういうふう

に行うのか、その周知、募集、これがまず一点

ですけれど。次に、植樹というのが県営林でさ

れるのかなとは思うんですけれど、その点も含

めて、植樹の樹種、従来どおりにスギ、ヒノキ

でやるのか、あるいは広葉樹等で、一年中緑豊

かな、そして小鳥が、あるいは虫がさえずるよ

うな自然林を目指していくのか、本来あるべき

森林の多面的機能存続のために、そういう教育

も含めてするのか、その点も含めて、もうちょ

っと教えていただきたいと思います。 

【松尾林政課長】 今、委員からお話のありまし

た、具体的な樹種につきましては、スギ、ヒノ

キだけではなくて、例えばドングリ、具体的に

はクヌギや場合によっては桜なんかも植えて、

どちらかというと林政サイドで進めてきた施策

としては、しっかりと木材生産をしていこうと

いうことで、スギ、ヒノキを中心に推進して植

えてきたところですけれど、今回やる場所は、

県民の森というフィールドを考えてございます。

よって、これまでのスギ、ヒノキだけではなく

て、広葉樹を中心とした、また、場合によって

は低木なんかも植えて、そういう意味で多様な

森づくりというようなところを推進していこう

というふうに考えてございます。 

 周知の方法については、具体的にはまだ検討

段階ですけれど、やっぱりフィールドが県民の

森ということですので、本土地区を中心にした

ご案内の仕方になるかなというふうに考えてご

ざいます。 

【田川委員】 とかく林業というのは非常に大事

で、なかなか就労者も少ないし、注目されづら

い職種と現時点では思っていますけれど、やは

りそういう広報活動が非常に有効で、そして大

事じゃないかなと思っておりますので、引き続

き、きちんとこういう取組をしました、子ども

たちの感想も含めて、そういうものを発信して

いただきたいと思います。 

 私の質問は以上で終わります。 

【冨岡分科会長】 ほかに質疑はありませんか。 

【湊委員】 新しい試みの輸出拡大高付加価値化

事業費について質問いたします。 

 まず、この重点国、シンガポールなどと書い

てありますけれども、ここがほかにどういった

国があるのかというのと、本県農産物というの

が広くて、ここがミカンとかイチゴとかアスパ

ラガスとか、長崎和牛はちょっと難しいかもし

れませんが、そこがどういったところをアピー

ルしたい、どういった農産物をアピールしたい

というのと、独自のストーリー、こういうスト

ーリーというのも、何か独自のストーリーと書

かれても、どういったストーリーなのかよく分

からないので、歴史的背景とか、栽培方法なの

か、どういったことを、今考えられているのか、
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それをよろしくお願いします。 

【坪内農産加工流通課長】 まず、シンガポール

にしたのは、今、香港に輸出がかなり偏重して

いるところで、2番目に多いのがシンガポールで

ございます。そこをまず一つ、シンガポールを

ターゲットにしたということです。 

 農産物に対しては、イチゴを今回対象として

おります。イチゴは和牛に次いで第2位の品目で

あって、輸出の基盤がある程度できている品目

であるので、そこを今まで普通のスーパーに売

っているのが大体85％ぐらいあったんですけれ

ど、高級店を目指して、今度、そこを一般のと

ころの小売を少し減らして、ターゲットを高級

レストランとか、高級スーパー向けに今度売っ

ていきたいというふうに思っているところです。 

 先ほど言ったストーリーという話なんですけ

れども、やはり生産の特徴であるとか、イチゴ

の特性、歴史であるとか、生産者の思いなどを

分かりやすくストーリー立てして、シェフさん

たちに伝えていこうというふうに思って、そこ

で長崎県のイチゴのファンを少しでも獲得して、

高単価で売っていきたいというふうな事業でご

ざいます。 

【湊委員】 詳しく教えていただいてありがとう

ございます。そういうふうに書いていただいた

ら、こちらも応援したいなという思いももっと

強くなりますので、よろしくお願いします。 

 あと海外シェフを呼ばれると。スーパーに高

級なイチゴとして出したいということでしたけ

れど、シェフを呼ぶということは、交流会をし

て、シェフさんにスイーツを考えてもらったり

とか、そういうのもいいかなと思うんですけれ

ども、レストランで出すスイーツとか、そうい

う考えはあるのか伺います。 

【坪内農産加工流通課長】 そこは是非シェフさ

んたちを長崎に招致して、勉強してもらって、

ストーリーをちゃんとお伝えして、その上でし

っかりと現地でのシェフさんたちの交流会もし

っかりしていきたいと思っています。その中で

しっかりメニューもいろんなものを開発してい

ただこうというふうに考えているところでござ

います。 

【湊委員】 ありがとうございます。僕も長崎県

産のイチゴのファンですので、是非よろしくお

願いします。 

【冨岡分科会長】 ほかに質疑はありませんか。 

【下条委員】 私からは、新規事業のスマート農

業の普及拡大についてご質問いたします。 

 室長がご説明いただいたような形でデジタル

化は一定進んでいるということで、今回、事業

の内容もイチゴやミニトマト、そういったもの

の自動回収とか、こういったものを挙げられて

いますけれども、今回は農業分野において、人

が介入しない自動化技術の確立、オートメーシ

ョン化に取り組むと思います。つまり、今、取

り組んでいるデジタル化からもう一歩進むわけ

ですよね。どの程度まで県が進んでいくという

ふうにお考えなのか、具体例と、中長期的な目

標の姿、在り方ということがもしあれば教えて

ください。 

【渕農業イノベーション推進室長】 今回、どの

程度進むかというところで、事業名も次のステ

ージに進むという思いも込めて2.0というふう

にしておりますが、これまでがデジタル化とい

うことで、例えば施設園芸の中における環境の

温度だったり、水分だったり、湿度だったりと

か、そういったものを数字で見るというところ

からのデジタル化ということもありましたし、

ドローンを使って遠隔操作をするといった意味

からのデジタル化というところを進めてまいっ
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ているところです。まだまだこれは今後も普及

を横展開を図っていくということで重要な政策

になるんですけれども、今回、2.0でもう一段階

上がっていくという内容としましては、委員も

おっしゃったように、人が介在しないというこ

とで、今回は具体的に言いますと、実証するも

のとしましては、自動収穫機というものを書い

ておりますけれども、イチゴのロボットによる

自動収穫、AIで収穫適期のイチゴ果実のみを判

断して収穫するという機械を実証することだっ

たり、イチゴ、ブロッコリーというのはいわゆ

る一斉収穫がなかなかできない品目です。一度、

圃場だったりハウスに入って収穫した後も、遅

れて出てくる果実がありますから、それを人の

経験と目で判断して、今、収穫しているという

ような品目になりますけれども、そこをロボッ

ト化して、収穫適期にあるものだけを選んで、

選別して収穫するというロボット、AIを活用し

たロボットというものを今回実証していくとい

うのが一つの例になっております。 

 そういったいわゆるフィジカルAIといったよ

うなものになるのかもしれませんけれども、今

回、ステージ2.0におきましては、そうした農業

分野におけるフィジカルAIのこういう機器が出

てきたということもありますので、他県に先駆

けて今回は導入実証をしてみたいと、試験的に

ですね。まだまだもちろん人間のように器用に

動くものではありませんので、どういうふうに

使っていけるのかというところをしっかり見て

いきたいですし、それをまた農業者にもご覧に

なっていただきたいなというふうに思っている

ところです。 

 今後なんですけれども、次、ステージ3.0とい

うふうになっていくのかもしれませんが、そう

いったフィジカルAIの機能を持った機械が今後

もどんどん開発されてくるでしょうから、そう

いったものの導入を検討していきたいと思いま

すし、また一方で、先を見たところでいきます

と、今、例えば北海道大学を中心に研究コンソ

ーシアムで研究されているものがバーチャル空

間とフィジカル空間、現実世界との融合という

か、そういったものを農業分野に持ち込もうと

いう研究も進んでおりまして、例えばバーチャ

ル空間で無人のロボットトラクターを自動で走

らせて、その走らせたバーチャル空間の経験を

そのままロボットにデータとして移植して、そ

して実際の圃場でもロボットが無人で動くとい

うような研究というのが、今、進んできており

ます。次の段階の展望としましては、そういっ

たところまで見据えて、より今後、農業分野に

おきましては労働力がなかなか減っていく懸念

がありますから、そういったロボット、AIとい

ったものを積極的に活用できるような施策展開

というのも考えていきたいというふうに思って

おります。 

【下条委員】 分かりました。非常にイメージが

できました。こんないきなり言うのもあれなん

ですが、全部賛成です、私も。是非とも、どん

どんどんどん頑張っていただきたい。 

 全部いいなと思うんですけれども、一点、ち

ょっと引っかかっているというか、国がスマー

ト農業というのを言い出して数年になっている

んですけれど、その当時から思っていたんです

けれど、結構高いんじゃないかなと思うんです

よ、導入費用。この辺りの何か懸念点とか課題

とかどうですか、何か持たれていますか。 

【渕農業イノベーション推進室長】 まさに委員

がおっしゃるとおりでして、スマート機器、今、

便利だなと私も実感しているものがありました。

例えばラジコン草刈り機といって、リモコンで
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操作するだけで草刈り機が動いて、そしてばり

ばり人間が草刈りするよりも数倍の能力で草刈

りをするなど、そういった便利な機械があって

いいなと思ったんですが、その草刈りお幾らで

すかと聞くと、1台400万円ですとか、車が買え

るような機械というふうになっていきます。そ

ういった機械、それでも小型の機械でして、大

型のドローンとか、今、そうやって作業能力が

高い機械になりますと、やっぱり500万円、1,000

万円とどんどん導入経費が上がっていきます。

ですので、そうした機械、便利な機械ではある

のですけれども、各個人の農家が所有するには、

全ての機械を取り揃えるには、到底リスクが高

いというか、投資が大き過ぎるかなというふう

に思いますので、一つに、国も含め推進してい

るところが、そういった機械を操作する、作業

を受託して、そして請け負って、例えば農薬散

布を行ったりとか、草刈りを行うなどの受託す

るサービス事業体と私たちは呼んでおりますけ

れども、そうした機械を扱う専門の企業を活用

していくというのが一つの手段として、県もで

すけれども、国もそういった方向で進めていこ

うとしております。私たちもそのサービス事業

体に対する研修会等を行っております。 

 一つはそれもありますし、また、将来的には

例えば集落で、さっき言いました草刈り機など

では、集落単位で例えば1台あれば、随分と集落

の草刈り作業というのも楽になるかと思います

ので、そういった集団で機械を1台揃えるとか、

そういったようなやり方もあるかなというふう

に思っております。 

 なかなか機械が特殊というか、農業に特化し

た機械でもありますので、価格が下がっていく、

量産化して下がっていくというのは簡単じゃな

いかなと思いますので、個人で持つのではなく

て、集落で持つ、もしくはそういったサービス

事業体を活用するなど、工夫して活用していく

ことが必要かなというふうに思っておりますし、

また、機械の導入に当たっては、国等が設けて

おりますスマート農業転換促進事業といった補

助事業等の活用も進めてまいりたいというふう

に考えております。 

【下条委員】 分かりました。先ほどから、特に

田川委員がおっしゃっているような、部長お答

えになったように、1人200万円、それが3人ぐら

いおられるんですかね、600万円というお話があ

りました。こういったいわゆる小規模な事業者

さんにすると、この400万円とかを超えるような

導入費というのは現実的じゃないのかなと。私

もその分野が課題と思っていましたので、今の

室長のご説明があった受託をしてサービスを行

う、要するに取りまとめて、全体でやっていく、

プラス、県が皆さんの支援を導入でしていくと

いうことだとお聞きしました。分かりました。 

 どうしてもこういった導入費用がかかるけれ

ども、非常にメリットが高いというのは、いわ

ゆるスケールメリットが図れるもの。私、国が

スマート農業を言ったときから、最初からそれ

を思っていたんですよ。この事業費というのは、

小さい規模者が、大規模、大きなグループとい

うか、経営体があって、そして、要するに導入

費用は高いけれども、それを超えて余りある収

益を上げる効率化、イメージで言ったらアメリ

カのサクラメントの穀倉地帯とか、あれはほと

んど人いないですよね、大き過ぎて。ああいう

ものを想定してしまうような感じがあったんで

す。 

 一方、長崎においては、そういった大きなと

ころは、土地の問題もあったり、長崎市内でい

けば中間層の地域が多いですから、こういった
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ものにはなかなか合わないというのがあって、

お考えは正しいですし、高齢化や労働力が不足

していく中で、どうやって大切なこの事業体、

農業の事業体を維持していくかということは課

題ですから、スマート農業に行っていただきた

いんですけれども、この導入費が私は非常に気

にかかっています。 

 一つ、今おっしゃったようなサービス共同体、

こういったものでやっていくというものと含め

て、今後、そういった農業者の皆さんと、スマ

ート農業導入に当たって、コンセンサスを取っ

ていく必要があると思うんですね。この辺りは

どのように進めていくんでしょうか。 

【渕農業イノベーション推進室長】 委員のご質

問についてですけれども、まずコンセンサスを

取るというところにおきましては、スマート農

業をどのように産地に導入していくかとか、ど

ういった技術がそれぞれの品目であったり、分

野でフィットするかといったような情報も含め、

県の段階でもスマート農業の推進会議というも

のを令和3年から設けておりまして、私たち県の

機関であったり市町、それから農業団体と情報

共有をしているということが一つあります。 

 また、各地域の振興局段階におきましても、

スマート農業の推進体制というのを設けており

まして、実際に営農指導員だったり普及指導員

を通じて地域の農業者に技術を紹介し、またそ

の実演会であったり研修会、そしてまた、実際

に導入している方の勉強会といったものも各地

域段階で年間100回を超えるような機会を設け

て行っているところでございます。 

 今後も導入の考え方におきましても、そうい

った推進体制の中でしっかり皆さんに周知する

とともに、コンセンサス、同意を求めていくと

いうような形で新しい技術の導入を図っていき

たいというふうに考えております。 

【冨岡分科会長】 ほかに質疑はありませんか。 

【石本委員】 それぞれ皆さんからある程度出ま

したので、被る部分もあまりないと思うんです

けれども、ちょっと確認の意味でお尋ねします

が、まず最初のながさき農業基盤ステップアッ

プ事業費の中で、先ほど小規模農地基盤整備支

援については、2件の、これは対象全員という話

があったんですけれども、私個人的には、個人

というか個々の農家のいわゆる5ヘクタール未

満の小規模の基盤整備については、個人という

か、農業者も該当するのかなと思っていました

けれど、ちょっとそこら辺の確認です。先ほど

農協に対して2件という話だったと思うんです

けれど。 

【内田農政課長】 本事業につきましては、リー

ス用のハウスの整備等を前提にした事業になっ

ておりますので、それとセットでの基盤整備と

いうことで、今のところ2件という積算をしてご

ざいます。 

【石本委員】 ハウス整備、これも私も個別にこ

れまでも言ってきているんですけれども、今、

地元の松浦でも、例えば御厨地区なんかの果実、

ブドウ、それからメロン、今、アスパラもちょ

っと増えてきていますけれども、こういったハ

ウスについても、今後、後継者が少ない、それ

から施設の老朽化、なかなか技術はあるんです

けれども、今後、産地として5年、10年後に果た

して残るのかと。これまで本当にブランドとし

ても、ある程度、そういった御厨のブドウとか、

メロンとかいうものを、これまではある程度認

知されていた作物だと思うんですけれども、今

後を考えたときに、現状のままでは潰れていく

というのが目に見えているような状況なんです

ね。そういうときに、こういったハウスの整備
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をして、いわゆる団体で、個人じゃなくて、将

来的には法人化という話も出てくるかも分かり

ませんけれど、個人ではどうもできないという

ことを3軒、例えば5軒ある農家が集まって、施

設を広げて、新規にやって、そこにまたいろい

ろと親元就農とか、新規後継者とか、新規就農

者とか、そういった人を呼んでこられるような

施設に切り替えていかないと、なかなか難しい

なというふうに考えているんですよね。そうい

ったところも、今後、考えられるのかどうか、

ちょっと併せて。 

【内田農政課長】 今回計上しておりますのは、

大きな括りで言いますと、長崎農業構造転換ス

テージアップ事業という大きな括りがありまし

て、その大部分は令和8年度当初予算に計上して

いるものもございます。そのメニューの一つと

して定着型であったり、施設整備支援というよ

うなメニューもございますので、そういうもの

も活用していただきながら、支援に努めていき

たいというふうになっております。 

【石本委員】 今回、今、お話があったような内

容ですけれども、今後、ほかの地域も含めて、

例えばミカンハウスについても、個人での新規

拡大というかな、そういったものもなかなか難

しい状況にありますので、今後の課題として、

そういった個々の農業者に対する施設整備につ

いてもしっかり今後対応を考えていただきたい

というふうに思っています。 

 それから、これもさっき出たんですけれども、

農泊の関係で、200人以上の分については、個々

の、今民泊をやっている、各市町村でやってい

ますけれども、そことは別にやるという理解で

すかね。 

【岩間農山村振興課長】 200人を超える規模の

ところにつきましては、県が委託を予定してい

るんですけれども、そちらで調整機能を有して

いただいて、200人を超えるところにつきまして

は、そちらで調整して割振をしていただく。今

までのとおり200人以下で受入が可能というと

ころにつきましては、今までどおりに直接それ

ぞれの団体に申込をしていただくというふうに

考えております。 

【石本委員】 実態としては、松浦も、さっき言

われましたけれども、現在、コロナ禍以降、受

入する農家がやはり高齢化で少なくなっている

と。その中で最近はだんだんと復活してきてい

るけれども、受入体制がなかなか厳しいという

話も聞いています。そして新たに例えば受入農

家というか、民泊するにしても、今度、施設の

整備等が出てきて、これも簡単にいかない。そ

して、もともと受け入れる農家が高齢化してい

るということもあって、今後、現場もやっぱり

悩んでいるところなんですけれども、農家の収

入としては魅力のあるところで、是非続けて、

そういう現地を残していかないといけないなと

いうことで、それぞれ松浦の交流公社なんかも

いろんな知恵を出しながら、今、対応している

ようですけれども。今後、すみ分けというか、

なかなか200名で、今、修学旅行も例えば200人

いたときに、200人全部1か所に行くのではなく

て、やっぱり50人、30人に分かれてそれぞれ行

っているはずなんですよね。行っているはずと

いうか、そういうのが多いと思うんですけれど

も。ですから逆に現地の受入体制との連携とい

うか、そこら辺はやっぱりしっかりとやって、

それぞれスムーズな受入ができるように、そし

てまた、今、希望が多ければ、それを受け入れ

ることによって、各地区の民泊についても、所

得の向上につながるということがありますので、

それはそれぞれの現地としっかり連携をいただ
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いて、偏らないような方法を取っていただきた

いというふうに思います。 

 それから、水田農業の効率生産推進事業の方

ですけれども、これについても、新たな品種、

高温耐性のある品種を入れるというようなこと

になっていますけれど、今、どういうものを考

えられているのかということ、分かれば教えて

ください。 

【金崎農産園芸課長】 高温耐性品種につきまし

ては、委員ご存じかと思いますが、これまで「な

つほのか」とか「にこまる」を積極的に推進し

まして、全国でも2位になるほどの作付割合と導

入実績がございます。この中間に当たります「ヒ

ノヒカリ」に代わるものとして、試験場を含め

てこれまで試験を行ってきております。国の方

の品種の方で「みなもさやか」というのが、最

近、久留米の農研センターの方から発表がござ

いました。こちらの方、かなり収量も非常によ

ろしいという形もありますし、現場での少し試

験栽培を数名いただいたところの感触からして

も、非常にいいというふうに伺っております。 

 また、これまでどおり「おてんとそだち」に

つきましても、試験場の方、品種選定しており

ますので、この「ヒノヒカリ」に代わる2品種と

いう形の中で、今回、少し実証、現場の方へ行

かせてもらって、各産地の農家の方々から、実

際に作っていただいて、感想をいただいて、こ

のまま進めていいのか、ほかに代わる品種があ

るのかとか、そういったところをまた探索して

まいりたいと思っております。 

【石本委員】 この品種の交代というか、更新に

ついては、やはりある程度地域がまとまってや

らなければ、私のところもそうなんですけれど、

上と下が違えば大変なんですよね、水管理とか

田植の時期、稲刈りの時期。そういうことがあ

りますので、ある程度、地域としっかり連携し

ながら、やっぱりまとまって替えていかなけれ

ば、ちょこちょこしても本当にやりにくい、ど

っちにしても。 

 そしてもう一つは、自分の家で食べる米と、

それから出荷しようとか、ほかに売ろうという

米と、ある程度違うんですよね。やっぱり自分

の家だけではコシヒカリにしようとか、そうい

う話もあって、なかなか個々には難しいところ

もあるんですけれども、やはり品種を替えてい

くとしたときには、ある程度、規模的なものを

しっかり把握して、地域全体で替えていくよう

にしないと、なかなか効果が出ないということ

もありますので、そこら辺の対応もよくしっか

りしていただきたいと思います。 

 それから、これは全体に係ることですけれど

も、県の全体としての取組もそうですけれど、

中東情勢に伴う物価高騰対策、それから生産資

材、燃油、ナフサ等も含めて大変な時期で、農

家もそれぞれいろんな業種についても、それぞ

れやっぱり畜産で言えば当然飼料、普通一般農

家で言えば肥料、農薬、それから当然ハウスが

あれば燃油が出てきます。この高騰対策につい

て、今回の予算について、例えば農林だけに限

って言えば、あまり見えてこないところはある

んですけれども、そういった今回の資材高騰対

策、燃油高騰対策等についての何かあればお伺

いしたいんですが。 

【原田農林部長】 資材高騰の関係、燃油高騰も

含めた対策につきましては、令和8年2月、3月の

経済対策補正で県庁全体で組んだところでござ

います。あくまでも今回は骨格予算に続く肉づ

けの予算でございますので、活性化計画に基づ

く目標達成に向けた施策の展開をする上での手

段としてのこの事業でございますので、そこは
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ご理解いただきたいと思います。 

【石本委員】 2月の経済対策で出してきたもの

は、今も続いているということになるわけです

ね、引き続き。そこは農家の皆さん方が聞いて

もなかなかぴんとこないというか、そういった

支援が目に見えないというか、そういうところ

がありますので、そこら辺はまた今後の問題も

ありますから、しっかりとそれぞれの対応をお

願いしたいというふうに思っています。 

 それから最後ですけれども、森林の関係です

けれども、これも、今回、森林整備で1,000万円

かな、再造林促進が出ていますけれども、現在、

森林整備もなかなか進んでいないというのが実

態だと思いますし、森林を整備することによっ

て、鳥獣被害、特にイノシシ被害等が出ている。

これを防ぐためには、やはり森林の整備がまず

必要だし、今、中山間地での被害が特に大きい

わけですけれども、この被害がもたらすのは、

今度、中山間地の農地の荒廃、もうどうもなら

ないよと。これを防ぐのがやっぱり森林整備で、

これまでも里山整備事業というのがありました

けれど、そういった整備事業の現状と今後の動

きについて、分かれば教えてください。 

【松尾森林整備室長】 里山林整備の取組と今後

の方向性についてのご質問だと考えております。 

 里山の整備につきましては、市町が森林整備

について必要と認めた県民生活の保全上重要な

森林につきまして、森林環境税を活用しまして、

人集う里山づくり事業を実施しているところで

ございます。 

 具体的には、農地周辺の森林について皆伐や

間伐を行いまして見通しをよくし、イノシシが

近寄りにくい緩衝体を整備するなど、毎年約30

ヘクタール弱の森林において、里山の環境改善

を行っているところでございます。 

 今後の方向性といたしまして、里山林の財源

となっております、ながさき森林環境税につき

ましては、本年度が第4期の最終年度を迎えてお

ります。里山の整備につきましては、今後とも

継続が必要な取組と考えておりますが、現在、

関係者のご意見を伺いながら基本方針を取りま

とめているところでございまして、9月議会にお

示しし、ご議論をいただくこととしております。

その後、外部の有識者やパブリックコメント等

を通じた県民の皆様のご意見を賜りながら、基

本方針に沿った条例改正等に向けて検討してま

いりたいと考えております。 

【石本委員】 今の里山整備事業、本当にいい事

業といいますか、100％県費ですかね、いい事業

で、なかなか好評で、多分、県下も要望が多い

と思うんですよ。特に鳥獣被害の防止には本当

に一番効果があるというふうに思っていますの

で、今後も、令和8年度までの事業ということで

すけれども、これについても、引き続き、事業

を継続していただくようにまた改めて要望をし

ていかないといけないというふうに思っていま

すけれども、そういったことで、しっかり今後

とも取組について対応をお願いしておきます。 

【冨岡分科会長】 ほかに質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【冨岡分科会長】 ほかに質疑がないようですの

で、これをもって質疑を終了いたします。 

 次に、討論を行います。 

 討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【冨岡分科会長】 討論がないようですので、こ

れをもって討論を終了いたします。 

 予算議案及び予算に係る報告議案に対する質

疑・討論が終了しましたので、採決を行います。 

 第70号議案のうち関係部分、第84号議案のう
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ち関係部分、報告第2号のうち関係部分及び報告

第4号乃至報告第6号については、原案のとおり

可決・承認することにご異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【冨岡分科会長】 ご異議なしと認めます。 

 よって、予算議案及び予算に係る報告議案は

原案のとおり、それぞれ可決・承認すべきもの

と決定されました。 

 暫時休憩します。 
 

― 午前１１時４６分 休憩 ― 

― 午前１１時４６分 再開 ― 
 

【冨岡分科会長】 分科会を再開いたします。 

農林部関係の審査の途中ですが、午前中の審

査はこれにてとどめ、午後は1時30分から再開し、

引き続き農林部関係の審査を行います。 

 しばらく休憩いたします。 
 

― 午前１１時４６分 休憩 ― 

― 午後 １時２９分 再開 ― 
 

【冨岡委員長】 委員会を再開いたします。 

 午前中に引き続き農林部の審査を行います。 

委員会による審査を行います。 

 議案を議題といたします。 

 農林部長より総括説明を求めます。 

【原田農林部長】 農林部関係の議案についてご

説明いたします。 

 農水経済委員会関係議案説明資料農林部の2

ページ目をご覧ください。 

 今回ご審議をお願いいたしておりますのは、

第80号議案「財産の取得について」であります。 

 第80号議案「財産の取得について」は、長崎

県農林技術開発センターへ設置する碾茶製造機

器を取得しようとするものであります。 

 次に、農林部関係の議案以外の報告事項につ

いてご説明いたします。 

 農水経済委員会関係議案説明資料農林部の2

ページ目下段をご覧ください。 

 和解及び損害賠償の額の決定についてであり

ます。 

 県営事業で造成しました区画整理区域内の道

路におきまして、仮舗装接続部に生じていた段

差により、相手方が所有する乗用車に損害を与

えた事案1件及びレンタカーの事故に関わる事

案1件について、損害賠償金合計で10万1,587円

を支払うため、地方自治法第180条の規定に基づ

く軽易な事項として専決処分させていただいた

ものであります。 

 次に、議案外の主な所管事項についてご説明

いたします。 

 今回ご報告いたしますのは、原油価格高騰へ

の対策について、地域産業プランの策定につい

て、新規就農者の確保について、農業分野にお

ける特定技能外国人材の受入について、農産物

輸出の取組について、気高系県有種雄牛「大島

楓」号の現場後代検定成績について、ながさき

森林環境税について、長崎県行財政運営プラン

2025に基づく取組についてであります。 

 まず、3ページ目の上段をご覧ください。原油

価格高騰への対策についてであります。 

 中東情勢の緊迫化に伴う原油価格の高騰によ

り、ガソリン等のエネルギーや石油関連製品等

の価格上昇が続いており、農業分野においては、

生産資材であるハウスビニールやマルチ資材の

値上がり及び供給不安などの影響が生じており

ます。そのため、農林部としては、各振興局内

に相談窓口を設置し、社会的・経済的環境変化

により、経営・資金繰り等に影響が生じた農林

業者からの各種相談を受け付け、セーフティー

ネット資金の活用支援を含めた相談体制を整え
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ております。 

 また、国の重点支援交付金を活用し、農業資

材等のコスト上昇の影響を受けにくい持続的な

農業生産体制を構築するため、農業者等の生産

性向上、省力化に資する機械の導入や、既存施

設の長寿命化等の取組を支援するほか、県内製

材事業者等に対しては、省エネ施設・機械への

転換を支援しているところであります。 

 さらに、先日実施した国への要望においては、

原油価格・物価高騰等対策として、石油及び関

連製品等の安定供給や原油価格・物価高騰の抑

制のために必要な対策に万全を期すことなどを

強く求めてまいりました。 

 引き続き、国の動向を注視するとともに、関

係事業者への聞き取りを丁寧に行うなど、具体

的な影響を見極めながら、必要な対応を適切に

図ってまいります。 

 次に、3ページ目下段をご覧ください。地域産

業成長プランの策定についてであります。 

 国においては、地方から日本全体を成長軌道

に押し上げるため、強い経済の実現に重点を置

いた地域未来戦略について、本年夏を目途に取

りまとめ、地域ごとの産業クラスターの形成と

地場産業の付加価値向上に向けた支援を進めて

いくことが検討されております。 

 こうした中、国の地域未来戦略の取りまとめ

に先立ち、各都道府県に対して地域産業成長プ

ランの策定及び提出が求められており、今般、

取りまとめた計画案について、県議会のご意見

も踏まえ、今後、国に提出することとしており

ます。 

 このうち、農林部においては、農産物の輸出

拡大や販路拡大を推進することとしており、輸

出拡大については、水産物と併せて地域産業ク

ラスター計画に位置づけ、輸出先国の規制に対

応した産地づくりの推進や、販売先のニーズ等

を捉えたマーケットインによる販路開拓に取り

組んでまいります。 

 また、販路拡大については、地場産業成長プ

ランに園芸や農産、畜産分野を位置づけ、スマ

ート技術の導入や気候変動対策、担い手確保等

により安定生産体制を構築・整備するとともに、

販売力強化や流通バリューチェーンの構築など

を通して販路拡大につなげていくこととしてお

ります。 

 県としては、地域産業成長プランの目標達成

に向けて、関係団体と市町等と連携しながら、

必要な政策の構築及び推進に力を注いでまいり

ます。 

 続いて、4ページ目下段の新規就農者の確保に

ついてであります。 

 新規就農者の確保については、第3期ながさき

農林業・農山村活性化計画の目標として毎年313

名の確保を掲げ、様々な取組を進めてまいりま

した。 

 具体的には、就農までのワンストップ相談窓

口としてサポートする長崎県新規就農相談セン

ターによる東京や大阪、オンラインでの就農相

談会の開催、産地とJAが就農希望者を受け入れ

る産地主導型就農ルートの推進等により、新規

就農者の確保と育成を図ったほか、新規就農者

の親元就農や新規参入者等の施設・機械の導入

や、JAが行う園芸リースハウスの整備等により、

初期投資の負担を軽減しながら円滑な就農に努

めた結果、目標達成には至りませんでしたが、

令和7年度は235名を確保したところであります。 

 令和8年度は第4期ながさき農林業・農山村活

性化計画に基づき、新たに産地自らが就農希望

者を呼び込む取組をはじめ、快適で儲かる農林

業を実践している新規就農の優良事例等の情報
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発信の強化、相談・研修・就農までのワンスト

ップ窓口とJA研修機関と連携した受入体制の充

実などにより、新規就農者のさらなる確保につ

なげてまいりたいと考えております。 

 次に、5ページ目上段をご覧ください。農業分

野における特定技能外国人材の受入れについて

であります。 

 本県では、農業分野の労力不足に対応するた

め、長崎県及び民間派遣会社、JAグループの共

同出資により、株式会社エヌを設立し、令和元

年12月から農業分野等へ特定技能外国人材を派

遣する労力支援サービスを開始しました。 

 令和8年5月15日現在、カンボジアやインドネ

シアをはじめ、309名が県内外の農業・漁業の現

場で就労しており、さらに3名が在留資格申請等

の入国に向けた審査手続を進めるなど、特定技

能外国人材の確保と周年派遣に努めているほか、

農繁期の11月から6月は県内で、農閑期の7月か

ら10月は北海道や長野県、山形県など、他産地

で就労するリレー派遣に取り組んだ結果、昨年

度においても、3年連続となる黒字化を達成して

おります。 

 県では、さらなる特定技能外国人材の受入れ

拡大に向け、昨年度からWi-Fi設備や家電等の住

居周辺環境の整備に加え、国の重点支援交付金

を活用し、遊休施設の補改修、簡易宿泊施設の

導入などの住居整備の支援を行うことで、さら

なるリレー派遣の受入先や派遣人数の拡大を図

ることとしております。 

 今後とも、本県農業者のニーズに即した労働

者の確保を図ることで、産地の維持拡大や農業

者の所得向上につなげてまいります。 

 次に、5ページ下段の農産物輸出の取組につい

てであります。 

 本県では、農業団体、農業法人、流通関係者

及び県、市町等で構成される長崎県農産物輸出

協議会を中心に、シンガポールやマレーシアな

どでイチゴ、ミカン等のフェアを開催したほか、

輸出に関する情報提供やセミナーの実施、海外

バイヤーの招聘、初期商談やテスト輸出等の新

たな取組への支援を行うなど、農産物の輸出拡

大に向けて販路開拓・拡大に取り組んでまいり

ました。 

 令和7年度においても、農業団体や生産者の皆

様とともにタイの長崎和牛指定店である現地レ

ストランを訪問し、長崎和牛の認知度向上や輸

出拡大に向けたプレゼンを実施したほか、ステ

ーキ等の長崎和牛を使った料理を提供するなど、

現地飲食店等に対するトップセールスを行った

ところであります。 

 こうした取組の結果、令和7年度の本県農畜産

物の輸出額は、前年度比114％の約11億3,000万

円となり、順調に推移しているものと考えてお

ります。 

 令和8年度はシンガポールをはじめ、タイ、ベ

トナム、マレーシア等の周辺諸国に加え、アメ

リカやカナダ等の欧米への輸出拡大にも取り組

むこととしており、海外の規制やニーズに対応

した輸出産地を県内各地に広げられるよう、農

業団体や流通関係者等とも一層連携し、産地や

生産者の所得向上につながる農産物の輸出拡大

に力を注いでまいります。 

 最後に、7ページ目上段、ながさき森林環境税

についてであります。 

 ながさき森林環境税については、県民の皆様

に森林整備に係る費用を広く負担していただく

ことで森づくりに参加いただき、将来にわたり

継続して公益的機能を発揮できる森林の維持造

成に努めていくために平成19年度に導入した目

的税であり、5年ごとに効果検証を行いながら期
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間を延長し、現在は令和4年度から令和8年度ま

での期間とする第4期目を迎えているところで

あります。 

 第4期においては、荒廃した人工林を経営が可

能な森林とするため、約2,800ヘクタールの森林

整備をはじめ、農山村地域における市町・集落

と連携した里山林53地区の整備、高性能林業機

械による効率的な搬出間伐を行うための作業道

を約800キロメートル開設するなど、森林の公益

的機能の維持向上を図っております。 

 また、県民参加による森林整備や森林学習等

への支援により、森林ボランティアの登録団体

数及び団体会員数ともに税導入前の3倍以上に

増加するなど、森づくりを社会全体で支える意

識の醸成にも寄与しているものと考えておりま

す。 

 県としましては、今年度をもって第4期の課税

期間及び事業期間が終了することから、令和9年

度以降のながさき森林環境税を活用した森林環

境保全事業についての基本方針案を取りまとめ

ているところであり、県議会でのご意見やパブ

リックコメントによる県民の皆様のご意見を賜

りながら、今後の森林環境保全事業の在り方に

ついて検討してまいりたいと考えているところ

でございます。 

 その他の事項の内容につきましては、記載の

とおりであります。よろしくご審議賜りますよ

うお願い申し上げます。 

【冨岡委員長】 以上で説明が終わりましたので、

これより議案に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【冨岡委員長】 質疑がないようですので、これ

をもって質疑を終了いたします。 

 次に、討論を行います。 

 討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【冨岡委員長】 討論がないようですので、これ

をもって討論を終了いたします。 

 議案に対する質疑・討論が終了しましたので、

採決を行います。 

 第80号議案については、原案のとおり可決す

ることにご異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【冨岡委員長】 ご異議なしと認めます。 

 よって、議案は原案のとおり可決すべきもの

と決定されました。 

 次に、提出のあった政策等決定過程の透明性

等の確保などに関する資料及び政府施策に関す

る提案・要望の実施結果について説明を求めま

す。 

【内田農政課長】 政策等決定過程の透明性等の

確保及び県議会・議員との協議等の拡充に関す

る決議に基づき、本委員会に提出いたしました

農林部関係の資料についてご説明いたします。 

 農水経済委員会提出資料農林部の2ページを

お願いいたします。 

 補助金内示一覧表につきまして、令和8年3月

から5月までの実績について記載しております。 

 まず、直接補助金につきましては、2ページか

ら28ページに記載しております長崎県みどりの

食料システム戦略推進交付金など257件でござ

います。 

 また、間接補助金、こちらにつきましては、

29ページから37ページに記載しております新基

本計画実装・農業構造転換支援事業補助金など

94件でございます。直接補助金と間接補助金の

合計は351件となっております。 

 次に、資料38ページでございます。 

 こちらは1,000万円以上の契約状況につきま
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して、令和8年3月から5月までの実績を記載して

おります。 

 まず、公共事業以外委託でございますけれど

も、38ページから39ページに記載の農業経営体

賃上げ対策緊急支援業務など10件でございまし

て、一般競争入札の結果については、41ページ

から48ページに添付しております。 

 また、公共事業に係る委託につきましては、

40ページに記載の16件でございまして、それら

の委託に関する入札結果一覧表を49ページから

64ページに添付してございます。 

 次に、65ページでございます。 

 こちらは公共事業に係る工事につきまして、

65ページから66ページの記載39件でございまし

て、その入札結果一覧表を67ページから194ペー

ジに添付しております。 

 それから、資料195ページでございます。 

 陳情・要望に対する対応状況でございますが、

知事及び部局長に対する陳情・要望のうち、令

和8年3月から5月までの間に県議会議長宛てに

も同様の要望が行われたものに関しまして、195

ページから200ページ、こちらに県の対応を記載

しております。 

 本資料の説明は以上でございます。 

 続きまして、農水経済委員会の補足説明資料

2ページをご覧ください。 

 こちらは6月中に実施いたしました令和9年度

政府施策に関する提案要望について、農林部関

係の要望結果を説明するものでございます。 

 農林部におきましては、原油価格・物価高騰

等対策、農業生産・流通基盤整備の促進、生産

資材等価格高騰対策の3項目につきまして、知事、

副議長、農林部長により自由民主党、農林水産

省に対して要望を行いました。 

 このうち原油価格・物価高騰等対策について

は、燃油価格の高騰や石油関連製品の供給不安

により影響を受ける事業者の資金繰り支援、あ

るいはセーフティーネットの拡充など、経営安

定対策を講じていただくよう、鈴木農林水産大

臣に強く要望を行い、「しっかり取り組んでま

いりたい」と、こういったご発言をいただきま

した。 

 以上が農林部関係の要望結果でございますが、

今回の政府施策に関する提案・要望の実現に向

け、引き続き取組を推進してまいります。 

 以上でございます。 

【冨岡委員長】 次に、林政課長より補足説明を

求めます。 

【松尾林政課長】 令和6年6月定例県議会の農水

経済委員会の補足説明資料の「ながさき森林環

境税について」をご覧ください。 

 3ページです。 

 第1期から第4期までのこれまでのながさき森

林環境保全事業で行いました主な事業実績とし

まして、森林整備面積（青の棒グラフ）と赤の

折れ線グラフで、作業道の開設延長の累計を期

別に記載しております。 

 成果としまして、まず、当事業では6万ヘクタ

ールの人工林を循環利用することを目標として

いるところですけれども、平成19年度から20年

間の取組としまして、約5万5,000ヘクタールが

整備済みとなっております。 

 ちなみにこの成果としましては、税事業によ

る森林整備の事業効果を土砂の流出防止や水源

の涵養機能などについて貨幣換算しました事業

効果額は年間117億円となっているところです。 

 次に、4ページ目の実績②としまして、平成29

年度、第3期から取り組んでおります里山林整備

につきましては、集落周辺の巨木化した天然林

の伐採や鳥獣対策としてのバッファーゾーンの
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整備を進めておりますが、第3期の39地区に対し、

第4期では53地区と増加しており、地区の要望に

対応した生活環境の改善に寄与しているところ

でございます。 

 次に、実績③として、森林ボランティア登録

団体数は、税導入前の平成18年13団体から令和

7年56団体へ、会員数は312人から1,110人へと3

倍以上に増加しております。 

 また、森林環境税の創設から令和7年度までの

19年間で延べ21万7,000人の方々が森林ボラン

ティア活動に参加されており、森林保全に対す

る県民の参加意識の醸成と理解促進につながっ

たと考えております。 

 最後に、5ページ目の3にあります今後の見直

しスケジュール（案）ですけれども、7月に外部

の有識者から成るながさき森林環境基金管理運

営委員会にご意見を聞き、8月までに基本方針

（案）を取りまとめ、9月の本委員会において基

本方針（案）をご説明、そして、ご意見を賜り

たいと考えております。 

 以上で補足説明を終わります。 

【冨岡委員長】 以上で説明が終わりました。 

 次に、陳情審査を行います。 

 サイドブックスに掲載しております陳情書一

覧表のとおり陳情書の送付を受けておりますの

で、ご覧願います。 

 審査対象の陳情番号は10、11及び16となって

おります。 

 陳情書について、何かご質問はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【冨岡委員長】 質問がないようですので、陳情

につきましては、承っておくこととします。 

 次に、議案外所管事務一般に対する質問を行

います。 

 まず、政策等決定過程の透明性等の確保など

に関する資料について、ご質問はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【冨岡委員長】 質問がないようですので、次に、

政府施策に関する提案・要望の実施結果につい

て、ご質問はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【冨岡委員長】 質問がないようですので、次に、

議案外所管事務一般について、ご質問はありま

せんか。 

【宅島委員】 今日午前中に予算のところで通っ

たのでいいんですけれども、農泊について、詳

しく、例えば何歳以上から何歳までとか、1泊、

例えばお幾らとか、そういった決まり事、長崎

県内の決まり事はあるんでしょうか。 

【岩間農山村振興課長】 県内で特に何歳から何

歳までとか、受入の年齢を制限したりというの

はございません。 

 あと一般的に受入の値段なんですけれども、

場所場所によって異なってきますが、大体1泊2

食で1万円前後のところが多いのではないかと

思っております。 

【宅島委員】 そうでしたら、これは国の制度で

農泊という制度があると認識しているんですね。

必ず例えばそこの農家の方のところにお泊りし

たら、どこかその地域、エリアの例えば農業体

験をするというようなことが必須なんでしょう

か。 

【岩間農山村振興課長】 農泊の定義でございま

すが、国としては農山漁村地域に滞在していた

だいて、泊まっていただいたり、あと食とか、

様々な暮らしの体験をしていただくというのが

農泊と定義しておりまして、農泊の中でも受け

入れられる家庭の方が、宿泊、あと体験を一緒

にされるところもありますし、また、例えば郷

土料理づくり体験とかは、宿泊しているおうち
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ではなくて、別のところで一緒に30人とか集ま

ってされるパターンもございますので、地域に

よって様々な形で運営をされております。 

【宅島委員】 ありがとうございます。もし私が

農泊をしたいと思ったときに、どこに申し込め

ばいいんですか。 

【岩間農山村振興課長】 宿泊もされたいという

ことであれば、県下に農泊の実践団体というの

が30弱ぐらいございますので、そちらのそれぞ

れのところに申込みをしていただきまして、宿

泊、あとまたそれに伴い、それぞれで体験メニ

ューがございますので、そちらの団体で実践さ

れています体験メニューをお選びいただくこと

ができるかと思います。 

【宅島委員】 分かりました。農泊というか、農

家の民泊と、民宿の方は旅館業法、そしてこち

らの方は旅館業法じゃなくて、営業日数が180日

以内となっているということで、さっき調べた

ら、法律上そうなっているんですけれども、長

崎県内の農泊の契約、申請、これは届出制でオ

ーケーだと書いてあるんですけれども、どのく

らいの世帯が届けられているのか、県内全体で

ですね、それをお伺いします。 

【岩間農山村振興課長】 農泊でございますが、

農林漁業体験民宿という形で県の方では実施し

ておりますのが、旅館業法の規制緩和をしてい

るものでございます。もう一つの民泊、いわゆ

る空いた部屋をお貸ししているというのが、通

常民泊というふうに言われているもので、そち

らが年間180日の規制があるというものでござ

いまして、当課の方では農林漁業体験民宿と言

われるところを所管しておりまして、県内で直

近で800弱、780ぐらいの農林漁業体験民宿がご

ざいます。 

【宅島委員】 ありがとうございます。この農泊

を希望するというか、泊まるときに、おっしゃ

ったように、体験を必ずしないといけないのか、

しなくてもいいのかというのを聞きたかったん

ですが。 

【岩間農山村振興課長】 農林漁業体験民宿でご

ざいますが、その規制緩和の一つとして、体験

が必要となりますので、その体験もそのおうち

で一緒に料理を作るというのも体験になります

し、そこで野菜等を作られておりましたら、収

穫体験なども一緒に体験というふうになります

ので、宿泊されるときに、宿泊だけというのは

受け入れてございませんので、体験をしていた

だくということになります。 

【宅島委員】 午前中に直近、令和6年度かな、

数字のことも言われたと思うんですけれども、

例えば、長崎県内の県民の方が県内に農泊され

た人数は把握していらっしゃいますか。 

【冨岡委員長】 暫時休憩します。 
 

― 午後 １時５９分 休憩 ― 

― 午後 ２時 ０分 再開 ― 
 

【冨岡委員長】 委員会を再開します。 

【岩間農山村振興課長】 委員のご質問、県内の

宿泊数ということなんですけれども、申し訳ご

ざいませんが、ちょっと今の時点では把握がで

きておりません。 

【宅島委員】 分かりました。分かったらで結構

なので、教えていただければというふうに思い

ます。 

 とにかく県民の方の中でも、この制度をご存

じない方々が結構いらっしゃると思うんです。

ですので、例えばですけれども、ご夫婦でどこ

か行ってみたいねとか、そういったご夫婦がこ

ういった農泊を利用しながら、県内を宿泊して

回れるみたいなことがもしできれば、もっとも
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っと広く県民の方も、例えばですけれど、ホテ

ルとか旅館の数が足りていないエリアに行くと

きには、こういった農泊の制度を使えるんだと

いうことが広く認識されれば、もっともっと利

用されると思いますので、是非そこら辺も含め

て広く周知を図っていただきたいというふうに

思っております。よろしくお願いします。 

 終わります。 

【冨岡委員長】 ほかに質問はありますか。 

【中山委員】 質問しますが、新規就農者の確保

について、なかなか新規就農者を確保するとい

うのは大変難しいと思いますし、実質的にしか

し希望者が多いということでありますので、希

望を持って取り組んでほしいなと考えているわ

けでありますが。そういう中で、第3期ながさき

農林業・農山村活性化計画では、毎年313名の確

保を挙げているようでありますが、令和7年度

235名ということでありましたので、これについ

てどのように評価をしているのかというのが一

つと、もう一つは、この235名の就農前の前職、

どういう仕事、また、学生であったのか、そう

いう前職についてどういう把握をしているのか

という問題と併せて、新規就農した場合のきっ

かけとか動機、これについてはどのように把握

しているのか、まずその3点についてお尋ねした

いなと思います。 

【清水農業経営課長】 まず、令和7年度の新規

就農者の評価というお尋ねかと思います。 

 委員ご指摘のとおり、第3期活性化計画の目標

313名に対して、令和7年度235名という結果でご

ざいます。令和7年度についても、ワンストップ

窓口の設置とか、オンラインセミナーなどをや

っておりまして、相談から就農まで一貫した支

援をやってきましたが、いかんせん、社会全体

の人手不足といいますか、人材不足、こういっ

たところも相まって、なかなか農業の方の確保

が進まなかったということでございます。 

 10年前と比べると、人数的には増えておりま

すが、目標達成に至らなかった235名という実績

になったところでございます。 

 2つ目の新規就農者の前職の話でございます。

新規就農者のルート別の確保状況でございます。

235名の内訳につきましては、新規学卒、農高と

か農大の卒業生につきましては20名で、県内か

らの他産業からの就農については186名で、県外

からのUターンについては16名で、Iターンが13

名の計235名いうふうになっております。 

 就農に至ったきっかけというのが3問目かと

いうふうに思います。就農に至ったきっかけに

ついても、県内からの他産業からの就農という

のが一番多い状況を考えていくと、いろいろ情

報発信という話もございますが、やはり身近な

例えば地域の先輩とかそういったところの頑張

っている姿とか儲かっている姿、こういったと

ころがうまく情報が伝わって、農村出身の方々

が戻ってきて就農されたというようなケースが

多いんじゃないかと思っています。 

 ただ、全体的になかなかいろんな就農ルート

から確保を広げていかないといけないと思って

おりますので、やはりこれからも産地の魅力の

情報発信の強化というのが必要になってくるか

と考えております。 

【中山委員】 この評価、235名の、やはりきち

んと評価をしないといけないと思いますね。よ

くやったというのか、少し足りなかったという

のか、これはやはり目標は目標としながら、目

標が高かったのかどうかは別として、その評価

をきちんとするべきだというふうに思います。 

 それと、動機についても、どういう動機かき

っかけかについても、細かく分析していく必要
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があると思うんですよね。是非これについては

少し細かく分析する必要があると思いますので、

指摘しておきます。 

 そこで、ちょっと二、三お聞きしたいんです

が、長崎県新規就農相談センターによる東京・

大阪オンラインで就農相談会の開催とあるんで

すけれど、この開催状況、実績、どのぐらい相

談があっているのか、そして、ここから新規就

農者がUターン、Iターンを含めて約30名ぐらい

いたということでありますけれども、そういう

状況について、どのようにこれが変わっている

のかお尋ねしたいなと思います。 

【冨岡委員長】 暫時休憩します。 
 

― 午後 ２時 ７分 休憩 ― 

― 午後 ２時 ９分 再開 ― 
 

【冨岡委員長】 委員会を再開します。 

【清水農業経営課長】 申し訳ございません。 

 新規就農相談センターの令和7年度の都市圏

でのセミナーやオンライン相談の状況でござい

ます。 

 東京で主に5回、大阪で2回、名古屋で1回、福

岡で1回など、オンラインを含めて13回実施して

おりまして、ただ、実質の就農人数につきまし

ては、すみません、まだ把握していないところ

でございます。 

【中山委員】 ワンストップ窓口ということで、

それをサポートするということで1番目に書い

ているじゃないですか。重要な取組だと考えて

いるわけですよね。開催だけ分かって、何人が

参加したのか、そして、それによって何人が就

農したのか掴んでいないということについては、

これはちょっと問題がありますね。是非きちん

と把握するように要望しておきたいなと思いま

す。 

 それと、JAが行う園芸リースハウス、これは、

今、新規就農者が令和7年度においてどれだけ利

用されていますか。 

【冨岡委員長】 暫時休憩します。 
 

― 午後 ２時１１分 休憩 ― 

― 午後 ２時１１分 再開 ― 
 

【冨岡委員長】 委員会を再開します。 

【金崎農産園芸課長】 失礼いたしました。 

 令和7年度の実績につきましては、5産地取組

をさせていただいております。この中に新規就

農者1名ほどは入っておりますので、すみません、

正確に何名とは、手元に今ちょっとないのです

が、1名入っておりますので、5名は就農されて

いるというふうに理解しております。最低5名は、

5産地が取り組んでおります。 

【中山委員】 僕は部長が書いた説明書に基づい

て質問しているんだから、それでちょっと待っ

てくださいとか、それはちょっとおかしいよ。

すぐ答えないと。 

 それと5産地で5名ということになるのか。5産

地で取り組んでいるけれども、実質的にそれで

1名ずつ新規就農者が利用しているのか。 

【金崎農産園芸課長】 その数字について、正確

にございませんので、後ほどご説明差し上げさ

せていただきたいと思います。失礼しました。 

【中山委員】 さっき言ったように、部長がちゃ

んと説明したのは、これは皆さん方が各課の中

で寄せ集めて書いているわけでしょ。そんなこ

の中で質問されることについては、やはりある

程度調べておく必要があって、ちょっと待って

くださいではちょっと残念ですね。別途、後で

農林部長を含めて、これは反省しないといけな

いなと思いますね。よろしくお願いします。 

 それでは次に、令和8年度第４期ながさき農林
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業・農山村活性化計画においては、新規就農者

は何名目標にされておりますか。 

【清水農業経営課長】 第4期ながさき農林業活

性化計画の新規就農者の確保目標は、年間265名

というふうにさせていただいております。 

【中山委員】 人口減少もあるんだと思うんです

けれども、第3期から第4期、かなり新規就農者

を減にするわけでありますけれども、是非この

265名を達成するように頑張っていただきたい

と思います。 

 それでは、2つほどちょっとお聞きします。 

 僕がいいなと思ったのは、産地自らが就農希

望者を呼びかける取組とあったけれど、具体的

にこれはどういうやり方をするのか、その内容

について、方法についてお尋ねいたします。 

【清水農業経営課長】 委員お尋ねの、産地自ら

新規就農者を呼び込む取組でございます。 

 これについては、ながさき産地“農”の魅力

発信事業を活用して、新規就農者の受入を希望

する産地におきまして、まず産地や農業の魅力

をSNS等で情報発信をいたしまして、興味を持っ

た方々が産地に来て、見学会とか体験とかで触

れていただくとか、あと相談を受けるなどの対

応をして、受入体制を整備していくと。あと、

受入農家への研修も想定をしているところでご

ざいます。 

【中山委員】 基本的に産地自らが希望者を募っ

ていくということが大事だと思いますし、それ

によって、自分たちが呼びかけて入ってくれば

やはり当然責任感もあるし、お互いにコミュニ

ケーションも取れて、離農率も減っていくんじ

ゃないかと思いますので、積極的な取組を期待

しておきたいなと思います。 

 それともう一点いいなと思うのは、新規就農

優良事例の情報発信の強化とありますけれども、

令和7年時点において、新規就農者の優良事例を

どういうのがあるのか具体的に説明していただ

いて、それを受けて、今後、どう取り組んでい

くのか、令和8年度の取組について併せてお願い

したいなと思います。 

【清水農業経営課長】 令和7年度の優良事例と

申しますか、これまでの優良事例とありますが、

新規就農者が産地で受け入れられて、そこで技

術等も教えていただいて、例えば「ことのうみ

いちご部会」のように、就農当初でも数年でも

かなりの高収量を得られて、所得も上がったと

いうような好事例、こういったところを、私た

ち、今、県のホームページでもロールモデルと

いう格好で紹介をしているところでございます。 

 ただ、そういう優良事例がなかなかうまく伝

わっていっていないというのが現実でございま

す。 

 私たち、今年度から魅力発信事業等を用いま

して、そういった優良事例をもう一回整理をし

直して、いろんな県内外の興味を持っている

方々に見ていただくような情報発信を工夫して

やっていきたいと。それで触れてもらうことで

相談件数を増やして、新規就農者の確保、増大

を図っていきたいというふうに考えております。 

【中山委員】 新規就農者の優良事例を発信する

ということは非常に大事なことだと思うんです

よね。それでイチゴとかやっているということ

だったから、それはそれとして、イチゴの分に

ついては、ある程度、声を聞けるんですけれど

も、それ以外にも優良事例というのはあると思

うんだよな。その辺をやはり徹底して、少し優

良事例を全国的にＰＲ、発信していくというこ

とは大事だと思いますので、優良事例を選んで、

そして、その人自らの声で発信の強化に取り組

んでいただくよう期待しておきたいと思います。 
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 そこで、最後になりますけれども、学生が20

名程度ということでありましたけれども、本県

には農業大学、そして農業系高校がありますよ

ね。特に農業系高校というのは、諫農なんかは

全国的でもすごい名声を上げた実績もある学校

だというふうに思って、私も長崎に諫農ありと

いうような、そういう思いをしているわけであ

りますけれども。ほかにもありますけれども、

農業系高校から就農というのはかなり少なくな

っているという話も聞いているんですけれども、

大体どの程度いますか。 

【清水農業経営課長】 新規学卒ということで数

字を今まとめておりますけれども、10年前と比

較して、新規学卒者が平成27年度52名、令和7年

度は20名ということで、約半分以上減少してい

るというような状況でございます。 

【中山委員】 是非この辺の農業系を含めて、工

業系もいいでしょうけれども、商業系も含めて、

普通高も含めて、これの在高校生に対するやは

りもう少しＰＲというのかな、農業の魅力を発

信する必要があるんじゃないかと思うんですよ

ね。是非これを含めて、ひとつ県内の高校に対

する農業の魅力発信について、最後に課長にそ

の決意をお聞きしたいなと思いますが。 

【清水農業経営課長】 委員ご指摘のとおり、若

年層に対する農業の魅力をしっかり伝えていく

必要があるなということで、魅力発信について

は、やはりどんどん工夫して、情報発信力を強

化したいというふうに思っています。 

 あと、今、取り組んでおりますが、農業高校

との連携ももっともっと強めて、農業高校の特

にその生徒や先生たちへ農業の魅力を再度また

発信するのと併せて、あとほかの普通高校にも

情報発信ができるように努めてまいりたいと考

えております。 

【中山委員】 この事態については了解いたしま

すけれども、是非、諫農も含めて、これも含め

てすばらしい学校もあるわけですから、それを

含めてＰＲするのと併せて、農業大学もあるわ

けですから、それを対応しながら、長崎県の若

い人に農業の魅力を徹底的に浸透するまでＰＲ

をしていただくことを要望して質問を終わりま

す。 

【冨岡委員長】 ほかに質問はありませんか。 

【石本委員】 先ほども事業外のところのつもり

で質問したんですけれども。森林環境税につい

て、今、ここで報告がありましたけれども、こ

れについては、先ほども言ったとおり、大変森

林整備に関する有効な事業の一つと思っていま

すので、是非とも今後とも引き続き継続できる

ような方向で検討していただきたいと思います

し、全国的にも、今、森林の整備で五、六十年

で伐採して、また植え直すというのがあると思

うんですけれども、全国的に花粉症を少なくす

るような品種というのか分かりませんけれど、

そういう新たな植え替え時に更新していくとい

うのがあると思うんですけれども、本県として

はどのような対応をされているかお伺いします。 

【松尾森林整備室長】 花粉症対策の本県の取組

状況についてのご質問ですが、本県におきまし

ては、国の補助事業を活用しまして、花粉の少

ない苗木の供給体制の整備や、その苗木を活用

した花粉の少ない森林への転換を図っておりま

して、令和7年度の実績といたしましては、花粉

の少ない苗木15万4,000本、それから国の事業を

活用した植え替えの面積は60ヘクタールとなっ

ております。 

【石本委員】 これもまだ継続して続けていくと

いうことですかね。 

【松尾森林整備室長】 今後とも計画的に花粉の
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少ない苗木の供給拡大を図るとともに、花粉の

少ない森林の転換、推進してまいりたいと考え

ております。 

【石本委員】 それからもう一点ですけれど、こ

れ、今、国でも検討されていますけれども、来

年の4月から食品消費税について引き下げる方

向での検討がなされて、まだ決定はされており

ません。ただ、これは消費税率もまだ未定です

けれども、引き下げられた場合に、県下の大多

数の中小規模農家に影響が出てくるというふう

に考えておりますけれども、そういったことに

ついてどのように県として考えられているかお

伺いしたい。 

【清水農業経営課長】 委員ご指摘の食料品の消

費税減税の動きに対する対応というお尋ねかと

思います。 

 現在、国に設置された社会保障国民会議で議

論されているかというふうに考えておりますけ

れども、県といたしましても、消費税の税率が

どのようになるのか、あと減税に伴って農業者

がどのように影響を受けるのかという話や、あ

とそれに対してどういうふうな支援対策を国が

講じるのかなどなど、国民会議や国の動き、こ

ういったところを注視してまいりたいと考えて

おります。 

【石本委員】 簡単にいかないだろうと私も思っ

ています。消費税に関連してそれぞれ支出の変

更とか、またその関連する機器の変更とか、い

ろんな要素があって、簡単にはいかないと思い

ますけれども、もしなるとすれば、減税という

のは間違いないわけですから、そうなると、や

っぱり中小規模の農家の手取りが減るというの

は間違いないですね。そういった場合に、今後、

国の動向も注視しながら、また、農業団体とも

十分意見交換しながら、もう少し国の方向性が

はっきりしないと、そういったこともできない

かとは思うんですけれども、一応可能性はある

ということですから、そこら辺も頭に入れた対

応を今後ともよろしくお願いしたいと思います。 

【冨岡委員長】 ほかに質問はありませんか。 

【田川委員】この長崎県行財政運営プラン2025

についていろいろ記載があるんですけれども。

林業公社についての話になるんですけれど、こ

の文章を読むと、非常に順調にということなん

ですけれども、具体的にどうすれば順調に返済

がいくのか、何をもって順調なのかということ

で、利子返済だけで順調というのか、それとも

元本を減らして、何年までには完済になるとか。

そこで具体的にお尋ねしますけれども、搬出間

伐による木材販売値増大、これがどの程度計画

どおり進んだら、これは順調というのか、これ

も一つ数字でお知らせ願いたいと思うんですけ

れど。 

 また、J-クレジット販売ですね。J-クレジッ

トも前回一般質問でお尋ねしたら、九州全域で

見たら、長崎県はかなり進んでいるということ

で喜ばしいご報告だったんです。これもさらに

進んでいるのかどうか、そこら辺ですね。 

 最後に、日本政策金融公庫からの借入残高と

いうことも順調というんですけれども、現在、

どの程度残って、先ほどと重複しますけれど、

いつ返済できるのか、総額と返済計画を改めて

現時点における現状についてお尋ねいたします。

よろしくお願いします。 

【松尾林政課長】 林業公社の経営についてのお

尋ねですけれど、まず、資料として提出してお

ります行財政改革プランの中身についてご説明

したいと思います。 

 経営そのものは、計画に従いまして、これま

で順調にという表現がいいのかどうか、連続7期
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の黒字を達成しているところなんですけれど、

大きな要因は幾つかあると考えています。 

 まず、取組の内容としましては、林業公社に

対しまして、県及び14の市町で、会員は19です

けれど、無利子の貸付けをしています。ですか

ら、日本政策金融公庫さんは有利子の資金にな

りますけれども、県と市町は林業公社に無利子

で貸付けしていますので、そこに対する金利の

負担が発生していないというようなところは経

営上大きいというふうに考えています。という

のは、林業公社の経営というのが、そもそも林

業そのものもそうなんですけれど、植えてから

伐採まで、ずっと50年、80年と育てる期間があ

って、収穫は一番最後にというところを考えま

すと、植えてからずっと育てる経費をどこから

か借りて、そこで運営していかざるを得ないと

いうような事業スキームになっています。とい

うことは、本格的な伐採が到来するまでは、な

かなか主たる収入源というのが発生しないとい

うところもあって、県としては市町と共同で無

利子の資金を貸し付けてと。これは経営上大き

な要素の一つだろうというふうに思っています。 

 また、林業公社については、木材販売も積極

的に取り組んで、国の補助事業を活用すると、

主伐よりも間伐でしっかりと山の手入れをしな

がら、補助金もいただいてという形の方が、よ

り少ないコストで経営ができますので、その辺

であったり、公社さんは公庫からは有利な資金

を用意していただいていますので、その辺もど

んどん借入を進めながら、公社の経営体質を強

化しているというようなところでございます。 

 実際のところ、目標としましては、この5年間

で、公庫からの借入れを5年間で3分の1削減しよ

うということで計画を立てて、13.4億円になり

ますけれども、それを5年間で、つまり年間でい

くと約2.7億円ずつを削減していこうという計

画に対しまして、実質13億7,000万円を返済した

という形で計画を何とか達成していると。 

 一方では、ただ、資材の高騰であったり、担

い手の問題であったりとか、環境変化は逐次起

こっていますので、当然ながらこれに楽観する

ことなく、予断を許さない状況ではございます

けれども、しっかりと公社として経営改善に努

めているところを県としても指導して、またそ

れは支援してまいりたいというふうに考えてい

ます。 

 具体的な間伐の面積等については、大体、最

近でいくと約780ヘクタールぐらいの搬出間伐

を行っていると、800ヘクタール弱ぐらいを行っ

ているというところでございます。 

 委員からご指摘のあったJ-クレジットは、ま

ず最初に認定を受けたのが3万トンほどござい

ます、認証を受けたのが。それから追加で3万

5,000トンぐらいを公社さんは認証を受けてい

ますので、以前、ご答弁させていただいた内容

と今も変わらず、国内ではかなりの認証量をも

ってJ-クレジットに積極的に取り組んでいる団

体ということでご認識いただいて間違いないと

いうふうに思ってございます。 

 残高ですね。今、公社の借入れの残高は全部

で294億円です。引き続き、これについて返しを

しっかりと、令和46年までが返済期間になって

いますので、294億円、内訳としましては、県が

237億円、市町から31億円で、公庫から26億円と

いうような内訳になってございます。 

【田川委員】 ありがとうございました。おっし

ゃるように、とにかく順調ということで、頑張

っていただきたいんですけれども。お話の中で、

林業というのは植樹して60年が主伐になるとい

うことで、主伐になっているんじゃないですか、
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今、時期が。ですから、今植えたものが令和46

年とかいう話じゃなくて、そもそもの計画は主

伐ができる60年生、あるいは70年にもうすぐな

るんですけれど、そのために植えて切る、その

時期が来ている。ですからこれは、今、景気の

動向にもよるんですけれども、本来であれば、

今、大きく育った木を、一番いいときだと思い

ます。あと20年後になると、80年の木となると、

むしろ利用がしにくい状況もまた生まれてくる

という話もありますので、できれば今がその時

期ですので、おっしゃることはよく分かって、

一番最初だったらそれでよかった。しかし、今

は主伐の時期ですよ、植えてから何十年もかか

って現在があるわけですよね。ですから、この

中に木材販売増大ということですけれども、具

体的に本当に急いで、日本全国そうですけれど

も、長崎県はその中でも一生懸命頑張っておら

れる、これも高く評価するんですけれども、む

しろ長崎県に倣えというような、J-クレジット

はすばらしい取組で大変高く評価したいと思い

ますけれども、その点について、一般質問でも

海外輸出というお話もさせていただきましたけ

れども、その点についての販売増大ということ

であれば、どういう取組を具体的に考えられて

いるのか、あれからまだ時間も経っていません

ので、計画でもあれば、あのときも輸出コンサ

ル等について、市場調査、東南アジアについて

の、その点についてもご指摘させていただいた

わけですけれども、それについて、実際、どう

いうふうに木材の輸出等について市場調査、そ

してまた、コンサル業者に対して働きかけをさ

れたのか、よろしくお願いします。 

【松尾林政課長】 木材の輸出、前段の伐採につ

いてですけれど、確かに委員ご指摘のとおり、

昭和34年に対馬林業公社が発足しまして、伐期

を迎えているというのはそのとおりではござい

ます。 

 一方では、国の方も一気に、当初は50年ぐら

いで伐採しようというような計画を持っていた

んですけれども、今は80年、戦後植えられた山

を一気に切っていくのは環境保全上もよろしく

ないと。公益機能を維持するためには、長く森

林である、ほとんどの山は戦後資材として切ら

れた山が多うございますので、高度経済成長に

よってかなり丁寧に切って植えたというような

森林が県内全体の森林の4割ですけれど、多うご

ざいますので、それを一気にまた伐期を迎えた

からと切っていくよりも、長く育てて、少しず

つ搬出間伐等の補助を充実させながらやってい

こうというのが国の政策としてもありますので、

その辺も有効に活用しながらやっていければと

いうふうに思っているところでございます。 

 一方、輸出関係なんですけれど、実際、輸出

あるんですけれど、木材の場合は、今の県内の

主要な樹種はヒノキでして、今、積極的にやら

れているのはスギというふうに認識しています。

ヒノキはスギよりも成長が遅うございますので、

土地所有者さん、森林所有者さんや事業者さん

等々と相談しながら、輸出が本県の場合は、当

初、韓国に長崎の木は結構人気があったので出

していたんですけれど、今、韓国の経済もちょ

っと停滞していてマーケットが縮小気味と。中

国に至っては低質材をやっているので、どうし

ても国内のバイオマス事業との競合ということ

で、県内の事業者さんはどっちかというと海外

に持っていくよりも国内のバイオマス工場に持

っていきたいという思いがありますので、為替

であったり、海外の商取引の問題であったりと

かいうところを鑑みますと、まずは国内の近場

でマーケットがあれば、そこに持っていきたい
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というところが今の県内の事業者さんのニーズ

かなというふうに考えていますので、引き続き、

マーケットとしては研究しながら考えていきた

いと思っております。 

【田川委員】 ありがとうございます。そもそも、

国の政策が間違っていた、当時のですね。日本

全国それに従って、とにかく山を切って、北向

きの斜面から何から、これは将来的にどうなの

かというのも、とにかく切りなさいということ

でやってしまった。その後、安い外材が入って

きて、本当に山を持っていれば銀行よりも金持

ちになれると騙したやつですよ、実際は。 

 しかし、それで長崎県だけではなくて、全て

の地方自治体が苦しい状況になっている。 

 ですから、国の、先ほどおっしゃった、順次、

一遍で切ってしまえばとか、それも違うと思い

ます。ですから、独自に長崎県は長崎県で新し

い木材の販売の手法を、国がいろいろ言わなく

ても、長崎県は単独で、一応最西端の県になり

ますので、中国、韓国、そして東南アジアへ向

けて、伊万里湾から、とにかく長崎モデルでい

ろいろ輸出しようじゃないか。そうしないと、

令和46年でしょ。死んでいないですよ、私は。

そのときになったときに、100年木とかいって、

切ってもしょうがない、切りようもない、そし

てまた、46年になったところで、管理がされて

いませんので、意味がないような、利用できな

いような木材、森林も出てくる可能性が出てく

る。 

 そういうのを考えたときに、今こそ長崎県な

らではの森林行政、独自にやっていただきたい

と思いますので、J-クレジットをはじめ、いろ

んな思い、十分分かりますので、外国に対する

販路拡大、いろんな手法を見つけていただきた

いと思いますので、よろしくお願いします。 

 以上で終わります。 

【冨岡委員長】 ほかに質問はありませんか。 

【大久保委員】 私からは、畜産振興について、

まずちょっとお尋ねいたします。 

 肉用牛と思いきや、今回肉用牛は、今、あの

ときからすれば大分高値、原価は別として、飼

料代とか高騰していますけれども、高値推移は

しているんじゃないかというふうに思っており

ます。 

 一方、今、養豚など、養鶏もそうなんですけ

れども、あまり広げても大風呂敷になるので、

養豚についてちょっとお尋ねしますけれども。

今、畜産について養豚も上がっていると聞いて

おります。ただ、今の状況を県としてどのよう

に捉えられているのか、ちょっとその見解を、

捉えをちょっとまずは聞きたいと思っておりま

す。養豚業について教えてください。 

【森畜産課長】 畜産についての大久保委員から

のご質問でございますが、おっしゃるように、

肉用牛の方の子牛については、昨年度からどん

どん全国的に価格も上昇してきていまして、一

方、資材の価格の方もありますけれども、繁殖

農家さんは好ましい状況の価格かなというふう

に思っています。 

 一方、肥育農家の方が導入についてはちょっ

と厳しい部分はあるかと思いますけれども、安

いときに導入した牛が、今、出荷されている状

況ですので、肉用牛については枝肉の相場、子

牛の相場は安定している状況かなというふうに

思っています。 

 一方、豚の方のご質問でございましたが、豚

の方も、枝肉の相場としましては、過去にない

ような、昨年からずっと高値で推移しています。

当然、豚はコストの部分の大半を占める飼料が

高値で高止まりしているというところが、コス
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トの部分でどうしても課題はありますが、今の

相場でいくと、まだ経営の部分では、養豚経営

においても、全然大丈夫ということではありま

せんけれども、今の相場の中では安定している

状況かなというふうに思っています。 

 畜産物価格全体が物価高騰等の影響があった

りとかして、牛肉を食べきらずに豚肉にシフト

しているとか、そういう消費者の動向もあった

りして、そういうのもあって、豚肉の価格が高

値になっているかなというふうに思っておりま

す。 

【大久保委員】 おっしゃるように、今、肉用牛

が高くなれば、そこにシフトして、豚、そして

鶏というふうに連動しているというふうには聞

いてはおります。 

 養豚については、肉用牛ほど戸数は県内あり

ませんけれども、状況を聞くと、ちょっとそこ

にギャップというか温度差があって、大変厳し

いという声を聞きました。田川委員ともちょっ

と聞いたんですけれども、これが5月でした。中

東情勢もありながら、いろんな情勢が厳しいと

いうのは全てにおいてなんですけれども、その

中でも養豚業も厳しいということで、わざわざ

呼ばれているぐらい、10戸ほどの、100も200も

ある養豚業界じゃないんですね。その中で10軒

ほどの方々が集まって、そんな話を聞きました。 

 そこは今の県の見解としてもそこまで悪くな

いんじゃないかということですけれども、飼料

はやはり牛と違って全量購入飼料ということで、

経費の6割、7割が飼料だと言われております。

もちろん高くなれば、そこはセーフティーもあ

るでしょうし、豚マルキンというのもあるし、

牛同様、支援はしているんだというふうなこと

は言われます。そういった支援というのは十分

にあるというふうに捉えられて、あとは民民の

中でやられているというふうに捉えられている

んですか。支援は、今、経営が厳しいというと

ころをどう捉えられているのか。そんなことは

ないということであるとしても、国が、また県

がしっかり支援をして、制度がというふうに思

われているのか、確認だけです。 

【森畜産課長】 大久保委員おっしゃるように、

牛と同じように豚の方もセーフティーネットで

価格差補塡の事業も組んでいまして、生産者が

負担する積立金に対して県の方も支援している

というような状況もありますし、あと豚につき

ましては、活性化計画と同様に、養豚について

も県の方で養豚振興計画というものを掲げて、

その中で予算とか確保しておりますけれども、

その中で環境対策であったりの部分での補助事

業、支援であったり、金額が農家さんの方の意

見として十分あるかと言われればと思いますけ

けども。ただ、それ以上に必要な施設について

は、国の事業を活用して施設整備することもで

きますし、今の県下の養豚農家に対する県の予

算の考え方としては、これまでをずっと維持し

ながら予算をつくってきている状況であります。 

【大久保委員】 ありがとうございます。当然、

現場の声をお聞きされながら政策はつくられて

いると思っておりますし、国も同様、あると思

っております。 

 牛もそうなんでしょうけれども、今までも厳

しいときは独自に支援をされてきて乗り越えて

きた部分もあります。 

 通常、今、固定化されたセーフティーという

のはありながらも、そこに乗っからないこと、

もう一つ手だてが要るときには、その時々でさ

れてきて、今があるというふうにも思っており

ますので、堆肥とか牛にはない環境というとこ

ろ、そういったところが余計に経費に反映され
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ているというのも養豚業だというふうに思って

おりますので、どうかまたさらに現場の声を聞

いていただいて、対応いただければというふう

に要望だけさせていただきます。 

【森畜産課長】 ありがとうございます。私ども

も養豚農家の方ともいろいろ意見交換しました。

その中で、大久保委員おっしゃるように、養豚

の部分に特に影響してくる心配する部分という

のは、水質の、養豚の場合は堆肥、うんこの処

理のほかに、水処理、尿の処理がどうしても必

要なので、その尿の処理をする中で、浄化処理

する中で放流水というのが、どうしても水質の

規制が年々厳しくなってきています。その部分

に対する農家さんの心配というのは私たちも聞

いています。大久保委員の方からお話があった

日に、私たちも個別にまたいろいろお話を聞い

たりとかしたりもしましたので、それについて

はその時々の対応に必要な新たな技術とか、そ

ういうのも情報提供しながら、試験場の方でも

研究をやっていることもありますので、そうい

う情報をつなぎながら、農家さんの戸数もかな

り絞られてきていますので、いろいろ話合いを

する機会を持てますので、いろいろ連携を取っ

て、話を聞いていきたいというふうに思ってお

ります。 

【大久保委員】 ありがとうございます。養豚業

に対してのまた引き続きの特段のご配慮もいた

だければと思っております。 

 聞く話では五十数戸ですかね、経営体、県内

にあるということですけれども、その中身を見

れば、経営体が飼料会社、要は買取を会社ごと

されてという経営の中身が変わられているとい

うような動きもあるということで、できれば今

までの自分たちの経営で続けていきたいという

養豚業の皆さんの思いがあられるみたいなので、

そこ辺りは十分に汲み取っていただければと思

います。 

 もう１点いいですか。 

 毎回、言わせていただいているんですけれど、

今回、政府が重点投資ということで、戦略17分

野を掲げられました。370兆円の投資と、2040年

までにと言われております。 

 テレビでも今ここは大々的に発表されており

ますけれども、どちらかといったら産労分野、

工業分野、長崎県においてはそこが目玉になっ

ておりまして、この農林関係で投資を呼び込む

ような材料、またはそういった意欲があられる

のかを当局農林部に聞きたいというふうに思っ

ております。 

【内田農政課長】 昨日、一昨日と、この地域産

業成長プランに関わる議論があったことは私も

承知しておりまして、特に国の支援が行き届い

ているものとしては、考えておられるものとし

ては、一番大きな戦略産業クラスター計画に位

置づけたものについて、国も具体的に支援をす

るというような形になっております。 

 九州の中でどういう議論がなされているかと

いいますと、国、特に九州経済産業局が主導で

策定しております九州地域の戦略産業クラスタ

ー計画素案というのがございまして、こちらで

は5つの分野が選定されております。そこには産

業労働部が中心となるような、その半導体であ

ったり、造船というのも含まれていまして、そ

の5つの中の1つとして、食、観光、ヘルスケア

というような5つの中の1つの分野がございます。

九州の計画のここの中の1つでは、国の17分野と

どういう関係があるかというと、昨日からも話

があっているような植物工場が主要な技術とし

て選定されているようなフードテックというも

のが位置づけられているような状況にございま
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すので、そこは我々としてもしっかり注視して

いく必要があるというふうに考えております。 

【大久保委員】 まだ注視をしていくという段階

なのか、植物工場4.6兆円と一応内訳はあるんで

すけれども、ここ辺りの可能性を探っていくと

いうことなんですか、注視というのは。どこか

の動きを待つのか、県として取りに行く意向で

動くのかお尋ねします。 

【内田農政課長】 繰り返しになりますけれども、

戦略産業クラスター計画に基づくプロジェクト

といいますのは、国のインフラ等の支援を行う

ということで表明されておりまして、既に造船

などの一部の分野につきましては募集がなされ

ているというふうに聞いています。 

 ただ、フードテック等の分野につきましては、

大きな考え方として、システムや研究で得られ

たデータを国内外に販売して稼ぐといった国の

基本的な方向性が示されたという段階でござい

まして、まだ募集には至ってないような状況で

ございますので、今は国の動き等を見極めてい

るという段階にあるかというふうに考えており

ます。 

【大久保委員】 私も今のところでの知識では、

要はこの植物工場というのは、閉鎖型、LED型で

もいいですけれど、工場をぼこぼこ全国に建て

るわけではなくて、植物工場というものをモデ

ル的に研究して、そして完成、実装できるよう

に、ビジネス化して、このシステムを国内、国

外に売ることによって、これだけの投資が生じ

てくるということなんですよね。私はそう今の

ところ聞いているんですけれども、いかがでし

ょうか。 

【内田農政課長】 私たちの理解としても、委員

が今お触れになられたように、そのシステムや

研究で得られたデータを国内外に販売し、それ

で稼いでいくということで、国内にそういう工

場をどんどん建てるといった類いのものではな

いというふうに理解しております。 

【大久保委員】 確認できてよかったです。まず

はということですね。その後、国内にそのモデ

ルができれば、ぼこぼこ建つかもしれないし、

それこそ、それを今度は輸出ということで、新

幹線とかじゃないですけれども、輸出していく

ということですよね。土壌とか水が少ないとこ

ろでも、そういうモデルが、国でもですよ、と

ころというのは、そういった輸出ができるよう

に、この技術をということですね。 

 そこで私が思ったのは、今日もスマート農業

2.0ということで、人が介入しない自動化技術だ

とかなんとかとありますけれども、私はこうい

う延長線に植物工場というのがあるんじゃない

かと思っております。全く長崎県がそこのフー

ドテックとかをやっていないわけではなくて、

実際にこうしてやっているじゃないですか。自

動化も含めたり、効率化も含めてやられている、

試験場でですね。そこ辺りのそのスマート農業

というところと植物工場というのはどっちがで

すかね。全く違うのか、関連しているのか。私

は植物工場4.6兆円に可能性があると思ってい

るんです、長崎県は。手を挙げる可能性も権利

もあると思っています。そこを確認したいもの

で、植物工場と4.6兆円書いてあるのと、スマー

ト農業をこうやってされているのと全く違うの

か、関係するのかをお尋ねしたいと。 

【金崎農産園芸課長】 スマート農業の技術に関

しましては、先ほどからございますように、環

境制御という話の中で、本県非常にイチゴの環

境制御の方で収量が伸びて、産地の方も拡大し

ているという状況でございます。 

 委員からお話がありました、いわゆる植物工



令和８年６月定例会観光生活建設委員会・予算決算委員会観光生活建設分科会（７月１日） 

- 152 - 

場、ちょっとイメージの世界がまだあるのかも

しれません。私たちも閉鎖的な中で、レタス、

葉物なんかがよく作られているところをすぐ想

像するんですが、今、おっしゃられたところで

言いますと、その延長線上、どこかで接点があ

るのかもしれませんので、先ほど農政課長の方

から話がありましたように、全体的な動き含め

て、しっかり情報収集をしながら、他県に後れ

がないように、我々も取り入れられるような規

模とか、どれぐらいだったら採算が合うのかと

か、そういったところも情報収集しながら、こ

れから人が減る中で、産地を維持する中で必要

なものだと思うのであれば、やっぱりそこは推

進していくことも研究していきたいというふう

に思っております。 

【大久保委員】 農業分野では、ある意味、ここ

しかないんですね、重点投資の中で。ここもテ

レビでこれだけ賑わせて、長崎県は工業が中心

なんですといったら、一次産業者は何だこれは

関係ないんだとなるし、県はどうしているのか

と言われますし、我々も言われたときに説明つ

かないし、やれるだけはやる必要があると思っ

ております。 

 九州もフードテックとは一応掲げてあります。

長崎県も素地はあると思っておりますし、これ

だけ中山間地が多いこの地域、長崎県において

は、私はこういったことをやることで、そこは

農業の課題先進地として土地がないという、佐

賀へ行ったら、ものすごく広くて、北海道じゃ

ないですよ、隣へ行くだけで羨ましいような土

壌で。そこ辺りの課題先進地として、ここを取

りにいく必要が私はあると思っております。今、

現にされていますし、そういう地の利だからこ

そ、ここは2040年に向けて、4.6兆円のうち100

億円でも200億円でも貰おうという気概はあっ

ていいんじゃないかというふうに思っておりま

すし、農業者のためにも、そこは取りに行くと

いう姿勢は、もう一段階ギアを上げていただき

たいなというふうに思っております。今のとこ

ろ、少し九州だとか国の待ちという感じが見受

けられますので、どうかそこ辺りをもう少し、

もう一歩、出てもらえればなというふうに思っ

ております。何かありましたら答弁お願いしま

す。 

【内田農政課長】 先ほど答弁しましたように、

一定、長崎県にも素地であったり親和性という

のはある部分もあると考えています。 

 ただ一方で、その具体的なプレーヤーである

とかインフラ整備、こういう要件等もあるとい

うのは、これも事実でございますので、事業者

の情報収集などをしっかり行いつつ、また、農

林部、水産部だけではなくて、産業労働部、企

画部等ともしっかり情報共有、連携しながら、

県としてどういう対応ができるかというのは考

えていきたいというふうに考えております。 

【冨岡委員長】 ほかに質問はありませんか。 

【石本委員】 すみません、先ほどちょっと一点

抜かしていたものですから、確認です。 

 畜産の関係ですけれども、現在、子牛価格が

80万円超して、今月、平戸でも83万円ぐらいで

したかね、平均で。畜産農家も何とか一息つい

ているなという状況なんですよね。この子牛価

格の上昇の原因についてどういうふうに把握さ

れているか、ちょっとお伺いしたい。 

【森畜産課長】 値段が上がる要因としましては、

需要に対する供給がやっぱり少ないということ

が原因かと思っています。というのは、全国的

に繁殖農家、繁殖牛の頭数が、本県もそうなん

ですけれど、少し減ってきている状況に対する、

今度、需要の方が多い状況で、これは長崎だけ
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ではなくて全国的にそういう状況で、子牛価格

が上昇している状況かと思っています。 

【石本委員】 当然、私もそこは分かっているん

ですけれども、何で減っているかという話です

よね。例えば繁殖農家が少なくなっているのか、

状況から見れば、高齢化して生産の方が減って、

その分はそのほかの受入というか、周りでカバ

ーしている状況だと思うんですけれども、その

ほかに特に減っている原因というのが何かあれ

ばちょっと教えてください。 

【森畜産課長】 先ほどの説明の中では頭数のこ

とだけ言っていましたけれども、やっぱり農家

の高齢化による、また、今、辞めていかれてい

る農家さんというのが、少ない頭数を高齢の方

が飼っている、少頭飼いの高齢の方たちが、昨

年から値段は少し上がってきたんですけれども、

その前の一時期の子牛価格が安かった頃から少

しずつ廃業しているということが、全国的に農

家戸数の減少ということがあるのかなと。 

 一方で、若手の新規就農なり後継の方に、地

域によっては取り組んで、規模拡大をやってい

るところもありますが、それを十分補えていな

い状況かなというふうに思っております。 

【石本委員】 言いたかったのは、そこの原因を

はっきり押さえることによって、生産農家数は

減っているけれども、いわゆる需要と供給のバ

ランスで価格が上がっているということであれ

ば、そこをうまくやれば、本県の畜産業につい

ても、底辺をレベルアップすれば、しっかりと

した、また畜産業で食っていける土台ができる

と思うから言っているわけで、そこをしっかり

分析して、どこに力を入れれば、この畜産業を

継続できる、もしくは、今以上に発展させられ

るかということをしっかり見据えて対応してほ

しいなということで言ったことです。 

 それともう一つは、今、繁殖農家はいいんで

すけれども、半面である、いわゆる肥育農家、

この辺の対応についてもやっぱり併せてしてい

かなければ、肥育農家がいなくなれば、今度、

子牛もまた価格が下がってくるという状況にな

りますので、そこ辺りの対応はどのように考え

られているのか。 

【森畜産課長】 委員おっしゃるように、需要者

の方が肥育農家になりますけれども、今、肥育

農家の方が出荷されている牛というのが、1年半

前に導入されています。ということは、一番子

牛が安くなっていた頃に導入した牛ということ

で、比較的、今、枝肉の相場も安定している状

況の中では、まだ収益の部分で益が出ている状

況ということで、当然、先ほどのセーフティー

ネットの国の施策の中で価格差補塡ありますが、

その分は当然、今、出ていない状況、販売の方

が高いということで、出ていない状況です。 

 ただ、今の80万円を超えるもと牛を導入した

後の肥育というのが、1年半しか出荷が伴ってこ

ないので、そこは国も、この前、新聞にもあり

ましたが、1年半後の来季枝肉相場をちょっと危

惧する部分はあるというようなことがありまし

た。 

 今の肥育農家の今後のことについては、先、

どうなるかによりますけれども、経営の状況、

資金繰りとか、そこら辺、必要な部分について

は、資金繰りの対策とかいう部分は必要になっ

てくる対策かなというふうに思っております。 

【石本委員】 関連してですけれども、来年、北

海道全共、1年前ですね、8月からですから。そ

れに向けて本当に努力されているとは思います

が、あと1年を控えて、県として2012年時の長崎

県で開催されたときのように、本当にトップを

狙うという意気込みでされていると思いますけ
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れども、それに向けた対応については、今現状

どのような状況なのか、もういけるぞというよ

うな体制ができているのかどうか、ちょっとお

伺いしたい。 

【森畜産課長】 今おっしゃる全国和牛能力共進

会ですが、来年、初めて北海道の方まで渡ると

いうことで、かなり遠距離になりますので、こ

れは九州各県、宮崎、鹿児島含めて、そこら辺

の対策というのは必要になってくるかと思いま

すが、一度、こっちで全共があっていた頃には

北海道から来ていたわけで、昨年行われたホル

スタインの全共も北海道でやったんですけれど、

本県から北海道へ行っています。輸送の部分は

いろいろ工夫して考える部分が必要になってく

るので、それについては全共に向けた県の推進

協議会の中でいろいろ調査もしながら対応を取

ることとしています。 

 肉牛で長崎全共のときに日本一を取りました

ので、それ以降、宮城、鹿児島では逃してきて

おりますので、また北海道全共で奪還を目指す

というのは当然のことです。ただ、地元北海道

が物凄く頑張ると思いますので、負けないよう

にということは思っています。 

 一方、種牛の方も、今後、生産される牛たち

が来年の対象になってくるということで、今、

生まれている部分も含めて、その巡回とかとい

うものも含めて、県の推進協議会を中心に今か

ら積極的に取り組んでいくものというふうに思

っております。 

【石本委員】 ちょうど、今、種牛の話が出まし

たので、それも言おうかと思っていたんですけ

れど。ここに出ている大島楓が出ているという

話ですけれど、このうち、ほかにも3頭いますけ

れど、2頭は松浦産なんですよね。そしてまた新

たに種牛を出すというふうに頑張っています。

そういう力の入れようが、やっぱり入れられる

というのは、今、子牛価格がまた上がってきた

からこそ、そういう意欲が出ているんですね。 

 そして、話を聞くところによると、なかなか

県北地域以外のところがあまり熱がないなとい

う話も聞いています、全共に対しても。そうい

う意味では、しっかりと今回の全共も、本当に

距離があっていろんな問題があると思うんです

けれども、そこら辺をしっかり県としても克服

していただいて、本県の種牛である牛が、いい

成績が上げられるように、しっかりと、あと1年

ですけれども、対応していただきたいというふ

うに思いますので、よろしくお願いします。 

【冨岡委員長】 ほかに質問はありませんか。 

【田川委員】 先ほど大久保委員からちょっと話

がありましたけれども、ほかにも同僚議員、先

輩議員とで、養豚業者の方と各地区代表の方と

いろいろ苦情、窮状をお伺いした中に、今から

協議されて対応していきたいというお話だった

んですけれども、業者、あるいはいろんな制度

も含めて、研究機関とか、それが時間的に間に

合うのかどうかと思えるぐらい非常に困惑され

ていました。 

 その一つが、ご承知のとおりに、聞いた話、

その人たちの話の中では、環境基準が非常に厳

しくなって、新たな投資で豚舎を増やすとか、

そういう生産に伴うような支出ならまだいいん

ですけれども、その環境基準に見合うような設

備をするために何千万円かかるとか、何百万円

かかると。それはお金を生み出せませんので、

それが非常に苦しいというお話だったんですよ。

そうであれば、もう辞めざるを得ないわけです

よね。特に豚糞、豚尿ですか、非常に迷惑で、

それを研究していくとかいう状況で果たしてい

いのかどうか。国に対して特区申請とか、ある
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いは特別にそういう環境、糞尿対策費とか、単

独で補助してくれるとか、その次元で対応して

いただかないと、私は大変な状況になるんじゃ

ないかなと、皆さんの本当に困った顔を見て思

いましたので、その点について、もう一度、今

までの研究機関、あるいは国等の制度を活用し

てというようなことではなくて、もう一歩進ん

で、長崎県独自に何をやる、今、和牛の話で、

世界的にも和牛というのは評判がいいですけれ

ど、その一方で、養豚業者は糞尿問題等で非常

に苦しんでいるというのを、もう一度、認識し

ていただいて、ご答弁をお願いします。 

【森畜産課長】 当然、私たちも養豚農家のこと

を考えていまして、うちの県はどっちかという

と、養豚農家に対する県の対応としては、よそ

の県に負けないようにやっているというふうに

思っています。といいますのも、先ほど大久保

委員の方からもお話がありましたが、50戸程度

まで戸数も減少しているんですが、なかなか養

豚農家というのは、今の豚熱もそうですけれど

も、衛生対策が非常にまた一方で厳しいもので

すから、農家間の交流は、なかなか農場内への

出入りというのは病気の感染もあるのでできな

い中なんですが、そういう環境の問題にしても、

飼養管理の部分についても、県も養豚振興計画

の中で研修会を毎年県下を集めてやってきたと。

こういうものをなかなかやっているところはな

いと思うんですけれど、そういう中で、先ほど

おっしゃっていただいた水の処理の問題とかと

いうのも、当然、私たちも分かっています。こ

れは長崎県だけに係る基準ではなくて、全国一

律に係る基準ですので、全国の養豚農家が当然

課題としてあるわけですけれども、それをクリ

アする中では、リンの成分が、今、法令基準を

満たすためには厳しいとかいうことで、そのリ

ンを除去する技術というのも、簡易に除去する

技術とか、そういうものを農技センターの畜産

研究部門でもやっていますし、そういう研究成

果を農家さんにも示しながら、農家さんがやれ

るものについてはやってもらうというようなこ

とで、全然相手にしていないわけではなくて、

一緒になって考え、悩んでいっているつもりで

すので、農家さんとは私たち、結構、養豚協会

を含め、密接にいろいろお話もしていますので、

そういう話は今までも、今からもやっていきな

がら対応していきたいというふうに思っていま

す。よろしくお願いします。 

【田川委員】 ありがとうございます。決して手

を抜いているとか、そういう話じゃないんです

よ。今おっしゃったように、九州全域、あるい

は全国的に見ても、長崎県はかなり、今のお話

にあった、自信を持ってやっているという自負

心が伝わってきましたので。とはいえ、なぜそ

ういう状況の中で苦情が長崎県全域から集まっ

て、代表が、私たちに話をしなければならない

のか。本当に切羽詰まっているんじゃないかな。

ですから、これ以上のことはできませんよとい

う思いも伝わって、若干。随分やっているとい

うのは伝えました。そこで新しい技術、リンの

お話も伺いましたけれども、ほかに、これは農

林部だけに限らないと思うんですけれど、もっ

と広範囲に、水処理業者というのが、公共下水

道も含めて、いろいろ専門的な業者があると思

いますので、これは長崎県の水の研究所ですか、

処理とか、独自の研究だけじゃなく、広く民間

にいろいろ依頼するとか、そういうのがあると、

また一層進むんじゃないかなと思いますけれど

も、そういう企業を、この前、視察にも行って

お話ししたら、そういうお話があればチャレン

ジしたいというお話も伺っております。ですか
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ら、そういうところと連携してやっていただい

て、長崎県だけじゃなくて、全国的にそういう

環境基準が厳しくなったのであれば、全ての養

豚業者が同じ問題で苦しんでいるということで

すので、長崎県モデル、長崎県が開発した技術

等も活用して、とにかく養豚業界は長崎から救

うんだ、長崎の養豚業者は本当にうれしいとい

って、長崎の県庁の畜産課長がとにかくよくし

てくれたといって、いろんなことをしてくれた

ということで、伝説になるようなことを取り組

んでいただきたいと思いますので、これはもう

要望で終わりますので。要望というか一点だけ、

民間事業者、先進的な水処理の事業者に対して

調査、そしてまた依頼をしていただけるのかど

うか、お尋ねして終わります。 

【森畜産課長】 情報収集をやっていきたいとい

うふうに思っております。 

【冨岡委員長】 ほかに質問はありませんか。 

【山本副委員長】 すみません、1点だけです。 

 先ほどの石本委員の質問の中で消費税の話が

ありました。先般の新聞記事の中で中小農家へ

の仮に食料品の消費税が1％になった場合に、中

小農家全体で3,000億円ぐらいの影響が出るの

ではないかと。80万ぐらいの戸数と考えたとき

に、1戸当たり40万円ぐらいではないのかという

ような試算が出ていました。 

 一方で、このうち1,000万円以下のいわゆる免

税業者という方が約9割弱、それから5,000万円

以下の簡易課税の方が1割ぐらいだろうという

数字が出ていたんですけれども、今、長崎県の

現状として、簡易課税とか免税の方がどれぐら

いいらっしゃるのか、そして、この影響額とい

うのを試算されているのかをちょっと確認した

いんですが。 

【清水農業経営課長】 委員お尋ねの免税事業者

と簡易課税の事業者が農業でどのくらいいるの

かという話でございますが、そのデータについ

ては公表がされておりませんので、把握しかね

るところでございます。 

 あと影響額についても、まずどういう人たち、

どういう人数が影響を受けるかという話も含め

て試算するには、かなりの前提条件が必要にな

ってくるかというふうに思っておりますので、

試算は行っておりません。 

【山本副委員長】 分かりました。この新聞記事

に出ていたのは、これは民間のシンクタンクの

数字だと思うんですけれど、何か拾えるものが

あれば、そういったものも参考になるのかな。

漠然と午前中の認定農業者の所得階層というお

話がありましたけれど、こちらは所得なので、

売上げと少し違うかもしれないですけれど、若

干スライドさせれば、大体どれくらいいらっし

ゃるのかというのは把握できるのかなというふ

うに思っておりますので、まだ決定はしており

ませんけれども、仮に決定した場合には、来年

の4月というふうな話、もちろん納税はまた先で

すけれども、そういった影響を、かなり声も聞

いておりますので、検討できるものがあれば検

討していただければなと思います。 

 それと別に、先般からの中東情勢の影響で、

肥料価格が高騰していると。今後さらに高騰す

る可能性があるということで、これもすみませ

ん、記事で恐縮なんですけれど、県の方で対策

会議を開いたという記事が載っておりました。

3年前か4年ぐらい前のウクライナのときには、

いわゆる直接的な差額の補塡であったり、それ

から施肥の効率化であったり、堆肥の活用であ

ったりというふうな方向だったんですけれど、

今回はどういうふうな方向で取り組んでいこう

とされているのかお伺いします。 
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【渕農業イノベーション推進室長】 対策会議を

6月15日に県の関係機関のみならず、市町、農業

団体の担当者に集まっていただきまして、開い

たところです。 

 そこで行った対策としまして主なことは、ま

ず、現状産地、農家が取り組めることをしっか

りやっていきましょうというところを、今回、

対策会議で皆様にお伝えしたところです。 

 1つは、やはりその土壌診断に基づく適正な施

肥をやっていきましょうと。なかなか土壌診断、

土壌分析といったところをしっかりやれていな

いところもあるのではないかということで、い

ま一度、土壌診断の重要性を皆様にお伝えした

ところでした。 

 また、農林技術開発センターが開発しました

簡易な土壌診断アプリというのを今年の2月に

リリースされておりまして、そういった新しい

ツールを紹介しまして、例えば分析センターま

で持っていくのが、時間的にだったり、手間と

いうか、そういったものを煩わしく思われる方

は、そういった振興局等のお手伝いをいただき

ながら、簡単にですけれども、簡易な分析にな

りますが、そういう分析をして、そしてそこの

肥料を入れる圃場に必要量というのを改めてち

ゃんと測って入れましょうと。そうすることに

よって、コスト削減にもつなげましょうという

ことを一つ技術として紹介したところです。 

 そして、効率的な施肥技術の実践ということ

で、1つは低コスト肥料というのがあります。肥

料というのが窒素、リン酸、カリという3要素が

主成分になっておりますけれども、例えばリン

酸、カリというのが、先ほど言いました土壌分

析等で過剰な畑におきましては、リン酸、カリ

のそもそも含んでいる量が少ない肥料というの

は安くでも売っていますので、そういった低コ

スト肥料もうまく使いましょうということの指

導であったり、また、肥料をやる部位を畑全体

にやるという今までのやり方ではなくて、植え

付けている場所だけにやる局所施肥という技術

がありますので、そういった局所施肥の技術の

紹介であったり、また、局所施肥を行う機械の

導入に関する事業の紹介、補助事業の紹介とい

うことを行いました。 

 3つ目が、有機質資材の活用ということで、先

ほど副委員長がおっしゃいました令和4年の肥

料危機のときに、県内で施設を整備しました、

先ほどちょっと話題になっていました豚ぷん堆

肥をペレット化しまして、そのペレットを従来

の肥料のリン成分、リンの部分と置き換えて、

県内の豚ぷんから作ったペレットを混ぜて作っ

た配合肥料が、昨年2月から県内で組合肥料を全

農の方で販売を始めているんですけれども、そ

の豚ぷん入り配合肥料といった肥料を活用する

ことによって、農家の肥料費コストを1割から2

割削減できますということになりますので、そ

ういった肥料の推進を行ったり、また、県内に

あります家畜ふん堆肥の地域内での活用であっ

たり、緑肥といったもの、そういった植物、ソ

ルゴーとかえん麦とか、そういった緑肥を植え

て、収穫する農産物を植え付ける前に、そうい

った緑肥を植えて、緑肥を土にすき込むことで、

肥料成分として使うという技術のことを紹介し

たところです。ちょっと説明が長くなって申し

訳ありませんが、前回の対策会議の折にはそう

した技術を紹介していきました。 

 今回、まだ私たちとしましてはその技術をし

っかり浸透させようということで考えておりま

して、対策会議の折にも紹介しましたが、今、

申し上げたような主に3つの対策、その対策を農

家各戸でしっかり取り組めているかというチェ
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ックをしてもらいながら、農家の肥料費の低減

を図っていきたいと思っておりまして、今月、

チェックシートを県内で約8万部資料としまし

て、チラシを作って配布しようと思っておりま

す。各地域のJA等の広報誌等にも織り込んでも

らうように、今、相談しているところでして、

そういった配布の方法を考えまして、8万部とい

うかなりの部数になりますけれども、農家の皆

さんに周知を図っていくように考えているとこ

ろです。 

【山本副委員長】 大変丁寧にありがとうござい

ました。 

 先ほどの消費税の話というのは、手取とか収

入が減る、税抜の収入が減る話で、この肥料価

格等の高騰の話というのは、今度、コストが上

がる話になります。だからどちらにしても中小

農家に限らず、農家さんにとってはやっぱりい

わゆる収益を圧迫する、所得を減らす要因にな

ってくるかと思います。時期的には多分少しず

れるのかなと、それぞれの影響の時期はずれる

のかなとは思うんですけれども、こういったこ

ともちょっと考慮しながら、消費税の話は国の

方になるのかもしれないんですけれども、県と

してどのような影響があって、どういう支援が、

仮に県でも少し何かできるとした場合に、どう

いう形がいいのかといったところも含めて、あ

らかじめ検討していっていただければなと思い

ますので、よろしくお願いいたします。 

【原田農林部長】 今、ちょっと消費税の話が来

ておりますが、消費税を議論されている社会保

障国民会議の実務者会議で、今、ずっと様々な

議論がされて、今、中間取りまとめというもの

がされているところでございます。 

 その際に、仕入れ額の控除の還付が受けられ

ない農業従事者がいるということはしっかりと

そこに明記されておりますし、そこに農林の生

産現場に支障が生じないように留意しつつ、現

場の納得感のある対応を検討するというふうに

なっております。 

 当然、国が影響を見極めた上で、過去の様々

な支援策を参考としながら、予算措置も含めて

検討するというふうになっておりますので、県

でちょっとできる、できないというところはな

かなか難しいので、まずはしっかりと国の動向

を見極めながら、農業団体と、先ほどもちょっ

と委員からお話ありましたけれども、農業者団

体、JA等ともしっかりとタッグを組んで、一体

となって、必要な措置も国がしっかりと講じて

もらうよう、必要なタイミングで声を上げると

いうことも考えていきたいなと思います。 

 また、先ほど来、肥料の話ございますけれど

も、秋肥え肥料の値段が上がるということはは

っきりしております。そこで、さほどの支援、

セーフティーネットがあるわけではございませ

んので、まずはイノベーション推進室を中心に、

今ある対策で何ができるかということを早めに

検討して、現場に下ろそうということでやらせ

ていただきました。あとは、先ほど答弁ありま

したように、実践するといったところになって

きます。 

 前回は国主導で、経済対策ということで肥料

代の支援というのもありましたけれども、今の

ところ、そういう話もちょっと聞こえてきませ

んので、そこも含めて国の状況をしっかりと見

定めた上で、まずは我々県の方で、現場で含め

てできる方法を、手法をしっかりと現場に下ろ

して、少なくとも肥料を少なくして収量が取れ

なかったと、売上げが落ちたということがない

ように、我々はしっかりと農業者に寄り添った

技術支援等々もやっていきたいなと思っており
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ます。 

【冨岡委員長】 ほかに質問はありませんか。 

【金崎農産園芸課長】 先ほど中山委員の方から、

部長説明の中で、JAが行う園芸リースハウスの

整備のうち、新規就農者が何名いるのかという

ご質問がございました。そこを確認いたしまし

たところ、4地域で4名、令和7年度実績ございま

す。ちなみに令和6年度につきましては、3戸、

3名新規就農者が就農いたしております。4名に

なります。大変失礼いたしました。 

【岩間農山村振興課長】 先ほど宅島委員から、

県民の農泊の利用者数についてご質問があった

件でございますが、令和6年度の数字になるんで

すけれども、県全体の宿泊者数と体験のみの数

が約5万1,000人ございまして、そのうちの県民

の利用者が4,800人弱ということで、約1割弱ぐ

らいの方が利用されていることになります。 

 遅くなりました。失礼いたしました。 

【冨岡委員長】 ほかにありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【冨岡委員長】 ほかに質問がないようですので、

農林部関係の審査結果について整理したいと思

います。 

 しばらく休憩いたします。 
 

― 午後 ３時２９分 休憩 ― 

― 午後 ３時２９分 再開 ― 
 

【冨岡委員長】 委員会を再開いたします。 

 これをもちまして、農林部関係の審査を終了

いたします。 

 農林部の理事者の皆様におかれましては、大

変お疲れさまでございました。 

 引き続き、委員間討議を行います。 

 理事者退室のため、しばらく休憩いたします。 
 

― 午後 ３時３０分 休憩 ― 

― 午後 ３時３１分 再開 ― 
 

【冨岡委員長】 委員会を再開いたします。 

閉会中の委員会活動等について協議したいと

思いますので、しばらく休憩いたします。 
 

― 午後 ３時３１分 休憩 ― 

― 午後 ３時３３分 再開 ― 
 

【冨岡委員長】 委員会を再開いたします。 

 閉会中の委員会活動について、何かご意見は

ありませんか。 

〔「正副委員長一任」と呼ぶ者あり〕 

【冨岡委員長】 それでは、正副委員長にご一任

願いたいと存じます。 

 以上をもちまして、農水経済委員会及び予算

決算委員会農水経済分科会を閉会いたします。 

 大変お疲れさまでした。 
 

― 午後 ３時３４分 閉会 ― 
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